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令和８年度一般会計当初予算説明資料
２款　総務費
　４項　市町村振興費  政策統轄課 （ 内線 ： ７６３９ ）
　　１目　自治振興費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 本年度 前年度 比　較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 移住定住推進
基盤運営事業

148,284 141,409 6,875 148,284

 トータルコスト 162,488千円（前年度　155,076千円）［正職員：1.3人、会計年度任用職員：1人］

 １　事業の目的、概要

　鳥取県への年間移住者3,000人達成に向けて、これまで地道に培ってきた取組を丁寧に継続・充実していくととも
に、移住希望者へのきめ細かいフォローを行う。

 ２　主な事業内容

細事業名 内容 予算額

１ 鳥取県移住定住サポートセン
ター運営事業

　移住希望者の相談にワンストップかつきめ細かく対応す
るとともに、移住支援等に係る情報発信を総合的かつ一元的
に実施する。

115,387

２ ふるさと回帰支援センター鳥取
県ブース出展等業務

　首都圏及び関西圏における移住情報発信の中心拠点である
「ふるさと回帰支援センター」に鳥取県ブースを設置。首都
圏には専任相談員を配置し、地方移住を検討する都市在住者
に対する移住相談、情報発信体制を実施する。

14,920

３ とっとり暮らし住宅相談員設置
業務　

　「とっとり暮らし住宅相談員」を東・中・西部に各１名配
置し、移住希望者からの住宅に関する相談への対応や「とっ
とり暮らし住宅バンクシステム」等による空き家・住宅情報
の収集・発信を行う。

15,577

４ 鳥取県移住定住サポートセン
ター補助金

　民間（NPO等の団体、個人）による本県への移住者受入を
推進するための取組を支援する。
〔補助メニュー・補助率・上限額〕
・移住希望者の新規開拓につながる取組

［補助率10/10、1団体あたり300千円］
・移住支援組織のネットワーク化

［補助率10/10、1団体あたり300千円］
・オンラインや動画活用による相談対応・情報発信

［補助率10/10、1団体あたり50千円］

2,100

５ JOIN-FURUSATO会費 　移住定住等に関する官民の全国的なネットワークを有する
一般社団法人移住・交流推進機構（JOIN）の会費。

300

 ３　その他（改善点等）

　令和６年度の年間移住者数が2,393人と過去最多となり、引き続き若者・女性等のUターンや定住に向けた若者目
線での施策を実行し、目標である年間移住者3,000人の達成に向けてさらなる移住定住の促進に取り組んでいく。
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令和８年度一般会計当初予算説明資料
２款　総務費
　４項　市町村振興費  政策統轄課 （ 内線 ： ７１２８ ）
　　１目　自治振興費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 本年度 前年度 比　較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 移住定住促進
情報発信事業

10,776 10,821 △45  5,360 5,416

 トータルコスト 17,199千円（前年度　21,074千円）［正職員：0.8人］

 １　事業の目的、概要

　鳥取県への年間移住者3,000人達成に向けて、都市圏の若年層を中心とする県外在住の本県関心者や本県への移住
検討者（＝移住候補者としての関係人口）を増やすため、多様なメディアを活用して積極的に情報を発信する。

 ２　主な事業内容

細事業名 内容 予算額

1 とっとり暮らし旬情報発信事業 　鳥取県に縁のある方や移住・関係人口潜在層が閲覧するwebサ
イトに、とっとり暮らしの旬な情報や移住体験記事を発信す
る。

792

２ とっとり暮らしに係るメディア等
による情報発信事業

　本県の魅力や暮らしやすさをテレビ・ラジオ等で発信する。 2,278

３ 「とっとりdiary」とっとり暮ら
し発信事業

　県内外の若者が本県に関心を持ち、来県したくなるような若
者目線の魅力的な日常の風景等をSNS等を活用して発信する。

7,706

 ３　その他（改善点等）

　移住定住を促進するメディアや関係機関の協力を得て、若者の声を活かしながら、とっとり暮らしのＰＲを行
う。移住潜在層の掘り起こしを行い、「ふるさと来LOVEとっとり」への登録を促進し、移住相談や移住につなげて
いく。
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令和８年度一般会計当初予算説明資料
２款　総務費
　４項　市町村振興費  政策統轄課 （ 内線 ： ７６５２ ）
　　１目　自治振興費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 本年度 前年度 比　較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 移住定住受入
体制整備事業

124,196 130,346 △6,150  40,413 83,783

 トータルコスト 129,816千円（前年度　135,867千円）［正職員：0.7人］

 １　事業の目的、概要

　鳥取県への年間移住者3,000人達成に向けて、市町村等が取り組む移住定住に係る事業を支援することで、移住の
受け皿となる地域の受入体制の強化を進める。

 ２　主な事業内容

細事業名 内容 予算額

１ 鳥取県移住定住推進交付金 市町村等が取り組む移住定住に係る事業を支援する。
（例）専任相談員の設置、移住者への住宅支援、移住支援団
体への活動支援、【新】空き家を活用した移住定住に資する
社宅の整備、【新】県外での移住イベント参加
〔交付率〕市町村等負担額の1/2等

50,000

２ 鳥取県本社機能等移転による移
住者支援事業補助金

本県へ本社機能の移転等を実施する企業の雇用者が、本県へ
移住するための経費を支援する。
〔補助率〕市町村交付額の1/2
〔上限額〕１世帯150千円

300

３ ふるさとでの新しいライフス
テージ支援補助金

結婚や出産の機会に「鳥取で暮らす」ことを選択するIJUター
ン者を後押しするため、鳥取で新しいライフステージを迎え
る若年者が本県へ移住するための経費を支援する。
〔補助率〕市町村交付額の1/2
〔上限額〕１世帯100千円

5,750

４ とっとりビジネス人材移住支援
事業＜移住支援金＞

東京圏からの移住就職を促進するため、東京23区の５年以上
在住者等が、県内企業に就職した場合等に移住支援金を支給
する。
〔支給額〕単身:60万円、世帯:100万円

子育て世帯へは子ども１人につき100万円加算
〔補助率〕市町村交付額の3/4

54,000
（国費2/3）

５ とっとりビジネス人材移住支援
事業＜移住支援金マッチングサ
イト運営保守業務＞

東京圏からのビジネス人材と移住支援金支給対象法人をマッ
チングする求人紹介サイトを管理、運営する経費。

7,626
（国費1/2）

６ 地方就職学生支援事業＜地方就
職支援金＞

東京都内に本部がある大学の東京圏内のキャンパスに在学す
る学生に対し、地方就職支援金を支給する。
〔支給額〕就職活動に係る往復交通費の1/2（上限３万円）
〔補助率〕市町村交付額の3/4

900
（国費2/3）

７ 多世代・全員活躍の「生涯活躍
のまち」への移住推進事業

地域の活性化、生涯活躍のまちづくりを推進する「官民連携
まちづくり推進協議会」と、生涯活躍のまちの課題・方針の
具現化を支援する「一般社団法人生涯活躍のまち推進協議
会」の会費。

　　　　　　
120

８ 輝くとっとり地域づくりコー
ディネーター関連経費

県が委嘱するコーディネーター１名の活動に要する経費 5,500

 　 　 

 ３　その他（改善点等）

　移住者の受入れに非常に重要な役割を果たす市町村の一層の体制強化に向けて、県としての必要な支援を引き続
き行っていく必要がある。
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令和８年度一般会計当初予算説明資料
２款　総務費
　４項　市町村振興費  政策統轄課 （ 内線 ： ７６４８ ）
　　１目　自治振興費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 本年度 前年度 比　較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 若者県内就職
強化事業

32,701 30,495 2,206 32,701

 トータルコスト 34,307千円（前年度　32,072千円）［正職員：0.2人］

 １　事業の目的、概要

　県外大学進学者の県内就職率を向上させるため、関係機関や大学等と連携した学生等への情報提供及び県内就職
支援の取組強化を行い、若者の県内就職を促進する。

 ２　主な事業内容

細事業名 内容 予算額

１ 就職コーディネーターの配置 県外に進学した大学生に対し、きめ細やかな個別就職支援を行
う就職コーディネーターを東京、大阪、県内に配置する。

30,201

２ とっとり就活応援団事業 県内企業の若手社会人を「とっとり就活サポーター」に委嘱
し、同年代の先輩から学生に本県で働く魅力を直接ＰＲする就
活交流会を実施する。（県内外大学等　30回程度）

1,500

３ 家族で応援！とっとり若者就職
応援事業

家族を通じて若者の県内就職を促進するために、家族向け就職
セミナーや企業見学ツアー、保護者等を対象とした交流会や講
演・説明会等を実施する。

1,000
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令和８年度一般会計当初予算説明資料
２款　総務費
　４項　市町村振興費  政策統轄課 （ 内線 ： ７６４８ ）
　　１目　自治振興費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 本年度 前年度 比　較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

債務負担行為

270,000
債務負担行為

270,000
債務負担行為

0

債務負担行為

<繰入金>

270,000
<繰入金68,461
財産収入8,620

>

 鳥取県未来人
材育成奨学金
支援事業

79,829 76,835 2,994 77,081 2,748
 トータルコスト 87,610千円（前年度　84,193千円）［正職員：0.5人、会計年度任用職員：1人］

 １　事業の目的、概要

　県と産業界が協力して基金を設置し、県内に就職する大学生等の奨学金返還を助成し、IJUターン並びに産業人材
の確保を促進する。
　県内のあらゆる業種で人材確保が困難な状況と若者の転出超過が著しいことを踏まえ、令和７年度に助成対象と
なる業種を全業種に拡充しており、さらなる若者のIJUターンを促進する。

 ２　主な事業内容

（１）助成内容

区分 特定業種（拡充：下線部） 一般業種

対象者
県内の対象業種に就職する次の奨学金を借り入れた大学院(修士)、大学(薬学部６年制含む）、短大、高
専、専門学校の新卒者及び既卒者(35歳未満)　※出身地は不問
ア）日本学生支援機構の奨学金　イ）鳥取県育英奨学資金　ウ）その他の奨学金

対象業種

ア）製造業、イ）情報通信業、ウ）薬剤師の職域（薬
局、病院、製薬など）、エ）建設業、オ）建設コンサル
タント業（土木、建築、測量）、カ）旅館・ホテル業、
キ）民間の保育士・幼稚園教諭の職域、ク）農林水産
業、ケ）理容師・美容師の職域、コ）歯科技工士の職
域、サ）獣医師の職域、シ）自動車小売業及び自動車整
備士の職域、 ス)  私立中学校 ・ 高等学校 ・ 専修学校 の 教
 員 の 職域

左記以外の業種（公務員を除く）

対象人数令和８年度認定に係る募集人数　450人

助成率
及び

限度額

ア）無利子奨学金（助成率1/2）
　・上限額
　　大学院（学部4年+院2年）・薬学部（6年）216万

円、大学（学部4年）144万円、短大・高専・専門学
校（2年）72万円

イ）有利子奨学金（助成率1/4）
　・上限額
　　大学院（学部4年+院2年）・薬学部（6年）108万

円、大学（学部4年）72万円、短大・高専・専門学
校（2年）36万円

ア）無利子奨学金（助成率1/4）
　・上限額
　　大学院（学部4年＋院2年）・薬学部（6年）

108万円、大学（学部4年）72万円、短大・
高専・専門学校（2年）36万円

イ）有利子奨学金（助成率1/8）
　・上限額
　　大学院（学部4年＋院2年）・薬学部（6年）

54万円、大学（学部4年）36万円、短大・高
専・専門学校（2年）18万円

助成方法
県内対象業種への就職、継続雇用を確認の上、支給決定額を８年に分けて対象者へ支給
※支援対象者には原則、８年間の就業継続義務を課す。
（自己都合により離職した場合は、一定の要件のもと助成金の返還を求める。）
【債務負担行為：令和９年度～22年度】 270,000千円　

（２）事業費 79,829千円　
　　（令和８年度助成額 68,461千円（平成27年度～令和７年度認定者分）、委託料 2,748千円（派遣職員受入経

費）、基金運用利息積立 8,620千円）

 ３　その他（改善点等）

　特定業種「私立中学校・高等学校の教員の職域」に「専修学校（高等課程）の教員」を含めることとする。
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令和８年度一般会計当初予算説明資料
２款　総務費
　４項　市町村振興費  政策統轄課 （ 内線 ： ７１２８ ）
　　１目　自治振興費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 本年度 前年度 比　較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

<寄附金>
 若者から選ば
れるとっとり
創造事業

36,500 75,770 △39,270  17,250 10,000 9,250

 トータルコスト 46,135千円（前年度　86,038千円）［正職員：1.2人］

 １　事業の目的、概要

　若者に選ばれる鳥取県の実現に向けて、県内外への戦略的な情報発信や若者・産学官をはじめとした幅広いス
テークホルダーと連携し、若者がＵターン・定住したくなるような対策を積極的に実施する。

 ２　主な事業内容

細事業名 内容 予算額

１ ふるさと鳥取ア
プリ「とりふ
る」運用・充実
化事業

令和７年度にリニューアルしたLINE版「とりふる」のコンテンツを充実させ、
登録者を増やすとともに、就活イベント等への参加を誘導し、若者の県内就職
にアプローチしていく。また、若者・産官学の連携を強化し、本県の人口戦略
を着実に推進する。
【充実するコンテンツ内容（案）】
・イベントの様子や企業紹介などショート動画の作成・配信
・イベントの事前告知、申込、受付、記録など対面イベントとのシームレスな

接続　等

24,000

２ 県内大学と連携
した若者就職促
進事業

県内の大学生と高校生が地域課題解決に取り組みながらアイデアソンを実施す
ることで、将来的な県内定着を図る。
【実施主体】鳥取大学
【補助率】1/2　【上限額】1,500千円

1,500

３ とっとりへウェ
ルカニネット
ワーク拡大事業

本県にゆかり・関心のある都市部の若者とつながる「とっとりへウェルカニ
ネットワーク」を拡大するとともに、若者に向けたSNS等での発信を強化する。
また、都市部で若者と鳥取県とがつながる取組を支援する。

8,500

４ 青年組織の活
動・交流応援事
業

地域に根差した青年組織の活性化に向けて、県内外の活動者と学び、交流する
機会を創出し、ネットワーク化を支援する。

2,500
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令和８年度一般会計当初予算説明資料
２款　総務費
　４項　市町村振興費  政策統轄課 （ 内線 ： ７６５２ ）
　　１目　自治振興費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 本年度 前年度 比　較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 （新）若者の
県内就職・定
着応援事業

30,000 0 30,000  14,521 15,479

 トータルコスト 34,015千円（前年度　0千円）［正職員：0.5人］

 １　事業の目的、概要

　若者に選ばれる鳥取県の実現に向けて、県内就職・定着につながる機運や鳥取愛の醸成、若者と企業・県内高
等教育機関とのマッチングなどを戦略的に実施する。

 ２　主な事業内容

【若者の県内就職・定着応援イベント（とっとりワクスタFES（仮称））の開催】
　県内就職・進学・鳥取愛の意識醸成を目的とした既存のイベントを統合し、小中高校生、大学生、保護者など
の対象や目的に応じて戦略的に組み替え、若者の視点で鳥取で学び暮らす楽しさを感じられる通年イベントを部
局横断体制で実施する。
　開催にあたっては、イベントの様子や企業紹介などショート動画の作成・配信による戦略的な事前告知やイベ
ントの申込、受付、記録など対面イベントとのシームレスな接続・参加後のアフターフォローなど令和7年度にリ
ニューアルしたLINEとりふるを最大限活用する。

＜主なイベント内容＞
　学生と企業とのマッチング（インターンシップへの導入）、県内企業による仕事体験、学生と社会人との交
流、県内企業による企業説明会、就職相談会、ステージイベント（著名人によるトークショー、小中高生による
活動発表、Ｕターン者の本音トーク）、CMコンテスト・探究学習成果の発表などを年代等に応じて組み合わせて
実施する。

（参考：統合する既存イベント）
・とっとり若者×産学交流FES
・とっとり企業紹介フェア（とっとりジョブ★チャレ！を含む）
・ふるさとキャリア教育フェスティバル

7



令和８年度一般会計当初予算説明資料
２款　総務費
　４項　市町村振興費  政策統轄課 （ 内線 ： ７６５２ ）
　　１目　自治振興費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 本年度 前年度 比　較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 未来につなが
る関係人口拡
大・強化事業

10,000 1,500 8,500  3,000 7,000

 トータルコスト 14,015千円（前年度　1,898千円）［正職員：0.5人］

 １　事業の目的、概要

　若者を対象にした新たなメンバーシップ制度を創設し、ふるさと来LOVEとっとり会員を増やすとともに、本県へ
の来訪・来県につながる二地域居住をPRしつつ、市町村が主体となった二地域居住の希望者の受入れを促進する。

 ２　主な事業内容

細事業名 内容 予算額

１ 【新】若者版
ふるさと来
LOVEとっとり
の創設

　若者版ふるさと来LOVEとっとりメンバーシップ制度を創設し、若者の鳥取ファン
を増やして、将来的な県内就職・定着のきっかけをつくる。また、情報発信ツール
として「LINEとりふる」を活用し、情報提供や会員同士のコミュニティ形成を図っ
ていく。
【対象】高校生～30歳代までの若者（県内県外問わない）
【特典】
・会員向けWEBマガジンの配信
・専用コミュニティへの加入
・グルメ・アクティビティ等のクーポンプレゼント
・来県交通費の一部支援（既存事業を活用）

6,000

２ 【拡充】二地
域居住の促進
（二地域居住
推進交付金制
度の創設）

　県外からの二地域居住を促進するため、市町村が主体となった二地域居住施策を
幅広く支援するとともに、新たに取り組む市町村を増やしていく。
【実施主体】特定居住促進計画を策定（又は策定予定）の市町村
【補助対象経費】
・二地域居住希望者等に対する情報発信
・相談対応等を行う二地域居住コーディネーターの設置
・二地域居住のための受入れ環境整備（兼業・副業マッチング支援等）
・二地域居住等のきっかけづくり（二地域居住体験プログラム造成等）
【補助率】1/2
【上限額】1,000千円/市町村

4,000

 ３　その他（改善点等）

　ふるさと来LOVEとっとりの会員を増やすため、これまでに県外でのイベント参加などプロモーション活動を実施
しているところ、R8年度からは新たに若者を対象としたメンバーシップ制度を作り、さらなる会員拡大を図ってい
く（ふるさと来LOVEとっとり会員数：3,188名（R7.12月末時点）会員のうち40代以上が約8割）。
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令和８年度一般会計当初予算説明資料
２款　総務費
　４項　市町村振興費  政策統轄課 （ 内線 ： ７９６２ ）
　　１目　自治振興費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 本年度 前年度 比　較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 ふるさと鳥取
関係人口拡
大・深化事業

28,828 47,524 △18,696  5,732 23,096

 トータルコスト 40,872千円（前年度　72,457千円）［正職員：1.5人］

 １　事業の目的、概要

　ふるさと来LOVEとっとりの登録促進、県外者の受入れを行う団体等への支援を通じた関係人口の創出・拡大を図
るとともに、関係人口が地域の担い手として活躍いただくための仕組みを整えることで、人口減少下においても活
力のある鳥取県を作っていく。

 ２　主な事業内容

細事業名 内容 予算額

１ ふるさと来
LOVEとっとり
メンバー拡大
事業費補助金

　将来的な地域の担い手確保や地域活性化につなげるため、関係人口となる「ふる
さと来LOVEとっとり」登録者を増やすための取組を行う。
【実施主体】鳥取県広報連絡協議会
【対象経費】広報PR活動、情報発信、情報誌発送等に係る経費
【補助率】10/10　【上限額】1,500千円

1,500

２ 関係人口受入
団体補助金

関係人口を地域の担い手確保等につなげていくため、県外から来県した関係人口を
受け入れる県内団体等を支援する（ふるさと来LOVEとっとりへの登録が条件）。

とっとり暮らしワーキングホリ
デー支援補助金

関係人口受入団体支援補助金

対象者 2週間以上県内に滞在し、地域
と関わる労働・地域活動・交流
等を行う県外者

1泊2日以上県内に滞在し、地域活動・
体験・交流等を行う県外者

実施主体 市町村、民間団体、個人
対象経費 県外者の受入れに係る経費
補助率 2/3 1/2
上限額 800千円（80千円/人） ソフト経費：600千円（60千円/人）

ハード経費：1,000千円

10,000

３ 県外学生来県
支援補助金

県外大学の学生が県内で地域活動等を行うための取組を支援する（ふるさと来
LOVEとっとりへの登録が条件）。
【対象者】県内での地域活動・研究等に加え、地域や受入団体と交流を行う県外学

生等
【実施主体】県外大学、学生と地域とのマッチング団体
【対象経費】県外学生が来県に要する経費、県外学生の県内活動に要する経費、県

外学生の地域とのマッチングに要する経費
【補助率】1/2　【上限額】300千円

3,000

４ とっとり関係
人口マッチン
グ・交流サイ
ト「とりん
ぐ」運営事業

令和7年度に構築したとっとり関係人口マッチング・交流サイト「とりんぐ」を介
して、地域づくり活動と県外人材等をマッチングするとともに、交通費等の一部を
支援する。

12,305

５ 【新】親子で
深める！とっ
とり愛醸成事
業

子育て世代が地域への愛着を深めることを目的に、鳥取の魅力の再発見につながる
親子参加型のキャンペーンを実施する。

1,023

６ 「転職なき移
住」等モニ
ターツアー

企業と連携した「転職なき移住」等を検討している移住予備軍を対象として、オー
ダーメイド型の県内モニターツアーを開催する。

500

７ 「転職なき移
住」等移住支
援事業補助金

企業と連携した「転職なき移住」等により、都市部から本県への移住に係る経費を
支援する。
【対象者】移住兼業者
【対象経費】転居費、リモートワーク通信費、県内居住地家賃等
【補助率】1/2　【上限額】300千円/人（県内居住地家賃は27千円/月）

500
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令和８年度一般会計当初予算説明資料
２款　総務費
　４項　市町村振興費  政策統轄課 （ 内線 ： ７９００ ）
　　１目　自治振興費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 本年度 前年度 比　較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

<基金繰入金>
 （新）地域未
来基金積立事
業

5,000,000 0 5,000,000 2,000,000 3,000,000

 トータルコスト 5,000,803千円（前年度　0千円）［正職員：0.1人］

 １　事業の目的、概要

　国の地域未来戦略を踏まえ、「強い経済」の実現の観点から、地域ごとの産業クラスターを形成するとともに、
地場産業の付加価値向上と販路開拓を推進するため、地域未来基金に資金を積み立てる。

 ２　主な事業内容

　今後策定する地域産業成長プランに基づき実施する地場産業の成長・発展に資する事業に充当するため、新たに
設置する地域未来基金に積み立てを行う。

基金への積み立て額：50億円
（国の地域未来戦略に呼応し、県内産業の振興と持続的な発展等を目的として設置した産業未来共創基金を一部取

り崩して充当）

 【参考】　国の「地域未来戦略」（令和７年12月22日「地域未来戦略に関する関係副大臣等会議」資料抜粋）
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令和８年度一般会計当初予算説明資料
２款　総務費
　２項　企画費  協働参画課 （ 内線 ： ７６１７ ）
　　２目　計画調査費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 本年度 前年度 比　較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 とっとり若者
活躍☆応援事
業

26,960 27,770 △810  13,480 13,480

 トータルコスト 33,383千円（前年度　39,601千円）［正職員：0.8人］

 １　事業の目的、概要

　若者による主体的な地域づくりや柔軟な視点による地域課題解決の取組を通じて、若者がチャレンジできる機運
を醸成するため、高校生から30代の若者から成る「とっとり若者活躍局」を設置・運営する。

 ２　主な事業内容

（１）とっとり若者活躍局　メンバー構成
区分 活動内容等

コアメンバー 政策提案グループ（10人程度） 
行政課題や広聴活動を踏まえて県へ政策提案を行う。

プロジェクトグループ（30人程度） 
地域の課題解決や魅力発信などのプロジェクトを自ら企画・実施する。

【新】情報発信グループ（10人程度） 
若者活躍局の活動の情報発信や、県内外で活動している若者の発掘・発信を行
い、若者のネットワークを県内外に広げる。

サポートメンバー・

OB・OG

コアメンバーが企画するプロジェクトへの参画・後方支援や、定例会議の運営サ
ポート等を行う。

メンター 専門的な知識や経験を持つ者を任命し、メンバーのプロジェクト活動を伴走支援す
る。

（２）予算額
報償費・旅費（毎月の定例会議への参加や広聴活動、伴走支援等）　　　　10,060千円 

委託料（定例会議の運営やメンバーのサポート、プロジェクト実施経費等）16,900千円　　　 
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令和８年度一般会計当初予算説明資料
２款　総務費
　１項　総務管理費  協働参画課 （ 内線 ： ７６１７ ）
　　１目　一般管理費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 本年度 前年度 比　較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 協働参画課管
理運営費

4,829 5,229 △400 4,829

 トータルコスト 5,632千円（前年度　6,018千円）［正職員：0.1人］

協働参画課の管理運営、企画調整等に要する経費である。

　２項　企画費  協働参画課 （ 内線 ： ７６１７ ）
　　２目　計画調査費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 本年度 前年度 比　較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

ミラ・クル・
とっとり運動
推進事業

79,165 81,582 △2,417 79,165

 トータルコスト 118,507千円（前年度　120,228千円）［正職員：4.9人］

 １　事業の目的、概要

　環境・子育て・福祉・防災・地域文化・まちづくり・農林水産・観光など、様々な分野の活動団体がゆるやかに
つながり、地域課題解決につなげる県民運動「ミラ・クル・とっとり運動」を推進し、地域活動の活性化を図るた
め、とっとり県民活動活性化センターによるサポートのほか、活動に対する助成や表彰・情報発信を行う。

 ２　主な事業内容

(１)とっとり県民活動活性化センター事業（65,311千円）

細事業名 内容 予算額

ミラ・クル・とっとりプラット
フォーム事業

様々な分野の団体がゆるやかにつながり、情報共有や各団体の課
題やアイデア、成功事例を共有する交流プラットフォームの運営

1,800

誰一人取り残さない県民参画社
会づくり事業

・相談対応　・伴走支援 ・情報発信
・若者向け地域課題ワークショップ　等

7,520

社会変化に対応した団体支援事
業

・専門家派遣
・プロボノ（社会人・若者ボランティア）推進
・寄附付き商品開発普及事業　等

2,781

とっとり県民活動活性化セン
ター補助金

地域づくり活動改善支援補助金 
県内のＮＰＯや地域づくり団体等が行う分野を跨いだ活動や社
会実験的な取組への助成
・補助上限300千円　・補助率10/10

控除対象特定非営利活動法人指定支援補助金［制度要求］ 
県ＮＰＯ法人条例個別指定制度に基づく指定を受けようとする
ＮＰＯ法人が司法書士等へ相談等する際の経費を助成 
・補助上限150千円　・補助率10/10

1,200

職員人件費・管理費 52,010

（２）ミラ・クル・とっとり運動推進補助金（6,000千円）

区分 内容 予算額

スタートアップ型（スタート支
援）※１年目

新規、試行的な事業、従前の取組を拡充する事業を支援
・補助上限100千円　・補助率10/10

スタートアップ型（ステップ
アップ支援）※２年目

スタート支援を受けた取組に工夫を加え成長させる事業を支援
・補助上限300千円　・補助率3/4

若者トライ型 若者による新規、試行的な事業、従前の取組を拡充する事業を支援
・補助上限190千円　・補助率10/10

6,000

(３)地域づくり活動の裾野の拡大等（7,854千円）

 　 活動表彰、「とっとり元気フェス」の開催、県民運動の情報発信、補助金・表彰に係る委員会の運営等
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令和８年度一般会計当初予算説明資料
２款　総務費
　２項　企画費  協働参画課 （ 内線 ： ７７６１ ）
　　２目　計画調査費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 本年度 前年度 比　較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

債務負担行為

8,000
債務負担行為

8,000
債務負担行為

0
債務負担行為

8,000
 公民連携推進
事業

5,504 9,498 △3,994 5,504

 トータルコスト 34,408千円（前年度　37,891千円）［正職員：3.6人］

 １　事業の目的、概要

　多様化・複雑化する住民ニーズや地域課題に対応するため、行政と民間事業者等（ＮＰＯ、企業、大学、県民
等）の資源やノウハウを生かした「公民連携」による事業を支援する。

 ２　主な事業内容

（１）公民連携推進事業（5,454千円）

　　民と官が協働して県の課題解決に取り組む事業に対し、事業計画の策定から実施までを支援する。

　　※募集する事業
　　・県課題提示型…県が提示する地域課題（テーマ）の解決に資する提案
　　・民間提案型…政策分野を問わず民間事業者等のアイデアやノウハウを生かした自由な発想による提案

　　※補助対象者…県と協働して地域課題の解決を図る意欲があり、県内に事務所又は活動拠点を有する民間　　
　　　　　　　　　事業者等

　　ア　鳥取県公民連携推進事業補助金（5,200千円）

区分 １年目（計画策定） ２年目（事業実施）※
補助率 10/10 3/4
補助上限 300千円 2,000千円
採択団体数 ４団体 ２団体
予算額 1,200千円 4,000千円

※R8年度に計画策定した団体の事業実施に係る補助金について債務負担行為を設定

　　イ　鳥取県公民連携推進事業補助金審査・検証委員会に係る経費（254千円）

（２）ＮＰＯ活動基盤支援事業（50千円）

　　ア　特定非営利活動促進法（ＮＰＯ法）施行事務
 　ＮＰＯ法等に基づくＮＰＯ法人の設立認証・認定・特例認定・条例個別指定及び監督等を行う。　

　　イ　ＮＰＯ支援情報の収集
 　日本ＮＰＯセンターの会員となり、県内のＮＰＯ支援に有益な情報を得ながら県内外ＮＰＯ等との円滑
な交流を図る。
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令和８年度一般会計当初予算説明資料
２款　総務費
　２項　企画費  協働参画課 （ 内線 ： ７０７０ ）
　　２目　計画調査費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 本年度 前年度 比　較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

<寄附金>
 持続可能な地
域づくり団体
支援事業（ギ
フ鳥）

21,990 28,320 △6,330 19,390 2,600

 トータルコスト 34,034千円（前年度　42,517千円）［正職員：1.5人］

 １　事業の目的、概要

　県内のＮＰＯや社会貢献活動を行う非営利団体等（以下「地域づくり団体」という。）の基盤強化を図り、持続
可能な地域づくりにつなげるため、地域づくり団体の活動の社会的意義や成果等を広報し、支援者から資金を調達
できる仕組み「ギフ鳥」を運営する。

 ２　主な事業内容

（１）持続可能な地域づくり団体支援寄附金（20,390千円）
　地域づくり団体の支援者が個別の団体を指定し、ふるさと納税の方法により県に寄附いただいた額の4/5を当
該団体に交付する。（企業版ふるさと納税の場合は寄附額の10/10を交付)

区分 【タイプ１】
協賛型ふるさと納税タイプ

【タイプ２】
ガバメントクラウドファンディングタイプ

想定する
団体

・地域に密着して活動する団体
・活動・団体規模が小さい団体
・既存の寄附基盤がない又は乏しい団体

・県全域や県外など広範囲で活動する団体
・活動・団体規模が大きい団体
・既存の寄附基盤が一定程度ある団体　

対象事業 県民の便益につながるＮＰＯ法に掲げる20分野（※）又は社会貢献を行う事業

想定団体数 50団体 ３団体

1団体あたりの
目標金額

なし 1,000千円以上

返礼品 なし
（対価性のないお礼状等）

あり
（対価性のある返礼品を活用可能）

※ＮＰＯ法に掲げる20分野の活動（抜粋）
　保健・医療・福祉、まちづくりの推進、観光の振興、農山漁村又は中山間地域の振興、学術・文化・芸
　術・スポーツの振興、環境の保全、子どもの健全育成　など　　

（２）地域づくり団体の活動の広報（1,600千円）
　新規の寄附者を増やすため、地域づくり団体の活動等を紹介する広報を行う。
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令和８年度一般会計当初予算説明資料
２款　総務費
　２項　企画費  とっとり 未来創造 タスクフォース （ 内線 ： ７６６８ ）
　　２目　計画調査費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 本年度 前年度 比　較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 若者みんなで
描く「とっと
り未来SOZO」
プロジェクト

11,972 4,610 7,362 11,972

 トータルコスト 38,468千円（前年度　30,637千円）［正職員：3.3人］

 １　事業の目的、概要

　将来にわたって住みやすく魅力的な鳥取県を創るため、県内の若者世代と連携し、未来創造事業を行う。

 ２　主な事業内容

区分 内容 予算額

【Ｕ35が繋がる！若者交流基盤創出事業】
　県内の若者が、その所属を越えて交流するイベントを県主催で実施（年３
回程度）する。民間団体主催の交流会に対し、その広報や当日運営のノウハ
ウ等を技術的に支援し、継続可能な形態へ変容し民間へシフトしていく。

990

※R7当初は輝く鳥
取創造本部に計上

若者世代の
ネットワーク
形成

【Tottori Mirai Base※＜未来志向人材バンク＞】
　県内外で活躍する若手人材の情報をデータベース化し、とっとりデジタル
教材（県教委所管のサイト）へ掲出（令和８年度～）することで、教育現場
をはじめとして若者人材を必要とする団体等が、上記のサイトへアクセス
し、必要な人材を確保できるよう支援を行う。

2,960

※R7当初は教育
委員会に計上

【Tottori Mirai Base※＜未来志向人材育成ワークショップ＞】
　県内の若者を対象とし、鳥取県の将来の姿を考えるワークショップを開催
（年２回）する等、未来志向の人材を発掘するとともに人材育成を進める。

1,540若者世代の人
材発掘・育成

【庁内改革】
　タスクフォースが若手目線で、専門家などのアドバイスも加えつつ、現在
の「県庁インターンシッププログラム」を抜本的に改革する案を作成・提案
する。また、県庁第２庁舎ロビーなどを利用目的も含め抜本的に見直し、お
客さまも職員も利活用しやすくなる模様替え等を実施する。

－

若者世代の活
動発信

【若者と一緒に創る！とっとり未来創造ラジオ】
　コミュニティＦＭを活用し、県内で活躍する若者の活動内容や、鳥取県の
未来の姿などを電波等に乗せて発信する。

3,742

※R7当初は輝く鳥
取創造本部に計上

政策への反映 上記事業において表出・議論した若者世代の声を集約し、施策立案に反映す
る。

－

その他 所属運営に係る事務費、施策提案に向けた活動費等 2,740

　　※Tottori Mirai Base：鳥取県に関わる若手世代が、鳥取県の未来を前向きに考え、新たな行動を起こしていく
ための人材育成・ネットワーク形成事業。
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令和８年度一般会計当初予算説明資料
２款　総務費
　２項　企画費  総合統括課 （ 内線 ： ７６５１ ）
　　１目　企画総務費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 本年度 前年度 比　較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 （新）令和８
年全国知事会
議inとっとり
開催事業費

15,000 0 15,000 15,000

 トータルコスト 24,635千円（前年度　0千円）［正職員：1.2人］

 １　事業の目的、概要

　毎年全国持ち回りで開催されている夏の全国知事会議について、令和８年度は鳥取県で開催し、地方創生や少
子化に果敢に立ち向かい、まんが王国や弥生遺跡、豊かな自然等を活かした本県の挑戦をアピールし、地方から
この国を一新する契機とする。

※本県開催は、平成11年（主会場：米子コンベンションセンター）以来27年ぶりとなる。

＜参考：近年の開催県＞
　R7:青森県、R6：福井県、R5：山梨県、R4：奈良県

 ２　主な事業内容

◆令和８年全国知事会議inとっとり開催日程等
　　期　　間：令和８年７月１５日（水）～１７日（金）の３日間
　　場　　所：ダイキンアレス青谷　ほか
　　参 加 者：約４５０名（各都道府県知事・随行者、政府関係者、全国知事会事務局、報道関係者等）
　　開催内容：（１日目）プレイベント、理事会
　　　　　　　（２日目）全国知事会議
　　　　　　　（３日目）全国知事会議、記者会見
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

内容
全国知事会議の本県開催に要する経費
　・県のPRブースの設置
　　（「手話の聖地 鳥取県」等の展示、県産品の展示・販売など）
  ・プレイベント（まんが王国とっとりや鳥取砂丘などの県内視察）で主要観光地を巡り
    鳥取の魅力を発信　　等

　　※会議の開催に係る経費（会場代、設備・備品等に係る経費）は、全国知事会が負担
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令和８年度一般会計当初予算説明資料
２款　総務費
　１項　総務管理費  東京本部 （ 電話 ：03-5212-9186 ）
　　９目　県外事務所費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 本年度 前年度 比　較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 （新）首都圏
発！鳥取県へ
の若者移住者
予備軍発掘事
業

4,000 0 4,000 4,000

 トータルコスト 20,058千円（前年度　0千円）［正職員：2人］

 １　事業の目的、概要

　将来的な移住者になり得る鳥取県ゆかりの若者等が多く存在する首都圏において、移住者予備軍である若年層
の探索・発掘を進め、首都圏から鳥取県への移住希望者の掘り起こし、本県の関係人口ネットワークへの取り込
みを進める。

 ２　主な事業内容

区分 内容 予算額
１ 首都圏における

とっとりネオ県
人会活性化事業
（若者交流会等
開催支援）

　県出身者等が主体的に「つながる場を創出する」ことを後押しするた
め、とっとり・おかやま新橋館を活用し鳥取県ゆかりの若者が、自主的
にイベント（同窓会や意見交換会等）を開催する際に、有識者招へい謝
金・旅費等にかかる費用負担を軽減するため奨励金（１グループ上限
10万円）を拠出して支援する。

2,500

２ 東京とっとり学
生寮若者ＯＢ・
ＯＧネットワー
ク構築事業

　毎年100名近くの県出身学生が居住する清和寮、明倫館の在寮生及び卒
寮生を中心とした定期的な交流会を首都圏で開催することにより、大
学・大学院卒業後も東京に居住する鳥取県ゆかりの若者等との継続的な
繋がりを生み出す。

≪実施内容≫ 
ア 定期懇談会（年６回）：毎回鳥取県ゆかりのゲスト（２名程度）を招

き、ゲストの話を聞きながら参加者同士の密な関わりを生み出す
イ ＯＢ・ＯＧ大交流会（年１回）：各寮の卒寮生や在寮生等が集まり、

より多くの若者の繋がりを生み出していく

1,000

３ 若者視点での首
都圏とっとり発
カルチャ
ー発信支援事業

　若者からも「首都圏において鳥取県に触れる機会が少ない」という声
がある中で、首都圏において鳥取県ならではの文化等の発信に繋がる
チャレンジを行う若者に対し支援を行う。

≪補助率≫10/10 　≪補助上限≫15万円　※クラウドファンディングを
実施する場合は、19万円を上限とする

≪補助対象者≫鳥取県出身もしくは鳥取県内教育機関に在学経験のある
若者

≪想定する補助対象事業のイメージ≫
・鳥取県ゆかりの若者たちが首都圏で傘踊りイベントを開催
・キッチンカーでイベントに出展し、鳥取県産食材をPR　等

500

　　　　※いずれの事業もとっとり若者活躍局提案を反映
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令和８年度一般会計当初予算説明資料
２款　総務費
　１項　総務管理費  財政課 （ 内線 ： ７０４５ ）
　　１目　一般管理費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 本年度 前年度 比　較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 一般的調整事
務経費の予備
枠

207,000 207,000 0 207,000

 トータルコスト 207,803千円（前年度　207,789千円）［正職員：0.1人］

　庁内の事務的経費に係る臨時的、突発的事項に機動的に対応するための事務経費をあらかじめ予備的に措置し
ておくもの。

※職員の人事異動による赴任旅費（20,000千円）、庁内調整経費（187,000千円）※いずれも前年同額

災害復興調整
費

50,000 50,000 0 50,000

 トータルコスト 50,803千円（前年度　50,789千円）［正職員：0.1人］

　災害発生の際、補正予算の編成を待たず迅速に各種の復旧・復興事業に取り組むために予備的に措置しておく
もの。

物価高騰等緊
急対応調整費

200,000 200,000 0 200,000

 トータルコスト 200,803千円（前年度　200,789千円）［正職員：0.1人］

　長引く物価高騰に対応して実施する生活者・事業者への各種支援策について、予算枠が不足する際など、緊急
的に対応するととともに、県が発注する公共調達における労務費を含めた価格転嫁を円滑に実施するための枠予
算を予備的に措置しておくもの。
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令和８年度一般会計当初予算説明資料
２款　総務費
　２項　企画費  デジタル 改革課 （ 内線 ： ７９８３ ）
　　２目　計画調査費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 本年度 前年度 比　較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 偽・誤情報か
ら県民を守る
事業

10,254 7,491 2,763 10,254

 トータルコスト 18,283千円（前年度　15,378千円）［正職員：1人］

 １　事業の目的、概要

　フェイク（偽・誤）情報から県民や地域を守るため、ソーシャルリスニングツールを活用してフェイク情報の拡
散状況をモニタリングし、必要に応じて、注意情報、警戒情報、安心・安全情報を発信する。
　また、自治体デジタル倫理原則を推進するため、デジタル倫理アドバイザーを委嘱し、助言を受ける。

 ２　主な事業内容

 

区分 内容 予算額

【拡充】県庁対応
チームの運用

SNSやインターネット上で拡散されることにより重大な影響が懸念さ
れるフェイク（偽・誤）情報のリスクから県民や地域の安心・安全
を守るため、ソーシャルリスニングツールを活用して、フェイク情
報の拡散状況をモニタリングし、注意情報等の発信を行う。
※TikTokやYouTube等のネット動画のモニタリングを強化するための
ツールを追加導入

9,933

鳥取県デジタル
倫理アドバイザー
に係る経費

「自治体デジタル倫理原則」の推進に向けた取組を効果的かつ適切
に推進するために、専門的見地から助言をいただく外部有識者であ
る「鳥取県デジタル倫理アドバイザー」から助言を受ける。

321
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令和８年度一般会計当初予算説明資料
２款　総務費
　２項　企画費  デジタル 改革課 （ 内線 ： ７９８３ ）
　　２目　計画調査費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 本年度 前年度 比　較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 オリジネー
ター・プロ
ファイル推進
事業

5,679 3,958 1,721 5,679

 トータルコスト 7,285千円（前年度　5,535千円）［正職員：0.2人］

 １　事業の目的、概要

　健全な民主主義・地方自治のための健全なインターネット空間実現を目指し、県がインターネットを通じて発
信する情報の真正性を担保する新技術「オリジネーター・プロファイル（OP）」を県公式ホームページ等に導入
し、県民や県外の皆様が安心して本県の正確な情報に接する事が出来るようにする。

 ２　主な事業内容

　OP技術の開発を進めるOP技術研究組合と連携し、技術開発完了後のOP技術の社会実装開始時において、本県は
迅速にOP情報を発信出来るよう、県公式ホームページ等への先駆的なOP実装を推進する。　

※オリジネーター・プロファイル（Originator Profile、OP）

情報そのものが正しいかどうかではなく、情報の発信者は誰なのか、また、作成者や発信者の組織情報などの情
報について、第三者機関が確認した情報を改ざん不可能な状態で付与する技術。
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令和８年度一般会計当初予算説明資料
２款　総務費
　２項　企画費  デジタル 改革課 （ 内線 ： ８３１９ ）
　　２目　計画調査費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 本年度 前年度 比　較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 情報的健康
とっとりプロ
ジェクト推進
事業

5,000 5,000 0 5,000

 トータルコスト 13,029千円（前年度　12,887千円）［正職員：1人］

 １　事業の目的、概要

　SNSを含むネット空間では、選挙や全国各地で発生する大規模な地震、山火事、津波、水害などを契機に、偽・
誤情報、真偽不明情報、なりすましSNSアカウント、心無い誹謗中傷が全国的に拡大しており、社会的混乱や風評
被害、不安や怒りなどの感情に訴える扇動、詐欺や人権侵害などのリスクがこれまで以上に高まっている。
　本県では、情報をバランスよく摂取する大切さを「食」に例えて県民に伝える「情報的健康とっとりプロジェ
クト」を令和７年６月に立ち上げ、県内学生をターゲットに情報リテラシー向上を目的としたワークショップを
はじめ、県民に向けた様々な啓発普及に取り組んできた。
　令和８年度も、情報の信頼性や安全性を確かめること、バランスよく情報を摂取することを習慣化し、適切に
情報を見極める力（免疫力）を高めることの大切さを知っていただく取組を部局横断で展開していく。

 ２　主な事業内容

細事業名 内容 予算額

１【偽・誤情報対策】
情報的健康による偽・
誤情報対策事業

・「情報的健康とっとりプロジェクト」に賛同し、自組織の社
員等への啓発に取り組む県内企業・団体を募る「鳥取県情報
的健康サポート企業」制度を通じて、働き世代への啓発を強
化する。

・世界的オンラインイベント「ユースファクトチェック選手
権」参加希望者に対し、スキル向上のための学びの場を提供
する。

・情報リテラシー向上を目的としたSNS広告やテレビCM、特設
サイト「デジタルメディアリテラシーの夜明け」等の広報を
展開する。

5,000

２【主権者教育】
　主権者教育プログラム

選挙時にインターネットやSNS上に溢れる偽誤情報等に惑わさ
れないよう、情報への向き合い方を学ぶ主権者教育を展開す
る。

（7,024）
※地域社会振興部

で計上
３ 【人権侵害対策】

　インターネット上の差
別行為等に関する対策
事業

人権尊重の社会づくりを目指し、SNSやインターネット上での
誹謗中傷や差別行為の拡散による被害を防ぐため、大学生等と
効果的な啓発手法を検討し、効果的な周知活動を展開する。

（1,500）
※地域社会振興部

で計上

４【青少年保護】
子どもたちの安心安全
なネット・SNS利用環境
整備・支援事業

子どもたちがインターネット・SNSを介して被害に遭うことを
防止するため、子ども自身及びその保護者が情報リテラシーを
高める機会を提供し、子どもたちが安心してインターネットや
SNSを利用できる環境の一層の整備を図る。

（2,500）
※子ども家庭部

で計上

５【闇バイト対策】
　闇バイト等による犯罪

加担から県民を守る事
業

県民が闇バイト（犯罪実行者募集情報）をはじめとする犯罪等
の被害者にも加害者にもならないよう出前授業等の啓発を行
い、安心して暮らすことのできる地域社会の実現を目指す。

（4,200）
※生活環境部

で計上

６【ネット教育】
　インターネットとの適

切な接し方教育啓発推
進事業

子どもや保護者に対し、民間企業・団体等と連携して、「電子
メディア機器のより良い使い手」となるための教育啓発を行
い、SNSやデジタル技術を使った犯罪やトラブルから子どもた
ちを守る。

（3,150）
※教育委員会

で計上
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令和８年度一般会計当初予算説明資料
２款　総務費
　２項　企画費  デジタル 改革課 （ 内線 ： ７８５２ ）
　　２目　計画調査費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 本年度 前年度 比　較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 デジタル県庁
改革推進事業

39,895 40,559 △664 39,895

 トータルコスト 64,785千円（前年度　65,009千円）［正職員：3.1人］

 １　事業の目的、概要

　業務効率化及び県民サービス向上を目指すため、各種デジタルツールを活用した県庁DXを強力に推進する。

 ２　主な事業内容

区分 内容 予算額
（新）生成AI業務活用
高度化事業

　民主主義や地方自治の視座で本県が策定した「自治体デジタル倫理原則」
に基づき、最新の生成AI技術を活用した県庁業務効率化を推進する。
・AIエージェント（※６）やRAG（※７）を含めた多機能かつ安全性の高い
最新生成AI技術を導入し、職員が資料作成等に生成AIを積極活用するな
ど、最終的な判断は人間が行う人間主導の理念に基づく、新たなAIワーク
スタイルを加速させる。

・個別業務に特化したAIエージェント等の活用可能性について岡山県との連
携による共同研究を行う。

・職員の過度な生成AI依存による現場経験や能力開発の阻害、生成AIによる
民意集約など、不適切な業務活用とならないよう職員向けAI研修の充実を
図る。

4,077

AI-OCR活用推進
（※１）

　AI-OCRを利用して、手書き書類を読み込み、テキストデータ化し、業務を
効率化する。

2,884

AI音声認識議事録作成
支援サービス活用推進
（※２）

　庁内各所属で実施している会議等の議事録作成作業について、AI音声認識
議事録作成支援サービスを提供し、職員の議事録作成業務の負担軽減、コス
ト削減、スピードアップを図る。

1,716

AIチャットボット活用
推進
（※３）

　県民向け、職員向けの問い合わせ対応について、AIチャットボットを導入
し、問い合わせた者の利便性、行政サービス向上及び職員の業務負荷の軽減
に繋げる。

3,168

全庁利用型RPA活用推進
（※４）

　庁内各所属においてパソコンを用いて行われている情報転記や情報収集な
どの定型作業をロボットで効率化する。

21,214

3Dデータ活用推進 　LiDAR機器（※５）を導入し、簡易に現実空間の3Dデータを作成すること
により、測量業務に要する時間の大幅な短縮など、現場業務のDXを推進す
る。

802

データ分析ツール活用
推進

　携帯電話事業者の保有する人流データや県が各事業において蓄積したデー
タ等を県職員自ら簡易分析できる分析ツールを導入し、課題解決のための現
状把握や事業の効果検証等へのデータ活用を図る。

4,046

オンライン行政手続県
民活用支援事業　

　県民の利便性向上や行政事務の効率化に向けて、行政手続のオンライン提
供を拡大するため、電子申請システムの活用に係る職員支援を実施する。

1,988

（※１）AI-OCRとは
　AI技術を用いて手書きの書類や帳票の読み取りを行いテキストに変換する技術。
（※２）AI音声認識議事録作成支援サービスとは
　AI音声認識技術を用いて人が話す音声をテキストに変換する技術。
（※３）AIチャットボットとは
　システムに入力された問合せ内容をAIが分析し、スマートフォンやパソコン上で会話形式で自動回答する技術。
（※４）RPAとは
　ロボティック・プロセス・オートメーションの略称で、ソフトウェア型のロボットにパソコン操作を自動処理さ
せる技術。
（※５）LiDARとは
　Light Detection And Rangingの略称で、レーザー光を照射して、その反射光の情報をもとに対象物までの距離
や対象物の形などを計測する技術。
（※６）AIエージェントとは
　設定した特定のタスクや目標に向けて、自律的に計画を立て、最適な手段を選択して実行するAI技術。
（※７）RAGとは
　検索拡張生成（Retrieval Augmented Generation）の略称で、インターネット上の情報だけを学習し、回答を導
き出す従来型の生成AIでなく、自組織が保有する情報や外部の特定のデータベースなどから取得した情報を検索し
て回答案を生成するAI技術。
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令和８年度一般会計当初予算説明資料
２款　総務費
　２項　企画費  デジタル 基盤整備課 （ 内線 ： ７８４９ ）
　　２目　計画調査費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 本年度 前年度 比　較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 デジタル未来
社会推進事業

40,500 43,721 △3,221  5,849 34,651

 トータルコスト 56,558千円（前年度　59,495千円）［正職員：2人］

 １　事業の目的、概要

　県内で生み出される官民データの県内流通・データの高度利活用を推進することにより、県民や地域の活力向上
及び県民が住み慣れた地域でいつまでも安心して暮らすことの出来る地域社会を実現することを目指し、令和７年
度に開設した「鳥取県デジタルイノベーションセンター」において、産・学・官が連携し、「（１）デジタルイノ
ベーション推進」、「（２）地域データの高度解析推進」、「（３）イノベーション人材育成推進」、「（４）県
内産業の活性化推進」の４つのプロジェクトを推進する。

 ２　主な事業内容

区分 内容 予算額
○デジタルイノベーション推進

県内自治体等によるデータ連携基盤やキャッシュレス基盤を活用した取組におい
て、事業者や自治体など関係者間で必要となる調整等を行い、地域の課題解決や魅
力ある地域づくりのための効果的な仕組みづくりを牽引する。
＜取組内容＞

他県視察 
データ連携基盤（オープン系・パーソナル系）、キャッシュレス基盤の取組

状況の視察
アイデアソンの実施 

　産官学金が連携してデータ連携基盤やキャッシュレス基盤を活用した住民
サービスについてアイデアソンを実施する。

858

○地域データの高度解析推進
県内大学の各分野の研究者等が登録する「研究者バンク」を活用し、データ分析

依頼者と研究者のマッチングを行い、地域課題解決策の検討を牽引する。
＜取組内容＞
データ連携基盤やキャッシュレス基盤等から収集したデータを活用してデータ分

析を行い、分析結果を施策に反映させる。
他県視察 

データ連携基盤を活用したEBPMの取組状況の視察

2,059

○イノベーション人材育成推進
県内大学等が核となり、地域データを活用して、鳥取の将来を担うイノベーショ

ン人材の育成を推進する。

278

○県内産業の活性化推進
民間企業等による、県内で生み出される各種データを活用した地域活性化の取組

を支援する。

278

デジタルイノ
ベーションセン
ター運営経費

○センター運営委員会経費
　 　構成：市町村代表、県内大学、商工団体

 デジタルイノベーションセンターの取組を着実に推進するため、全体方針や       
センター運営を協議する運営委員会と各プロジェクトの推進に向けた4つの推進委
員会を運営する。

249

分析環境の整備 ○データレイクの整備
　 地域データを高度解析に活用するため、データ連携基盤（パーソナル系）や
  キャッシュレス基盤から収集したデータ等を蓄積するデータレイクを整備する。

8,774

○データ連携基盤（オープン系・パーソナル系）の運用
分野、組織の垣根を超えてデータ活用が可能であるデータ連携基盤の活用拡大を図

ることにより、住民サービスの創造や充実、最適化に取り組む。

21,208データ連携基盤
等システム運用
経費

○イベント情報集発信システムの運用
県・市町村のイベント情報を自動収集し、オープンデータとして発信するイベン

ト情報集発信システムの運用経費（同システムにより、大阪府公式HPや民間の情報
発信サイトで鳥取県の魅力を配信する）

○イベント情報集発信システムで収集したデータを公開・共有するためのオープン
データポータルサイトの運用

6,796

コネクテッド
カー導入等支援

○導入検討支援
市町村がコネクテッドカーの導入を検討するために必要な研修や支援を行う。

既定予算
対応

※EBPM：Evidence-Based Policy Making(エビデンス･ベースド･ポリシー･メイキング)の略。根拠（データ）に基
づく政策立案をいう。

※データ連携基盤：分野、組織の垣根を超えてデータ活用を可能とし、サービスの創造や充実・最適化を可能とす
る基盤をいう。
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令和８年度一般会計当初予算説明資料
２款　総務費
　２項　企画費  デジタル 基盤整備課 （ 内線 ： ７８４９ ）
　　２目　計画調査費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 本年度 前年度 比　較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 とっとり観光
県営公衆
Wi-Fi事業

20,137 5,228 14,909 20,137

 トータルコスト 24,954千円（前年度　9,960千円）［正職員：0.6人］

 １　事業の目的、概要

　国内外の観光客（来県者）及び県民向けに、県内の主要観光地、公共交通拠点、公共の文化・観光施設などに
設置したOpenRoaming対応の無料県営公衆Wi-Fi（Tottori Free Wi-Fi）サービスを安定して提供する。

 ２　主な事業内容

区　　分 内　　容 予算額
Wi-Fi認証アプリケーション及び認
証中継サーバ運用管理

　OpenRoaming対応のWi-Fi認証基盤の運用管理費用 2,574

Wi-Fiアクセスポイント運用管理 　Wi-Fiアクセスポイントの運用、保守管理費用 1,657
Wi-Fiアクセスポイント新設 　全国大会などが開催され多くの来県者が見込まれる県営スポー

ツ施設に県営公衆Wi-Fiのアクセスポイントを新設する。
【新規整備】
　・倉吉自転車競技場（屋外Wi-Fi、回線整備含む）
　・ヤマタスポーツパーク・陸上競技場（屋外Wi-Fi）
　・ヤマタスポーツパーク・テニス場（屋外Wi-Fi）
　・あやめ池スポーツセンター（屋内Wi-Fi）

13,938

その他事務費等 　Wi-Fi用の通信回線料、電気代、広報費等 1,968
【OpenRoaming】
　　Wireless Broadband Alliance (WBA)が展開を進めている国際的なWi-Fi相互接続基盤であり、一度登録すれ
ば世界中のOpenRoaming対応アクセスポイントを利用でき、自動接続で利便性が高く、偽アクセスポイントや盗聴
に対しても安全という特徴を備えている。
　

24



令和８年度一般会計当初予算説明資料
２款　総務費
　４項　市町村振興費  中山間 ・ 地域振興課 （ 内線 ： ７９８６ ）
　　１目　自治振興費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 本年度 前年度 比　較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 拡がる安心し
て住み続けら
れるふるさと
づくり推進事
業　

84,195 121,600 △37,405  36,000 48,195

 トータルコスト 126,323千円（前年度　163,728千円）［正職員：5.2人、会計年度任用職員：0.1人］

 １　事業の目的、概要

　安心して住み続けられるふるさとづくりを実現するため、地域等の実情に応じた生活機能の維持・確保等に資
する取組に対して包括的に支援するとともに、地域づくりの伴走支援や地域活動を担う人材の育成、地域同士の
つながり拡大や取組の横展開、地域の魅力発信力を高める取組等を進める。

 ２　主な事業内容

細事業名 内容 予算額
１安心して住み続けら

れるふるさとづくり
応援補助金

「生活機能の維持・確保」、「地域・集落基盤（拠点）の創設・強化」に資す
る新たな取組に対して市町村を介して支援する。

（１）生活機能の維持・確保（ソフト）
・コミュニティ・仕組みづくり、ビジョン・計画づくり、先進地視察・専門家

招聘、地域のビジョンを具体化させるための実証・実践　等

（２）地域・集落基盤（拠点）の創設・強化（ハード）
・（１）に関連する拠点（施設）の改修等

【補助率】　市町村負担額の1/2
【補助上限】（ソフト）5,000千円／拠点、（ハード）10,000千円／拠点

70,000

２住民共助による地域
づくりの取組支援を
通じた地域人材育成
事業

住民共助による地域づくりの取組に資する人材の育成・充実、県内モデル地区
の地域づくりの実践等に向け地域づくりの専門家による伴走支援や地域づくり
研修会を開催する。

2,700

３【新規】
拡がるふるさとづく
り交流会
～つなぐキャンプ～

各地域の事例の共有や交流を通じて、地域の横のつながりを強化するため、
「拡がるふるさとづくり交流会」を開催する。
・各地域の現状や挑戦の取組発表や現地視察、交流会を行う。
・地域の魅力を発信するよう広報戦略について学ぶ。

3,000

４地域の次世代育成事
業

中山間地域において、高校生が地域と連携して魅力発信や未来づくりに参加す
る取組を支援する。

【補助率】10/10　【上限額】1,000千円
【補助対象】高校生、地域住民、市町村、高校等で構成される実行委員会

2,000

５地域活性化ネット
ワーク推進事業

・県内市町の地域おこし協力隊の活動活性化や任期後の県内定着に向けた支援
を行う。

・県内に定住する協力隊経験者等により運営する団体でネットワークを形成
し、協力隊員に対するサポートの更なる充実を図る。

＜ネットワークへの委託事業＞
　研修・交流会の開催、相談窓口の設置、隊員獲得に向けた情報発信等
＜起業・就業支援補助金＞

【補助率】1/2　【上限額】100千円
【補助対象】県内で地域おこし協力隊として１年以上活動した者

（任期終了者は任期終了後１年以内の者に限る。また市町村の
定める任期満了前に退任した者は除く。）

2,700

６【新規】
中山間地域における
実態調査事業

中山間地域の実態把握に係る基礎的な調査として山間集落実態調査を実施す
る。（平成２年度以降概ね５年おきに実施）

【調査対象】山間奥地に位置する110集落、約2,200世帯
【調査内容】世帯調査及び集落点検調査

3,795

 ３　その他（改善点等）

 　人口減少下においても安心して住み続けられる地域の実現に向けて、地域づくりの伴走支援や研修による地域
の担い手の育成・確保を行ってきた。
　引き続き、県内各地域の実情を踏まえた取組を進め、中山間地域等サポートチームによる伴走支援や、地域の
担い手の人材育成・確保を進めていく。
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令和８年度一般会計当初予算説明資料
２款　総務費
　４項　市町村振興費  中山間 ・ 地域振興課 （ 内線 ： ７９８６ ）
　　１目　自治振興費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 本年度 前年度 比　較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 地域の暮らし
を支える買物
環境確保事業

70,000 100,000 △30,000  35,000 35,000

 トータルコスト 86,058千円（前年度　115,774千円）［正職員：2人］

 １　事業の目的、概要

　地域における買物拠点の閉店等により買物環境を含む暮らしの持続可能性が失われることが危惧される中、市
町村が主体的に行う買物環境確保に向けた事業に対して引き続き支援するとともに、市町村をまたぐ移動販売を
支援することにより、将来にわたり持続的な買物環境の維持・確保を図る。

 ２　主な事業内容

細事業名 内容 予算額
１ 買物環境確保推

進交付金
　将来にわたる地域での暮らしを守るため、持続可能な買物環境の維持・確保
に向け、市町村が住民ニーズや事業者の状況等を踏まえた「買物環境確保計
画」を策定。この計画に基づき市町村等が行う買物環境確保に向けた取組に対
して支援を行う。

【補助率】市町村負担額の1/2。ただし、次の事業に取り組む場合は2/3。

（１）先導的買物環境整備事業

　市町村が主体となって行う買物環境確保に資する先導的な取組をモデル的に
支援し、県内に横展開することで、将来にわたる地域の持続的な買物環境の確
保を図る。

（２）地域の買物環境確保に向けた先進地域視察研修等実施事業

　地域における店舗運営や買物機運醸成等に向け、地域運営組織・地元住民・
市町村などが主体となって行う県内外の先進地視察研修をサポートし、運営等
に係る知見を得るとともに、ネットワークの構築や体制強化を行う。

（３）企画・経営等アドバイザー派遣事業

　「買物人材」と「地域」を結びつけ、地域にとって必要な人材を確保・育成
することで、買物環境の確保・推進につなげていく。

（４）地域主体による買物環境維持・確保事業

　地域（地域運営組織・NPO法人・個人等）主体による地域スーパーの設置や
既存地域スーパーの新たな取組に対して支援（※地域スーパーの設置について
は初動期間として３年間）。

【上限額】１市町村につき　20,000千円
　また、次の事業を実施する場合は、上限額に加算。
・土地、建物の取得　10,000千円/1店舗あたり
・店舗整備・改修、設備の整備　15,000千円/1店舗あたり

２ 広域移動販売支
援事業

　市町村をまたいで移動販売を行う事業者を支援することにより、将来にわた
り持続的な買物環境の維持・確保を図る。
・移動販売車等導入助成【補助率1/2　上限額5,000千円】
・移動販売車運営費助成【補助率1/2、上限逓減方式】

１年目：上限100万円、２年目：1上限70万円、３年目以降：上限40万円

70,000
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令和８年度一般会計当初予算説明資料
２款　総務費
　４項　市町村振興費  中山間 ・ 地域振興課 （ 内線 ： ７１２９ ）
　　１目　自治振興費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 本年度 前年度 比　較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 中山間地域の
暮らしを支え
る仕事づくり
支援事業

46,150 46,500 △350  19,000 27,150

 トータルコスト 52,573千円（前年度　52,810千円）［正職員：0.8人］

 １　事業の目的、概要

　人口減少に歯止めをかけることを目的とした中山間地域における「仕事づくり」のため、過疎地域等の中での
経済循環や事業者への人材派遣を目的とした「特定地域づくり事業協同組合」の設立支援や、本県ならではの地
域資源（食、景観、体験、生活空間等）を堪能できる「農泊」を推進するための支援等を行う。

※「農泊」とは、農山漁村地域ならではの景観や伝統的な生活体験と地域の人々との交流を楽しみつつ、農家や
古民家、キャンプ場等での宿泊によって、旅行者にその土地の魅力を味わってもらう「農山漁村滞在型旅行」
のこと。

 ２　主な事業内容

（１）特定地域づくり事業推進補助金（37,000千円）

　特定地域づくり事業協同組合が域内外の若者等を雇用し、組合員である事業者の事業に派遣する取組に対し、
当該組合の安定的な運営を確保するため、運営経費の一部を支援する。

補助対象経費 実施主体
県補助率

（上限額）
特定地域づくり事業組
合の運営に要する経費

特定地域づくり
事業協同組合

（市町村への間接補助金）
組合運営経費の1/4又は市町村が負担する額の1/2のいずれか低い額
（上限額）
・派遣職員人件費　1,000千円/人
・事務局運営費　1,500千円

（２）特定地域づくり事業協同組合制度促進事業（1,000千円）

　「特定地域づくり事業協同組合制度」の活用促進と導入後の安定した組合運営のため、アドバイザー（運営手
法等のノウハウを持つ団体等への委託を予定）の助言を得つつ、中山間地域等サポートチーム等による伴走支援
を進め、県内全域で中山間地域における安定した雇用環境の創出と担い手の確保を図ると同時に既存組合の活性
化を進める。

（３）農山漁村宿泊体験・交流地域づくり支援事業（8,150千円）

○農山漁村宿泊体験・交流地域づくり支援事業補助金（7,900千円）

　地域として農泊に取り組む体制整備、鳥取県らしさを堪能する特色ある宿泊（農家民泊、古民家活用）や地域
資源を活用した魅力ある観光コンテンツの磨き上げ（地場産品を活用した食事メニュー、農山漁村ならではの農
業・漁業体験や地域住民との交流等の体験プログラムの開発など）を支援する。

区分 補助対象経費 実施主体
県補助率

（上限額）
宿泊事業者 2/3（500千円）１農山漁村宿泊体験・

交流メニューづくり
事業

農山漁村の地域資源を活用し
た魅力ある体験メニューの造
成、広報等に要する経費

民泊推進協議会 2/3（600千円）
※７者以上で構成される民泊推
進協議会は1,000千円

２農山漁村宿泊体験・
交流施設整備事業
①大規模改修
②小規模改修

①旅の目的となる宿泊施設の
内装・外装等の改修経費

②浴室、トイレ、台所改修、
宿泊者用寝室の畳の張替等
に係る経費

補助事業者：市町村
実施主体：市町村が認
める事業者又は民泊推
進協議会

1/3　※市町村負担1/6
（①1,000千円　※民泊推進協
議会は2,000千円）
（②300千円）

３お試し体験受入事業 農山漁村体験の受入れを試行
的に行う場合に必要な経費

個人、団体、宿泊事業
者、民泊推進協議会

1/2（150千円）

【新規】○武蔵野市交流事業（250千円）

　鳥取県東部圏域において、平成15年度から隔年で開催している武蔵野市との交流事業開催経費。

 ３　その他（改善点等）

　人口減少下においても安心して住み続けられる地域の実現に向けて、地域の担い手の育成・確保や交流・関係
人口の拡大を行ってきた。
　引き続き、地域の実情にあった取組を推進し、中山間地域が盛り上がるよう担い手の確保、関係人口の拡大を
目指す。
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令和８年度一般会計当初予算説明資料
２款　総務費
　４項　市町村振興費  中山間 ・ 地域振興課 （ 内線 ： ７３６４ ）
　　１目　自治振興費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 本年度 前年度 比　較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 空き家除却等
支援事業

47,100 47,100 0 47,100

 トータルコスト 54,653千円（前年度　53,751千円）［正職員：0.8人、会計年度任用職員：0.3人］

 １　事業の目的、概要

　県内各所において、適正に管理されない状態の危険な空き家が顕在化し生活環境の悪化等の問題が生じている
ことから、空き家の除却等に取り組む市町村を支援する。

 ２　主な事業内容

細事業名 内容 予算額

市町村が空き家の所有者調査に要する経費を支援する。
【補助率】市町村負担額の1/4　【補助上限額】500千円

市町村が実態調査に基づき、空き家除却後の跡地利用等に係る計画策定等に要す
る経費を支援する。
【補助率】市町村負担額の1/2　【補助上限額】1,000千円

空き家の除却費に係る支援を行う。

（１）特定空家等の除却に対する助成に要する経費等を支援する。
　 【補助率】市町村負担額の1/4

（２）市町村が行政代執行等に要する経費を支援する。
　 【補助率】市町村負担額の1/4

（３）財産管理人制度等を活用した特定空家等の除却に対する助成に要する経費
を支援する。

　 【補助率】市町村負担額の3/10　【補助上限額】1,000千円

（４）公益的跡地活用の目的で空き家を除却する経費等を支援する。
　 【補助率】市町村負担額の1/4　【補助上限額】1,000千円

（５）各種災害に対して予防的な観点で行う空き家の除却に対する助成に要する
経費等を支援する。【補助率】市町村負担額の1/4

（６）大規模火災により焼損した建築物の除却に対する助成に要する経費を支援
する。【補助率】市町村負担額の1/2

まちづくりを促進する観点で行う空き家の除却に対する助成に要する経費を支援
する。【補助率】市町村負担額の1/2　【補助上限額】150千円

市町村が代執行に関連する法務手続等に要する経費を支援する。
【補助率】市町村負担額の1/4

空き家を除却する際の残置物撤去に要する経費等を支援する。
【補助率】市町村負担額の1/4

空き家除却等支援
事業

市町村が空き家の除却に伴って行う設計等に要する経費を支援する。
【補助率】市町村負担額の1/4　【補助上限額】250千円

47,100

 ３　その他（改善点等）

　市町村への積極的な働きかけや県の補助制度の整備等により、空き家対策に係る条例や除却支援制度を設ける
市町が増加し、県内における特定空家等の除却は着実に進められてきている。
　市町村による空き家の調査・管理の推進、除却促進を継続して支援していくとともに、民法改正により創設さ
れた「財産管理人制度」の活用を促進し、特定空家等の増加防止の強化を図る。
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令和８年度一般会計当初予算説明資料
２款　総務費
　４項　市町村振興費  中山間 ・ 地域振興課 （ 内線 ： ７３６４ ）
　　１目　自治振興費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 本年度 前年度 比　較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

<雑入>
 空き家利活
用・抑制推進
事業

43,500 48,900 △5,400  18,225 790 24,485

 トータルコスト 55,444千円（前年度　60,177千円）［正職員：1.3人、会計年度任用職員：0.4人］

１　事業の目的、概要

　年々深刻化する空き家問題を改善するため、空き家の「利活用促進」及び「発生抑制・老朽化抑制」の観点か
ら、市町村を通じた所有者等への助成、まちづくり団体等の育成促進、県民に対する空き家（中古住宅）活用の
意識啓発や機運醸成等、空き家対策に資する取組を進める。

 ２　主な事業内容

細事業名 内容 予算額
１空き家利

活用流通
促進事業

（１）一般に流通しづらい空き家の利活用に係る改修経費等を支援する。
　　【補助率】市町村負担額の2/3　【補助上限額】600千円／件（非住宅：1,000千円）

（２）地域活性化に資する古民家空き家の改修経費を支援する。
　　【補助率】市町村負担額の2/3　【補助上限額】2,000千円

（３）空き家の売買時等に推奨されている既存住宅建物状況調査に要する経費を支援する。
　　【補助率】間接補助対象経費の1/2　【補助上限額】50千円

（４）空き家を賃貸等する場合の残置物撤去費を支援する。
　　【補助率】市町村負担額の2/3　【補助上限額】200千円
　　【拡充】空き家所有者のみを補助対象者としていたが、改修費補助と同様に購入者等に

ついても対象とする。

（５）市町村がサブリース（転貸）に取り組む場合の改修に係る経費を支援する。
　　【補助率】1/2　【補助上限額】600千円／件

28,600

２空き家利
活用団体
支援事業

（１）空き家利活用に取り組むまちづくり団体等の活動を支援する。
　ア 空き家の残置物撤去【補助率】市町村負担額の2/3　【補助上限額】200千円
　イ 空き家のサブリース（転貸）を行う際の改修
　　【補助率】市町村負担額の2/3　【補助上限額】600千円／件（非住宅：1,000千円）

（２）「とっとり空き家利活用推進協議会」が行う空き家相談会や専門家派遣等の経費を支
援する。【補助率】2/3　【補助上限額】2,900千円

【新規】（３）空き家利活用団体育成事業
空き家利活用を通して地域に貢献したい事業者や団体を育てるため、県内の先進団体が
主体となって研修会やワークショップを開催する。

6,200

３空き家の
魅力普及
促進事業

（１）不動産事業の専門家団体等が行う空き家リノベーション物件の一斉見学会等に要する
経費を支援する。【補助率】1/2　【補助上限額】300千円

（２）業界団体等が開催する空き家利活用のアイデアコンペ等に要する経費を支援する。
　　【補助率】1/2　【補助上限額】300千円

（３）不動産事業者等による空き家改修物件の周知・案内等に要する経費を支援する。
　　【補助率】1/2　【補助上限額】500千円

（４）業界団体等が行う空き家利活用に資する動画配信等に要する経費を支援する。
　　【補助率】1/2　【補助上限額】200千円

2,300

４地域の空
き家を活
用したま
ちづくり
推進事業

まちづくり団体等が行う空き家の調査研究やワークショップ、地域の機運醸成に資する講演
会、勉強会等の活動を支援する。
【補助率】市町村負担額の2/3　【補助上限額】400千円

400

５空き家化
抑制推進
事業

（１）高齢者世帯のみが住まう居宅の将来の空き家化を抑制するため、若者世代等が高齢者
世帯と同居し、居宅を引き継ぐ際に必要となる改修経費を支援する。

　　【補助率】市町村負担額の1/2　【補助上限額】1,000千円

（２）高齢者世帯に対する将来の居宅の取扱いに関する意向の明確化や利活用の啓発を図る。
・空き家化の抑制に向けた勉強会
・空き家の発生抑制等啓発用配布物の制作
・動画による空き家化抑制や適正管理等の意識啓発

6,000

 ３　その他（改善点等）

　空き家利活用に取り組む団体への支援、一般に流通が難しい空き家の利活用支援、中古住宅や古民家空き家等
の魅力訴求等を通じ、広く県民に対し空き家利活用の意識醸成及び取組の活性化を図る。　
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令和８年度一般会計当初予算説明資料
２款　総務費
　２項　企画費  交通政策課 （ 内線 ： ７６４１ ）
　　３目　交通対策費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 本年度 前年度 比　較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

債務負担行為

333,464
債務負担行為

320,533
債務負担行為

12,931
債務負担行為

333,464

 コミュニ
ティ・ドライ
ブ・シェア
（鳥取型ライ
ド・シェア）
推進事業

488,799 462,720 26,079  2,570 486,229

 トータルコスト 504,857千円（前年度　478,494千円）［正職員：2人］

１　事業の目的、概要

　地域住民等の移動手段の確保を図る市町村の取組を支援するとともに、交通事業者のドライバー確保の取組や
日本版ライドシェアの取組を支援し、住民（地域）・交通事業者・行政の共創によるコミュニティ・ドライブ・
シェアを推進する。

２　主な事業内容

細事業名 補助対象事業・経費 補助事業者等 予算額
１交通事業者等

と住民ドライ
バーの協働型

交通事業者等と住民との協働による交通空白地有償運送の実施に係る支援
・運行経費、運行管理システム等の導入経費、住民ドライバー新規確保の

奨励金、自家用車メンテナンス費　等
２住民共助型 交通空白地での住民自らによる共助運送の実施に係る支援

・運行経費 等
３事業者無償運

送活用型
観光・宿泊事業者、福祉事業者等の送迎車両等の空席を有効活用した交通
空白地での無償運送の実施に係る支援
・送迎車両の燃料費や保険料（運行費の実費相当）

４市町村主体型 コミュニティバス運行やタクシーの相乗り促進など、市町村主体による交
通体系の構築に係る支援
・運行経費、車両購入費　等

市町村
補助率1/2
※市町村主体型の車両
購入費：補助率1/3
※補助上限額70,000千
円/市町村
※車両購入費：別途上
限5,000千円／台 ほか

440,149

（１）交通サービス供給力確保に向けたバス・タクシー事業者のドライ
バー確保に係る支援

・二種免許取得、求人に係る広報、安全管理に必要な設備、路線バス事業
者人材確保コンサル委託　等

 （ 拡充内容 ）女性、若者、外国人の採用にかかる制度拡充
〔女性〕勤務環境改善のための設備、備品等整備
　・補助率：1/2　補助上限額250千円/営業所
　・女性ドライバー確保推進のためのアンコンシャスバイアス解消に向け

た啓発　※県直営
〔若者〕補助上限額の引上げ
  ・バス：500→600千円　タクシー：400→500千円
〔外国人〕補助対象経費の追加（斡旋機関による紹介料等）及び補助上限

額の引上げ
  ・バス：500→700千円　タクシー：400→600千円

バス事業者、県バス協
会、県ハイヤータク
シー協会 等
補助率：2/3など

30,000

（２）誰もが安心して利用できるタクシー導入
・車椅子乗降スロープ等を取り付けたタクシー導入経費の一部を支援
 （ 拡充内容 ）
  リクライニング機能付電動車椅子が乗降可能な大型UDタクシー車両導入

支援（R8～10年度の時限的措置）　補助上限額1,000千円/台 等

タクシー事業者
補助上限額600千円/台 
等

14,000

５【拡充】
交通事業者主
導型

（３）ユニバーサルドライバー実践研修（委託）
・障がい者への接遇方法、障害者差別解消法の理解等に係る研修の開催

県ハイヤータクシー協
会

150

６【拡充】
日本版ライド
シェア型

（１）ワールドマスターズゲームズ2027関西（R9.5）等大型イベントの開
催に伴い日本版ライドシェアを実施する事業者の支援

（２）日本版ライドシェアを自主的に実施する事業者の支援
・車両の安全対策経費、ドライバー募集や採用経費
・ドライバー待機手当、利用案内(兼通訳)スタッフ配置等((１)のみ)

交通事業者
（１）補助率10/10
補助上限額50千円/人
（２）補助率2/3
補助上限額50千円/人

4,200

７新たな地域交
通体系構築の
ための研究会

地域交通体系構築に係るセミナー講師謝金・旅費（先進地の取組紹介等） 
※県直営

― 300

　【債務負担行為】333,464千円（令和９年度分）
　　※令和８年10月～９年９月運行分経費については、令和９年度に支払いを行うため、債務負担行為を設定する。

３　その他（改善点等）

・地域住民等の移動手段の確保を推進するため、令和２年度から、市町村が地域の実情に応じ、バス・タク
シー・共助交通等を自由に組み合わせ、交通を確保する取組への支援を行っている。

 （市町村の新たな地域交通体系構築に係る取組への支援：28件（令和６年度末現在））
・コロナ禍でバス・タクシードライバーは２割減となったが、ドライバー確保支援の効果により、ドライバー数

は横ばいを維持している。ただし、今後も高齢ドライバーの離職が見込まれることから、令和８年度は女
性・若者・外国人採用に係る支援を拡充する。

・令和７年度から日本版ライドシェア型を創設し、一時的な交通需要増への対応を行う交通事業者の取組を推進
している。
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令和８年度一般会計当初予算説明資料
２款　総務費
　２項　企画費  交通政策課 （ 内線 ： ７１００ ）
　　３目　交通対策費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 本年度 前年度 比　較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 公共交通活性
化推進事業

23,303 21,001 2,302  8,119 15,184

 トータルコスト 32,689千円（前年度　29,936千円）［正職員：0.7人、会計年度任用職員：1人］

 １　事業の目的、概要

　地域公共交通の維持・確保に向け、市町村や交通事業者等と連携し、地域公共交通計画に定めた利用促進策や
利便性向上の取組を推進する。

 ２　主な事業内容

細事業名 内容 予算額

１地域公共交通計
画の推進

東・中・西部地域公共交通計画に基づく事業の評価検証、利便増進実施計画
の策定検討等に要する経費
（各地域公共交通活性化協議会への補助、補助率10/10）

【新規】交通系ICデータ分析ツール開発

路線バスへの交通系IC導入により得られる利用データをバス事業者が分析
するためのツール開発経費

8,738

２公共交通利用促
進事業

交通系ICの普及・利用促進など公共交通の効果的な利用促進を県民運動とし
て推進するための経費

（１）みんなが乗りたくなる公共交通利用促進協議会事業

　【新規】交通系IC普及・利用促進事業
・交通系ICを使ったバスの乗り方教室開催
・学生による公共交通や地域の魅力発見モニター事業

　【新規】公共交通デジタルスタンプラリー　他
※この他、交通系IC利用促進に係るアドバイザー招へい（県直営）

（２）鳥取県公共交通利用促進補助金

県内の高等教育機関、団体等が実施する公共交通利用促進事業（イベント
実施、公共交通マップ作成等）への支援（補助上限額500千円/団体）

7,500

３運輸事業振興助
成補助金

バス運行の安全確保、環境整備、利用促進を図るため、県バス協会が行う各
種事業の実施に係る支援（補助率10/10）

7,065

 ３　その他（改善点等）

・県東部、中部、西部各圏域ごとに地域公共交通計画を策定し、地域の状況に応じた公共交通の利便性向上、バ
ス路線の見直し等を進めている。

・本年３月の路線バスへの交通系IC導入を契機に、キャッシュレス決済の普及・利用促進を図る。また、交通系
IC導入により得られる利用データをもとに、今後効率的かつ利便性の高いバス路線への再編も検討していく。

・令和８年４月１日に廃止される軽油引取税暫定税率分の減収については、令和８年度地方財政対策で地方特例
交付金により全額補填されることとなっていることから、令和８年度においても、県バス協会への運輸事業振
興助成補助金を継続する。
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令和８年度一般会計当初予算説明資料
２款　総務費
　２項　企画費  交通政策課 （ 内線 ： ７６４１ ）
　　３目　交通対策費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 本年度 前年度 比　較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

債務負担行為

279,406
債務負担行為

254,674
債務負担行為

24,732
債務負担行為

279,406

 地域バス交通
等体系整備支
援事業 372,494 346,182 26,312 372,494

 トータルコスト 378,917千円（前年度　352,492千円）［正職員：0.8人］

 １　事業の目的、概要

　生活バス路線の運行維持を図るため、バス事業者・市町村が運行する広域路線に対して運行費等を支援する。

 ２　主な事業内容

（１）国庫補助路線　※合併前複数市町村を運行し、広域行政圏の中心市にアクセスする路線であり、かつ一日
当たりの輸送量が15人以上及び運行回数３回以上の路線

区分 補助対象経費 補助事業者 県補助率 予算額
ア 路線維持（国庫協調補助） 運行赤字（国庫補助に同じ） 乗合バス事業者 1/2 112,748
イ 路線維持（国庫継続補填分） 運行赤字（国庫単価と県独自単価の差

額分）
乗合バス事業者 1/2 　7,206

ウ 路線維持（補填分） 運行赤字（国庫補助対象外分） 乗合バス事業者 1/2 102,562
エ 車両取得 車両の減価償却費等 乗合バス事業者 1/2 92,877

合計 315,393

（２）単県補助路線　※国庫補助対象外で複数市町村を運行する路線

区分 補助対象経費 補助事業者 県補助率 予算額
ア 路線維持 運行赤字 市町村 1/2 50,890
イ 車両取得 車両購入費 市町村 1/3 0

合計 50,890
※（１）（２）の運行費の補助対象期間は令和７年10月～令和８年９月

（３）その他（市町村の計画策定支援等）

区分 事業内容 補助事業者 県補助率 予算額
ア 生活交通再構築検討推進

アドバイザーの派遣
市町村の依頼を受けて地域交通体系の再構
築に向けた助言を行う専門家を派遣

－ － 180

イ 地域交通体系再編の支援 市町村内路線の再編計画を策定する市町村
への支援

市町村 1/3
（上限2,000）

6,000

ウ 生活交通確保に係る地域
協議会の開催

生活交通確保に係る地域協議会の開催 － － 31

合計 6,211

【債務負担行為】279,406千円
　　令和８年度中に交付決定を行う令和９年度バス運行補助や計画策定の対象経費について、債務負担行為を設
定する。

 ３　その他（改善点等）

　交通系ＩＣの導入・普及等利便性を高める取組の推進によりバス利用者の増加を図るとともに、路線再編の検
討も行いながら、生活バス路線の維持に向け、運行支援等を継続する。
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令和８年度一般会計当初予算説明資料
２款　総務費
　２項　企画費  交通政策課 （ 内線 ： ７１００ ）
　　３目　交通対策費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 本年度 前年度 比　較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

債務負担行為

5,500
債務負担行為

6,930
債務負担行為

△1,430
債務負担行為

5,500
 若桜線維持存
続事業

37,642 34,049 3,593 37,642

 トータルコスト 38,445千円（前年度　34,838千円）［正職員：0.1人］

 １　事業の目的、概要

　公設民営方式による上下分離を導入し、鉄道事業者として地域住民の生活交通手段である若桜鉄道を維持する
地元両町（若桜町・八頭町）に対し、安定的に鉄道を運行するための支援を行う。

 ２　主な事業内容

（１）支援対象者
　　  若桜町及び八頭町（若桜鉄道若桜線の第三種鉄道事業者）

（２）支援対象経費
　    両町が負担する鉄道施設の保守管理経費（令和８年度事業分及び過年度分）について、起債（過疎債）に

伴う交付税措置（70％）後の実質負担額
　　（主な項目）
　　　・線路保存費(レール・橋りょう等の維持費)
　　　・電路保存費(信号・通信・踏切等の維持費)
　　　・輸送高度化事業費(線路等部分の設備投資、老朽施設更新)

（３）補助率及び支援額　
　　　補助率：1/3
　　　支援額：37,642千円（うち令和８年度事業分：33,547千円、過年度債務負担行為分：4,095千円）
　　　　　 　 ※その他、令和８年度事業分に係る債務負担行為額：5,500千円（R９～R19）
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令和８年度一般会計当初予算説明資料
２款　総務費
　２項　企画費  交通政策課 （ 内線 ： ７１００ ）
　　３目　交通対策費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 本年度 前年度 比　較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 鉄道による地
域活性化事業

31,456 33,456 △2,000  15,728 15,728

 トータルコスト 43,500千円（前年度　45,287千円）［正職員：1.5人］

 １　事業の目的、概要

　JR西日本をはじめとする県内鉄道事業者や沿線市町村、隣県、地域住民等と連携した鉄道利用促進を図り、鉄
道ネットワークの維持及び鉄道ネットワークを活用したまちづくりに取り組み、利便性の高い持続可能な地域公
共交通を実現する。

 ２　主な事業内容

細事業名 内容 予算額
１JR西日本をはじめ

とした鉄道事業者
や市町村、他県、
地域住民等と連携
した利用促進

（１）特急列車、観光列車等を活用した鉄道誘客促進
　・特急「やくも」「はくと」や、「銀河」「あめつち」等の観光列車を活

用したツアー造成、限定ノベルティ作成、イベント実施、観光ガイド等
　・【拡充】鉄道利用の更なる促進や観光施策とも連携した鉄道、沿線の魅

力の発信強化

（２）因美線、山陰本線、智頭線の県境を越えた鉄道利用促進
　・兵庫県、岡山県と連携した山陰本線・因美線等の利用促進
　・ラッピング列車の活用や他線区の観光列車の誘致
　・県境を越えた鉄道利用促進に取り組む市町村や地域住民、学生等による

鉄道利用促進施策への支援
　

28,700

２鉄道対策費 鉄道整備・利用促進事業に取り組む各種団体への加入

（１）在来線鉄道整備促進事業
　各種加盟組織で連携した利用促進、要望活動等
　・全国鉄道整備促進協議会等

（２）鉄道利用促進事業
　関係自治体等と連携した利用促進の取組
　・智頭線利用促進協議会等

（３）JR山陰本線を活用した因幡・但馬交流等促進事業
　山陰海岸ジオパーク沿線を運行する鉄道の利用促進
　・鳥取県東部地域鉄道利用促進実行委員会

2,756

 ３　その他（改善点等）

・JR西日本、県、県内19市町村で締結した「鳥取県における持続可能な地域公共交通の実現及び地域の活性化に
関する連携協定」（R5.2）の合意や「鳥取県東部地域交通まちづくり活性化会議」（R6.7）の宣言等に基づ
き、鉄道利用促進を進め、鉄道ネットワークの維持や鉄道ネットワークを活用したまちづくりに取り組んでい
る。

・こうした取組の効果もあり、鉄道利用者数は全体としてコロナ禍前の水準に向けて回復しつつある。
・交通系ICの更なる導入促進を図るなど利便性を高める取組の強化や観光施策とも連携した鉄道等の魅力発信強

化により、引き続き利用促進を図っていく。
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令和８年度一般会計当初予算説明資料
２款　総務費
　２項　企画費  交通政策課 （ 内線 ： ７６４１ ）
　　３目　交通対策費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 本年度 前年度 比　較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 交通事業者物
価高騰対策支
援事業

32,500 34,000 △1,500  32,500

 トータルコスト 33,303千円（前年度　34,789千円）［正職員：0.1人］

 １　事業の目的、概要

  物価・燃料費の高止まりにより引き続き厳しい環境下にある交通事業者に対し、継続して国交付金を活用した
支援を行い、公共交通機関の維持・継続を図る。

 ２　主な事業内容

事業 内容 予算額

バス・タクシー車両メン
テナンス等費用支援
及び第三セクター鉄道事
業者動力費等支援

・バス事業者、タクシー事業者に対する、車両維持のメン
テナンス費用相当額及びタイヤ購入費用に係る支援（定
額支援）

　※対象車両数：バス約450台、タクシー約540台

・第三セクター鉄道事業者に対する、動力費等の増加分に
係る支援（定額支援）

　

32,500

　※物価上昇動向を踏まえた補助単価の見直し等を実施　 
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令和８年度一般会計当初予算説明資料
７款　商工費
　３項　観光費  観光戦略課 （ 内線 ： ７２１８ ）
　　１目　観光費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 本年度 前年度 比　較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 （新）機動的
観光需要創出
「とっとリア
ル・パビリオ
ン２０２６」
　

45,000 0 45,000 45,000

 トータルコスト 49,015千円（前年度　0千円）［正職員：0.5人］

 １　事業の目的、概要

　「とっとリアル・パビリオン」の400を超える県内観光コンテンツを活かしつつ、官民が連携した話題づくりや
情報発信、さらなるコンテンツ創造により、本県への認知・関心を高め、観光誘客に結びつける。

 ２　主な事業内容

細事業名 内容 予算額
１特設サイト等での情報発信 400を超えるコンテンツを紹介する「とっとリアル・パビリオン」サイ

トを再構築し、国内外に旬の観光情報を発信する。
・公式ホームページによる観光コンテンツの紹介
・食コンテンツの充実（市場開拓局と連携）
・「温泉文化の聖地・鳥取県」にかかる情報発信・機運醸成

10,000

２SNS（中の人・ショート動
画）による情報発信、キャ
ンペーン

・大阪・関西万博の「中の人」で培った企画力・発信力を活かした情報
発信

・ローカルインフルエンサー等を活用した情報発信及び観光コンテンツ
の話題づくり

・トレンドに機敏に反応したSNSキャンペーンの展開

10,000

３これからのウリとなる観光
イベント創造支援補助金

今後継続して国内外からの誘客が見込まれ、本県の新たな観光コンテン
ツとなる話題性のあるイベントに対して、その費用の一部を支援する。
＜１年目＞補助上限額3,000千円、補助率1/2、３件程度
＜２年目＞補助上限額2,000千円、補助率1/3、３件程度

15,000

４県立観光施設の活性化 県立観光施設等の新たな魅力づくりを推進し発信することで、これらの
施設が誘客の核となり、県内への観光客誘致を増加させる。

10,000

 ３　その他（改善点等）

・万博に合わせて「とっとリアル・パビリオン」を展開することにより、県内の観光コンテンツの掘り起こし、
磨き上げを行った。

・今後、これらの観光コンテンツを更なる誘客につなげていくため、官民が連携し、コンテンツの話題化やSNS等
を活用して情報を拡散し、観光需要の創出につなげていく。また、誘客の核となる県立観光施設で、話題づく
りや新たな魅力づくりを行い、さらなる観光誘客や周遊促進につなげていく。
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令和８年度一般会計当初予算説明資料
７款　商工費
　３項　観光費  観光戦略課 （ 内線 ： ７２７３ ）
　　１目　観光費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 本年度 前年度 比　較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

<寄附金>
 （新）映画
「遥かな町
へ」と連携し
た誘客促進事
業

18,000 0 18,000  9,000 9,000

 トータルコスト 20,409千円（前年度　0千円）［正職員：0.3人］

 １　事業の目的、概要

　鳥取市出身の漫画家谷口ジロー氏の作品を原作とした映画「遥かな町へ」が、令和８年秋に公開予定であるこ
とから、映画ロケ地としての情報発信を図り、本県への誘客につなげる。

 ２　主な事業内容

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
細事業名 内容 予算額

１映画を契機とした誘客施策 映画ロケ地への誘客促進を行う。
　・特設WEBサイト（多言語版）の構築
　・首都圏、関西圏の映画館でのPRブース設置 
　・首都圏でのメディア向け発表会の開催　
　・旅行商品の造成（別事業で実施）

8,000

２映画「遥かな町へ」を応援
する会に対する支援

海外での評価の高い谷口ジロー氏の映画『遥かな町へ』を通し
て、鳥取県（倉吉市）の街なみや文化、人々の営みを世界へと発
信するため応援する会へ支援を行う。

【令和８年度の主な取組】
　・フランスでの映画祭、東京国際映画祭などへ作品出展
　　及び現地プロモーション
　・フランス語、英語、イタリア語版の字幕作品の制作
　・国内配給、宣伝戦略（SNS展開など）　

10,000

 ３　その他

（１）映画「遥かな町へ」概要
　　ア　原作　　　　 谷口ジロー「遥かな町へ」
　　イ　監督・脚本　 錦織良成
　　ウ　製作　　　　 倉吉ニューシネマプロジェクト
　　エ　出演者　　　 大谷亮平（中原博史（48歳）役）、及川桃利（中原博史（14歳）役）、
　　　　 　 　 　 　 磯谷萌々子（長瀬智子 役）、戸田菜穂（中原和江 役）、
                     滝藤賢一（中原与志雄 役）外
　　オ　スケジュール 令和８年秋公開
　　カ　配給　　　　 ムービー・アクト・プロジェクト（配給協力：渋谷プロダクション）

（２）「映画『遥かな町へ』を応援する会」概要
　　　会長：広田倉吉市長、名誉会長：平井鳥取県知事、事務局：倉吉商工会議所
　　　＜主な活動内容＞
　　　　○令和７年度
　　　　　・地元の機運醸成（キックオフミーティング、クランクイン発表会の開催）
　　　　　・ロケ支援（エキストラ（ボランティア）募集、道路封鎖補助等の撮影サポート、炊き出し等）
　　　　　・地元企業・関連企業への協力依頼や、寄付・協賛の募集
　　　　○令和８年度
　　　　　・寄付・協賛の募集
　　　　　・地元向け試写会開催等による機運情勢
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令和８年度一般会計当初予算説明資料
２款　総務費
　２項　企画費  観光戦略課 （ 内線 ： ７０９９ ）
　　３目　交通対策費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 本年度 前年度 比　較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 航空会社等と
連携した誘客
促進事業

59,300 46,300 13,000 59,300

 トータルコスト 73,752千円（前年度　60,497千円）［正職員：1.8人］

 １　事業の目的、概要

　県内両空港を発着する航空路線の維持拡充や新規国内路線の誘致を図るため、航空会社や旅行会社等と連携し
て、新たな旅客の開拓を図り、国内航空便の利用拡大につなげる。

 ２　主な事業内容

　 細事業名 内容 予算額
１航空会社と連携した需

要拡大
航空会社等と共同キャンペーンの実施(若者世代を対象にした誘客プロモー
ション)

40,000

２旅行会社等と連携した
観光情報発信

（１）旅行会社等と連携した情報発信
 大手旅行会社等と連携してＷＥＢや店頭での鳥取・米子便の路線ＰＲ
や鳥取観光キャンペーンを実施する。

（２）ＷＥＢ旅行社連携による誘客促進
 個人旅行客向けの施策として、大手宿泊予約サイトを活用した航空路
線の利用促進キャンペーンを展開する。

12,000

３他空港と連携した需要
拡大

他空港と連携した周遊観光を促進させる取組の実施(旅行商品造成、周遊
キャンペーン等)

500

４とっとり翼の大使事業 （１）航空会社の現役客室乗務員等を「とっとり翼の大使」に任命し、観
光イベントやＳＮＳ等で本県の魅力を発信していただく。

（２）航空会社と連携した情報発信

2,500

５航空便による地方間交
流促進事業

県内両空港を発着する航空路線の拡充と利便性向上を図るため、国内連続
チャーター便を運航する航空会社等に対する支援を行う。

（１）連続運航支援[補助率1/2]
　　県内両空港を発着する国内連続チャーター便を運航する航空会社等
　に対し支援する。

（２）誘客支援
　（ア）広告等支援[補助率1/2]
　　　国内チャーター便を活用した旅行商品を周知し誘客につなげるため

の広告を掲載する費用等を支援する。
　（イ）バス代助成[定額30千円/台・泊]
　　　国内チャーター便を活用し本県に来県し、県内周遊のために貸切バ

スを利用する場合に支援する。
　（ウ）宿泊支援[定額5千円/人]
　　　国内チャーター便を活用し本県に来県し、県内宿泊施設に宿泊した

場合、宿泊費の一部を支援する。

4,300

 ３　その他(改善点等)

・令和７年(1月～12月)の利用者数は鳥取空港416,328人、米子空港613,869人と過去最多となった。また、令和８
年夏ダイヤでも鳥取空港の５便運航、米子空港の通年６便運航の継続が決定した。

・引き続き、航空会社や旅行会社等と連携し首都圏へ向けた情報発信を取り組んでいき、需要を高めていく必要
がある。

・令和７年８月30日から６日間、鳥取-新千歳を結ぶ連続チャーターが就航し、搭乗率は新千歳発83.7％、鳥取発
99.2％であった。このほか令和７年度は鳥取空港３本、米子空港１本のチャーターが就航する見込み。

・令和８年度も引き続き、国内線のチャーター便や定期路線の開設に向けて、航空会社へのエアポートセールス
を積極的に展開する。
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令和８年度一般会計当初予算説明資料
７款　商工費
　３項　観光費  観光戦略課 （ 内線 ： ７２７１ ）
　　１目　観光費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 本年度 前年度 比　較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 「いい旅！
とっとり」誘
客促進事業

45,750 45,750 0 45,750

 トータルコスト 48,159千円（前年度　48,116千円）［正職員：0.3人］

 １　事業の目的、概要

　本県での宿泊・周遊を伴う団体観光客等を誘致するため、鳥取県観光連盟のプロモーター（県外本部駐在）等
を活用した、バス旅行商品造成に対する支援及び本県への旅行商品造成支援などを行い、本県への誘客を促進す
る。

 ２　主な事業内容

（１）バス旅行商品支援（30,000千円）
　　鳥取県観光連盟のプロモーターを活用し、県外旅行会社へのバス旅行商品造成を働きかける。
　 【補助対象経費】
　　旅行会社が支援条件を満たすバス旅行を催行した場合の経費支援。

区分 対象日
１台当たり
補助金額

１事業所当たり
補助上限額

（１）土曜日、祝祭日前日 10千円宿泊あり
（１泊当たり） （２）（１）以外の日 　30千円  

2,000千円

（１）土・日曜日、祝祭日  ５千円 宿泊なし
（２）（１）以外の日 15千円

1,000千円

　　※県内バス利用の場合は、宿泊20千円、日帰り5千円を加算（県外旅行会社のみ）

（２）旅行商品造成支援（7,500千円）
　  鳥取県観光連盟のプロモーターを活用し、県外旅行会社への旅行商品造成を働きかける。
　 【補助対象経費】
　　旅行会社が支援条件を満たす旅行商品を造成した場合に必要な経費（チラシ・パンフレット印刷代、ＷＥＢ

サイト構築経費等）を支援する。（企画内容や催行実績に応じて段階的に助成金を設定(上限500千円／件)）

（３）観光パスポート「トリパス」作成支援（4,250千円）
　　個人旅行者に対して訴求力の強い「トリパス（観光パスポート）」を作成し、県内外へ積極的に提供・発信

することにより、個人旅行の需要を喚起する。
　 【補助対象経費】
　  観光パスポート「トリパス」の制作経費支援及び電子版運用経費に対して支援する。
　 【補助率】1/2

（４）広告宣伝支援（4,000千円）
　　旅行会社による個人旅行者誘客促進のための広告宣伝支援を行うことで、多様化する旅の形態に対応した本

県への観光誘客促進を図る。
　 【補助対象経費】
　  旅行会社が鳥取県への誘客を目的にホームページ上に掲載する鳥取県観光情報（特別ページ）について、広

告宣伝支援を実施する。（１か月以上の公開で100千円、３ヵ月以上の公開で200千円(１事業所当たりの上限
500千円)）

 ３　その他（改善点等）

・宿泊施設のみならず、飲食店、土産店などの観光事業者から、特に個人需要の低い平日に大型バスの立ち寄り
を要望されている。

・バス運転手の労働時間制限への対策や環境負荷低減を図るため、一次交通で来県し、県内周遊を行うことを推
進しており、引き続き取り組んでいく。
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令和８年度一般会計当初予算説明資料
７款　商工費
　３項　観光費  観光戦略課 （ 内線 ： ７２３９ ）
　　１目　観光費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 本年度 前年度 比　較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 サイクリスト
の聖地鳥取県
整備事業

67,550 42,550 25,000  9,619 57,931

 トータルコスト 106,089千円（前年度　73,309千円）［正職員：4.8人］

 １　事業の目的、概要

　「鳥取うみなみロード」のナショナルサイクルルートの指定を見据え、国内外からのサイクリスト等の誘客を
目指し、情報発信の強化や地域の機運醸成、走行環境・受入環境の充実等を進め、地域と一体となったサイクル
ツーリズムを推進する。

※ナショナルサイクルルート（以下、「NCR」という。）：国が定める走行環境、受入環境の要件を満たし、日本
を代表し、世界に誇り得るサイクリングルート。

 ２　主な事業内容

細事業名 内容 予算額
１機運醸成・情

報発信事業
 【新規】鳥取うみなみロードを活用したライドイベント等を実施する。
 【新規】サイクリスト誘客等の取組を行う民間事業者等を支援する。
　（補助率2/3:上限300千円）
 【新規】韓国・台湾プロモーション（旅行会社視察ツアー）を実施する。
 サイクリングイベント開催を支援する。（補助率1/2:上限500千円）
 初心者向け体験会開催など自転車利活用に資する取組を支援する。
　（上限250千円）
 SNSやサイクリング専門誌、YouTuber等の活用、中国５県連携等により本県サイ

クリングの魅力を広く発信する。
 サイクルカフェ等と連携し県内周遊スタンプラリーを実施する。

28,350

２サイクリング
受入環境整備
事業

 サイクリングガイドに対して、安全管理等を主としたスキルアップ講習を実施す
る。

 レンタサイクル拠点等に対して、安全管理講習を実施する。
 シェアサイクル・レンタサイクルの導入を支援する。
　（補助率1/2：上限2,000千円外）
 サイクルトレインの運行支援を行う。

9,200

３走行環境整備
事業

 鳥取うみなみロードからの周遊（接続）ルート等整備を行う。 30,000

 ３　その他（改善点等）

・これまで整備してきた走行環境・受入環境を基盤に、国内外のサイクリストから選ばれるルートとなるよう魅
力発信・プロモーションを強化するとともに、県内市町村や民間団体と連携したイベント開催等を通じて地域
一体となって機運醸成を図る。

・安心・快適にサイクリングを楽しんでもらえるよう、サイクリングガイドやレンタルサイクル拠点への講習
や、サイクルトレインの運行支援、周遊ルートの整備等、サイクリング環境向上の取組を進める。
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令和８年度一般会計当初予算説明資料
７款　商工費
　３項　観光費  観光戦略課 （ 内線 ： ７２６７ ）
　　１目　観光費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 本年度 前年度 比　較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 フィルムコ
ミッション活
動強化事業

35,615 25,204 10,411  2,957 32,658

 トータルコスト 38,827千円（前年度　28,359千円）［正職員：0.4人］

 １　事業の目的、概要

　映画、ドラマ等の映像作品の撮影を積極的に誘致し、ロケ地を観光拠点として活用した観光誘客及び地域振興
を行うため、フィルムコミッションの活動強化を図る。

　　※フィルムコミッションとは…
　　　映画、テレビ番組、ＣＭなどのロケーション撮影を誘致し、撮影をスムーズに進めるため、情報提供や撮

影許可協力などの便宜を図る非営利な公的機関。

 ２　主な事業内容

　鳥取県フィルムコミッションが行う県内ロケ誘致・ロケ支援等に要する経費を補助する。

（１）実施主体　鳥取県フィルムコミッション（事務局：（公社）鳥取県観光連盟）
（２）補助率　　10/10
（３）補助対象事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
細事業名 内容 予算額

１ フィルムコミッション活動
支援

鳥取県フィルムコミッションの運営に要する経費を補助する。
（職員３名体制）

20,635

２ ロケ誘致活動強化 制作会社とのマッチング商談会への参加（年２回程度）、制作
会社への誘致活動（年10回程度）など誘致活動経費を補助す
る。

1,630

３ ロケ及びロケハン助成 経済効果及び誘客効果の高い映画・ドラマ等の映像作品誘致の
ため、ロケ及びロケハン実施に係る費用（旅費・滞在費）を助
成する。

7,200

４ 誘致作品プロモーション 本県がロケ舞台となった作品のロケ地マップ等を作成し観光誘
客を図る。

3,000

５ 県内関係者連携強化 ・映画監督やプロデューサー等を対象とした県内ロケ地への視
察招聘（ロケハンツアー）を開催する。

・市町村等と連携したロケ地の発掘及び制作会社向けのロケ地
を紹介するウェブサイトを改修する。

・有識者を招いたロケーション研修会を開催する。

3,150

 ３　その他（改善点等）

・令和６年７月に国内外からのロケ誘致及びロケ受入体制の強化のため官民連携による「とっとりロケツーリズ
ム官民推進連携会議」を設立し、全県を挙げたロケ誘致の促進を図っている。

・令和７年度に実施された、映画『遥かな町へ』のロケにあたり、スムーズに撮影できるよう支援し、倉吉市を
中心に県内各地でロケが行われた。

・鳥取県でのロケの注目度が高まっている好機を逃すことなくロケ誘致を展開するため、令和７年９月から鳥取
県フィルムコミッションの体制を強化した。
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令和８年度一般会計当初予算説明資料
７款　商工費
　３項　観光費  観光戦略課 （ 内線 ： ７４２１ ）
　　１目　観光費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 本年度 前年度 比　較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 ユニバーサル
ツーリズム推
進事業

4,764 4,764 0 4,764

 トータルコスト 5,567千円（前年度　5,553千円）［正職員：0.1人］

 １　事業の目的、概要

　2033年全国障害者スポーツ大会の鳥取県開催を見据え、県内のバリアフリー対応に関する情報を提供する環境
整備をするとともに、観光事業者によるハード面の整備に加え、人的サポートなどのソフト面での受入体制強化
を促進する。

 ２　主な事業内容

細事業名 内容 予算額

１バリアフリー対応状況調査 県内の宿泊施設等のバリアフリー状況の調査及び情報発信を行
う。

4,000

２観光接遇研修 観光事業者等を対象として、障がいのある方の受入れの際に配慮
すべきことや応対の方法を研修し、受入体制の強化を図る。

764

【参考】
　「誘客促進のための観光資源磨き上げ事業」で、県内宿泊施設のユニバーサル化に係る施設整備を支援
　（補助率1/2、上限1,000千円）

 ３　その他（改善点等）

　宿泊施設改修への支援やとっとりＵＤマップによる情報発信、インバウンド対応として、車いす利用者の英語
版日本観光情報サイト運営者に県内を視察いただき、バリアフリー情報を掲載してもらうなどユニバーサルツー
リズムを推進してきた。令和７年度、令和８年度の２か年で県内宿泊施設等のバリアフリー状況の調査を進めて
おり、引き続き、障がい者等の個別ニーズに合わせた宿泊施設のマッチング態勢の構築を進める。
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令和８年度一般会計当初予算説明資料
７款　商工費
　３項　観光費  観光戦略課 （ 内線 ： ７６３３ ）
　　１目　観光費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 本年度 前年度 比　較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 とっとりサウ
ナツーリズム
推進事業

8,000 8,000 0 8,000

 トータルコスト 16,029千円（前年度　15,887千円）［正職員：1人］

 １　事業の目的、概要

　本県の豊かな自然や温泉地、サウナ施設等を活用した誘客を図るため、「ととのう とっとり サウナ旅」を
テーマに、「とっとりサウナツーリズム」を推進する。

　※「ととのう とっとり サウナ旅」とは、サウナ環境（自然、温泉地、サウナ設備、催し、熱波師）が整った
鳥取県での癒しの旅のこと。

 ２　主な事業内容

細事業名 内容 予算額

１「ととのうとっとり」ウェブサ
イトによる情報発信

ホームページやＳＮＳにより、自然豊かな鳥取県のサウナで
心身がととのうイメージを演出しながら、県内温泉地や周遊
モデルルート、とっとりサウナＣＥＡの活動、イベント情報
等を発信する。

1,000

２首都圏企業等と連携したサウナ
ワーケーションなど「ととのう 
とっとり」の情報発信

JAPAN SAUNA-BU ALLIANCE等と連携し、とっとりサウナワー
ケーションモニターツアーや情報発信を行う。

2,000

３首都圏等における情報発信 首都圏・関西圏の有名サウナ施設にて、鳥取の県産食材やご
当地グルメを活用したサ飯等の情報発信を行う。

1,000

４県内事業者と連携した情報発
信・産業振興

首都圏見本市等にブースを出展し、サウナを軸とした産業振
興を図る。

1,000

５民間事業者と連携した「とっと
りサウナツーリズム」の推進

「とっとりサウナツーリズム」の魅力をより一層体感してい
ただけるよう、県産材を利用した新たなサウナの整備やサウ
ナグッズの製作等に要する経費の一部を支援する。
（補助率：1/2、上限額1,000千円）

3,000

 ※JAPAN SAUNA-BU ALLIANCE：サウナを通じた企業間の交流を推進する企業連合で、幅広い業種の企業・団体
244社が加盟（令和７年８月現在）。

 ３　その他（改善点等）

・県内在住熱波師のとっとりサウナCEA（Chief Executive Aufgusser、最高経営ｱｳﾌｷﾞｰｻｰ）への任命や「ととの
うとっとり」ウェブサイト開設を皮切りに、首都圏企業との連携や首都圏等でのイベント開催等を通じて、全国
に向け「ととのう とっとり サウナ旅」の知名度向上を図っている。

・令和７年度は、ＪＡＬが主催するサ旅万博2025（淡路島）にＰＲブースを出展したほか、「ＪＡＬサ旅」との
連携事業として県内のサウナ施設を周遊するスタンプラリーの実施及びコラボグッズの作成などを実施した。引
き続き、「ＪＡＬサ旅」や県内民間事業者と連携して、サウナをきっかけとした本県の魅力発信を行っていく。
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令和８年度一般会計当初予算説明資料
７款　商工費
　３項　観光費  観光戦略課 （ 内線 ： ７４２１ ）
　　１目　観光費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 本年度 前年度 比　較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 鳥取砂丘活性
化・魅力向上
プロジェクト

19,750 23,072 △3,322 19,750

 トータルコスト 30,188千円（前年度　33,325千円）［正職員：1.3人］

 １　事業の目的、概要

　鳥取市との連携協約に基づき、ソフトの充実及びハードの一体的な整備を進め、鳥取砂丘の活性化及び魅力向
上を図る。

 ２　主な事業内容

細事業名 内容 予算額
１情報発信、東西周遊の取組 砂丘特設サイトによる観光情報の発信 500

２鳥取砂丘イリュージョンに対
する支援

鳥取砂丘イリュージョンの実施に係る経費
　鳥取県・鳥取市負担金　各7,500千円
［実施主体］鳥取砂丘イリュージョン実行委員会
［事業内容］電球購入、電飾取付・撤去、イベント実施等

7,500

３「日本一のすなば」魅力まる

ごと事業負担金

鳥取砂丘未来会議が公募し、採択したイベントについて負担金を拠
出する。
［対象のイベント］
・鳥取砂丘の自然体験を通じ、砂丘の魅力を学習するイベント
・鳥取砂丘特に西側エリア（多鯰ヶ池含む）の利活用を促進し、

インバウンドを含めた観光の滞在につながるイベント

6,800

４鳥取砂丘西側上質化推進事業
補助金

県市の連携協約に基づき、鳥取砂丘西側の情報発信及び受入整備に
要する経費を負担する。
［実施主体］鳥取市
［負担割合］1/3

4,950

 ３　その他（改善点等）

　・鳥取砂丘東側で、環境省により鳥取砂丘ビジターセンターが整備され、鳥取県ではスロープ階段、公衆トイ
レの改修など、受入環境の整備を進めてきた。西側で、鳥取砂丘フィールドハウス（令和５年４月開館）、
ヤマタ鳥取砂丘ステイション（令和６年４月開業）などの施設整備が進んでいる。

　・令和７年度に鳥取県及び鳥取市が連携して実施した鳥取市街地と鳥取砂丘でのシェアサイクルの実証実験が
好評だったことから、実証実験終了後も運営事業者が事業を継続し、鳥取砂丘の周遊促進が図られている。
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令和８年度一般会計当初予算説明資料
７款　商工費
　３項　観光費  国際観光課 （ 内線 ： ７２２１ ）
　　１目　観光費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 本年度 前年度 比　較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 インバウンド
観光拡大推進
事業

654,230 598,850 55,380  109,750 544,480

 トータルコスト 764,533千円（前年度　706,632千円）［正職員：12.8人、会計年度任用職員：2人］

 １　事業の目的、概要

　国際航空便の安定的運航や国際チャーター便を含む新規路線誘致を推進するとともに、主要市場である東アジ
ア（韓国、台湾など）や訪日観光客需要の伸び率が高い東南アジア市場、長期滞在による高い消費が見込まれる
欧米豪市場向けなど多角的な市場に対し誘客プロモーションを推進する。加えて、多言語化やWi-Fi整備など外国
人観光客が旅行しやすい環境を整備する。

 ２　主な事業内容

細事業名 内容 予算額

１国際便運航支援　 　国際航空便の安定的運航や国際定期便利用促進協議会と連携した利
用促進、県内空港へのチャーター便就航を推進する。

312,630

２誘客プロモーション 　航空会社・旅行会社と連携したプロモーションやインフルエン
サー・メディア招請等による本県魅力を発信する。

219,500

３海外駐在員配置・現地事
務所設置

　韓国・台湾等の駐在員配置、現地事務所の設置により、現地情報収
集、旅行会社への情報提供、SNS情報発信等を実施する。

34,500

４【新規】
マーケティング調査

　本県を来訪中の外国人観光客へのマーケティング調査（基本属性、
来訪目的、交通手段、来訪地等）を実施する。

6,000

５外国人観光客倍増促進補
助金

　県内民間事業者、市町村等を対象に、外国語案内ツールの多言語化
やWi-Fi整備、着地型商品造成等の受入環境整備を支援する。

12,000

６外国人観光客誘致対策事
業補助金

　米子鬼太郎空港を発着する国際航空便を利用して送客する旅行会社
に対し、県内宿泊日数に応じて補助する。

12,000

７外国人観光客送客促進事
業補助金

　本県を目的地とした旅行商品の販売促進等に係る経費、旅行商品催
行に係る経費を補助する。

57,000

８外国人観光客へのおもて
なし対応

　県内の観光事業者（宿泊・商業施設、交通機関、観光案内所等）か
らコールセンターへの架電による３者間通訳サービスを提供する。

   　　600

 ３　その他（改善点等）

・令和７年５月から米子台北便が就航し、12月には米子ソウル便のデイリー運航が実現した。その他運休路線に
ついても、適時航空会社への働きかけを行い路線再開に取り組む。

・特定市場の政治情勢等に影響されにくい多角的なインバウンド誘客を図るとともに、来訪者の現状、傾向をよ
り正確に把握し、訴求力あるきめ細かな本県魅力発信につなげるため、インバウンド来訪者へのマーケティン
グ調査を実施する。
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令和８年度一般会計当初予算説明資料
７款　商工費
　３項　観光費  国際観光課 （ 内線 ： ７９６９ ）
　　１目　観光費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 本年度 前年度 比　較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 アドベンチャ
ーツーリズム
推進事業

15,000 15,000 0  7,500 7,500

 トータルコスト 19,817千円（前年度　22,887千円）［正職員：0.6人］

 １　事業の目的、概要

　本県ならではの自然や文化を活用したアドベンチャーツーリズムを推進し、継続的なアドベンチャーツーリズ
ム層の受入を促進する。

※アドベンチャーツーリズムとは、アクティビティ、自然、文化体験の３要素のうち、２つ以上で構成される旅
行のこと。

 ２　主な事業内容

細事業名 内容 予算額

１県内事業者の育成 ・県内観光、宿泊、交通事業者等を対象としたアドベンチャーツーリズ
ムを扱う旅行社の視察等受入実践、スキルアップ研修等

5,500

２観光コンテンツのス
トーリー構築・ツー
ル作成

・県内アドベンチャーツーリズムのストーリー構築

・アドベンチャーツーリズムに特化した県内全域のストーリー・コンテ
ンツ集作成

5,000

３実送客に向けた販路
開拓

・国際的な商談会、アドベンチャーツーリズムのネットワークイベント
や商談会への参加

4,500

 ３　その他（改善点等）

　令和７年度では、海外旅行社からのアドベンチャーツーリズム層実送客の実績が出始め、送客の受入に対応す
るため県内の観光・宿泊・交通事業者・ガイド等が連携するネットワークを構築したところである。

　令和８年度はネットワークを元にした受入を更に進めていくために、アドベンチャーツーリズム層の受入研修
等により県内事業者のスキルアップやプレーヤーの拡充を図るとともに、ストーリー構築等の魅力づくり、海外
旅行社の販路拡大等を行う。
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令和８年度一般会計当初予算説明資料
７款　商工費
　３項　観光費  国際観光課 （ 内線 ： ７６２９ ）
　　１目　観光費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 本年度 前年度 比　較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 一般社団法人
山陰インバウ
ンド機構運営
事業

100,000 100,000 0 100,000

 トータルコスト 117,664千円（前年度　117,351千円）［正職員：2.2人］

 １　事業の目的、概要

　「観光地マネジメント」の視点に立った地域の磨き上げと、「山陰」を対象エリアとした観光地域づくりの中
心となる機能をもつ山陰インバウンド機構の運営費を負担する。

 ２　主な事業内容

細事業名 内容 予算額

１　市場開拓
　　山陰を目的地とするインバウンドの拡大及び滞在長期化を促進し、さらなる市場開拓を図る。
（１）情報発信・プロモー

ション
海外での旅行博への出展、現地旅行会社等へのセールスコール、在京
外国メディア取材ツアーの実施など

（２）ニーズに応じた旅の
手配

海外旅行会社の依頼に応じた各種手配や現地対応、商談会への参加な
ど

39,000

２　観光地域づくり
　観光地経営戦略の策定、人材育成支援等により、持続可能な観光地経営を図る。

（１）調査・分析
次期観光地経営戦略(2027-2030)の策定、ＫＰＩデータ収集分析、外
部専門人材の登用など

（２）地域通訳案内士養成
山陰を業務区域とする地域通訳案内士養成プログラムの開発、運営な
ど

（３）受入環境整備
インバウンド対応セミナーを通じた地域理解の醸成、個別伴走支援な
ど

（４）観光人材育成
観光人材育成塾の運営、参加者・卒業生同士の交流による課題解決及
び新事業創出支援など

12,600

３　管理運営費等 48,400

 ３　その他（改善点等）

　山陰を訪れる訪日外国人の年間宿泊者数40万人泊を目標（令和８年）に、山陰の観光資源をＰＲし、地域と連
携しながら山陰ブランドの構築や情報発信などに取り組んでいる。

　令和７年度は「山陰ランドオペレートセンター」を設置し、海外の旅行会社からの各種体験や宿泊、移動手段
の確保など旅の手配依頼に対する体制を整備した。旅の手配の実績を重ね、更なる市場開拓を図るともに、引き
続き人材育成等の観光地域づくりを推進する。
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令和８年度一般会計当初予算説明資料
７款　商工費
　３項　観光費  国際観光課 （ 内線 ： ７２２１ ）
　　１目　観光費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 本年度 前年度 比　較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 国際観光推進
費

52,203 51,843 360  4,000 48,203

 トータルコスト 58,626千円（前年度　58,153千円）［正職員：0.8人］

 １　事業の目的、概要

　インバウンド需要が拡大する中、観光産業の振興及び県内発着の国際航空便の国際交通基盤の維持・発展に寄
与するため、東京、関西、近隣各県や海外地方政府、民間事業者と連携した外国人観光客の誘客活動や多言語
ホームページ・ＳＮＳの活用による情報発信等を実施する。

 ２　主な事業内容

細事業名 内容 予算額
１広域連携国際観光

推進事業負担金

中国５県や関西地域、東京都など他の地域と連携した外国人観光客誘致事業

を行う広域協議会への経費負担。

13,790

２ＪＲ西日本との連

携事業

ＪＲ西日本と連携したプロモーション 700

３国際観光案内体制

の整備

ア　米子空港内観光案内所にソウル便、台北便等に対応した案内人を設置

イ　境港ターミナル内にイースタンドリーム号に対応した案内人を設置

ウ　案内所スタッフへの研修を実施

5,039

４おもてなしの充実 県内空港、ＪＲ駅・列車内でのチャーター歓迎対応を実施（歓迎対応運営委

託）

700

５メールを活用した

通訳案内士等によ

る多言語観光ガイ

ド業務

外国人個人旅行者の利便性向上を図るため、メールを活用した通訳案内士等

による多言語観光ガイドの整備に取り組む。

1,228

６海外向け情報発信 海外向け情報発信 2,000
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令和８年度一般会計当初予算説明資料
２款　総務費
　２項　企画費  交流推進課 （ 内線 ： ７５９５ ）
　　１目　企画総務費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 本年度 前年度 比　較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 ともにくらす
多文化共生推
進事業

44,531 37,185 7,346  21,228 23,303

 トータルコスト 50,151千円（前年度　42,706千円）［正職員：0.7人］

 １　事業の目的、概要

　近年、在住外国人住民数の増加や国籍の多様化が進む中、令和９年度開始の育成就労制度に伴う転籍条件の緩
和など今後の更なる環境変化を踏まえ、多文化共生に向けた指針作りを進めるとともに、外国人総合相談窓口の
設置や災害時の多言語化対応など外国人住民が安心安全に生活できる環境整備を行う。

 ２　主な事業内容

（１）【新規】多文化共生推進に向けた指針策定　（予算額：481千円）
本県における多文化共生社会推進に向けた指針を新たに策定する。

（２）外国人受入環境整備事業

細事業名 内容 予算額

１ 外国人総合相談窓口運営
事業

県内３箇所に設置している多言語（英語･中国語･ベトナム語）対応の
「外国人総合相談窓口」を運営する。（国1/2）
委託先：（公財）鳥取県国際交流財団

20,000

２ 鳥取県多文化共生サポー
ター運営事業

外国人住民と行政等との橋渡し役を務める鳥取県多文化共生サポー
ター制度を運営する。
委託先：（公財）鳥取県国際交流財団

650

３ 鳥取県における地域日本
語教育体制整備事業

日本語教育人材の育成、企業等関係機関との連携など、日本語教育に
必要な全県的な体制整備を行う。（国2/3）
委託先：（公財）鳥取県国際交流財団

16,843

４ 【新規】
災害時における多言語支
援体制整備事業

多発化・激甚化している災害の発生時に、外国人住民を対象とした多
言語による情報発信や通訳・翻訳支援体制を整備する。
委託先：（公財）鳥取県国際交流財団

1,357

５ 【新規】
在住外国人に向けた生活
情報・地域の魅力発信事
業

県内在住外国人に、鳥取に愛着を持ち定着いただけるよう、地域の魅
力を伝えるパンフレットの作成・配布や、イベント情報の多言語発信 
等を行う。

200

　　　　　　　　　　　　　
（３）【新規】コミュニティ活動支援事業　（予算額：2,000千円）

　在住外国人が地域に根付き、在住外国人と地域住民が地域社会で共生していくことを目指し、外国人住民と
日本人住民の交流や相互理解を深める市町村、NPO、自治会、企業等の取組を支援する。
（補助率1/2（上限額200千円）、県内団体は１年目に限り補助率10/10）

（４）多文化共生情報発信事業

細事業名 内容 予算額

１ 【新規】
多文化共生イベントの開
催

日本人住民と外国人住民が文化や風習の違いを超えて相互に理解を深
め、ともに地域づくりを推進することを目的としたイベントを開催す
る。

1,500

２ 【新規】
多文化共生施策に関する
情報発信

県や財団が行っている外国人住民への支援施策や相互理解を深める取
組について、新聞やSNS等を活用して県民に向けて発信する。

1,500

 ３　その他（改善点等）

　令和元年度に外国人総合相談窓口の運営を（公財）鳥取県国際交流財団に委託して以降、関係機関と連携しな
がら県内在住外国人の総合相談窓口として、来訪や電話等による様々な相談に対応している。令和５年度から
は、地域の日本語教育の充実化を目指した体制整備にも着手している。
　令和８年度は、災害時の支援体制強化や、日本人住民と外国人住民との相互理解促進を図ることで、在住外国
人が安心安全に、地域に愛着を持って生活できる環境を整備する。

49



令和８年度一般会計当初予算説明資料
２款　総務費
　２項　企画費  交流推進課 （ 内線 ： ７１０８ ）
　　１目　企画総務費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 本年度 前年度 比　較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

<収益事業収入
> 国際交流推進

事業 155,752 114,922 40,830 6,000 149,752
 トータルコスト 266,552千円（前年度　223,763千円）［正職員：13.8人］

 １　事業の目的、概要

　鳥取県と友好交流地域等との交流を推進するため、各種交流事業を実施する。

 ２　主な事業内容

細事業名 内容 予算額

１国際交流推進費 友好交流地域との国際交流を推進し、地域の国際化・活性化を図る。

　・友好交流地域との周年記念事業

　・新規交流地域との青少年交流等を通じた地域間交流拡大

　・交流地域との職員及び留学生の相互派遣・受入れ

　・青少年（高校生、中学生）等の相互派遣・受入れ

　・専門分野（医療、農業等）における研修生受入れ及び専門家派遣

　・スポーツ関係のイベント（マラソン等）への相互参加

　・民間団体や県民等による訪問団派遣　等

100,933

２交流ネットワーク

活用事業費

交流に係るネットワークを活用し、官民の国際交流を促進する。

　・海外県人会の活動や青年海外協力隊員の帰国報告会等への助成

　・（一財）自治体国際化協会の海外事務所運営費用及びJETプログラムに係

る経費を負担

　・海外との各種訪問団派遣・受入れや急遽の渡航を伴う業務等に対応するた

めの経費

　・事務費

54,819

 ３　その他（改善点等）

　これまで、友好交流地域との青少年・観光・経済・スポーツ等様々な分野における交流を通じて相互理解と関

係強化を推進するとともに、各種人的ネットワークの活動を支援することで鳥取県内外の国際交流を促進してき

た。今後も引き続き友好交流を深め、発展的な関係を構築するとともに、海外とのさらなる交流人口拡大につな

げる。

　令和８年度においては、周年を迎える友好地域との記念事業を実施しより一層の相互理解を深めるほか、新た

な地域との交流拡大を図る。

　なお、海外県人会や自治体国際化協会等の関係団体とも引き続き連携を図る。
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令和８年度一般会計当初予算説明資料
７款　商工費
　３項　観光費  まんが 王国官房 （ 内線 ： ７８０１ ）
　　１目　観光費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 本年度 前年度 比　較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 （新）まんが
王国とっとり
ステップアッ
ププロジェク
ト

19,000 0 19,000 19,000

 トータルコスト 27,832千円（前年度　0千円）［正職員：1.1人］

 １　事業の目的、概要

　令和８年度は、「名探偵コナン」ＴＶアニメ化30周年記念展、映画「遥かな町へ」全国公開、リニューアル
オープンに向け準備が進む青山剛昌ふるさと館など本県ゆかりのまんが作品に関するトピックスが多く、この好
機を活かして取り組む。

　本県の強みである３巨匠の作品や関連施設等との連携・協力を強化し、コンテンツを活用した誘客を進めると
ともに、「Ｆｒｅｅ！」など県内の漫画・アニメゆかりの地と地域の自然、歴史・文化、食などを深く連動させ
魅力を増幅した「まんが･アニメツーリズム」を推進することで観光誘客を図る。

 ２　主な事業内容

細事業名 内容 予算額
１海外プロモーションの強

化
海外において日本のまんがの人気は非常に高く、まんがを使った鳥
取県のＰＲには大きな効果が見込まれるため、本県の強みである３
巨匠（水木しげる先生、谷口ジロー先生、青山剛昌先生）のコンテ
ンツを活用し、欧米で行われるまんが・アニメ関連イベントに出展
し、鳥取県のプロモーションを実施する。

10,000

２ＴＶアニメ「名探偵コナ
ン」放映30周年連携ＰＲ
等

鳥取県でも開催される巡回展（4/4～26：県立博物館）を契機とした
観光誘客を図るため、劇場版「名探偵コナン」と連携した情報発信
を実施する。

2,000

３水木しげるロード等情報
発信支援

水木しげるロードの誘客を強化するため、京阪神・山陽における観
光ＰＲを実施する。

2,000

４まんが・アニメを活用し
た旅行商品造成支援

まんが・アニメを活用した旅行商品（個人、団体問わず）を造成す
る旅行社に対して、広報費、ノベルティ制作費等を支援する。

5,000
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令和８年度一般会計当初予算説明資料
７款　商工費
　３項　観光費  まんが 王国官房 （ 内線 ： ７８０１ ）
　　１目　観光費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 本年度 前年度 比　較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 まんが・アニ
メツーリズム
推進事業

23,612 25,112 △1,500  8,711 14,901

 トータルコスト 30,035千円（前年度　31,422千円）［正職員：0.8人］

 １　事業の目的、概要

　まんがやアニメを活かした本県の情報発信や観光誘客を促進するため、国内外へのプロモーションや県内周遊
の仕組みづくりなどを行う。

 ２　主な事業内容

細事業名 内容 予算額

１ まんが・アニメに特化し
た国内プロモーション

まんがやアニメに関係のある企業・団体の活動と連携し、国内
観光誘客を図り、情報発信を行う。

5,000

２ まんが・アニメに特化し
た海外プロモーション

まんがと親和性のある海外催事等へ出展し情報発信を行う。 7,462

３ まんが・アニメ資源活用
誘客促進補助金

まんがアニメの地域資源を活かして観光誘客等の取組を行う市
町村等を支援する。

11,150

 ３　その他（改善点等）

　まんがアニメゆかりの地を旅する「聖地巡礼」が「旅の動機づけ」として国内外でブームとなっている。

　まんが王国を標榜する本県にとって絶好の機会であり、認知度向上と具体的な誘客促進に繋がる取組を行って
いく。
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令和８年度一般会計当初予算説明資料
７款　商工費
　３項　観光費  まんが 王国官房 （ 内線 ： ７８０１ ）
　　１目　観光費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 本年度 前年度 比　較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 まんが王国コ
ナンで誘客促
進事業

27,558 11,205 16,353  750 26,808

 トータルコスト 33,981千円（前年度　17,515千円）［正職員：0.8人］

 １　事業の目的、概要

　名探偵コナンの国内外での高い知名度を活かし、「鳥取＝コナン」を発信することで本県への誘客を促進す
る。

 ２　主な事業内容

細事業名 内容 予算額

１ 名探偵コナンまつり
inまんが王国とっとり
の開催

夏の恒例イベントとして定着したコナンまつりを開催し、県
外からの集客を図る。
・時期　令和８年８月
・場所　とりぎん文化会館

8,705

２ 鳥取砂丘コナン空港装
飾整備

鳥取砂丘コナン空港の装飾を整備し、愛称にふさわしい空港
をめざすとともに、必要な修繕を行う。

1,000

３ 名探偵コナン列車、
スーパーはくと名探偵
コナン号の運行

必要な修繕を行うとともに、名探偵コナン列車については、
「探偵車両」のデザインを更新する。

17,853

 ３　その他（改善点等）

　名探偵コナンまつりは、例年会場の収容可能人数を大きく超える応募が寄せられ、夏の恒例イベントとして
ファンの間で広く認知されており、引き続き本県の認知度向上及び観光誘客促進に繋げていく。

　鳥取砂丘コナン空港装飾や名探偵コナン列車に対しては、魅力的なコナン装飾への好意的な反応がＳＮＳを中
心に寄せられており、定期的なデザイン更新など魅力の維持・拡大に取り組む。
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令和８年度一般会計当初予算説明資料
７款　商工費
　３項　観光費  まんが 王国官房 （ 内線 ： ７８０１ ）
　　１目　観光費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 本年度 前年度 比　較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 まんが王国妖
怪パワーで誘
客促進事業

18,000 18,000 0 18,000

 トータルコスト 19,606千円（前年度　19,577千円）［正職員：0.2人］

 １　事業の目的、概要

　水木しげる先生の偉業をたたえ、妖怪文化により本県の魅力発信と観光誘客を進めるため、県内外で妖怪パ
ワーを活用したイベントを開催する。

 ２　主な事業内容

細事業名 内容 予算額

１ 水木しげる生誕祭の開
催

水木しげる先生のふるさとへの功績の顕彰・共有と観光誘客を図る催
事を境港市と共同で開催し、県内への誘客促進に繋げる。
・時期　令和９年３月上旬
・場所　境港市内

10,000

２ 調布市「ゲゲゲ忌」と
の連携

東映アニメーション（株）の協力を得て、調布市（東京）で行われる
「ゲゲゲ忌」に出展し、アニメをテーマとした催事を行うことによっ
て、首都圏で「アニメ鬼太郎の聖地」としての鳥取県の認知度向上及
び誘客促進を図る。
・時期　令和８年11月下旬
・場所　調布市内劇場、駅前広場等

4,000

３ 米子鬼太郎空港装飾の
整備

米子鬼太郎空港の装飾の整備を行い、愛称にふさわしい空港を目指す
とともに、国内外への情報発信及び誘客促進に繋げる。

1,000

４ 水木しげる展覧会等連
携

“妖怪”をメインテーマとした水木しげる展覧会等と連携し、まんが
をテーマにした本県の情報発信を行う。

3,000

 ３　その他（改善点等）

　調布市での「ゲゲゲ忌」や水木しげる生誕祭など、水木先生の作品を通じて本県の認知度向上を図り、具体的
な誘客促進に繋げる取組を行っている。

　また、リニューアルから２年が経過した「水木しげる記念館」で行われる企画展に合わせて情報発信を強化す
る。
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７款　商工費
　３項　観光費  まんが 王国官房 （ 内線 ： ７８０１ ）
　　１目　観光費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 本年度 前年度 比　較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 まんが王国谷
口ジロー顕彰
事業

4,000 4,000 0 4,000

 トータルコスト 4,803千円（前年度　4,789千円）［正職員：0.1人］

 １　事業の目的、概要

　世界的な漫画家である谷口ジロー先生の出身地である本県が、世界各地のファンにとって聖地となることをめ
ざし、谷口作品の魅力やゆかりの地について情報発信する。

 ２　主な事業内容

細事業名 内容 予算額

１ 谷口ジロー原画展の開
催

谷口ジロー先生の偉大な業績を広く知らしめ、国内外からの観光誘
客に繋げるため、映画「遥かな町へ」の上映と連動した原画展示を
行う。

3,000

２
県外イベント等との連
携

県外での原画展や谷口ジロー関係イベント等と連携し、開催地で本
県の情報発信を行う。

1,000

 ３　その他（改善点等）

　谷口ジロー先生は繊細で精緻な画風が高く評価されており、事業実施に当たっては「画の美しさ」で誘客促進
を図るという狙いで原画展を開催するとともに、展覧会を通じて谷口先生への理解を深めその業績を顕彰するこ
とを目的としている。谷口先生の作品は海外でも高い評価を得ており、欧米とりわけフランス語圏に熱心なファ
ンが存在する。定期的な原画展の開催をインバウンドの多角化に結びつけられるよう、効果的な情報発信を行
う。

　また、令和８年度に予定されている鳥取県立美術館の企画展「谷口ジロー展」、秋に公開予定の映画「遥かな
町へ」に合わせて積極的なＰＲを行う。
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７款　商工費
　３項　観光費  まんが 王国官房 （ 内線 ： ７８０１ ）
　　１目　観光費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 本年度 前年度 比　較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 まんが王国
とっとり国づ
くり事業

69,250 73,658 △4,408  9,000 60,250

 トータルコスト 116,927千円（前年度　119,921千円）［正職員：5人、会計年度任用職員：2人］

 １　事業の目的、概要

　まんが王国とっとりの取組を推進するため、取組を支える人材の育成や活動の支援を行う。

 ２　主な事業内容

細事業名 内容 予算額

１国際マンガコンテストの
開催

国際マンガコンテストを継続開催し、人材育成と海外ネットワークの
拡大を図る。

11,945

２国際声優コンテスト「声
優魂」鳥取大会の開催

声優をめざす中高生に、夢へチャレンジする機会を提供する。 3,600

３まんが王国活動支援補助
金

県内市町村、民間等のまんがを活かした取組を支援する。 18,000

４情報発信 ・著作物使用料

・「まんが王国とっとりだより」の発行

・情報発信

・国際マンガサミット運営本部との連携

26,319

５事務費 9,386

 ３　その他（改善点等）

　漫画家と声優の発掘育成を目的とする「国際マンガコンテスト」「国際声優コンテスト鳥取大会」には毎年多
くの応募があり、優秀な描き手・演じ手を発掘するとともに、「まんが王国とっとり」を印象づけている。

　両コンテストの受賞者は、単なる優秀なクリエーター等というだけでなく、「情報発信」の面でも、強い影響
力や将来的な発信力を期待しうる者であり、本県の認知度向上の役割を担ってもらい、ひいては誘客促進を図
る。
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２款　総務費
　２項　企画費  県民運動課 （ 電話 ：0858-23-3901 ）
　　１目　企画総務費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 本年度 前年度 比　較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 県民とともに
進める男女協
働未来創造事
業

7,400 4,550 2,850  350 7,050

 トータルコスト 31,793千円（前年度　27,941千円）［正職員：2.1人、会計年度任用職員：2人］

 １　事業の目的、概要

　男女協働未来創造センター「よりん彩」において、男女共同参画社会を推進するため、理解者の裾野を拡大す
る普及啓発や推進団体等への活動支援を行う。

【鳥取県性にかかわりなく誰もが共同参画できる社会づくり計画の目標達成状況】（令和８年１月末現在）
　・よりん彩における男女共同参画理解促進講座の参加者数2,359人（目標値：令和７年度 2,000人）

 ２　主な事業内容

区分 内容 予算額
【拡充】
よりん彩記念日25周
年フォーラム

鳥取県男女協働未来創造センター「よりん彩」開設を記念して、県民で組織す
る実行委員会とよりん彩が共催でフォーラムを開催することで、男女共同参画
推進に関する機運を高めるとともに、活動拠点として広く県民への周知を図
る。
＜フォーラム概要＞
開催時期：令和8年8月8日（予定）
内容：著名人または有識者による講演会、ぼうさいこくたいと連携した企画、

体験・実験型ワークショップ、飲食・テイクアウト等のブース出展　等

2,300

【新規】
男女協働未来創造セ
ミナー

若者や女性にも選ばれる鳥取県を目指して、女性のキャリアアップや男性の家
事・育児・介護への参画、ワークライフバランスの推進等、広く一般県民が男
女共同参画に対する学びや気づき、共感を得られるものをテーマに、県民を対
象としたセミナーを開催する。

300

よりん彩活動支援事
業補助金

男女共同参画社会の実現に向け、団体等が自ら企画運営する講演会や学習会、
調査研究等事業に対して補助金を交付する。（補助率10/10ほか）

1,000

その他事務費等 3,800

57



令和８年度一般会計当初予算説明資料
２款　総務費
　２項　企画費  県民運動課 （ 電話 ：0858-23-3977 ）
　　１目　企画総務費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 本年度 前年度 比　較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 仕事と家庭の
充実を！ワー
ク・ライフ・
バランス推進
事業

5,629 2,350 3,279  4,110 1,519

 トータルコスト 9,644千円（前年度　6,294千円）［正職員：0.5人］

 １　事業の目的、概要

固定的な性別役割分担意識などによるワーク・ライフ・バランスの偏りの解消に向けて、広域的な情報発信に
よる社会全体の機運醸成を行いながら、企業における意識改革の推進を支援するとともに、家庭内でのコミュニ
ケーションのコツを学ぶ機会を提供し、誰もが家庭や地域、職場など様々な場でいきいきと活躍できる社会に繋
げていく。

 ２　主な事業内容

（１）【継続】広域的な情報発信・普及啓発事業　※島根県との連携事業
男性の家事・育児等への参画を当たり前のこととして捉え、応援する働く場や社会機運を醸成するため、多様

な媒体を通じた広域的な情報発信・普及啓発キャンペーンを行う。
キャンペーン期間：11月1日～11月30日

区分 内容 予算額
社会全体の機運醸成 「家事シェア」や「男性の家事育児参画」に係る情報発信・普及啓発を行

う。（ポスター掲示、ウェブ広告、テレビスポットＣＭ及び特設サイトによ
る情報発信）

850

企業風土の醸成 企業トップをはじめ同僚など働く場の理解を深める情報発信・普及啓発を行
う。（ウェブ広告及び特設サイト等による情報発信）

300

地元ローカル番組と
連携した情報発信

山陰地方のテレビ局の放送エリアに鳥取・島根両県が入ることを利用し、テ
レビパブリシティを活用した情報発信・普及啓発を行う。

850

（２）【継続】ワーク・ライフ・バランス講師派遣事業
区分 内容 予算額

ワーク・ライフ・バ
ランス講師派遣事業

企業・経済団体等が社員及び管理職を対象に開催する家事、育児、介護等に
関する社内研修・セミナー等へ講師を派遣する。

400

　 　  　  　  　 　  　  　 　  　  　　　　　
（３）【新規】よりよい将来設計に向けた「夫婦未来デザイン」計画推進事業
　＜とっとり未来創造タスクフォース提案事業＞

性別に関わらず自身が希望するキャリアを形成したり、共育て（ともそだて）実現に向けて、社会の最小単位
である夫婦のパートナーシップを大切にする意識醸成を図るため、企業向けにセミナーを実施する。

区分 内容 予算額
企業のトップ向けセ
ミナー

経済団体や商工団体と連携して、企業経営者に対してワーク・ライフ・バラ
ンスへの理解促進や気運醸成のためのセミナーを開催する。

750

企業の社員向けセミ
ナー

自身の希望するキャリア形成のための夫婦のコミュニケーションのコツ等に
関するセミナーを実施する。

450

夫婦等向け座談会 夫婦、カップルがワーク・ライフ・バランスや家事シェア、家族計画などに
ついて話し合いライフデザインを共有する場を提供する。

550

（４）【継続】「とっとり家事シェア手帳」を活用した啓発
区分 内容 予算額

「とっとり家事シェ
ア手帳」のアップグ
レード

婚姻届提出時に「とっとり家事シェア手帳」を市町村窓口で配布するほか、
各種関連イベントやHP等で活用促進のため情報発信を行う。

1,479

58



令和８年度一般会計当初予算説明資料
２款　総務費
　２項　企画費  県民運動課 （ 電話 ：0858-23-3977 ）
　　１目　企画総務費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 本年度 前年度 比　較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 誰もが働きや
すい職場環境
づくり推進事
業

12,104 10,536 1,568  3,629 8,475

 トータルコスト 33,037千円（前年度　40,495千円）［正職員：1.2人、会計年度任用職員：3人］

 １　事業の目的、概要

誰もが働きやすい職場環境づくりを積極的に進める企業を「鳥取県男女共同参画推進企業」として認定し、広
く紹介することで、企業における男女共同参画の気運醸成と実践の促進を図るとともに、イクボス・ファミボス宣
言企業（※）の取組事例の発信や介護等支援コーディネーター派遣などを通じて、県内企業のイクボス・ファミボ
スの取組を支援しさらに普及拡大させる。
※イクボス・ファミボス宣言企業…企業経営者や幹部等が、仕事と家庭（子育てや介護）の両立が出来る職場環境

づくりを担い、部下の仕事と家庭の両立を応援するワーク・ライフ・バランス実践リーダーとして社内の取組
を推進することを宣言し、社内掲示や従業員への周知を通じて実践する企業のこと。

【第２次鳥取県女性活躍推進計画の目標達成状況】（令和８年１月末時点）
・男女共同参画推進企業認定数　1,135社（目標値：令和７年度 1,150社）
・イクボス・ファミボス宣言企業  974社（目標値：令和７年度 1,000社）

 ２　主な事業内容

（１）男女共同参画推進企業の拡充
区分 内容 予算額

男女共同参画推進企業
認定委員会の開催

男女共同参画推進企業の認定等に係る認定委員会を開催する。 198

専門員の配置 男女共同参画推進企業の新規開拓、取組推進のためのフォローアップや女性
等が働きやすい職場づくりを推進するため、会計年度任用職員（3名）を継
続配置する。

－

就業規則の整備支援 男女共同参画推進企業の認定申請に当たり、中小企業にとって特に負担感の
大きい就業規則等の整備を促進するため、社会保険労務士を派遣する。【働
きやすい鳥取県づくり推進事業（雇用・働き方政策課）において実施】

－

（２）女性応援企業の支援
区分 内容 予算額

女性等が働きやすい職場
づくりに向けた課題対応
研修

企業経営者や人事・労務担当者向けに、女性等が働きやすい職場づくりに
資する取組や労務関連制度のフォローアップのほか、アンコンシャス・バ
イアスや多様な価値観、社会の変化に伴う新たな課題に対して理解を深め
るための研修を開催する。

638

誰もが働きやすい職場づ
くりに取り組む企業支援
補助金

男女共同参画推進企業が行う誰もが働きやすい職場環境整備や、輝く女性
活躍パワーアップ企業等が行う女性の人材育成等の取組に係る経費の一部
を補助する。（補助率1/2ほか。鳥取県経営者協会への間接補助事業）

6,000

（３）イクボス・ファミボス普及推進
区分 内容 予算額

好事例の発信等 イクボス・ファミボスの優良取組事例を継続的に発信するとともに、優れ
た取組を行う企業を表彰する。

1,066

官民一体の普及啓発 イクボス・ファミボス普及推進委員会（経済団体・労働団体等で構成）と
連携し、イクボス・ファミボスの普及啓発を行う。

1,637

介護等支援コーディネー
ター派遣

県内企業の職業家庭両立推進者や人事・総務担当者に対して、介護離職防
止等への知識や理解促進を図るセミナーを開催するほか、従業員の将来の
介護リスク等の把握や従業員が利用できる公的サービスの情報など、アド
バイスを希望する県内企業に対してコーディネーターを派遣し、相談支援
を行う。

800

（４）若者や女性にも選ばれる企業等伴走支援事業
区分 内容 予算額

働きやすい職場・業界環
境づくりに向けた国の伴
走支援対応事業等

働き方・職場改革の計画を策定し実践に取り組む企業のフォローアップ等
を行う。
関係団体と連携して国が紹介する有識者による企業の伴走支援を行う等、
働きやすい職場づくりの取組を推進する。

1,765
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２款　総務費
　２項　企画費  県民運動課 （ 電話 ：0858-23-3901 ）
　　１目　企画総務費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 本年度 前年度 比　較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 女性のキャリ
アアップ支援
事業

6,962 10,324 △3,362  3,481 3,481

 トータルコスト 18,203千円（前年度　21,366千円）［正職員：1.4人］

 １　事業の目的、概要

女性管理職等のネットワークづくりやその継続・拡大の支援、女性を対象としたキャリア形成等に資する研修
会の開催により、企業等における女性の活躍を推進する。

また、育休中から育休復帰後の女性に寄り添いながら、キャリア継続形成のための支援を行う本県独自の「地
域型支援サービス」を実施する。

 ２　主な事業内容

区分 内容 予算額
働く女性のネット
ワークづくり

経営者・管理職・中堅職員等により形成されたネットワークの自発的な活動やそ
の拡大に資する取組を支援し、ネットワークの自立化・強化を促す。（補助率2/3）

1,000

女性のリーダー育
成・スキルアップ

中堅女性従業員、管理職等を対象にした女性のキャリア形成やスキルアップに関
する研修会を開催する。また、管理職向け研修では、先輩管理職（とっとり女性活
躍ネットワーク会議メンバー）と受講者との交流会を実施することで、日頃の悩み
や不安を共有、相談する機会を設け、不安の解消や、同じ立場の女性同士のネット
ワーク構築を目指す。

2,812

サステナブルな女
性起業者ネット
ワーク事業

女性起業者同士が起業に関する不安や悩み等を相談・共有できる場（勉強会、交
流会）を提供し、ネットワーク形成を促す。

女性起業者が「好きややりたい」をかたちにしている姿をSNSを活用して発信する
ことで女性起業者の認知度向上を図るとともに、マルシェの開催により事業参加者
のモチベーション維持・向上を図る。

2,550

起業を目指す女性
の伴走支援

就業・日常生活・地域活動における本人の主体性や自立性の向上を図るため、起
業を目指す女性のネットワーク構築等を支援する。（補助率2/3）

600
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２款 総務費 

  ２項 企画費                         県民運動課（電話：0858-23-3901） 
１目 企画総務費                                 （単位：千円） 

事 業 名      本年度 前年度 比較 
財 源 内 訳             

備考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

アンコンシャス・バ

イアスの壁を打ち破

る県民運動展開事業 

26,488 11,924 14,564 13,244   13,244 
 

トータルコスト 46,135千円（前年度 31,194千円）[正職員:2.4人、会計年度任用職員：0.1人] 
 

１ 事業の目的、概要 

  固定的な性別役割分担意識や無意識のうちに生じている性別による思い込み（アンコンシャス・バイアス）は、

男女共同参画社会の実現に向けての大きな障壁となっており、これらの解消を図り、誰もが働きやすく暮らしや

すい社会を築くため、様々な業界、企業や地域とともに県民運動を本格展開する。 

 

２ 主な事業内容 

（１）（新規）業界・団体等と展開する県民運動の推進 

区分 内容 予算額 
運動体の立ち上げ、

取組推進 

趣旨に賛同しアンコンシャス・バイアスの解消に向けた取組を行う業界団体等

で構成する運動体を立ち上げ、取組を推進する。 

200 

目標を掲げた宣言制

度の創設等 

業界団体、個別企業・団体、自治会等がアンコンシャス・バイアス解消に向け

た目標を宣言し、取組の横展開を図る。 

1,000 

宣言団体等への活

動・目標達成に係る

支援 

・目標達成に向けた取組を進める業界団体、自治会等の活動経費を支援すると

ともに、ファシリテーターによる伴走支援等のサポートを行う。 

・男女共同参画に係る県の数値目標を基準とした目標を達成した個別企業・団

体及び自治会に助成する。 

8,000 

（２）（新規）県民一人一人の意識醸成 

区分 内容 予算額 

県民運動シンボルマ

ーク等の作成 

県民運動展開のシンボルマークやバッジ等を作成し、県や各宣言団体等が開催

するセミナー参加者などに交付し、個人の意識や運動の認知度を高める。 

4,632 

アンコン等気づき促

進セミナーの開催 

県民や企業を対象としたセミナーを開催し、県民のアンコン等への気づき、理

解を深める機会を提供し、県民運動と連動した意識醸成を図る。 

1,000 

（３）（拡充）情報発信・普及啓発 

区分 内容 予算額 

アンコンシャス・バ

イアス気づき等情報

発信 

アンコン解消等に係る動画、チラシ、サイト、グッズ等のPRツール作成、メデ

ィアやイベント等を活用した情報発信、ロールモデル発信、理工系等の女性が

少ない分野の魅力発信ツールの作成等を行う。 

9,208 

「みんなで学んで話

彩や」の実施 

「話彩やコミュニケーター」等による「みんなで学んで話彩や」を実施し、男

女共同参画等の必要性の理解、課題解決に向けた目標設定や行動実践を促進す

るとともに、家庭や職場等様々な場面での「対話の輪」を拡大する。 

1,463 

教えて先輩！夢広が

る学校連携事業 

 女性参画が少ない分野で働く女性従業員等を講師として県内小・中・高校・大

学に派遣して講話・意見交換し、子どもたちが将来展望を考える契機とする。 

985 
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２款　総務費
　２項　企画費  教育学術課 （ 内線 ： ７８１５ ）
　　２目　計画調査費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 本年度 前年度 比　較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 官学連携によ
る地域未来共
創事業

14,500 13,000 1,500  7,250 7,250

 トータルコスト 15,303千円（前年度　13,789千円）［正職員：0.1人］

 １　事業の目的、概要

　鳥取大学「地域未来共創センター」が、市町村・県等と連携して構築したプラットフォームにおいて行う地域
課題の解決に向けたプロジェクトの更なる充実を図るとともに、県内高等教育機関が行う、県内企業と連携した
キャリア支援や、学生が主体となって学生目線で県内定着を促進していく「県内定着学生プラットフォーム」活
動を支援することにより、学生が本県の魅力を知る機会を創出して、学生の県内就職に繋げる。
　また、県内高等教育機関がその知見や魅力を県内の小中高生に伝える試行的な取組を支援し、県内入学者の確
保や将来の県内就職に繋げる。

 ２　主な事業内容

細事業名 内容 予算額
（１）大学と連携
した地域課題解決

(1)鳥取大学地域未来共創センター地域連携プラットフォームとの連携
　 ・市町村と連携した地域課題解決
　 ・地域の人材育成、学生の地元定着など

(2)【拡充】学生参画による地域課題解決（5,000）
　県下全域でのフィールドワーク等を通じ、大学のリソース（技術や学生活動
のマンパワー）を活用した地域課題の解決提案、学生の地域への愛着形成等の
取組を進めるため、教員や学生の活動経費を支援する。
　【補助率】10/10　【補助上限】１プロジェクト1,000千円

5,000

（２）県内企業等
と連携した学生の
県内定着

(1)学生による「県内定着学生プラットフォーム」活動（5,500）
　学生が県内定着につなげる広報や県内企業ＰＲ等、主体的に行う活動費を支
援する。
　【補助率】10/10（大学を通じて交付）　【補助上限】2,500千円

(2)低年次からのキャリア教育支援（3,000）
　県内高等教育機関が県内企業等と連携する等により、学生に県内企業を知っ
てもらう機会の創出に向けて行う、低年次の学生目線による大学企画のキャリ
ア支援プログラム等を支援する。
　【補助内容】学生目線による企業見学会、企業代表者と語る会、商品開発等
　　　　 　 　研究活動、フィールドワーク等、地元企業を知るためのキャリ
　　　 　 　　アプログラム、保護者に向けた県内企業情報の提供等
　　　　　　　（就職相談、県内企業紹介等）に係る支援
　【補助率】1/2（他高等教育機関と連携して事業を行う場合2/3）
　【補助上限】１大学あたり1,500千円

8,500

（３）【新】県内
小中高と連携した
学生の県内定着

(1)県内小中高等学校生との交流活動（1,000）
　県内小中高生が県内高等教育機関の知見や魅力に触れ、興味を持ってもらう
ためのイベントや交流活動等（オープンキャンパスなど定例的なものは除く）
を支援する。
　【補助内容】大学等の知見等をＰＲするイベント、学生を伴って行う出前授
　　　　　　　業、交流事業等
　【補助率】1/2　【補助上限】１大学あたり250千円

1,000

合計 14,500

 ３　その他（改善点等）

　鳥取大学を中心とした県内高等教育機関（鳥取環境大学、鳥取看護大学、鳥取短期大学、米子工業高等専門学
校）は「地(知)の拠点大学による地方創生事業(ＣＯＣ＋事業)」以降、自治体、企業等と連携し、産学連携によ
るインターンシップなど学生と県内企業とのマッチング、学生の地域活動、高大連携等の取組を進めてきた。
　令和７年度、鳥取大学が地域の人材育成及び定着、地域課題解決の取組強化のため「地域未来共創センター」
を設置したこと等を契機に、学生参画による地域課題解決について支援しており、この度、複数市町村に関わる
広域的な課題に対応できるよう１プロジェクトあたりの補助上限額を増額した。
　また、県内小中高生と県内高等教育機関の交流を通じ、参加した児童・生徒、大学生の定着につなげる取組に
ついて新たに支援することとした。
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令和８年度一般会計当初予算説明資料
２款　総務費
　１項　総務管理費  教育学術課 （ 内線 ： ７０２２ ）
　　８目　私立学校振興費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 本年度 前年度 比　較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 （新）学びの
多様化学校設
置支援事業

5,000 0 5,000 5,000

 トータルコスト 5,803千円（前年度　0千円）［正職員：0.1人］

 １　事業の目的、概要

　多様な背景を持つ不登校児童生徒の教育の機会を確保するため、特別な教育課程に基づく教育を行う学びの多
様化学校の設置を検討する学校法人を対象に、設置準備を支援する。

 ２　主な事業内容

細事業名 内容 予算額
学びの多様化学校設置支
援事業

学びの多様化学校の設置前の準備を行う学校法人を対象として、設置検討や
準備に係る協議会等の設置、プレイルームの設置に係る備品の購入等、地域
住民への広報やニーズ調査等の経費を支援する。
【補助率】1/3

5,000

 ３　その他

　本県の小中学校における不登校児童生徒数は12年連続で増加しており、令和６年度調査においては過去最高の
1,764人と前年度から108人増加し、100人当たり出現率は4.23人（令和５年度調査は3.93人）となっている。
　一方、不登校の支援を行う民間施設である県内の認定フリースクールは、令和７年度末で13施設（令和６年度
末10施設）にまで拡大しているものの、文部科学省の指定を受けた学びの多様化学校については、現在のところ
県内への設置はない。このことから、学びの多様化学校の設置を検討する学校法人が設置準備を行う場合に、支
援する仕組みが必要となっている。
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令和８年度一般会計当初予算説明資料
２款　総務費
　１項　総務管理費  教育学術課 （ 内線 ： ７８４１ ）
　　８目　私立学校振興費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 本年度 前年度 比　較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 不登校対策事
業

76,657 57,603 19,054 76,657

 トータルコスト 78,263千円（前年度　58,392千円）［正職員：0.2人］

 １　事業の目的、概要

　民間（私立学校等）のノウハウを活用しながら、児童生徒・保護者のニーズに応えて選択肢を提供するフリー
スクールを運営する事業者を支援することにより、不登校児童生徒に対する教育の機会を確保するとともに、家
庭の経済状況にかかわらず、義務教育段階にある児童生徒の学びや成長を保障するため、フリースクール等に通
う児童生徒の通所費用等に対して支援を行う。
　また、令和８年度に鳥取大学が、学校への登校等に困難を抱える児童生徒に対して居場所提供や相談支援を行
う「子ども活動館（仮称）」を新設し、教員を目指す学生の実践的な学びの場とすることから、運営に携わる特
任教員の配置について支援する。

 ２　主な事業内容

細事業名 内容 予算額
（１）鳥取県フリー
スクール連携推進事
業

「不登校児童生徒を指導する民間施設のガイドライン」に沿ってフリースクール
を設置運営する事業者に対して、運営費等の助成を行う。
＜補助率＞1/2
＜上限額＞１施設あたり 4,000千円

58,551

（２）鳥取県不登校
児童生徒支援事業費

市町村が、県内のフリースクール等に通所する児童生徒の授業料等（会費・交通
費等）に対して助成を行う場合に、当該市町村の助成事業費に対して助成を行
う。
＜補助率＞市町村負担額の1/2
＜上限額＞授業料 児童生徒１人あたり　10,000円／月又は授業料月額の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 1/3のいずれか低い額
　　　　　交通費等 小学生１人あたり 1,500円／月
　　　　　　　　　 中学生１人あたり 3,000円／月

13,160

（３）【新】鳥取大
学子ども活動館（仮
称）支援事業

鳥取大学に対して、新設する「子ども活動館（仮称）」の運営に携わる特任教員
の配置について助成を行う。
＜子ども活動館（仮称）の事業内容＞
・学習面、情緒面に困難を抱える児童生徒に対する特別支援教育
・学校への登校に困難を抱える児童生徒への居場所提供や相談支援
・児童生徒への支援を通じた通級指導・不登校児童生徒支援モデル開発等の調査
　研究及び成果の地域への還元
・教員を目指す学生に対し、学生ボランティアを通じて教育相談や特別支援教育
　の実践的な学びを提供
＜補助対象経費＞特任教員人件費（2名分）
＜補助率＞1/2

4,946

合計 76,657

 ３　その他（改善点等）

県内の認定フリースクールは令和７年度末までに13施設（令和６年度末10施設）に拡大している。
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令和８年度一般会計当初予算説明資料
２款　総務費
　１項　総務管理費  教育学術課 （ 内線 ： ７０２２ ）
　　８目　私立学校振興費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 本年度 前年度 比　較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 私立学校等物
価高騰対策支
援事業

16,700 16,200 500  16,700

 トータルコスト 17,503千円（前年度　16,989千円）［正職員：0.1人］

 １　事業の目的、概要

　物価高騰が長期化し、厳しい運営環境にある県内の私立中学校や高等学校、各種学校等について、必要な予算
措置を講じることで、学びの継続を支援する。

 ２　主な事業内容

　物価高騰下にあっても生徒の適切な学習環境を確保するために私立学校の運営支援を継続する。
区分 支援額 予算額

私立中学校及び私立高等学校

学校規模に応じた定額支援
　 高等学校（大規模） 2,000千円
　 高等学校（中規模） 1,000千円
　 高等学校（小規模） 　400千円
　 中学校　　 　　　　　400千円

10,400

学校寮を設置している私立高等学校 １校当たり500千円 2,500

各種学校
１校当たり100千円
（うち自動車学校には、１校あたり100千円を加算）

2,200

フリースクール １施設当たり100千円 1,600
合計 16,700

65



令和８年度一般会計当初予算説明資料
２款　総務費
　１項　総務管理費  教育学術課 （ 内線 ： ７０２２ ）
　　８目　私立学校振興費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 本年度 前年度 比　較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 私立学校教育
振興補助金

1,942,013 1,994,548 △52,535  284,328 1,657,685

 トータルコスト 1,947,633千円（前年度　2,000,069千円）［正職員：0.7人］

 １　事業の目的、概要

　私立学校（高等学校、中学校、専修学校）の教育条件の維持向上、保護者の教育費負担の軽減及び学校経営の
安定化を図り、各私立学校の特色ある取組を支援する。

 ２　主な事業内容

補助金名 校数 内容 県補助率 予算額
鳥取県私立高等
学校教育振興補
助金

８

一般分（人件費、教育管理費、設備費） 1,629,793
　※国の就学支援金制度の改正に伴う見直し
特別分（舎監配置、経営改善、土曜日授業、アクティブラーニン
グ推進、地域連携による校外教育活動 等　24,018

定額

1/3、1/2他
1,653,811

鳥取県私立中学
校教育振興補助
金

３
一般分（人件費、教育管理費、設備費） 158,059
　※国の就学支援金制度の改正に伴う見直し
特別分（土曜日授業、アクティブラーニング推進 等）4,058

定額

1/2、2/3他
162,117

鳥取県心豊かな
学校づくり推進
事業補助金

11

私立中学高等学校の特色ある次の取組への支援
　外国人入学生受入環境整備（通訳人材配置等）
　次世代人材育成（英語教育の強化、国際交流推進）
　教育相談体制整備（スクールカウンセラー配置）
　外部人材活用（教員業務支援員、部活動指導員）など
高等学校８校 15,548、中学校３校 3,358

3/4 18,906

鳥取県私立専修
学校教育振興補
助金 10

一般分（教育管理費、設備費）※人件費加算あり 21,573
技能教育施設関連分(3校)※高等学校と並ぶ後期中等教育機関
　　　（人件費、教育管理費、設備費） 83,336
　　　（人権教育、情報教育等の魅力づくり）1,475
授業目的公衆送信補償金への支援 495

1/15他

1/2
1/2、10/10

2/3

106,879

鳥取県私立専門
学校職業実践専
門課程推進事業
補助金

２

認定を受けた専門学校が企業と連携して行う実習等職業実践活動
経費への支援

1/2 300

合計 1,942,013

 ３　その他（改善点等）

○私立高等学校・中学校教育振興補助金
　・平成19年度に単価方式に変更して以降、概ね３年ごとに単価見直しを行っている。
　・令和８年度は国の高校授業料無償化施策の実施に伴い、補助単価の見直しを行う。
○心豊かな学校づくり事業補助金
　・令和８年度の国の制度改正に伴い、次世代を担う人材育成の促進に係る補助単価の拡充を行う。
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令和８年度一般会計当初予算説明資料
２款　総務費
　１項　総務管理費  教育学術課 （ 内線 ： ７８２４ ）
　　８目　私立学校振興費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 本年度 前年度 比　較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 私立高等学校
等就学支援金
支給等事業

2,232,389 1,305,831 926,558  1,479,293 753,096

 トータルコスト 2,242,201千円（前年度　1,315,214千円）［正職員：0.8人、会計年度任用職員：0.9人］

 １　事業の目的、概要

　家庭の状況にかかわらず、全ての中学生・高校生等が安心して勉学に打ち込める環境を作るため、授業料等を
補助（学校の代理受領）し、家庭の教育費負担の軽減を図る。

 ２　主な事業内容

対象者 補助金名
概要・支給額

（世帯の収入状況等に応じて決定）
予算額

（１）【拡充】就学
支援金

県内の私立高等学校等に通う生徒に対して、授業料の支援を行う。
※国の高校授業料無償化に伴う上限額の見直し（396,000円/年
→457,200円/年）及び財源の変更（国10/10→国3/4）
○支給額 ～457,200円/年

1,893,633

（２）総合支援金 低所得世帯を対象に（１）に上乗せして支援する。
○支給額（その他納付金に充当）43,200円/年～86,400円/年

23,307

（３）学び直し支援
金

高校等中途退学後、再び高校等で学び直す際、（１）の支給期間を超過
する生徒に対して、授業料の支援を行う。
○支給額 ～337,200円/年

2,698

（４）授業料減免補
助金

原級留置者等、（１）の対象とならない生徒に対して、授業料の支援を
行う。
○支給額 ～457,200円/年

1,371

高校生

（５）【新】専修学
校（高等課程）への
支援

専修学校（高等課程）の生徒に対して、授業料の支援を行う。
○支給額 ～153,000円/年

10,677

（６）【拡充】就学
支援金

県内の私立中学校に通う生徒に対して、授業料の支援を行う。
※（１）の高校生就学支援金の拡充にあわせ上限額を見直し（396,000
円/年→457,200円/年）
○支給額 ～457,200円/年

188,824中学生

（７）総合支援金 低所得世帯を対象に（６）に上乗せして支援する。
○支給額（その他納付金に充当）43,200円/年～86,400円/年

1,124

専攻科生 （８）専攻科支援金県内の私立高等学校専攻科に通う生徒に対して、授業料の支援を行う。
〇支給額 246,600円/年～493,200円/年

10,112

専修学校
生

（９）授業料等減免
費交付金（高等教育
の修学支援新制度）

対象の専修学校（専門課程）に通う学生の家庭の教育費負担を軽減す
る。
○支給額（入学金に充当）～160,000円
○支給額（授業料に充当）～590,000円/年

96,399

（10）高等学校等就
学支援金事務費

私立高等学校等の設置者に対して、事務費を交付する。 3,791事務費

（11）中学校就学支
援金事務費

私立中学校の設置者に対して、事務費を交付する。 453

合計 2,232,389

 ３　その他（改善点等）

○就学支援金（高校生・中学生）
　　令和７年度からは、いわゆる高校授業料無償化に先立つ先行措置により、所得制限が事実上撤廃され、令和
　８年度からは国の高校授業料無償化に伴い、支給上限額が457,200円に引き上げられることとなった。また、
　県独自の私立中学生に対する就学支援金についても同様に所得制限を撤廃し、支給上限額を引き上げる。
○専修学校（高等課程）への支援
　　これまでは授業料減免事業を行う私立専修学校の設置者に対して補助金を交付していたが、令和８年度から
　は、私立専修学校に通う低所得世帯の生徒に対し、支援金を支給（学校の代理受領）し、家庭の教育費負担の
　軽減を図る。
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２款　総務費
　２項　企画費  教育学術課 （ 内線 ： ７８１４ ）
　　２目　計画調査費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 本年度 前年度 比　較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

債務負担行為

46,298
債務負担行為

12,000
債務負担行為

34,298
債務負担行為

41,000

債務負担行為

5,298

<19,500>

<財産収入
11,743、基金

繰入金344,398
>

 公立大学法人
公立鳥取環境
大学運営費交
付金等事業

657,419 625,946 31,473 39,000 356,141 262,278
県費負担

281,778

 トータルコスト 665,448千円（前年度　633,833千円）［正職員：1人］

 １　事業の目的、概要

　公立大学法人公立鳥取環境大学の運営に必要となる経費の一部について、運営費交付金等として交付するとと
もに、令和２年度から始まった修学支援新制度（高等教育の無償化）における、環境大学の授業料等無償化に要
する経費を、授業料等減免費交付金（修学支援新制度分）として別枠で交付する。
　また、大学の設立団体に係る事務を県と鳥取市が共同で管理・執行する「新生公立鳥取環境大学運営協議会」
及び大学の業務実績を評価する評価委員会の開催などに要する経費を支出する。

 ２　主な事業内容

（１）運営費交付金算定の考え方
　　ア　大学の適切な運営に必要となる標準的な支出見込額と、学生納付金（受験料、入学金、授業料）等　　
　　  の標準的な収入額との差を、使途を特定しない運営費交付金として交付する。（県・鳥取市折半）
　　　　ただし、退職手当及び各年度に臨時的に必要となる経費は、個別に必要額を措置する。
　　イ　緊急かつ大規模な修繕等の経費については、別に大規模修繕費補助金として交付する。
　　ウ　運営費交付金と大規模修繕費補助金の合計額は、地方交付税算入試算額以内とする。

（２）所要額
　　ア　運営費交付金　481,947千円
　　　　（標準分）455,168千円
　　　　　　　　　標準支出1,694,463千円－標準収入784,128千円＝910,335千円×1/2（県・市折半）
　　　　（その他）26,779千円
　　　　　　　 　 講義室音響映像設備機器更新等　53,559千円×1/2（県・市折半）
　　イ　大規模修繕費補助金　68,346千円
　　　　大学施設設備の脱炭素化等に要する経費（太陽光発電設備設置、学生センター設備改修等）
　　　　総事業費363,294千円から環境省助成（補助率2/3）を除いた額×1/2（県・市折半）
　　ウ　新生公立鳥取環境大学運営協議会負担金　334千円
　　エ　授業料等減免費交付金（修学支援新制度分）106,792千円

※債務負担行為
事項 期間 限度額

学生センター空調、換気、給湯設備改修工事 令和９年度 46,298

 ３　その他（改善点等）

　地域の公立大学としての使命を果たすため、中期目標に従い、大学の質向上や地域に必要とされる大学づくり
を進めている。近年では、学内外での積極的なSDGs活動や脱炭素化の推進のほかデータサイエンス教育を推進す
る組織の設置等に取り組んでおり、志願者・入学者を確保し、安定経営に努めている。
　一方、18歳人口の急減期を見据え、大学だけでなく、設置者や関係機関、産業界等の意見を取り入れ、県内外
の学生に選ばれる魅力ある大学づくりに向けて教育内容の充実や広報活動の強化などに取り組んでいる。
　今後、更に「環境」をテーマとした強みを明確に打ち出すなど、将来を見通した大学運営が必要とされてお
り、引き続き、改革・改善の取組を進められるよう支援する。

（注）起債欄の<　>書きは交付税措置額を除いた額である。
　　　県費負担額は、起債欄の<　>書きの金額に一般財源の金額を加算した額である。
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２款 総務費 
 １項 総務管理費                           人事企画課（内線：７０３３） 

２目 人事管理費                                 （単位：千円） 

事 業 名      本年度 前年度 比較 財 源 内 訳             
備考 

国庫支出金 起債 その他 一般財源 

（新）地域を支える
技術・専門職人材確
保対策事業 

債務負担行為 
36,000 

1,194 
0 

債務負担行為 
36,000 

1,194 
0 0 0 

債務負担行為 
36,000 

1,194 

 

トータルコスト 3,553千円（前年度 0千円）[正職員:0.2人、会計年度任用職員：0.2人] 
１ 事業の目的、概要 

少子高齢化による生産年齢人口の減少、労働市場の変化等を背景とした人材獲得競争の激化により、官民とも

に一部の技術・専門職の採用が困難となっていることを踏まえ、人材確保に向けた対策を推進するため、県職員

の確保が特に困難となっている一部職種において、奨学金返還の支援を行い、安定的な人材確保及び定着を図る。 

２ 主な事業内容 

 細事業名 内容 予算額 

１ 県庁業務の

魅力発信 

公務のイメージ向上等を目的とした動画を制作する。その他、実務体験型インタ

ーンシップ（有償インターンシップ）を実施する。 

1,194 
（別途人

件費） 

２ 奨学金の 

返還支援 

技術・専門職員を確保するため、奨学金返還額の一部を支援する。 

＜対象者＞令和８年度に実施される県採用試験に合格し、鳥取県に以下の職種で採 

用され、日本学生支援機構奨学金及び鳥取県育英奨学資金等の貸与を受けている者 

職種 薬剤師、獣医師、土木 
社会福祉 

（児童心理司、児童指導員、児童福祉司等）

助成

率 

及び 

限度

額 

ア）無利子奨学金（助成率1/2） 

大学院・獣医学部・薬学部216万円、

大学144万円、短大・高専・専門学校

72万円 

イ）有利子奨学金（助成率1/4） 

 大学院・獣医学部・薬学部108万円、

大学72万円、短大・高専・専門学校

36万円 

※既卒者にも上記基準を適用 

ア）無利子奨学金（助成率1/4） 

 大学院108万円、大学72万円、短

大・高専・専門学校36万円 

イ）有利子奨学金（助成率1/8） 

大学院54万円、大学36万円、短

大・高専・専門学校18万円 

※既卒者にも上記基準を適用 

助成 

方法 

支給決定額を８年に分けて対象者へ支給 

（自己都合により離職した場合は、一定の要件のもと助成金の返還を求める。） 

条件 ８年間の就業継続義務 
 

 

債務負

担行為 

36,000 

 
【（参考）専門人材確保に係る関連予算】（新）福祉人材確保・定着促進事業 （福祉保健部福祉保健課） 
（１）【継続】福祉人材養成のための修学資金貸付け ※国制度に基づく制度 

〇鳥取県保育士等修学資金 （子育て王国課計上） 
貸付対象 保育士養成施設に在学する者等 
貸付金額 最大１，６００千円 
貸付期間 養成施設に在学する期間（最大２年間） 
返還免除要件 養成施設を卒業した日から１年以内に保育士の登録を受け、県内の保育所等で３年以上保育士等と

して引き続き従事したとき 
〇鳥取県福祉人材修学資金 （長寿社会課計上） 

貸付対象 介護福祉士養成施設に在学する者等 
貸付金額 最大１，６４０千円 
貸付期間 養成施設に在学する期間（最大２年間） 
返還免除要件 養成施設を卒業した日から１年以内に介護福祉士等の登録を受け、県内の社会福祉施設等で３年

間、介護等の業務に従事したとき 
（２）【新規】修学資金返還支援事業 8,000 千円（単県） 

 保育士等修学資金または福祉人材修学資金を借りた学生が県内の社会福祉分野事業所等で勤務する場合に、当該修学資

金の返還に係る経費を支援する。 
※上記の保育士等修学資金及び福祉人材修学資金は、返還免除となる要件（職種、勤務する事業所の種別等）がそれぞれ

厳格に規定されており、該当しない場合は全額返還が必要となる。 
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２款 総務費 
６項 防災費                        危機管理政策課（内線：８８３６） 
１目 防災総務費                              （単位：千円） 

事 業 名      本年度 前年度 比較 財 源 内 訳             
備考 

国庫支出金 起債 その他 一般財源 

防災・減災のための

危険木事前伐採集

中対策事業  

20,000 20,000 0   

＜基金繰入金＞ 

20,000  

 

トータルコスト 23,212千円（前年度23,155千円）［正職員：0.4人］ 
 

１ 事業の目的、概要 

  台風や大雪時の倒木に起因する停電・通信障害や孤立集落の発生を未然に防止するため、森林内等における倒

木被害の恐れがある樹木の事前伐採を推進する。 

 

２ 主な事業内容 

補助金名 内容 予算額 

危険木等事前伐採推

進事業補助金 

危険木の事前伐採を支援する。 

補助対象者：市町村（間接補助） 

補助上限額：1ヶ所あたり1,000千円 

補助率：1/2 

※電力施設・通信施設の場合は事業者から2分の1の負担を求め

る。（電力等事業者1/2・県1/4・市町村1/4） 

20,000
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２款 総務費                               

６項 防災費                             危機管理政策課（内線：７８９４） 

１目 防災総務費                                   （単位：千円） 

事 業 名 本年度 前年度 比較 
財  源  内  訳 

備考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

地震津波被害想定見

直し事業 

 

50,170 

 

34,356 

 

15,814 
   

 

50,170 

 

トータルコスト 58,199千円（前年度 42,243千円）［正職員：1.0人］ 

 

１ 事業の目的、概要 

地震・津波に係る新たな知見や社会状況の変化を踏まえ、現行の地震・津波被害想定（平成30年公表）を見直すと

ともに、有識者による「地震防災調査研究委員会」で総合的な地震・津波防災対策に関する検討を行う。 

 

２ 主な事業内容 

細事業名 内容 予算額 

(１)地震津波被害

想定見直し事業

（令和7～9年

度） 

平成30年の「鳥取県地震・津波被害想定調査報告書」公表後の新たな知見や、

様々な社会状況の変化を踏まえ、本県における地震・津波に係る被害想定の見

直しを行う。 

併せて、実際の震源・震度情報に基づいて、発災直後に瞬時の被害予測を行う

「地震被害予測システム」を改修する。 

48,824 

(２)地震防災調査

研究委員会運営

事業 

有識者による「地震防災調査研究委員会」を設置し、新しい知見・最新のデー

タ等に基づく地震・津波被害想定を踏まえた総合的な地震・津波防災対策に関

する検討を行う。 

1,346 
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２款 総務費 
６項 防災費                        危機管理政策課（内線：７５８４） 
１目 防災総務費                              （単位：千円） 

事 業 名      本年度 前年度 比較 財 源 内 訳             
備考 

国庫支出金 起債 その他 一般財源 

大規模災害時避難

所環境整備事業 46,669 58,792 △12,123 22,000   24,669 
 

トータルコスト 48,275千円（前年度65,102千円）［正職員：0.2人］ 
 

１ 事業の目的、概要 

  良好な避難所環境を構築し、災害関連死の防止を図るため、市町村のバックアップ用資機材として令和７年度

に引き続き簡易ベッド等の整備を行う。 

 

２ 主な事業内容 

細事業名 内容 予算額 

大規模災害時の避

難所対応資機材の

整備 

必要な資機材（簡易ベッド、プライバシーテント）を整備する。 45,000

備蓄倉庫の借上げ 資機材を保管するための倉庫を借上げる。 1,669

 

３ その他（改善点等） 

  災害時に迅速に資機材を提供できるよう、市町村と協議しながら体制整備を進めている。 
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２款 総務費 
６項 防災費                        危機管理政策課（内線：７５８４） 
１目 防災総務費                              （単位：千円） 

事 業 名      本年度 前年度 比較 財 源 内 訳             
備考 

国庫支出金 起債 その他 一般財源 

（新）広域防災拠点

整備事業 161,925 0 161,925  
＜46,800＞ 

156,000 
 5,925 

県費負担

52,725 

トータルコスト 169,954千円（前年度0千円）［正職員：1.0人］ 

 

１ 事業の目的、概要 

  災害時に応援機関等の受入を行う広域防災拠点「道の駅ほうじょう」周辺において大型ヘリ等が離着陸可能な

ヘリポートを整備するため、環境影響調査、実施設計及び用地取得を行う。 

 

２ 主な事業内容 

細事業名 内容 予算額 

環境影響調査 ヘリポート周辺への環境影響を調査する。 

（主な調査項目） 

・航空機による環境影響項目の検討および予測 

・ヘリポートの運用、維持管理計画の検討と立案 等 

5,800 

実施設計 環境影響調査の結果を踏まえ、関係官署との事前調整及び実施設計を行

う。 

28,300 

用地取得 広域防災拠点の整備にあたり、必要な用地取得及びこれに必要な測量等

を行う。 

（実施項目） 

・測量、地質調査 

・不動産鑑定 

・分筆、所有権移転登記 

・用地取得、補償 

127,825 

合計 161,925 
 

（注）起債欄の＜＞書きは交付税措置額を除いた額である。 

    県費負担額は、起債欄の＜＞書きの金額と一般財源の金額を加算した額である。 
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２款 総務費 

  ６項 防災費                         危機管理政策課（内線：７４９８） 
１目 防災総務費                                  （単位：千円） 

事 業 名      本年度 前年度 比較 財 源 内 訳             
備考 

国庫支出金 起債 その他 一般財源 

(新)「ぼうさいこく

たい2026in鳥取」開

催事業費 
83,751 0 83,751   

<寄附金> 

10,000 
73,751 

 

トータルコスト 183,311千円（前年度 0千円）[正職員:12.4人] 
１ 事業の目的、概要 

令和８年10月17日・18日に本県で開催される「ぼうさいこくたい2026in鳥取（国主催）」に併せて、本県の特

徴的な防災対策や、食・産業の魅力を全国に発信する等、本県らしい大会を実施する。また、開催を契機に県民

の防災意識を高め、地域防災力の向上を図る。 

 

２ 主な事業内容 

 細事業名 内容 予算額 

１ 防災推進国民大会 
 

セッション（講演等）、出展（ブース・パネル・車両展示・ワークシ
ョップ等）等で構成される「ぼうさいこくたい」大会本体の開催。 
 

国実施

２ 大会附随事業 
 

 大会開催に係る県内機運醸成、開催を契機とした防災意識醸成、鳥
取県ならではの出展（消防・防災の特徴的な取組、中部地震10年総括
等）、若者・女性の大会参画促進、大会本番時の開催地全体の総合的な
運営など、大会実施に附随した事業を実施。 
 

30,000

３ 併催イベント開催  賑わい創出及び本県の魅力発信として、“防災”に絡めた食及び産業
分野の併催イベントを開催。 
 

30,000

４ 警備対策費 （県直接執行分） 
 

23,751

合計 83,751

※大会本体（国主催部分）に係る経費（会場代、設備・備品等に係る経費）は内閣府が負担 

 

３ その他（改善点等） 

 ・県内の幅広い防災関係者と意見交換するなどし、大会開催を契機とした県民の防災意識の向上、防災活動の活

性化等を着実に推進していく。 
・全国から多くの来場者が見込まれており、国及び昨年立ち上げた「ぼうさいこくたい鳥取県運営委員会」など

の関係機関と緊密に連携し、本県の特徴的な防災関連活動や、食・産業等、本県の特色・魅力を広く発信する。 
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令和８年度一般会計当初予算説明資料 

 

２款 総務費                               
６項 防災費                        危機対策・情報課（内線：７７８９） 
１目 防災総務費                                                      （単位：千円） 

事 業 名      本年度 前年度 比較 財 源 内 訳             
備考 

国庫支出金 起債 その他 一般財源 

(新)災害時通信手

段見直し事業 21,200 0 21,200    21,200 

トータルコスト 31,112千円（前年度 0千円）[正職員:1.0人、会計年度任用職員：0.5人] 
 

１ 事業の目的、概要 

県庁や市町村役場等、災害対応拠点間の通信や、ヘリコプターテレビの映像配信、水位計テレメータ等で使用

する防災行政無線（多重無線回線・地上系）の機器保守サポート終了に伴い、代替手段を含めた災害時の緊急通

信手段のあり方について検討を行う。 

 

２ 主な事業内容 

防災関連機関の意見や技術的な知見を踏まえ、災害対応に必要な情報伝達を行うための通信手段の見直しを行

う。 

（検討内容） 

 ・各災害対応拠点間の通信に必要かつ最適な通信手段や構成等 

 ・多重無線装置の利用システム（水位計テレメータ、ヘリコプターテレビ等）の通信手段見直し 

 

３ その他（改善点等） 

防災行政無線（多重無線回線・地上系）についてはこれまで災害時の緊急通信手段として維持してきたが、防

災行政無線（衛星系）の整備及び代替可能な通信インフラの普及に伴い、廃止も含めてあり方を検討する。 
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令和８年度一般会計当初予算説明資料 

 

２款 総務費 

  ６項 防災費                         危機対策・情報課（内線：７８７８） 
１目 防災総務費                                （単位：千円） 

事 業 名      本年度 前年度 比較 財 源 内 訳             
備考 

国庫支出金 起債 その他 一般財源 

防災力向上事業 
3,500 6,130 △2,630    3,500 

 

トータルコスト 15,544千円（前年度17,961千円）[正職員:1.5人] 

 

１ 事業の目的、概要 

  市町村及び実動機関と連携した総合防災訓練を行い、県の災害対応能力を維持・向上させる。 

 

２ 主な事業内容 

細事業名 内容 予算額 

鳥取県総合防災訓練の

実施 

大規模災害への対応強化のため、防災関係機関等が連携

した実動訓練を実施する。 

・総合防災訓練実施に係る資機材や会場運営費 

・市町村への訓練費用負担金 

3,500 
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令和８年度一般会計当初予算説明資料 

 

２款 総務費 

  ６項 防災費                         危機対策・情報課（内線：７８７８） 
１目 防災総務費                                （単位：千円） 

事 業 名      本年度 前年度 比較 財 源 内 訳             
備考 

国庫支出金 起債 その他 一般財源 

官民連携とっとり

ドローン活用推進

事業 
4,000 4,000 0    4,000 

 

トータルコスト 12,029千円（前年度11,887千円）[正職員:1.0人] 

 

１ 事業の目的、概要 

  災害時にドローンを活用して情報収集や救援を行うため、ドローンを所有・運用する官民で組織する「ドロー

ン・レスキューユニット」について、人材育成や訓練等を通じて、更なる対応力の強化を図る。 

※ドローン・レスキューユニットは、県職員ユニットと企業ユニットで構成。企業ユニットは、災害対応時に必

要な情報収集や災害時の物資輸送等の高度な役割を担い、県職員ユニットは、災害時初動の情報収集を担う。 

 

２ 主な事業内容 

細事業名 内容 予算額 

鳥取県ドローン・レスキ

ューユニット事業 

・鳥取県職員ユニットの国家資格取得。（4名分） 

・レスキューユニットの実効性を高めるための実践的な

応用訓練を行う。 

2,600 

企業ユニット対象ドロ

ーン貸与事業 

・企業ユニットへ貸与した物資運搬ドローン（国認証機

体）の機体補償に係る保険料。 

800 

県職員ユニット拡大事

業 

・県職員ユニットやユニット未加入の県庁内組織を対象

に、平時のドローン活用の契機となる研修を開催し、

ドローンを操作できる人材を育成する。 

600 

 

３ その他（改善点等） 

  ユニット参加者との災害初動時の通信伝達や映像配信について訓練を行い、災害時の実動能力向上を図ってい

る。 
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令和８年度一般会計当初予算説明資料 

 

２款 総務費 

  ６項 防災費                         危機対策・情報課（内線：７７８８） 
１目 防災総務費                               （単位：千円） 

事 業 名      本年度 前年度 比較 財 源 内 訳             
備考 

国庫支出金 起債 その他 一般財源 

危機管理情報シス

テム管理運営事業 
債務負担行為 

 10,415  

 

278,465 

 

 

 

257,467 

 

 

 

20,998 

 

債務負担行為 

7,000 

<26,400> 

88,000 

 

 

<雑入> 

46,596 

債務負担行為 

3,415  

 

143,869 

 

 

県費負担 

170,269 

トータルコスト 298,289千円（前年度 276,655千円）[正職員:2.0人、会計年度任用職員：1.0人] 
 

１ 事業の目的、概要 

災害時等情報収集や市町村・消防局・国等との情報伝達を円滑かつ確実に行うため、防災行政無線（衛星系・

地上系）をはじめとする各種危機管理情報システム・ネットワークを適切に維持管理・運営する。 

 

２ 主な事業内容 

  システム名等 概  要 予算額 

１ 防災行政無線 
（衛星系・地上系） 

災害時に、各総合事務所、市町村、消防局、防災関係機関、国等と通信する
ための防災行政無線の運営・維持管理を行う。 

73,217

２ ヘリコプターテレビ 
電送システム 

消防防災ヘリコプターで撮影した災害現場等の映像をリアルタイムで県庁、総
合事務所、市町村等に送信するシステムの運営・維持管理を行う。 
※債務負担行為（令和９年度） 10,415千円 

37,760

３ 鳥取県防災情報ポ
ータルサイト 

防災情報ポータルサイトの運用を行うとともに、危険警報の創設など気象庁の
防災気象情報の変更に対応するための改修を行う。 

21,242

４ （新）全国瞬時警報
システム（Ｊアラート）
更新 

地震、津波、ミサイル発射等の事態が発生した場合に、国が衛星経由で送信
する情報を受信し、自動的に館内放送等を起動して住民に緊急情報を瞬時に
伝達するシステムの更新を行う。（１０箇所：総合事務所、災害拠点病院、聾学
校等） 

34,263

５ 一斉指令システム 
の改修 

危険警報の創設など気象庁の防災気象情報の変更に対応するため、市町村
等へ対象情報を一斉に送信するシステムの改修を行う。 

42,812

６ その他保守管理等 鳥取地方気象台ネットワークシステム、震度情報ネットワークシステム、災害対
策室映像音響システム、全国瞬時警報システム（Ｊアラート）、直流電源装置の
蓄電池購入ほか 

69,171

計 278,465

 

 

（注）起債欄の＜ ＞書きは交付税措置額を除いた額である。 
県費負担額は、起債欄の＜ ＞書きの金額と一般財源の金額を加算した額である。 
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令和８年度一般会計当初予算説明資料 

 

２款 総務費 
 ６項 防災費                         危機対策・情報課（内線：７７８９） 

１目 防災総務費                                （単位：千円） 

事 業 名      本年度 前年度 比較 財 源 内 訳             
備考 

国庫支出金 起債 その他 一般財源 

危機管理通信ネッ

トワーク機能向上

事業 

 

1,000 

 

281,958 

 

△280,958 
 
<300> 

1,000 
 

 

 

県費負担 

300 

トータルコスト 9,029千円（前年度289,845千円）［正職員：1.0人］ 
 

１ 事業の目的、概要 

災害時等通信手段の確保のため整備・運用している防災行政無線等の災害対応力の向上を図るため、改修・更

新や機能強化を行う。 

 

２ 主な事業内容 

防災行政無線（衛星系）について、大規模災害時に向けて機能強化が図られる次世代システムへ移行するよう

設備を更新し、通信回線容量の増強や画質向上など伝送能力の高規格化等により、災害時の情報伝達能力を強化

する。（県庁、市町村役場庁舎、消防局、自衛隊など３０箇所の設備を更新） 

  ※継続費（令和４年～８年度） 

 

 

 
 

（注）起債欄の＜ ＞書きは交付税措置額を除いた額である。 
   県費負担額は、起債欄の＜ ＞書きの金額と一般財源の金額を加算した額である。 
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令和８年度一般会計当初予算説明資料 

 

２款 総務費                               
６項 防災費                        危機対策・情報課（内線：７７８９） 
１目 防災総務費                                                      （単位：千円） 

事 業 名      本年度 前年度 比較 財 源 内 訳             
備考 

国庫支出金 起債 その他 一般財源 

(新)災害対策本部

設備機能強化事業 
継続費 

381,843 

 

152,737 

 

 

 

0 

 

 

 

152,737 

 

継続費 

381,000 

<45,600> 

152,000 

 

継続費 

   843 

 

  737 

県費負担

46,337

トータルコスト 155,146千円（前年度 0千円）[正職員:0.3人] 
 

１ 事業の目的、概要 

災害対策室等の映像音響設備（平成25年整備）の老朽化に伴い、機器の更新を行うとともに機能を強化し、災

害時の安定運用及び災害対応力の向上を図る。 

 

２ 主な事業内容 

災害対策室等の映像処理設備、音響設備及び制御装置の全面更新工事を行う。 

併せて、災害対策室、緊急事態対処センター及び災害オペレーション室間の映像及び音声の情報共有を進め、

操作の利便性及び機能向上を図る。 

（整備年度 令和８～９年度） 

 

３ その他（改善点等） 

  全面更新により、大規模災害時に災害対策室等で、確実に必要な情報を収集、配信可能となり、より迅速な災

害対応を行う。 
 
 

（注）起債欄の＜ ＞書きは交付税措置額を除いた額である。 

県費負担額は、起債欄の＜ ＞書きの金額と一般財源の金額を加算した額である。 
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令和８年度一般会計当初予算説明資料 

 

２款 総務費                               

６項 防災費                       原子力安全対策課（内線：７８７３） 

１目 防災総務費                                                     （単位：千円） 

事 業 名      本年度 前年度 比較 
財 源 内 訳             

備考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

原子力防災対策事業 

債務負担行為  

25,101 

512,701 

債務負担行為 

303,796 

514,138 

債務負担行為 

△278,695  

△1,437 

債務負担行為  

25,101  

392,701 

 

＜雑入＞ 

40,000 

 

80,000  

トータルコスト 624,610 千円（前年度 625,074 千円）［正職員：13.0 人、会計年度任用職員：2.0 人］ 

１ 事業の目的、概要 

中国電力(株)島根原子力発電所及び（国研）日本原子力研究開発機構人形峠環境技術センターに必要な

原子力防災対策を講じる。 
 

２ 主な事業内容 

原子力災害時の情報共有等に必要な原子力防災ネットワーク等の保守、原子力防災資機材の整備、原子

力防災訓練、県民等への防災研修等を実施し、原子力防災対策の強化を進める。 

内容 国交付金 事業内容 予算額 

初動体制の

強化等 

原子力発電施

設等緊急時安

全対策交付金 

・防災活動資機材整備・維持管理、原子力防災支援基地の管理運用 

・原子力防災訓練、原子力防災普及啓発 

・原子力防災ネットワーク等のシステムの保守管理 

・先進システムの保守管理等 

291,710 

放射線監視等

交付金 

・環境放射線モニタリングシステムの保守管理 

・モニタリング測定機器の保守点検 
100,991 

原子力災

害医療体

制の整備 

原子力発電施

設等緊急時安

全対策交付金 

・原子力災害拠点病院等の放射線防護対策施設の保守管理 

・放射線測定器の校正、被ばく医療研修の実施、安定ヨウ素剤更新等 

(26,913) 

福祉保健部で

計上 

モニタリ

ング体制

の整備 

放射線監視等

交付金 

・原子力環境センターの機器の保守・整備等 (27,807) 

生活環境部で

計上 

２市への

交付金 

中国電力から

の拠出金 

・米子市、境港市が行う原子力防災対策 
120,000 

                                                                     

 

３ その他（改善点等） 

・国に対して原子力防災体制の充実に必要な予算の確保要望を継続していくとともに、複合災害に係る

対応や避難の実効性向上に向けた取組を引き続き行っていく。 
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令和８年度一般会計当初予算説明資料 

 

２款 総務費 

  ６項 防災費                         消防防災課（内線：７１１８） 
１目 防災総務費                             （単位：千円） 

事 業 名      本年度 前年度 比較 財 源 内 訳             
備考 

国庫支出金 起債 その他 一般財源 

支え愛地域連携推

進事業 6,678 6,929 △251    6,678 
 

トータルコスト 10,693千円（前年度 10,873千円）[正職員:0.5人] 
 

 

１ 事業の目的、概要 

地域住民が支え愛マップづくりを通して、平時の要配慮者の見守り活動等を充実させながら、災害時の

避難支援の体制を構築することを支援するとともに、市町村における個別避難計画の作成を支援する。 
 

２ 主な事業内容 

細事業名 内容 予算額 

支え愛マップづくりに

取り組む自治会等への

支援 

・マップづくりに取り組む自治会等に対して必要経費を 
助成 

・防災上の助言ができる防災士等を派遣 
※インストラクター養成研修、未作成地域の住民向けの普

及推進学習会の開催や活用事例集の配布・ＰＲ動画の

配信等の取組を推進する。 

4,050 

地域での機運醸成等 ・支え愛マップづくりのインストラクターの養成 
・支え愛マップ推進学習会の開催 

2,376 

個別避難計画の作成促

進 
・「個別避難計画啓発リーフレット」等の作成・配布 
・市町村連絡会の開催・優良事例等の学習会の開催 

※作成の手引きや事例集を作成し、市町村担当者の連絡

会や先進事例の学習会を行うことで、作成に係る課題

解決や効率的な作成を促していく。 

252 
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令和８年度一般会計当初予算説明資料 

 

２款 総務費 

  ６項 防災費                           消防防災課（内線：７０８２） 
１目 防災総務費                                （単位：千円） 

事 業 名      本年度 前年度 比較 財 源 内 訳             
備考 

国庫支出金 起債 その他 一般財源 

鳥取県防災・危機管

理対策交付金事業 68,500 68,500 0    68,500 
 

トータルコスト 71,712千円（前年度 71,655千円）[正職員:0.4人] 

 

 

１ 事業の目的、概要 

近年の頻発化、激甚化する災害に対し、地域の実情を踏まえた対応強化を図るため、鳥取県防災対策研

究会等や国等で議論した諸課題への対応として、市町村が行う防災・減災対策事業を幅広く支援する。 

 

２ 主な事業内容 

（１）特別枠（27,000千円） 
近年の頻発化・激甚化した災害に対応するため、住民の自助・共助の意識を醸成し、地域防災力

の強化に繋がる取組として適切なもののうち、より効果が期待されると認められた事業に対し、１

事業300万円を上限額として交付する。 
＜事業例＞ 
・住民の防災意識啓発に係るイベント・企画の開催 
・大規模災害の際に特に重要となる、地域での自助・共助の取組の中核となることが期待される

地域防災リーダーの養成 
・避難訓練の実施など様々な自然災害対策に係る住民啓発 
・大雪発生時又は発生に備えた支え愛活動に資する取組 
・一般住宅等の防災・減災対策（家具転倒防止等） 等 

（２）事業割（39,425千円） 
ア 消防団を強化する事業（10,375千円） 
イ 自主防災組織を強化する事業（14,525千円） 
ウ 住民が主体となった防災体制の構築を推進する事業（14,525千円） 
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令和８年度一般会計当初予算説明資料 

 

２款 総務費 

  ６項 防災費                           消防防災課（内線：８８２６） 
１目 防災総務費                               （単位：千円） 

事 業 名      本年度 前年度 比較 財 源 内 訳             
備考 

国庫支出金 起債 その他 一般財源 

県民と共に守る防

災活動実践事業 12,596 13,581 △985 1,000  
＜雑入＞

450 
11,146 

 

トータルコスト 21,428千円（前年度 22,257千円）[正職員:1.1人] 
 

 

１ 事業の目的、概要 

日頃から防災活動に携わる団体や個人に加え、地域防災活動への参加が期待される女性や若者などの参加促進

等を図ることにより、自助・共助を推進し、県民と共に地域の安全・安心を確保する。 

 

２ 主な事業内容 

細事業名 内容 予算額 

住民が主体となった防災

体制づくり 

・市町村及び市町村社会福祉協議会が実施する防災と福祉を組

み合わせた取組に対する支援や、各集落で行われる防災訓練

等に対する住民目線での指導、助言等を日野ボランティア・

ネットワークに委託する。 

3,228 

みんなで学ぶ防災イベン

ト開催支援事業 

・子ども・若者・女性など多様な団体が、消防団・自主防災組

織・防災士会等と連携して実施する防災イベントや研修の開

催を支援する。（支援上限額：200千円/件） 

1,000 

自主防災活動普及啓発事

業等 
・【新規】防災士をはじめとした地域防災リーダーを鳥取県自

主防災活動アドバイザーとして新規育成 

・【新規】自主防災活動の DX 化の推進（スマホ活用の防災勉

強会や手引きの作成） 

・地域の防災研修会等に鳥取県自主防災活動アドバイザーを派

遣し、講演、助言等を実施 

・他の模範となる自主防災活動を行った自主防災組織や個人等

を表彰 

・有識者による講演、自主防災活動の事例発表を行うことで、

地域防災力向上を推進 

3,794 

給電機能付地震体験車保

守管理・運用 

・地震体験車の運用管理を民間委託し、県民のニーズに即した

地震体験車の利活用を促進 

 

3,952 

防災知識普及啓発事業 ・鳥取県西部地震を契機とした企画を毎年実施（日野ボランテ
ィア・ネットワークと共同実施） 

・令和３年 10 月開設のウェブサイト「とっとり災害記録伝承
ポータル」に関する運営経費 

622 

 

３ その他（改善点等） 

 「ぼうさいこくたい2026in鳥取」の開催に向け、地域防災リーダーの活動の場を広げたり、自主防災活動の

ＤＸ化の推進による活動支援を行うことで、若者や女性等を含めたより多くの県民の地域防災への参画を促進

する。 
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令和８年度一般会計当初予算説明資料 

 

２款 総務費 

６項 防災費                         消防防災課（内線：７０６５） 

２目 消防連絡調整費                                                （単位：千円） 

事 業 名      本年度 前年度 比較 
財 源 内 訳             

備考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

消防団等支援・連絡

調整事業 
17,769 19,951 △2,182 5,000   12,769 

 

 

トータルコスト 57,417 千円（前年度 58,327 千円）［正職員：4.0 人、会計年度任用職員：2.0 人］ 

 

１ 事業の目的、概要 

地域防災力の中核を担う消防団の機能を維持していくため、多様な人材が加入できるよう、消防団活動

と仕事や家庭生活両立のための施策を展開する。また、消防組織法に基づき、市町村や消防局の消防・救

急業務が円滑に行われるよう連絡調整、助言・指導、調査等を行う。 

 

２ 主な事業内容 

 細事業名 内     容 予算額 

１ 消防団員の確保 

（国委託事業） 

(１)【拡充】つながる消防団推進事業（1,574 千円） 

 ・若者、女性の消防団員の声を反映したＰＲ動画をぼうさいこ

くたい等のイベントで放映する。 

 ・県内大学等で学食トレイを活用した加入促進広告を行う。 

(２)【新規】あつまれ！ミライのヒーロー育成事業（1,000 千円） 

 ・ぼうさいこくたい等のイベントで少年消防クラブの活動報告

や体験会等の広報を行い、新規設立につなげる。 

・新規設立時に要する経費を支援する。 

(３)少年消防クラブ育成事業（600 千円） 

  地域防災力の充実強化等のため､少年消防クラブの活動を支

援する。 

(４)【新規】消防団協力事業所普及啓発事業（1,826 千円） 

  消防団協力事業所として認定を受けたことによる好影響等

をまとめたパンフレットを作成・配布し、協力事業所の普及を

図る。 

5,000 

２ 消防関係表彰 特に功労が顕著な者や他の模範となる消防団等、消防団活動に協

力的な事業所に対し知事表彰を行う。 

1,086 

３ 鳥取県消防ポンプ

操法大会 

鳥取県消防ポンプ操法大会を実施する。 

（委託先：（公財）鳥取県消防協会） 

1,269 

４ 鳥取県消防協会補助

金､各種負担金 

(１)鳥取県消防協会補助金 1,870千円 

(２)救急振興財団負担金 4,600千円 

(３)緊急消防援助隊合同訓練負担金 600千円 

7,070 

５ 統計業務 他 消防防災年報作成、鳥取県救急搬送高度化推進協議会及び３地区

メディカルコントロール協議会の開催 等 

3,344 
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２款 総務費 

６項 防災費                         消防防災課（内線：７０６２） 

３目 消防学校費                                                   （単位：千円） 

事 業 名      本年度 前年度 比較 
財 源 内 訳             

備考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

消防学校費 187,729 60,989 126,740 

  

<使用料  373､ 
財産収入361､ 
雑入 16,856> 

       17,590 

170,139 

 

トータルコスト 242,938 千円（前年度 114,080 千円）[正職員:5.0 人､会計年度任用職員:4.0 人] 

 

１ 事業の目的、概要 

消防職員・消防団員に対して、初任総合教育等の各種教育訓練を行い、一般住民や自主防災組織に対し

ては、出前講座等の教育を行うため、消防学校の運営及び施設・資機材の維持管理等を行う。 

 

２ 主な事業内容  

（１）教育訓練の概要 

区 分 実施教育種別 教育日数(予定) 

消防職員教育 初任総合教育、専科教育、幹部教育、特別教育 197 日 

消防団員教育 基礎教育、専科教育、幹部教育、特別教育 12 日 

一般県民教育 自衛消防組織員教育、自主防災教育、一日入校、出前講座 70 日 

    

（２）事業の概要                                       

区 分 事業の内容 予算額 

教育訓練費 外部講師の報償費・特別旅費、学生給食、寝具リース代、校

外研修経費、修了章代など 

22,432 

管理運営費 校舎維持管理費用、全国校長会負担金、車両の重量税、 

光熱水費、消耗品など 

  8,923 

施設改修費 実火災訓練棟建替工事 153,254 

資機材整備費 資機材購入、資機材点検費用 3,120 
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２款 総務費 

  ６項 防災費                           消防防災課（内線：７０８２） 
１目 防災総務費                               （単位：千円） 

事 業 名      本年度 前年度 比較 財 源 内 訳             
備考 

国庫支出金 起債 その他 一般財源 

(新)未来へ繋ぐ！

自助・共助前進事業 2,550 0 2,550    2,550 
 

トータルコスト 11,382千円（前年度 0千円）[正職員:1.1人] 
 

 

１ 事業の目的、概要 

平成28年に発生した鳥取県中部地震から10年目となり、節目の年である令和８年度に本県で「ぼうさい

こくたい2026in鳥取」が開催されることから今後の防災活動への更なる参加が期待される若者や女性、子

育て世代が中心となって活動する団体に対して地域の防災活動への参画を促す。 
 

２ 主な事業内容 

細事業名 内容 予算額 

若者・女性の

地域防災参

画補助金 

若者・女性によって構成された団体等による、ぼうさいこくたいへの出

展及び地域住民が参加できる防災啓発イベントの実施等の活動を支援し、

若者・女性等の地域の防災活動への参画を促す。 

・補助対象者：若者・女性によって構成された団体 

・県補助率：10/10 
・県補助上限額：200千円／団体 
・補助対象経費：会場使用料、出展依頼料、防災啓発物品購入費、旅費、 

事務用品等購入費 
       ※当該団体の防災に係る活動の新規性及びぼうさいこく

たいへの出展は必須条件。 

1,000 

とっとり災

害記録伝承

ポータル拡

充事業 

ぼうさいこくたいを契機として中部地震の復興に関する動画（一般向

け、子ども向け）を作成し、地域や学校での防災研修・防災教育でとっと

り災害記録伝承ポータルを活用した中部地震等の学習を通した防災意識

の高揚を促す。 

1,550 
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２款　総務費
　４項　市町村振興費  市町村課 （ 内線 ： ７５８１ ）
　　１目　自治振興費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 本年度 前年度 比　較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

<収益事業収入
401,000、受託
事業収入592>

 市町村振興事
業

683,097 676,297 6,800 401,592 281,505
 トータルコスト 778,642千円（前年度　770,152千円）［正職員：11.9人］

 １　事業の目的、概要

　市町村振興を図るために、市町村等へ交付金を交付するほか、市町村の行財政運営等に係る助言等を行うため
の経費である。

 ２　主な事業内容

【新】（１）自治会・町内会の課題発見・解決　2,800千円
   　・自治会が抱える課題に気づき、解決への糸口に結びつけることを目的としてワークショップ研修会
　　　 を開催する。
   　・令和８年度に開催予定の中四国自治会連合会ブロック研修会の開催経費の一部を県自治会連合会に
       助成する。

（２）市町村創生交付金　270,000千円
　　　地域の特性に応じて主体的に実施する事業を対象として県が市町村に交付金を交付する。

　　○交付率：交付金対象事業費の１／２以内
　　○交付対象：市町村独自で行う（国、県等の補助金を受けていない）事業の一般財源
　　○配分方法：
　　　・交付金総額の95％を基本交付額として各市町村に配分
　　　・基本交付額は、財政割（標準財政規模、財政力指数を勘案）、均等割、人口割で構成
　　　・交付金総額の５％を調整交付額として、基本交付額を超過して事業を実施した市町村が行う、
　　　　特に地方創生の推進に資する事業に対して配分

（３）市町村振興協会交付金　401,000千円
　　　次に掲げる事業等を行う（公財）鳥取県市町村振興協会に対し、県から交付金を交付する。
   　・市町村に対して災害時の融資等を行うための基金の設置・運用
   　・市町村振興宝くじに係る収益金の市町村への配分
   　・市町村の振興に関する調査研究及び資料等の収集

（４）頑張る住民自治活動知事表彰　206千円
　　　住民自治活動による地域社会の維持・形成を促進するため、地域の活性化等に功績のある
　　　住民自治体及び同団体で中心的役割を担った功労者を表彰する。

（５）その他市町村の行財政運営に係る支援、助言　9,091千円
 　　・市町村地方交付税算定等事務
 　　・市町村の給与及び公務員制度関係等事務
 　　・市町村職員共済組合関係事務　等

 ３　その他（改善点等）

　地域を支える地域コミュニティの一つであり、住民自治の基礎的な存在である自治会、町内会については、
年々、加入率が低下している。また、価値観の多様化等による加入率の低下や高齢化の進行を背景とした担い手
不足が大きな課題となっている。
　令和８年度に本県で開催される自治会連合会の中四国ブロック研修会を契機として、市町村及び県自治会連合
会等と連携したワークショップを実施し、住民自治組織としての自治会、町内会の自主的な運営の活性化を促進
する。
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令和８年度一般会計当初予算説明資料
２款　総務費
　２項　企画費  市町村課 （ 内線 ： ７２７７ ）
　　１目　企画総務費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 本年度 前年度 比　較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 民主主義再興
に向けた投票
所減少防止・
政治参加促進
事業

9,761 9,555 206 9,761

 トータルコスト 17,790千円（前年度　17,442千円）［正職員：1人］

 １　事業の目的、概要

　県民一人ひとりが主権者意識を持ち、地域づくりを我がことと考え、積極的に政治参加できる社会環境を整備
していくため、新たな主権者教育、投票所減少防止のための投票環境向上等の取組を推進する。

 ２　主な事業内容

細事業名 内容 予算額
１ 投票所減少防止

のためのオンラ
イン立会事業

○デジタル技術を活用し、オンラインでの立会を導入することで、投票立会人を
柔軟に確保し、投票立会人が不足することを理由にして当日投票所が減少してい
く事態の解消につなげる。

※オンラインでの立会であれば、障がいのある方も立会人を務めやすくなるなど
選挙に関わる選挙人の層を拡げることとなり、若年層を含めた有権者の主権者教
育としての効果も得られる。

市町村の導入への補助率１０／１０

5,622

２ ちいわか主権者
教育プログラム

○令和７年度に導入された全県の小６・中３年代を対象としたオンライン投票で
ある「ちいわか総選挙」を令和８年度も継続的に実施する。

※ちいわか…地域とつながり、地域に愛着を持ち、地域のことを我が事ととらえ
て、積極的に投票その他政治参加する若者

※既存の主権者教育（社会科、特別活動（学校行事等）、総合学習（ふるさと
キャリア教育等）、道徳等）で身に着けた基礎知識を基にして、小学校６年生と
中学校３年生の時期に全県投票をオンラインで実施。投票結果による影響を児
童・生徒にフィードバックして、選挙の意義・有効性を体感することで、主権者
意識を醸成する。

1,139

３ 地域民主主義再
興事業（モデル
事業補助金）

○市町村の行う民主主義再興・政治参加促進についてのモデル事業を支援する。

【対象事業】主権者教育の推進、投票率向上・投票環境改善、議員のなり手不足
解消のための新たな取組
【実施主体】市町村
【補助率】1/2（上限：50万円）

【取組例】
（１）主権者教育
・選挙出前講座の強化・充実（小中学校での出前授業の実施等）
・地域、家庭における政治参加の促進（学校の授業公開日における出前授業の実
施等）
・地域の明るい選挙推進協議会の活性化
（２）投票率向上・投票環境向上
・投票環境の充実、適正化（移動期日前投票所の増加等）
・親子連れ投票の促進
・投票所のユニバーサル化（コミュニケーションボード整備等）
・投票立会人確保のための取組
（３）議員のなり手不足対策
・住民との積極的な交流の推進
・議会政策サポーター制度、議会モニター制度の導入
・議員の多様性確保のための研修会、議員のなり手講座の実施

3,000

9,761
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令和８年度一般会計当初予算説明資料
２款　総務費
　２項　企画費  文化政策課 （ 内線 ： ７１３４ ）
　　２目　計画調査費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 本年度 前年度 比　較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 アート活動振
興事業

66,500 88,000 △21,500  25,750 40,750

 トータルコスト 83,361千円（前年度　104,563千円）［正職員：2.1人］

 １　事業の目的、概要

　地域でアートを体験することができる機会を創出する取組を支援することで、全世代がアートに親しむ環境作
り及び文化芸術の振興を図る。

 ２　主な事業内容

細事業名 内容 予算額
県内アートイベント
の一体的な情報発信
等

県内アートイベント等を「地域の芸術祭」とし、アートマップやSNS等 
で情報発信する。

県立美術館や県内アートスポット、イベント等の周遊を促すため、コン 
テンツの磨き上げや周遊の仕組みづくりを行う。

4,000

地域の芸術祭等の開

催支援事業

　関係団体等と連携し、地域の芸術祭等を開催する地域づくり団体を支援す
る。

地域の芸術祭等開催事業補助金（11,500千円） 
芸術祭等のアートイベントや作品制作など、市町村等と連携してアート
を活用した地域づくり活動を行う団体（11団体程度）

工芸・アート村推進事業補助金（5,000千円） 
・西郷工芸の郷あまんじゃく（工芸作家の制作拠点）
・こっちの大山研究所（アーティストの交流拠点）

鳥の演劇祭開催事業補助金 （41,000千円） 
国際演劇祭「鳥の演劇祭19」の開催、表現ワークショップ（トリジュ
ク）開催事業等への支援

演劇を活かしたコミュニケーションワークショップ等（5,000千円）  
鳥の劇場による学校や障がい福祉事業所等での演劇ワークショップ等

62,500

合　計 66,500

（終了）BeSeTo演劇祭等開催支援事業：(R7）11,500千円
（移管）県立美術館の企画展と連動した地域アートイベント支援事業：（R7）5,000千円

 ３　その他（改善点等）

県立美術館開館を機とした県下一体的なアート振興を推進するため、令和７年度に、複数あるアートを活用した 
地域づくり支援補助金を１つに統合・拡充した補助制度を創設し、新たに３団体の取組の支援を実施した。
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令和８年度一般会計当初予算説明資料
２款　総務費
　２項　企画費  文化政策課 （ 内線 ： ７８４３ ）
　　２目　計画調査費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 本年度 前年度 比　較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 第２４回鳥取
県総合芸術文
化祭・とり
アート２０２
６開催事業

55,918 52,918 3,000  1,500 54,418

 トータルコスト 56,721千円（前年度　53,707千円）［正職員：0.1人］

 １　事業の目的、概要

　アートピア行動指針に掲げる「年齢・性別・障がいの有無・場所に関わらず、県民誰もが文化芸術を身近に感

じ、親しみを持つことのできる鳥取県」を目指し、幅広い県民が参画、鑑賞・参加する機会を創出するとりアー

ト事業を実施する。

 ２　主な事業内容

事業主体　鳥取県総合芸術文化祭実行委員会(事務局：(公財)鳥取県文化振興財団)

区分 細事業名 内容 予算額

企画事業 ・県内の文化活動団体・活動者と創る舞台公演

・県内の文化資源を活用し、地域と連携した事業

10,000　

次世代育成事業 ・高校生以下を対象とし、日頃の活動の発表や創作活動の

機会となる舞台公演

・子ども向けの鑑賞事業やアートワークショップ

4,500　

展示事業 ・公募作品等の県内巡回展示 1,800　

広報費・

運営事務費

・事業全体の広報

・実行委員会及び事務局の運営

5,407　

  開催事業費

　補助金

　　

次年度開催準備

費・開幕式

・次年度事業に係る広報準備

・第24回とりアートのスタートに係る開幕イベント

2,000　

　事務局運営費

　補助金

人件費等 ・事務局職員（正職員5名）に係る人件費等 29,211　

　県立美術館の企画展と連動した

　アートイベント事業

・県立美術館の企画展と連動したアートイベント 3,000　

 ３　その他（改善点等）

親しみやすい年間テーマ（ 令和７年度は「FUN！FUN！アート」） のもと、鑑賞、ワークショップ、創作発表な 

ど多様な企画を行い、広く県民の参加が図られる事業を展開している。

エースパック未来中心と県立美術館を会場とし、県内外の団体とともに県立美術館企画展(令和７年度は「花鳥画 

展」)と連携した音楽公演やワークショップ等の開催を行うことにより、美術館エリアで一体となり県内文化芸術

情報の発信、アート体験機会の充実を図っている。

学生ボランティアによるイベント運営や県内活動者の出演協力など、地域の協力を得ながら事業を進めていると 

ころであるが、より県内の文化芸術団体・活動者との連携を深め、出演、出品、鑑賞、体験、企画、運営など、

様々な場面において県民の参画を促していく。
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令和８年度一般会計当初予算説明資料
２款　総務費
　２項　企画費  文化政策課 （ 内線 ： ７８４３ ）
　　２目　計画調査費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 本年度 前年度 比　較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 次代の文化芸
術を担う輝く
人材育成事業

7,100 7,100 0  2,650 4,450

 トータルコスト 11,015千円（前年度　10,832千円）［正職員：0.3人、会計年度任用職員：0.4人］

 １　事業の目的、概要

文化芸術に親しめる環境を将来にわたり維持していくためには、鑑賞者・活動者・指導者等の確保が急務であ 
り、特に若年層に対する支援が必要であることから、次代を見据えた若年層の活動の活性化や新たな文化芸術の
創造のため、若年層の文化芸術活動や挑戦を支援する。
子どもたちが主体となった文化芸術活動に取り組む団体を支援するとともに、活動の裾野の拡大・レベルアップ 
に向けた活動を支援する。また、特に高い意欲や才能をもって音楽・舞踊・美術等に取り組む子どもたちに対し
て、才能を伸ばし、将来も見据えて次のステップに躍進するための支援を行う。

 ２　主な事業内容

次代の文化芸術を担う人材育成事業補助金　　　
細事業名 対象事業 県補助率・上限額 予算額

１次世代活動者育成支援事業 県内の文化芸術団体が実施する、主に高
校生以下の者による公演・展示

1/2
上限（通常150、大規模事
業・県外公演300、海外公演
700）

1,900

２地域における中学生等の文
化活動推進事業

市町村・団体等が実施する、中学生等を
対象とした文化芸術教室等

定額
上限300

900

３ 文化芸術活動レベルアップ
支援事業

高校生以下が活動する文化活動団体・部
活動等が実施する、レベルアップのため
の外部講師の招聘

定額
上限100

1,300

４ 若年層のための公募展・コ
ンクール開催支援事業

県内の団体・企業が実施する、18才以下
の者を対象とした公募展・コンクールの
開催

定額
上限300

1,200

５公募展・コンクール等挑戦
支援事業

全国的又は一般を対象とした公募展や県
外（海外を含む）におけるコンクール、
講習会等への参加

定額
（内容によって10～200）

1,800

合計 　7,100

 ３　その他（改善点等）

各活動団体は財政基盤が弱い中で活動・取組をしているが、財政的な支援があることで活動内容の充実や新たな 
取組の実施につながっている。

<寄附金>CATCH the 
STARミュー
ジックコンテ
スト開催事業

3,500 3,500 0 3,500

 トータルコスト 6,286千円（前年度　6,207千円）［正職員：0.3人、会計年度任用職員：0.1人］

 １　事業の目的、概要

　若者の音楽活動の活性化と拡大を図るとともに、音楽活動に携わる人材の発掘や育成につなげるため、県内の
中・高校生を対象としたミュージックコンテストを開催する。

 ２　主な事業内容

【事業主体】CATCH the STARミュージックコンテスト実行委員会
【事 業 費】3,500千円（県補助金）
【事業内容】
（１）開催時期　令和８年５～８月　参加者募集
　　　（予定）　　　　　９月上旬　予選審査
　　　　　　　　　　　　　　10月　本大会
（２）開催時期　ヴォーカル部門、演奏・バンド部門の２部門
（３）参加資格　県内の学校に通う中・高校生又は県内在住の高校生年齢の方
（４）表　　彰　優れたパフォーマンスを行った出演者を表彰し、今後の活動を後押しする。
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令和８年度一般会計当初予算説明資料 
２款 総務費 
 ２項 企画費                                 文化政策課（内線：７８３９） 
    ２目 計画調査費                                                          （単位：千円） 

事 業 名      
本年度 前年度 比 較 財 源 内 訳             

備考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

文化芸術拠点施

設環境整備事業 
 

1,194,465 

 

 

910,678 

 

 

283,787 

 〈477,500〉 

955,000 

 

〈受託事業収入〉 

113,745 125,720 

県費負担 

603,220 

 

トータルコスト 1,206,033千円（前年度 921,955千円）［正職員：1.3人、会計年度任用職員：0.3人］ 

事業内容の説明 

１ 事業の目的・概要 

県有文化施設４館（県民文化会館、倉吉未来中心、米子コンベンションセンター、童謡館）の建物等に
係る「中長期保全計画」に基づく修繕・更新、バリアフリー対応などの改修及び備品購入を計画的に行う
ことで必要な予防保全に努め、各施設の機能を果たすことを目指す。 

 

２ 主な事業内容 

（１）施設改修事業一覧   

                    

施設名 

内容 

（うち中長期保全計画に係る主な事業） 件数 予算額 

県民文化会館 

・舞台照明、音響設備改修（R8からR9継続費） 

・空調設備整備 

・小ホール電動式移動観覧席メンテナンス 

・防火シャッター、防火ダンパー改修 

・展示室可動パネル改修 

・フリースペース昇降機設置（R7からR8継続費） 

・フリースペース等照明器具LED改修 他 

23 612,746

倉吉未来中心 

・ホール内吊マイク、電気時計設備改修 

・空調設備整備 

・舞台機構ケーブル改修 

・防火シャッター、排煙設備改修 

・スプリンクラー制御設備改修 

・セミナールーム映像音響設備改修 

・ティンパニー、譜面台等備品更新 他 

21 189,007

米子コンベンション

センター 

・工業用水次亜塩素注入装置設置 

・バリアフリートイレ扉改修 

・空調設備整備、自動制御設備更新 

・非常用発電機整備 

・受変電設備改修（R7からR8継続費） 

・会議室机、ホワイトボード等備品更新 他 

13 163,858

童謡館 

・外壁改修（R8からR9継続費） 

・空調設備整備 

・防火シャッター改修 他 
6 226,596

共通 

・中長期保全計画の対象事業なし 

参考 Wi-Fi設備保守業務（会議室系） 

Wi-Fi設備保守業務（ホール系） 
2 2,258

合 計  65 1,194,465

 

（２）継続費 年度ごとの所要経費  

施設名 事業名 令和8年度 令和9年度 合計 

県民文化会館 舞台照明改修工事 224,297 338,532 562,829 

県民文化会館 舞台音響設備改修業務 94,724 143,155 237,879 

童謡館 外壁ほか改修工事 195,887 48,973 244,860 

 合計 514,908 530,660 1,045,568 
        

（注）起債欄の< >書きは交付税措置額を除いた額である。 

    県費負担額は、起債欄の< >書きの金額に一般財源の金額を加算した額である。 

継続費 
827,000 

継続費 
96,139 

継続費 

252,771 

継続費 

792,797 

継続費 

1,045,568 

継続費 
122,429 
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令和８年度一般会計当初予算説明資料
２款　総務費
　２項　企画費  美術館 （ 電話 ：0858-47-3011 ）
　　８目　美術館費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 本年度 前年度 比　較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

債務負担行為

31,342
債務負担行為

31,342
債務負担行為

31,342
 鳥取県立美術
館運営事業

944,701 915,569 29,132  25,676 919,025

 トータルコスト 968,788千円（前年度　939,230千円）［正職員：3人］

 １　事業の目的、概要

県立美術館のPFI事業に係る必要経費及び県直営事業に係る経費。

 ２　主な事業内容

細事業名 内容 予算額

1 整備・運営経費　PFI事業契約に基づき事業者に支払うサービス対価（債務負担行為設定

済）等

909,472

2 物価高騰等に伴

う運営経費増額

　運営業務に係るサービス対価について、人件費・物価高騰等に対応する

ために指定管理者制度の物昇対応に準じ増額※する。

※民間給与実態調査の給与額(平均単価)、鳥取市消費者物価指数を反映

                          (R9～R10年度：債務負担行為）31,342千円

15,671

(債務負担行為)

31,342

3 鳥取県立美術館

フィールドを活

用した人材育成

支援補助金

  県立美術館フィールドを活用した文化芸術、観光資源への関心づくり及

びPFI事業者の知識、ノウハウを学ぶ人材育成の取組を支援する。

（補助率1/2、上限500千円）

500

4 「まんが王国

とっとり」関連

展示事業

「まんが王国とっとり」紹介コーナーの設置に係る経費 9,509

5 美術館運営費 　事務費、美術館関係協会負担金等 9,549

合計 944,701

 ３　その他（改善点等）

・令和2年3月に事業契約した県立美術館整備運営事業（PFI事業）について、昨今の急激かつ著しい人件費及び物

価高騰の影響を鑑み、運営業務に係るサービス対価の増額を行う。
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令和８年度一般会計当初予算説明資料
２款　総務費
　２項　企画費  美術館 （ 電話 ：0858-47-3011 ）
　　８目　美術館費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 本年度 前年度 比　較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

債務負担行為

62,478
債務負担行為

58,734
債務負担行為

3,744
債務負担行為

62,478
 アートな鳥取
創出事業　

131,003 169,001 △37,998  61,665 69,338

 トータルコスト 151,076千円（前年度　247,871千円）［正職員：2.5人］

 １　事業の目的、概要

アートに触れる機会の創出やラーニング機能の強化を図り、「アート振興」を進めるとともに、県内外からの誘
客を促進する。（事業目標：県立美術館利用者20万人）

 ２　主な事業内容

細事業名 内容 予算額
1 県立美術館
展示事業

　開館初年度の盛り上がりを維持し恒常的な集客に繋げるため､通年ベースより
規模・レベルを上げた企画展等を開催
（1）開館2年目企画展開催事業（58,734千円）※昨年度債務負担行為設定済
　　（内容）ポップ・アート展、谷口ジロー展、前田寛治展、ゴジラ展
（2）開館3年目企画展準備事業（47,931千円）　等
　　（内容）青山剛昌先生の関連や民藝運動に生涯を捧げた吉田璋也展　等

107,056
(債務負担行為)

60,269

2 コレクショ
ンを活用し
た魅力向上
事業

（1）屋外設置作品を活用した交流・発信
   世界的アーティスト・リクリット制作の屋外彫刻が完成することか
   ら、作家本人を招へいし、参加型の交流イベントを開催
（2）森の芸術祭（岡山県北部）、瀬戸内国際芸術祭との将来的な連携に
   向けたシンポジウムの開催

3,000

3 「アート・
ラーニン
グ・ラボ
（ALL）」機
能強化事業

  全国に誇れる特徴である、アートを通じた学びの研究室「アート・ラーニン
グ・ラボ」の事業実践を推進するとともに、県内小学4年生バス招待事業
「MUSEUM START BUS」を継続し、美術館体験プログラムを実施していく。
　また、ユニバーサル美術館促進事業について、　
　  ア 触図を制作し、体験コーナー設置
  　イ 障がい者・高齢者のための特別鑑賞会
  　ウ 手話解説動画の導入（実施頻度の増 等）
　など、誰もが安心して楽しめる鑑賞環境整備の充実を図る。

8,100

4 その他 資料収集、調査研究及び美術館協議会の開催ほか 12,847
(債務負担行為)

2,209
合計 131,003

 ３　その他（改善点等）

・開館後、半年を待たず、年間目標である利用者数20万人を達成するなど、多くの方に県立美術館における美術
観覧等を楽しんでいただいた。
・引き続き、多彩で良質な芸術に親しんでいただく機会を創出していくとともに、年齢や障がいの有無に関わら
ず、誰もがアートを通じて学び、観賞を楽しめる環境づくりを進めていく。

【参考】これまでの利用者数等
期　　　　　間 利用者数 うち、企画展・コレクション展観覧者数

令和７年３月30日～令和８年１月25日 288,510人
143,826人 

※企画展･コレクション展  103,020人 
※コレクション展のみ      40,806人 

95



令和８年度一般会計当初予算説明資料
２款　総務費
　２項　企画費  美術館 （ 電話 ：0858-47-3011 ）
　　８目　美術館費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 本年度 前年度 比　較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 （新）県立美
術館コレク
ション形成促
進事業

241,134 0 241,134 241,134

 トータルコスト 241,937千円（前年度　0千円）［正職員：0.1人］

 １　事業の目的、概要

 年間利用者数目標20万人を継続して実現するため、県立美術館の魅力・来場価値の一層の向上に向けて、国内外
の優れた美術作品を購入する。
  また、鳥取県美術品取得基金を再始動し、機動的な作品購入によりコレクションの拡充を図っていく。

 ２　主な事業内容

細事業名 内容 予算額
1 鳥取県美術品取

得基金再開
・ブリロ・ボックスの取扱いに関するアンケート結果（今後も保有・展示を続け
て欲しい等の肯定的な意見が約6割）を踏まえ、ブリロ・ボックスは県が保有
することとする。　

・本県ゆかりの作品を中心に機動的に作品購入できるだけの現金規模（約１億
円）とした上で、基金運用を再開する。

 ※現在の基金残高：５億円（以下、内訳）
   ブリロ・ボックス等美術作品457,839千円＋現金42,161千円
　  【現金】42,161千円 ＋ 本予算55,787千円(ブリロ･ボックス１点)
　　　　　　　＝97,948千円

55,787

2 美術作品購入 　県立美術館において、より多くの方々に多様で良質な美術作品に触れていただ
く機会を提供するため、ブリロ・ボックスに続く目玉作品など国内外の優れた美
術作品を獲得し、併せて話題づくり・集客力向上につなげる。（購入のための海
外所在作品調査研究旅費（1,900千円）含む）

【購入候補作品】 
作家名 予算額

○同時代の動向を示す作品
　英国を拠点とするストリートアーティスト バンクシー

82,720千円

○戦後の美術・文化の流れを示す優れた作品
　世界的前衛アーティスト オノ・ヨーコ

50,127千円

○戦後の美術・文化の流れを示す優れた作品
　日本を代表する木彫作家 舟越桂（2024没）

50,600千円

計 183,447千円

　≪令和8年度以降における作品購入の考え方≫
区分 考え方 期間

一般会計 コレクション充実・話題づくり Ｒ８～10
基金（１億円）本県ゆかり作品を中心に機動的に購入 Ｒ８から当面

185,347

合計 241,134

 ３　その他（改善点等）

ブリロ・アンケートの回答状況等(令和7年3月30日～令和８年１月25日)

回答数
①今後も保有・展示を
続けてほしい

②もっと説明を充実させ
て議論が巻き起こるよう
にしてほしい

③疑問を感じたので保有
を続けるかどうか検討し
てほしい

④その他・無回答

5,668枚
2,008枚
35.4%

1,223枚
21.6%

939枚
16.6%

1,498枚
26.4%

※①②の計　57.0％
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令和８年度一般会計当初予算説明資料
３款　民生費
　１項　社会福祉費  人権 ・ 同和対策課 （ 内線 ： ７５９０ ）
　　１目　社会福祉総務費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 本年度 前年度 比　較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 差別と偏見の
ない社会づく
り推進費

23,546 26,383 △2,837  10,703 12,843

 トータルコスト 66,960千円（前年度　68,173千円）［正職員：4人、会計年度任用職員：3人］

 １　事業の目的、概要

　人権が尊重される社会づくりを推進するため、各種啓発事業、相談支援体制の充実、インターネット上の差別
行為等に関する対策等を実施する。

 ２　主な事業内容

区分 内容 予算額
【相談支援体制の充実】
人権尊重の社会づくり
相談ネットワーク事業

・県内３か所に人権相談窓口を設置
・専門相談員による相談会を開催
・県内市町村及び関係団体へのネットモニタリング支援の実施

1,321

相談支援スーパーバイ
ズ事業

・相談支援機能の連携強化、個別相談の連携支援
・相談支援スキルのレベル確保

640

【人権尊重の社会づくり協議会】
人権尊重の社会づくり
協議会費

・人権尊重の社会づくり協議会の開催（委員数：26名）
・差別事象検討小委員会等の開催

2,448

【インターネット上の差別行為等に関する対策】
投稿の削除要請等の手続における弁護士相談費用の助成（上限50万円） 1,500【新規】

インターネット上の差
別行為等に関する対策
事業

インターネット上の差別行為による被害の発生・拡大防止に向けたインター
ネットリテラシー向上のための啓発

1,500

【正しい知識の普及啓発】
人権啓発推進事業 様々な人権問題についての県民の理解と認識を高めるための啓発活動を実

施・支援する。
・人権情報誌「ふらっと」の発行（年２回）、ラジオＣＭ
・市町村・団体等の人権啓発活動支援

13,652

人権研修事業 ・学校を対象としたユニバーサルデザイン出前授業
・企業・団体等を対象とした人権啓発セミナーの開催
・県職員人権研修（部局・所属研修）

2,485

（終了）鳥取県人権意識調査　3,590千円

 ３　その他（改善点等）

　令和８年１月２５日の「人権尊重の社会づくり条例」の施行に伴い、「インターネット人権安心サポートチー
ム」を設置し、体制を整備した。

○インターネット人権安心サポートチーム（17名、専任2名（増員））

　
　　
　＜相談・支援担当＞

　　人権・同和対策課、中部県民福祉局中部振興課、西部県民福祉局西部振興課、政策法務課

　＜人権啓発担当＞
　　人権・同和対策課、教育学術課、家庭支援課、生徒支援・教育相談センター、社会教育課、人権教育課
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令和８年度一般会計当初予算説明資料
３款　民生費
　１項　社会福祉費  人権 ・ 同和対策課 （ 内線 ： ７５９２ ）
　　１目　社会福祉総務費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 本年度 前年度 比　較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 拉致被害者等
総合支援事業

12,870 11,637 1,233  1,306 11,564

 トータルコスト 17,687千円（前年度　16,369千円）［正職員：0.6人］

 １　事業の目的、概要

　北朝鮮による拉致問題は人権侵害問題であり、本県出身の松本京子さんをはじめ全ての拉致被害者等の早期帰

国実現を目指すとともに、拉致問題人権学習会や国民のつどいの開催等により県民の拉致問題に対する理解促進

を図り、鳥取県拉致問題等啓発月間等における啓発を強化する。

 ２　主な事業内容

細事業名 内容 予算額

鳥取県拉致問題等啓

発月間(10月)等の取

組

拉致問題解決へ向けた機運醸成のため、各種啓発活動を実施する。

・拉致問題の早期解決を願う国民のつどい開催

・拉致問題啓DVD上映＆ミニコンサート開催

・拉致問題啓発パネル展示

・北朝鮮人権侵害問題啓発週間における活動

　ブルーリボンライトアップ、デジタルサイネージ、ラジオスポット、

　パネル展による啓発　など

2,502

拉致問題人権学習会

・拉致問題啓発活動

の実施

・学校・地域、市町村等と連携・協力し、拉致被害者の家族等を講師と

　する出前による学習会を開催（15団体程度）

・県内学校（小学校・中学校・高校）の全生徒に「拉致問題啓発小冊　

　子」を配布

1,209

拉致被害者等帰国時

支援　　

本県出身の拉致被害者等の帰国に備えた万全の支援体制を構築する。

支援体制の構築に当たっては「北朝鮮による拉致被害者支援連絡協議会」

を開催し、関係自治体と連携して進める。

9,159

合　　計 12,870

 ３　その他（改善点等）

　令和７年１２月議会において、北朝鮮拉致問題早期解決促進鳥取県議会議員連盟の提案により「鳥取県拉致問

題等の早期解決を目指す取組の推進に関する条例」が制定され、県の責務、学校・教育機関の役割、県民の協力

が規定されたことから、拉致問題の全面解決に向け、県民の関心を高め理解促進を図る取組をより一層推進す

る。
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令和８年度一般会計当初予算説明資料
２款　総務費
　２項　企画費  スポーツ 課 （ 内線 ： ７９０５ ）
　　５目　スポーツ振興費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 本年度 前年度 比　較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

<雑入>
 キャンプ・合
宿受入促進事
業

66,477 41,941 24,536 3,440 63,037

 トータルコスト 81,732千円（前年度　64,813千円）［正職員：1.9人］

 １　事業の目的、概要

　スポーツのキャンプや合宿の受入れを通じて、聖地としての鳥取県ＰＲ、交流人口の拡大や地域活性化を図る

ため、交流事業や受入拠点となるＪＯＣ認定競技別強化センター等の受入環境等を整備する。

 ２　主な事業内容

（１）キャンプ・合宿誘致

細事業名 内容 予算額

ジャマイカ交流事業 北京2027世界陸上でのジャマイカ選手団事前キャンプ誘致に向け、各種交流事業

を開催。

　・布勢スプリントへのジャマイカ選手の招聘

　【新規】ジャマイカへの陸上指導者等の交流団派遣（８日間程度を想定）

14,536

国内外チーム強化合宿

誘致

国内外トップチームの合宿受入等を通じた「聖地化」や地域活性化を行う団体を

支援。　

　・補助対象者：市町村または市町村を中心とする実施委員会

　・補助率１／２、上限800千円

800

【新規】

合宿誘致の機運醸成

フォーラム

米子アリーナ完成を控え、「とっとりスポーツリゾート推進連絡協議会」と連携

して、合宿受入の機運醸成や合宿等を通じた地域活性化を推進するためのフォー

ラムを開催。

1,500

（２）受入環境整備

細事業名 内容 予算額

ＪＯＣ認定競技別強化

センター支援事業

合宿等の受入拠点であるＪＯＣ認定競技別強化センターの機能維持・向上を図る

ため、体育指導員の人件費、備品の購入等を支援。

＜ＪＯＣ認定競技別強化センター＞

　【新規】米子市錦海ボートコース（ローイング、R7年認定）

　　※R7年10月に新たに認定されたことに伴い、R8年度から体育指導員を配置

　・倉吉体育文化会館（スポーツクライミング、H29年認定）

　・境港公共マリーナ（セーリング、H26年認定）

48,489

通訳ボランティア育成

事業

北京2027世界陸上に向けたジャマイカ選手団事前キャンプやワールドマスターズ

ゲームズ2027関西を見据え、海外選手受入のための通訳ボランティアを育成。

1,152

 ３　その他（改善点等）

東京2025世界陸上ジャマイカ選手団事前キャンプ及び東京2025デフリンピック韓国選手団事前キャンプ（ボウ 

リング、柔道）を通じ、交流人口の拡大・地域活性化が図られた。

ジャマイカ陸上競技連盟など関係団体と引き続き良好な関係を維持するともに、本県の優れた競技施設の機能 

向上やボランティア育成等の環境整備を推進し、北京2027世界陸上事前キャンプ誘致や合宿誘致を促進する。
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令和８年度一般会計当初予算説明資料
２款　総務費
　２項　企画費  スポーツ 課 （ 内線 ： ７９０５ ）
　　５目　スポーツ振興費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 本年度 前年度 比　較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

<基金繰入金>
 鳥取ジュニア
アスリート事
業

25,065 24,618 447  8,642 6,921 9,502

 トータルコスト 33,897千円（前年度　33,294千円）［正職員：1.1人］

 １　事業の目的、概要

　オリンピック・パラリンピックをはじめ、世界や国内の大舞台に挑戦する意欲のあるジュニア・パラジュニア
の夢を後押しするため、競技団体等と協調してその発掘・育成を推進する。

 ２　主な事業内容

細事業名 内容 予算額
鳥取ジュニア
アスリート発
掘事業

ジュニアアスリート候補生への共通プログラム（メンタル教育、栄養指導、体力ト 
レーニング）、各種競技体験による競技適性の分析、トライアウト（高１まで）等
により、ジュニアアスリートを発掘する。
対象競技を18→20競技に拡大し、より幅広いジャンルで育成する環境を構築する。 
県内移住を前提とする県外ジュニアの応募の促進を図る。 

10,815

鳥取ジュニア
アスリート育
成強化事業

各競技団体が行う専任コーチによる指導、強化合宿等に要する経費を支援し、集中 
的な強化による、国際大会や国民スポーツ大会などの全国大会等での成績向上を図
る。

14,250

合計 25,065

＜対象競技＞
　アーチェリー、自転車、ボート、ホッケー、ライフル射撃、レスリング、セーリング、カヌー、スポーツ
　クライミング、空手、トライアスロン、フェンシング、ボクシング、水球、柔道、テニス、馬術、ボウリング
　（今回追加）ゴルフ、相撲

＜対象競技の考え方（以下のいずれかを満たす競技）＞
　　　・競技団体に選手育成のための体制や施設が整っていること。
　　　・様々な競技を経験し、高校から競技を絞っても優れた技術の習得が可能であること。
　　　・過去に本県からオリンピック選手あるいは日本代表選手を輩出していること。
　　　・競技人口・中学校における部活動数や部員数が少ないこと。

＜発掘・育成の流れ＞
 　①【小４】書類・体力テストにより候補生募集・選考
 　②【小５】共通プログラム・体験プログラムへの参加、競技種目の決定を経て、県が認定
 　③【小５～高１】②以外を対象に競技別トライアウトを実施・選考して県が認定
 　④ ②・③の県が認定した選手を各競技団体の指導下において育成

 ３　その他（改善点等）

　ジュニアアスリート出身選手が日本代表として各種国際大会で入賞を果たすとともに、国民スポーツ大会をは
じめとする全国大会等でも上位入賞するなど、着実に成果が現れている。

＜令和７年度の成績例＞
選手名 種目 主な大会成績

吉田　奏太（倉吉西高３年） 自転車競技 アジアジュニア選手権優勝（ポイントレース）
インターハイ優勝（ロードレース）

岡本　成世（鳥取城北３年） ローイング アジアローイングジュニアチャンピオンシップ・
クォドルプル４位
滋賀国スポ優勝（シングルスカル）

藤田　楓（鳥取城北高３年） スポーツクライミング ユース世界選手権５位、ユースアジア選手権５位
作野　剣信（米子高１年） ボクシング U17アジア選手権３位
森山　伊織（境高３年） セーリング（420級） 滋賀国スポ優勝、インターハイ３位
有本　雅歩（鳥取敬愛３年） ライフル射撃（BP60J） 全日本高校生スポーツ射撃選手権優勝
舩澤　奈菜（米子東高３年） セーリング（ILCA6級） ユースワールド出場、滋賀国スポ準優勝
石田　莞典（東郷小６年） カヌー（カヤックシングル） 全国少年少女カヌー大会優勝
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令和８年度一般会計当初予算説明資料
２款　総務費
　２項　企画費  スポーツ 課 （ 内線 ： ７９０５ ）
　　５目　スポーツ振興費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 本年度 前年度 比　較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

<基金繰入金>
 競技力向上対
策事業 284,684 276,566 8,118 42,654 242,030

 トータルコスト 289,878千円（前年度　281,639千円）［正職員：0.6人、会計年度任用職員：0.1人］

 １　事業の目的、概要

　本県ゆかりの選手世界の舞台や国民スポーツ大会、全国障害者スポーツ大会等での活躍により、県民に夢や元
気がもたらされるよう、競技力向上に関する各種取組を行う。

 ２　主な事業内容

（１）競技力向上対策
細事業名 内容 予算額

ジュニア期の競技力向
上対策

ジュニア競技者が国内外の大会で活躍できるよう、競技団体やクラブチーム
等への強化支援（指導者謝金等）や指導者講習会等を実施する。

99,933

成年期の競技力向上対
策

本県（出身）の成年競技者が全国大会等で活躍できるよう、強化支援（旅費
等）するほか、優秀選手の県内企業への受入支援を行う。

31,018

特別指定競技強化 国スポにおいて高配点の団体競技や、強化体制の充実により再興が図られる
競技を指定し、県内外の強化合宿等に要する経費を支援する。

13,033

条件整備 競技者が力を発揮できるよう、医科学サポートや強化練習用の消耗品・備品
の整備等を行う。

67,744

人件費等 本事業を委託執行するための鳥取県スポーツ協会の人件費（４名）、会議開
催経費等

28,707

合計 240,435

（２）障がい者アスリートの育成・支援　
細事業名 内容 予算額

個人競技の競技力向上 個人競技者の競技成績を基に個別に強化指定し、合宿や県外遠征等に要す
る経費を支援する。

15,374

団体競技の競技力向上 団体競技の競技成績を基に強化指定し、チームの練習会や合宿等に要する
経費を支援する。

3,000

医科学サポート 競技力の底上げを図るため、メンタルトレーニングや栄養講習会を開催す
るなど医科学面から競技者を支援する。

665

次代を担うアスリート
の発掘・育成

競技体験会や講演会、パラリンピアンとの交流会等を実施することによ
り、将来的に競技者となり得る者の発掘・育成を行う。

1,990

県立特別支援学校運動
部の強化

パラスポーツの競技者発掘や育成のため、県立特別支援学校運動部を強化
指定し、指導者派遣や遠征費、物品購入等に要する経費を支援する。

4,677

指導者の指導力向上 各競技指導者のコーチング力強化のため、研修会経費等を支援する。 1,000

合計 26,706

（３）競技力向上のための指導者の確保　　
細事業名 内容 予算額

競技力向上のための指
導者確保

競技団体の状況に応じた指導者の確保・配置を行う。（鳥取県スポーツ協
会のスポーツ指導員２名、県内私立高校教職員１名）

17,543

 ３　その他（改善点等）

令和７年度の滋賀国スポでは、ジュニアアスリート出身選手の活躍、自転車、相撲、セーリング、ローイング 
等の活躍により競技得点459点（天皇杯34位）と、二巡目国体では最高となる競技得点を獲得した。
障がい者スポーツにおいては、アジアユースパラ競技大会に日本代表として本県出身の選手２名が出場するな 
ど、世界で活躍する若い世代が着実に力をつけてきている。
国スポでの競技得点480点以上の獲得、男女総合成績（天皇杯）30位台及び全国障害者スポーツ大会でのメダ 
ル獲得（３位以上入賞）率70％以上の定着に向けて、引き続き支援等を行う。
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令和８年度一般会計当初予算説明資料
２款　総務費
　２項　企画費  スポーツ 課 （ 内線 ： ７９０５ ）
　　５目　スポーツ振興費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 本年度 前年度 比　較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 トップアス
リート強化支
援事業

51,100 46,900 4,200 51,100

 トータルコスト 52,706千円（前年度　48,477千円）［正職員：0.2人］

 １　事業の目的、概要

　本県ゆかりのアスリートが世界の大舞台で活躍することで、多くの県民に夢や勇気や希望がもたらされるよ
う、2026年（令和８年）に愛知県で開催されるアジア競技大会・アジアパラ競技大会のほか、ロサンゼルスオリ
ンピック・パラリンピック（2028年（令和10年））、デフリンピック（2029（令和11年）、アテネ）への出場が
期待される選手や各種国際大会出場を目指す選手の強化費等を支援する。

 ２　主な事業内容

区分 内容 予算額
オリ・パラトップアス
リート強化支援事業

本県ゆかりの選手が、2026年に愛知県で開催されるアジア競技大会・ア
ジアパラ競技大会及び2028年のロサンゼルスオリンピック・パラリン
ピックで日本代表として出場するために必要な強化費を支援する。
（補助率10/10、上限3,000千円　※特に認められる場合は5,000千円）

25,000

デフリンピックトップア
スリート支援事業

本県ゆかりの選手が、2029年にアテネで開催されるデフリンピック等で
日本代表選手として出場するために必要な強化費を支援する。
・デフリンピックで活躍が見込まれる選手強化費
　（補助率10/10、上限2,000千円）
・世界大会等で活躍が見込まれる選手強化費（補助率10/10）

10,000

世界で活躍するアスリー
ト遠征費支援事業

本県ゆかりの選手及び指導者が日本代表として国際大会へ参加するため
の遠征費を支援する。（補助率10/10、上限600千円）

14,000

優秀選手競技活動支援事
業

本県ゆかりの優秀選手（過去３年間に日本代表として国際大会への出場
実績がある等）の競技活動費（競技用具購入費等）を支援する。
（補助率10/10、上限500千円）

1,000

優秀指導者招聘事業 世界トップレベルの優秀な指導者や元オリンピック選手等を招聘して行
う強化練習会等の経費を支援する。（補助率10/10、上限300千円）

900

夢！輝き情報発信事業 オリンピックやパラリンピック選手等を招聘して行うスポーツ教室や交
流会等の経費を支援する。（補助率10/10、上限200千円）

200

合計 51,100

 ３　その他（改善点等）

2025年７月に開催された世界水泳選手権（シンガポール）では、三上紗也可選手が女子飛板飛込で５位入賞、 
11月に開催された東京2025デフリンピックでは、鳥取県ゆかりの選手４名（前島博之選手（ゴルフ）、小林優
太選手（ハンドボール）、佐々木昴選手（陸上：5000ｍ、10000ｍ）、中村洋三選手（ボウリング））、全員
が入賞を果たす快挙を成し遂げた。
その他の国際大会に出場した16種目44名を支援し、そのうち８種目16名で入賞するなど、成果が現れている。 
＜令和７年度の主な国際大会入賞者（本事業による支援選手）＞

選手名 種目 主な大会成績
吉田　奏太（倉吉西高３年） 自転車競技 アジアジュニア選手権優勝（ポイントレース）
酒井　琳太郎（八頭高３年） ホッケー ユースアジアカップ優勝
石田　航大（八頭中３年） ホッケー ユース国際グリフォンカップ３位
作野　剣信（米子高１年） ボクシング U17アジア選手権３位
岡本　成世（鳥取城北３年） ローイング アジアローイングジュニアチャンピオンシップ・

クォドルプル４位
藤田　楓（鳥取城北３年） スポーツクライミング ユース世界選手権５位
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令和８年度一般会計当初予算説明資料
２款　総務費
　２項　企画費  スポーツ 課 （ 内線 ： ７９０５ ）
　　５目　スポーツ振興費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 本年度 前年度 比　較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 国民スポーツ
大会及び全国
障害者スポー
ツ大会事業

199,607 134,808 64,799 199,607

 トータルコスト 213,157千円（前年度　148,005千円）［正職員：1.5人、会計年度任用職員：0.4人］

 １　事業の目的、概要

　国民スポーツ大会及び全国障害者スポーツ大会への鳥取県選手団の派遣及び令和15年に鳥取県で開催予定の第

87回国民スポーツ大会・第32回全国障害者スポーツ大会に向けた準備を進める。

 ２　主な事業内容

区分 内容 予算額

国民スポーツ大会鳥取県

選手団派遣等事業

国民スポーツ大会（本大会（９月～10月、青森県）、冬季大会（２月、

岩手県ほか））及び中国ブロック大会への鳥取県選手団の派遣、県予選

会を実施。（鳥取県スポーツ協会へ委託）

141,791

全国障害者スポーツ大会

派遣等事業

全国障害者スポーツ大会（10月、青森県）への鳥取県選手団の派遣、中

四国ブロック予選会及び強化練習会を実施。

（鳥取県障がい者スポーツ協会に委託）

46,278

優秀成績者・団体の表彰 国民スポーツ大会及び全国障害者スポーツ大会知事表彰、鳥取県スポー

ツ顕彰を実施。

1,538

国スポ・全スポ大会準備

委員会実施事業

令和15年に開催される鳥取県での国民スポーツ大会・全国障害者スポー

ツ大会に向けて市町村等関係者と各種調整を行うとともに、大会の愛

称・スローガンを募集。

10,000

合計 199,607

※国スポ・全スポ派遣事業費は、令和８年度が青森県開催になったことによる選手団派遣費の増額。

　国スポ・全スポ大会準備委員会実施事業は、新たに愛称・スローガン等募集を行うことによる増額。

 ３　その他（改善点等）

令和７年度は、滋賀県へ鳥取県選手団を派遣し、好成績を収めた。（天皇杯34位）

（２巡目の大会においては、最高得点を獲得し、最高順位となった令和６年度佐賀大会の33位に次ぐ成績）

【令和７年度本大会（滋賀県）参加状況等】

　・第79回国民スポーツ大会：監督・選手・トレーナー　　　　439名派遣、天皇杯34位

　・第24回全国障害者スポーツ大会：監督・選手・トレーナー　48名派遣、 メダル獲得率71.0％

【令和７年度の知事表彰等の状況】

　・第79回国民スポーツ大会知事表彰　　　  127名受賞（１位から８位までの競技者及びその監督等）

　・第24回全国障害者スポーツ大会知事表彰　20名受賞 （１位から３位までの競技者及びその監督等）

【国民スポーツ大会の在り方見直しの状況（令和８年１月時点）】

　・日本スポーツ協会内の国スポ改革タスクフォース（R7.6設置）において、開催時期、期間の弾力化及び

　　競技施設基準の見直し等の審議を継続中

　　（９月と11月の２回開催、令和９年６月まで計８回開催され、改革案がとりまとめられる予定。）

　　　※方向性が示されたものから順次、公表予定
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令和８年度一般会計当初予算説明資料
２款　総務費
　２項　企画費  スポーツ 課 （ 内線 ： ７９１９ ）
　　５目　スポーツ振興費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 本年度 前年度 比　較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

<63,000> <財産収入>
 スポーツ環境
整備事業 151,729 395,148 △243,419 126,000 9 25,720

県費負担
88,720

 トータルコスト 158,152千円（前年度　401,458千円）［正職員：0.8人］

 １　事業の目的、概要

　スポーツ活動の拠点としてふさわしい環境の整備を図るため、県立社会体育施設などスポーツ施設の改修等を

行う。

 ２　主な事業内容

（１）体育施設改修費

　県立社会体育施設の維持、老朽化に伴う改修工事を行う。

施設名 内容 予算額

鳥取産業体育館・鳥取屋内プール
プールのトラス・天井等の改修、空調・ダクト更新、分電盤更

新、屋根防水シート改修
37,570

倉吉体育文化会館 会館棟自動ドア更新 880

県立武道館
ラインファン（空調機器）更新、弓道場シャッター改修、発電機

蓄電池交換
84,787

東山水泳場
屋外プール北側歩廊改修、時計修繕、50ｍプールコースライン塗

装、下水道整備（敷地内）
17,272

ライフル射撃場 管理棟照明LED化改修 430

合計 140,939

　※鳥取産業体育館の床改修工事等が完了したことに伴い減額。

（２）「鳥取方式」による芝生化を通じたスポーツ環境の整備促進

　子どもたちが自由に運動したり遊んだりできるスポーツ環境を整備するため、保育所等園庭・小学校校庭の芝

生化を支援する。

細事業名 内容 予算額

園庭・校庭の芝生化へ

の支援

・私立保育所等の園庭芝生化への支援（補助率10/10、上限2,000千円）

・小学校の校庭芝生化への支援（補助率10/10、上限700円/㎡））

10,000

芝生化促進技術アドバ

イス

鳥取方式の芝生化を推進するため、専門的なノウハウを有するＮＰＯ法人

「グリーンスポーツ鳥取」をアドバイザーとして、技術指導を行う。

790

合計 10,790

 ３　その他（改善点等）

　芝生化については、令和７年度に新たに保育園１園を支援。県内保育所及び幼稚園の約５割、県内小学校の約

３割が鳥取方式により芝生化されている。

（注）起債欄の<　>書きは交付税措置額を除いた額である。
　　　県費負担額は、起債欄の<　>書きの金額に一般財源の金額を加算した額である。
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令和８年度一般会計当初予算説明資料
２款　総務費
　２項　企画費  スポーツ 課 （ 内線 ： ７９１９ ）
　　５目　スポーツ振興費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 本年度 前年度 比　較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 鳥取県ゆかり
のアスリート
を活用した特
別アドバイ
ザー事業

1,500 1,500 0 1,500

 トータルコスト 11,035千円（前年度　10,753千円）［正職員：1人、会計年度任用職員：0.4人］

 １　事業の目的、概要

　競技力向上及び競技人口拡大を図るため、スポーツ分野において顕著な成績を収められた鳥取県ゆかりのアス
リートに「鳥取県スポーツ特別アドバイザー」を委嘱し、その「指導力」と「人脈」を活かして、運動部活動の
指導や指導者等への講習を行う。

 ２　主な事業内容

事業名 内容 予算額
特別アドバイザー派
遣事業

鳥取県ゆかりのアスリートに「鳥取県スポーツ特別アドバイザー」を委嘱し、
アドバイザーの「指導力」や「人脈」を活かした部活動の指導や指導者等への
講習会を開催し、競技力向上、競技人口の拡大を図る。
・高校部活動や講習会等へのアドバイザー派遣
・県外学校との強化練習試合誘致補助金（補助率１／２、上限：300千円）

1,500

 ３　その他（改善点等）

　令和５年度に川口和久氏（野球）を「鳥取県スポーツ特別アドバイザー」に委嘱し、派遣指導等を実施した結
果、令和６年度には指導校が中国大会で準優勝、全国選抜高校野球大会へ出場するなど成果が現れている。引き
続きアドバイザーの高校派遣や指導者等への講習会の実施を通じ、競技力向上を目指す。

<460,500>米子アリーナ
整備事業 1,023,839 627,818 396,021 921,000 102,839県費負担

563,339

 トータルコスト 1,027,051千円（前年度　630,973千円）［正職員：0.4人］

 １　事業の目的、概要

　鳥取県立米子産業体育館、米子市民体育館、米子市営武道場を統合し、民間活力やノウハウを活用するＰＦＩ
手法により、県・米子市共同で新たに米子アリーナを設置する。

 ２　主な事業内容

　米子アリーナ整備に係る経費を負担する。
　R8年度は基礎工事を完了し、建屋工事にとりかかることから工事費が増額
　　※地方自治法に基づく事務委託により米子市が契約締結、県は米子市に負担金を拠出。
　　　県負担割合：１／２
　
　（１）契約期間
　　　　令和６年３月19日から令和24年３月31日まで（運営期間15年を含む）

　（２）業務範囲
　　　　・施設整備業務（設計・建設業務等）
　　　　・維持管理業務（アリーナの運営、保守管理、修繕等）（R9～R23）

 ３　その他（改善点等）

　令和６年３月にＰＦＩ事業者と契約を締結し、競技団体や福祉団体等と意見交換を行い、意見をとり入れなが
ら、令和６年10月に基本設計業務を終了し、令和７年５月に実施設計業務を完了。令和７年６月より建設に着工
しており、引き続き供用開始に向けて整備を進める。

（注）起債欄の<　>書きは交付税措置額を除いた額である。
　　　県費負担額は、起債欄の<　>書きの金額に一般財源の金額を加算した額である。
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令和８年度一般会計当初予算説明資料
２款　総務費
　２項　企画費  関西 ワールドマスターズゲームズ 課 （ 内線 ： ７９０３ ）
　　５目　スポーツ振興費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 本年度 前年度 比　較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

債務負担行為

40,841
債務負担行為

40,841
債務負担行為

40,841

 ワールドマス
ターズゲーム
ズ2027関西鳥
取県大会開催
準備事業

120,459 16,751 103,708 120,459

 トータルコスト 160,604千円（前年度　31,736千円）［正職員：5人］

 １　事業の目的、概要

　2027(R9)年5月に関西一円で開催される世界最大級（海外2万人・国内3万人）の「参加型」国際総合スポーツ大
会「ワールドマスターズゲームズ2027関西(ＷＭＧ)」に向け、競技準備やボランティア募集等の開催準備を進め
るとともに、県内競技の参加促進並びに県内及び関西周遊によるスポーツツーリズムの発展につなげる。

 ２　主な事業内容

細事業名 内容 予算額

１競技準備・推
進事業

○開催市町実行委員会負担金
　競技運営、会場設置、交通、おもてなし等の準備や参加者募集等を実施する
　開催市町実行委員会に負担金を交付する　※負担割合は県:市町＝2:1

40,987

２参加促進・機
運醸成事業

○参加促進
　エントリーＰＲ、ＷＭＧ応援アンバサダー等活用、関西エリア等と連携した
　参加者獲得
○県内機運醸成
　開催１年前イベント、ボランティア募集・確保、本県開催４競技のパンフ
　レット、のぼり、横断幕等の作成

18,600

３スポーツツー
リズム促進事
業

○誘客促進
　米子発着国際便を利用した韓国・台湾等からの大会参加者獲得、関西からの
　誘客周遊促進、本県競技参加者等の県内周遊促進

14,370

４おもてなし充
実化事業

○ボランティアセンター運営
　ボランティアの募集、研修、配置等を行うボランティアセンターを運営
○マスターズビレッジ設置運営
　選手受付・交流拠点設置の準備（鳥取駅前風紋広場）
○街中装飾
　大会期間中、空港や主要駅等で参加者等を歓迎する装飾の準備

40,022

５WMG組織委
員会負担金

○組織委員会への負担金
（派遣職員の人件費を13府県市で均等割）

3,480

６標準事務費 3,000

合計 120,459
 
※事業が複数年度（R8～R9年度）に渡る40,841千円については、債務負担行為として設定

＜ＷＭＧ2027関西大会概要＞
・ 期　　間： 2027年5月14日（金）～5月30日（日）
・ 開催競技： 35競技59種目（13府県政令市で開催）

＜県内開催競技概要＞
市町名 競技名（競技会場） 種目名 競技実施日 募集人数

アウトドア 5/15（土）～18（火）4日間 600人鳥取市 アーチェリー
（ヤマタスポーツパーク） インドア 5/15（土）～18（火）4日間 408人

トラック 5/19（水）～22（土）4日間 550人倉吉市・
北栄町

自転車（倉吉自転車競技場/
倉吉市・北栄町特設ロードコース） ロード 5/23（日）　　　　　1日間 1,100人

米子市 柔道（県立武道館） - 5/21（金）～23（日）3日間 500人
湯梨浜町 グラウンド・ゴルフ（潮風の丘とまり） - 5/28（金）～29（土）2日間 672人

3,830人

 ３　その他（改善点等）

　組織委員会、開催市町、競技団体等と連携し、競技関係を中心に大会に向けた準備を進めるとともに、国内外
の様々な大会等でＷＭＧ参加者層等へＰＲを実施している。
　国外ではR7年5月に先催大会として開催されたＷＭＧ2025台湾大会のほか、韓国、モンゴル、スペイン等約1万
人に大会等をＰＲ、国内では全国各地で開催される大規模大会を中心に、万博、国スポ滋賀大会、ねんりん岐阜
大会等で約3万人に大会と誘客をＰＲした。
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令和８年度一般会計当初予算説明資料
２款　総務費
　２項　企画費  文化財課 （ 内線 ： ７９３７ ）
　　６目　文化財保護費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 本年度 前年度 比　較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 （新）県内文
化財防災等推
進事業

1,680 0 1,680 1,680

 トータルコスト 2,483千円（前年度　0千円）［正職員：0.1人］

 １　事業の目的、概要

　鳥取県中部地震から10年の節目に当たり、改めて県内文化財の防犯・防災対策について調査したところ防災・

防犯設備が未設置の県指定文化財が散見された。加えて、昨今、全国的に文化財の盗難や火災・災害による破損

案件が多発していることから、文化財指定後２年間に適用される有利な制度を年限を区切って活用することで、

重要度の高い県指定文化財について、所有者に防犯・防災設備の設置を促していく。

 ２　事業内容

○対象文化財・要件、対象事業
対象文化財 要件 対象事業

本事業

県指定有形文化財 

　（美術工芸品・建造物）

県指定民俗文化財 

防災・防犯対策が必要と考えられる文化財のう

ち、防災・防犯設備未設置で、かつ技術的な理

由等により設置が困難であったが技術の進歩や

規制緩和（自動火災報知設備の無線化等）によ

り設置が可能となった案件に限定

〔事業期間〕令和８～10年度

消火設備

自動火災報知設備

防犯設備

通常 同上 新規指定後２年間 同上

○事業主体

　文化財所有者等（＝文化財を所有または管理する個人・団体）

○補助率

　県補助率７０％（うち２０％は市町村を経由しての間接補助）

　※既存の県補助制度における通常の防災施設等整備事業は県補助率５０％

　〈事業費に対する負担割合〉

県補助金
７０％

市町村補助金
２５％

所有者
負担
５％

 ３　その他（改善点等）

文化財に関わる地域の人材不足・減少が進むなか、地域に残る文化財の保護が難しくなっている。自然災害 

の激甚化に加え、県指定文化財も指定後年月が経ち無住の寺社が増加や所有者の高齢化が一層進むなど保護

に対する不安が増し、文化財を取り巻く環境は年々厳しさを増している。

文化財防災・防犯対策は喫緊の課題であり、防災等対策に不備のある文化財に対して必要な設備等の設置を 

急ぐことはもちろん、文化財の保護に関わる地域の人材を増やす取組が必要である。

平時における文化財の防災・防犯対策については、文化財所有者研修会や市町村文化財保護行政担当者会議 

において消防局等関係機関の協力を得ながら意識啓発や理解促進を図っている。
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令和８年度一般会計当初予算説明資料
２款　総務費
　２項　企画費  文化財課 （ 内線 ： ７７６０ ）
　　６目　文化財保護費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 本年度 前年度 比　較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 「とっとりの
誇り」文化遺
産活用推進事
業

3,707 3,878 △171 3,707

 トータルコスト 7,722千円（前年度　7,822千円）［正職員：0.5人］

 １　事業の目的、概要

　鳥取県の文化財保存活用大綱に基づき、本県の優れた文化財を教育資源や観光資源として保存・活用するた

め、地域学習や地域振興活動への支援等を行う。

 ２　主な事業内容

（１）文化遺産保存活用の推進

細事業名 内容 予算額

文化遺産の保存・

伝承・活用の推進

・各市町村が取り組む文化財保存活用地域計画を支援する。

・無形文化財の保存・伝承・活用するための一般向け講習会を実施する。

・県内の文化遺産を周遊するための解説看板を設置する。

1,208

（２）未来を担う子どもたちへの文化財学習

細事業名 内容 予算額

本物に触れる～ふ

るさとの文化財を

学ぶ知楽塾

　身近な地域の歴史遺産（遺跡、建造物など）や民俗（暮らしの道具、まつり、

伝統芸能など）を学ぶ文化財学習を希望する学校において実施する。

＜事業例＞

・地域の文化財（史跡・伝統芸能・手工芸など）の調べ学習や体験授業

・地域の文化財に詳しい講師による授業

・市町村及び県の文化財担当職員による出前講座・出前古代体験

550

「ふるさと未来創

造工房」の開催

　無形文化財保持者など文化財に関わる各分野第一人者を講師として、子どもを

対象とした体験講座を実施する。

1,835

（３）日本刀とたたらを活用した魅力発信事業

細事業名 内容 予算額

調査研究 　古伯耆物等刀剣類の調査を行う。 114

 ３　その他（改善点等）

　これまでに文化財保存活用地域計画を作成した県内市町村は３市町（北栄町、日野町、米子市）あり、令和７

年度から倉吉市が作成に着手している。
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令和８年度一般会計当初予算説明資料
２款　総務費
　２項　企画費  文化財課 （ 内線 ： ７７６０ ）
　　６目　文化財保護費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 本年度 前年度 比　較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 文化財保護指
導費

16,884 16,833 51  840 16,044

 トータルコスト 34,825千円（前年度　34,314千円）［正職員：2人、会計年度任用職員：0.5人］

 １　事業の目的、概要

　文化財の指定及び調査、市町村等への支援により、県民の共有財産である文化財の適切な保護と管理を行う。
特に、近年の文化財の火災頻発を受け、文化財防災・防犯対策事業（普及啓発等）を行う。

 ２　主な事業内容

細事業名 内容 予算額
１ 鳥取県文化財保護審議会会議費 ○鳥取県文化財保護審議会において文化財指定等に係る審

議を行う。
○鳥取県文化財保存活用大綱の更新・改訂に係る検討を行
う。

1,493

２ 文化財保護調査指導費 ○文化財の所有者・管理者、市町村文化財主管担当者に対
する文化財保護に係る指導・助言等を行う。

1,929

３ 指定文化財フォローアップ調査指
導費

○指定文化財の現状確認・再調査や樹木医診断を実施す
る。天然記念物（動物）の保護指導等を支援する。

2,300

４ 鳥取県文化財防災・防犯対策事業
費

○文化財所有者等に対し防災・防犯対策の研修を行うとと
もに、防災・防犯設備の整備の促進を図る。

139

５ 銃砲刀剣類登録審査事業費 ○銃砲刀剣登録審査会を開催する。 240

その他事務費 10,783

「鳥取県の文
化財」情報発
信事業

8,827 8,827 0 1,500 7,327

 トータルコスト 23,279千円（前年度　23,024千円）［正職員：1.8人］

 １　事業の目的、概要

　県内等の歴史や文化を誇りに思い大切に感じてもらうため、文化財に関する情報を県内外に発信する。

 ２　主な事業内容

細事業名 内容 予算額
１ 文化財巡り ○現地を訪れた見学者に文化財を理解してもらうための解説看板を設置す

る（5ヵ所）。
2,449

２ 展示会・見学会 ○新指定文化財の展示会・見学会等を開催する。
○遺跡や文化財等の歴史遺産について文化財主事が各地に出向いて行う出
前講座等を実施する。

3,378

３ 「温泉文化」調査
研究(国1/2)

○日本の「温泉文化」をユネスコ無形文化遺産登録を目指して普及啓発や
調査研究を実施する。

3,000
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令和８年度一般会計当初予算説明資料
２款　総務費
　２項　企画費  文化財課 （ 内線 ： ７５２５ ）
　　６目　文化財保護費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 本年度 前年度 比　較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 「鳥取県の文
化財」調査研
究事業

21,020 32,409 △11,389 21,020

 トータルコスト 25,837千円（前年度　37,141千円）［正職員：0.6人］

 １　事業の目的、概要

　文化財の国・県指定、登録等に必要な学術的な評価を行うための調査研究を実施する。

　また、文化財調査や今後の保存修理・維持管理に必要な人材育成を行う。

 ２　主な事業内容

細事業名 内容 予算額

建造物調査 ○消滅の可能性が高い歴史的建造物に対し現況調査を行う。

○指定候補建造物として学術的に評価するための詳細測量調査

を行う。

9,684

民俗文化財・無形

文化財調査

○民俗文化財・無形文化財を学術的に評価するための調査（郷

土食等）を実施する。

696

歴史資料・美術工

芸品等調査、記録

○指定候補の歴史資料を学術的に評価するための調査を実施す

る。

○美術工芸品等の指定に際し、記録写真を撮影する。

771

調査・記録

名勝庭園調査 ○未指定の名勝庭園を対象に令和2～5年度に実施した総合調査

の成果に基づき、指定候補庭園として学術的に評価するための

詳細調査を行う。

8,593

技術者育成等 庭園技術者講習、

ヘリテージマネー

ジャー研修

○造園技術者を対象に、文化財庭園の保存・管理のために必要

な知識や技能について実践的な技術講習を実施する。

○文化財建造物の調査、保存活用に携わる鳥取県ヘリテージマ

ネージャーを対象としたステップアップ研修の経費を支援す

る。

1,276

 ３　その他（改善点等）

これまでの調査研究成果をもとに、令和7年度は計7件が県指定文化財等となった。 

　　（内訳：美術工芸品3件、考古資料2件、史跡1件、無形文化財1件）

鳥取県では約60名のヘリテージマネージャーが育成されており、ステップアップ研修の受講を通じて知識を蓄 

えながら歴史的建造物の現況調査や保存修理の支援等に協力している。
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令和８年度一般会計当初予算説明資料
２款　総務費
　２項　企画費  とっとり 弥生 の 王国推進課 （ 電話 ：0857-30-4110 ）
　　６目　文化財保護費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 本年度 前年度 比　較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

債務負担行為

19,412
債務負担行為

19,412
債務負担行為

9,706

債務負担行為

6,000

債務負担行為

<受託事業収入>

3,300

債務負担行為

406

<58,800>
<受託事業収入

>

 青谷かみじち
史跡公園整備
事業

306,269 43,701 262,568  142,722 84,000 55,313 24,234
県費負担

83,034

 トータルコスト 322,327千円（前年度　51,588千円）［正職員：2人］

 １　事業の目的、概要

　保存状態の良い多種多様な道具類、生活廃棄物、人骨、朝鮮半島や中国大陸に由来する品々が出土することで
知られる全国屈指の弥生時代遺跡「青谷上寺地遺跡」の適切な保存活用のため、必要な史跡整備を実施する。

 ２　主な事業内容

　史跡公園北側地区（遺跡発見ひろば、古代山陰道等）の工事用道路設置工事、敷地造成工事などの土木工事、
遺構展示施設基本設計・地質調査、展示設計委託業務を実施する。

項目 内容 予算額
土木工事 敷地造成工事、構造物撤去工事　等 270,490
建築工事設計 遺構展示施設基本設計・地質調査 11,757
展示設計 遺構展示施設展示設計 12,309
移転補償 電柱等移転 10,414

【債務負担行為】・内　容：遺構展示施設・東屋建築工事設計業務委託
　　　　　　 　 ・期　限：令和9年度
　　　　　　　　・限度額：19,412千円

＜北側地区の整備計画＞
年度 整備事業内容

R6～7 現地測量、実施設計
R8 土木工事、遺構展示施設基本設計及び地質調査、電柱移転補償
R9 土木工事、遺構展示施設及び東屋の実施設計
R10 土木工事、遺構展示施設及び東屋の建築、遺構展示物の製作
R11 供用開始（予定）

 ３　その他（改善点等）

・令和2～5年度で史跡公園南側地区の展示ガイダンス施設、公園整備（弥生の湿地ひろば等）が完了し、令和6年
3月24日に青谷かみじち史跡公園開園(入園者数累計63,290人(R7.12末現在))。

 ＜参考＞　グランドデザインと令和8年度整備箇所（青囲み部分）

　　

（注）起債欄の<　>書きは交付税措置額を除いた額である。
　　　県費負担額は、起債欄の<　>書きの金額に一般財源の金額を加算した額である。
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令和８年度一般会計当初予算説明資料
２款　総務費
　２項　企画費  とっとり 弥生 の 王国推進課 （ 電話 ：0859-37-4000 ）
　　６目　文化財保護費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 本年度 前年度 比　較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

<24,500>
 むきばんだ史
跡公園整備事
業

73,537 76,437 △2,900  23,221 35,000 15,316県費負担
39,816

 トータルコスト 92,004千円（前年度　94,577千円）［正職員：2.3人］

 １　事業の目的、概要

　国史跡妻木晩田遺跡を適切に保存・管理するとともに、公開・活用するために必要な遺構整備、環境整備等を
行う。

 ２　主な事業内容

区分 内容 予算額
既公開施設修繕等事業 ・洞ノ原地区復元建物修繕（竪穴式住居の茅葺き替え等）

・災害復旧（斜面崩落のため土砂に埋まった管理道復旧【松尾城地区】）
・はっくつ体感広場修繕

22,715

第１期後期整備等事業 ・仙谷地区墳丘墓群整備（土工及び放送設備実施設計）
・国史跡標柱制作・設置

46,407

とっとり弥生の王国調査
整備活用委員会

・委員会の開催
・有識者現地指導（仙谷地区墳丘墓群等の整備公開手法等の指導助言）

430

その他 ・茅葺屋根講習会　　　　　　　・交通案内板設置 700

事務費 3,285
計 73,537

 ３　その他（改善点等）

・仙谷地区墳丘墓群整備事業は令和3年度に基本設計から着手し、令和８年度の整備工事をもって第１期整備事業
は完了、令和９年度末公開予定。

・復元建物は日常的な点検によって状態を注視しながら、適時維持管理作業員による小修繕（指定管理者による
作業）を行い、経年劣化による損傷を最低限に抑制するとともに、公園景観を適切に維持している。

妻木晩田遺跡
発掘調査研究
事業

20,033 18,333 1,700 8,689 11,344

 トータルコスト 58,538千円（前年度　54,273千円）［正職員：1.7人、会計年度任用職員：6.6人］

 １　事業の目的、概要

　妻木晩田遺跡及び弥生時代の解明を行い、鳥取県の弥生時代の魅力を県内外に伝えるため、発掘調査、整理作
業、調査研究（資料調査、実験、教材作成等）、調査研究年報の作成を行う。

 ２　主な事業内容

区分 内容 予算額
発掘調査 ・重点調査（妻木新山地区４区） ・自然科学分析委託

・保存処理委託                 ・分布調査
9,270

とっとり弥生の王国調査
整備活用委員会

・委員会の開催
・有識者現地指導等（発掘調査についての指導助言）

174

調査研究 ・調査研究現地指導             ・学校教材作成
・研究年報作成

1,911

事務費（出土品整理作業事業費含む） 8,678

 ３　その他（改善点等）

　発掘調査研究年報及び発掘調査報告書を刊行し、学術的な調査研究の成果を企画展等で広く公開するととも
に、ホームページやFacebookにより速報的に情報発信を行っている。

（注）起債欄の<　>書きは交付税措置額を除いた額である。
　　　県費負担額は、起債欄の<　>書きの金額に一般財源の金額を加算した額である。
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令和８年度一般会計当初予算説明資料
２款　総務費
　２項　企画費  とっとり 弥生 の 王国推進課 （ 内線 ： ７９３４ ）
　　６目　文化財保護費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 本年度 前年度 比　較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

債務負担行為

4,488
債務負担行為

4,488
債務負担行為

4,488

 ｢とっとり弥生
の王国｣弥生人
+“ワン!”事
業 26,851 11,288 15,563  5,586 21,265

 トータルコスト 34,880千円（前年度　19,175千円）［正職員：1人］

 １　事業の目的、概要

　青谷上寺地遺跡は全国最多のイヌの骨も出土しており、ＤＮＡ分析を基とした青谷弥生犬の復元に取り組み、
また古代犬を通じた海外との学術交流を行うことで、遺跡の特徴的な学術研究の探求を図る。
　あわせて制作した青谷弥生人の復顔像とそのキャラクターを「とっとり弥生の王国」の象徴として活用展開
し、引き続き弥生文化に係る他地域との連携、企画展示やシンポジウム開催などにより、「とっとり弥生の王
国」のブランディングと弥生文化の価値・認知度を“ワン！”ランクアップさせる事業を行う。

 ２　主な事業内容

　

細事業名 内容 予算額

【新規】
「弥生犬」調査研究
事業

（１）青谷弥生犬復元事業
　「地下の弥生博物館」青谷上寺地遺跡からは全国最多の８８個体以上のイ
ヌの骨が見つかっており、従来の研究成果に加え、新たにＤＮＡ分析などの
理化学的分析に基づく「青谷弥生犬」の復元（骨格、生体の２体）を行う。
日本人に身近なイヌを通じて学術研究の深掘りを行い、弥生文化や遺跡等へ
の理解、興味関心に繋げる。

　※１年目：資料調査及び骨格標本作製
　　２年目：生体標本作製、シンポジウム開催、報告書作成
　※人と犬の両方が、骨の形態とＤＮＡ分析から精巧に復元されれば全国初の事

例。

【債務負担行為】・内　容：骨格模型作成委託
　　　　　　 　 ・期　限：令和9年度
　　　　　　　　・限度額：4,488千円

（２）韓国学術交流事業
　弥生時代と同時期のイヌが見つかっている韓国の勒島（ヌクト）遺跡と、
古代犬を通じた学術交流事業を行う。

11,043

【新規】
「青谷弥生人」推し
事業

（１）青谷弥生人を活用したガイダンス用動画制作
　これまでに復元した３体の青谷弥生人のキャラクターを元に「話す」「動
く」動画を作成し、弥生時代のナビゲーターとして活用する。

（２）関西圏を中心としたプロモーション広報

4,143

「とっとり弥生の王
国」ブランド化事業

（１）弥生文化研究発信事業（佐賀・岡山連携事業）
　弥生時代の主要遺跡がある九州地域の佐賀県、山陽地域の岡山県と連携
し、出土品や遺構等に関する調査研究を進め、日本列島の弥生文化の実像を
様々な角度から明らかにする。さらにその成果を内外に情報発信することで
弥生文化、「とっとり弥生の王国」のブランド力を高める。

（２）企画展開催事業［青谷かみじち史跡公園］
　青谷上寺地遺跡や県内外の出土品とともに、設定したテーマに沿って弥生
文化を紹介する展示を３回実施する。

（３）弥生の王国シンポジウム事業［むきばんだ史跡公園］
　弥生文化に関する調査研究成果を基にした講演、パネルディスカッション
などを実施することにより、「とっとり弥生の王国」について共に学び、新
たな価値を生み出す。

11,665

合計 26,851

 ３　その他（改善点等）

・弥生犬の調査研究や３県連携の研究発信事業により「とっとり弥生の王国」が弥生文化研究の第一線に立つよ
う取組を進める。
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令和８年度一般会計当初予算説明資料 

 

３款 民生費 
 １項 社会福祉費                                             福祉保健課（内線：７１４２） 

     １目 社会福祉総務費                                                    （単位：千円） 

事 業 名      本年度 前年度 比較 財 源 内 訳             
備考 

国庫支出金 起債 その他 一般財源 

（新）福祉人材確保・

定着促進事業 
8,000 0 8,000     8,000 

 

ト ー タ ル コ ス ト 8,803千円（前年度0千円）〔正職員：0.1人〕 

 

１ 事業の目的、概要 

少子高齢化による生産年齢人口の減少、労働市場の変化等を背景とした人材獲得競争の激化により、官民ともに

一部の技術・専門職の採用が困難となっていることを踏まえ、人材確保に向けた対策を推進する。 

福祉分野に共通した課題である人材不足を克服すべく、福祉人材養成のための修学資金を貸し付けるとともに、

介護・障がい・子育て分野の垣根を越えて奨学金返還の支援を行い、福祉分野の人材確保及び定着を図る。 

２ 主な事業内容 

（１）【継続】福祉人材養成のための修学資金貸付け ※国制度に基づく制度 

〇鳥取県保育士等修学資金 （子育て王国課計上） 

貸付対象 保育士養成施設に在学する者等 

貸付金額 最大１，６００千円 

貸付期間 養成施設に在学する期間（最大２年間） 

返還免除要件 養成施設を卒業した日から１年以内に保育士の登録を受け、県内の保育所等で

３年以上保育士等として引き続き従事したとき 

〇鳥取県福祉人材修学資金 （長寿社会課計上） 

貸付対象 介護福祉士養成施設に在学する者等 

貸付金額 最大１，６４０千円 

貸付期間 養成施設に在学する期間（最大２年間） 

返還免除要件 養成施設を卒業した日から１年以内に介護福祉士等の登録を受け、県内の社会

福祉施設等で３年間、介護等の業務に従事したとき 

（２）【新規】修学資金返還支援事業 8,000千円（単県） 

保育士等修学資金または福祉人材修学資金を借りた学生が県内の社会福祉分野事業所等で勤務する場合に、

当該修学資金の返還に係る経費を支援する。 

※上記の保育士等修学資金及び福祉人材修学資金は、返還免除となる要件（職種、勤務する事業所の種別等）

がそれぞれ厳格に規定されており、該当しない場合は全額返還が必要となる。 

【(参考)専門人材確保に係る関連予算】（新）地域を支える技術･専門職人材確保対策事業（総務部人事企画課） 

 項目 内容 予算額 

１ 県庁業務の

魅力発信 

公務のイメージ向上等を目的とした動画を制作する。その他、実務体験型インターンシッ

プ（有償インターンシップ）を実施する。 

1,194 

(別途人件費) 

２ 奨学金の 

返還支援 

技術・専門職員を確保するため、奨学金返還額の一部を支援する。 

＜対象者＞令和８年度に実施される県採用試験に合格し、鳥取県に以下の職種で採用され、

日本学生支援機構奨学金及び鳥取県育英奨学資金等の貸与を受けている者 

職種 薬剤師、獣医師、土木 
社会福祉 

(児童心理司･児童指導員･児童福祉司等) 

助成率 
及び 
限度額 

ア）無利子奨学金（助成率1/2） 
大学院・獣医学部・薬学部216万円、大学

144万円、短大・高専・専門学校72万円 
イ）有利子奨学金（助成率1/4） 
 大学院・獣医学部・薬学部108万円、大学
72万円、短大・高専・専門学校36万円 
※既卒者にも上記基準を適用 

ア）無利子奨学金（助成率1/4） 
 大学院108万円、大学72万円、短大・高
専・専門学校36万円 
イ）有利子奨学金（助成率1/8） 
大学院54万円、大学36万円、短大・高

専・専門学校18万円 
※既卒者にも上記基準を適用 

助成 
方法 

支給決定額を８年に分けて対象者へ支給 
（自己都合により離職した場合は、一定の要件のもと助成金の返還を求める。

条件 ８年間の就業継続義務 

【債務負担行為（令和10～17年度）】36,000千円 

0 

債務負担行為 

  36,000 
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令和８年度一般会計当初予算説明資料 

 

３款 民生費 
 １項 社会福祉費                                             福祉保健課（内線：７１４２） 

     １目 社会福祉総務費                                                    （単位：千円） 

事 業 名 本年度 前年度 比 較 
財  源  内  訳 

備考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

災害時における福祉

支援機能強化事業 

 

32,576 

 

33,535 

 

△959 

 

9,241 

 

 

（ 寄 附 金 ） 

5,000 

 

18,335 

 

 

ト ー タ ル コ ス ト 34,985千円（前年度 35,901千円）［正職員：0.3人］ 

 

１ 事業の目的、概要 

災害発生後に避難所等で福祉的支援を行う災害派遣福祉チーム（DWAT）を派遣するため、研修によるチーム員の

養成や関係機関との連携による派遣体制の強化等を図る。あわせて、被災地におけるボランティア活動を支援する

災害ボランティアセンターが県内で円滑に運営できる体制づくりや災害ボランティア団体等の活動経費の助成等

を行うことで、県内外の大規模災害時における福祉支援機能を確保する。 

 

２ 主な事業内容 

細事業名 内容 予算額 
DWATに関する事

業 

（１）登録の管理 基礎研修終了後の申請受付、登録手続、状況調査等 

（２）DWATチーム員への研修・活動訓練  

（３）体制強化に向けた意見交換、説明会等の開催 

（４）災害時に活用する活動資機材の整備 

【委託先】鳥取県社会福祉協議会 

【財源内訳】国（定額）、県 

16,610 

災害ボランティ

アセンター強化

支援事業 

（１）関係機関連絡会 ボランティア関係団体等との意見交換 

（２）運営者研修 災害ボランティアセンターの運営スタッフを養成する研 

修を地域住民・団体会員等を対象に実施 

（３）災害ボランティアセンター体制整備 市町村社協が行う災害時に備え 

た準備や災害時のボランティアセンターの立上げについて指導・助言を

実施 

（４）ICT導入及びICT活用研修 迅速な災害ボランティアセンター設置・運

営を行うICT導入に関する経費及び研修会の実施 

【事業主体】鳥取県社会福祉協議会 

【財源内訳】国（基準額の１/２以内）、県 

8,950 

大規模災害ボラ

ンティア活動応

援事業 

県内外の大規模災害時において、団体等が被災地ニーズに沿ったボランティア

活動を行う場合に要する経費を、クラウドファンディング型のふるさと納税に

よる寄附金により支援する。 

5,000 

災害時における

通信手段の確保 

災害により通信手段が絶たれた場合に、県に配備した非常用通信機器を医療機

関及び社会福祉施設等へ職員が持ち込み、通信手段を確保することで、被害状

況及び支援ニーズを把握し迅速な支援につなげる。 

2,016 
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令和８年度一般会計当初予算説明資料 

３款 民生費 １項 社会福祉費 １目 社会福祉総務費／４目 高齢者福祉費／12目 障がい者自立支援事業費 

２項 児童福祉費 １目 児童福祉総務費／５目 児童福祉施設費 

４款 衛生費 ４項 医薬費   ２目 医務費 

福祉保健課（内線：７１３９） 

                                                                 （単位：千円） 

事 業 名 本年度 前年度 比 較 
財  源  内  訳 

備考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

医療・社会福祉・保

育施設等物価高騰対

策支援事業 

  

966,917 

  

1,293,920 

 

△327,003 

 

966,917 

 

 

 

 

 

 

 

 

ト ー タ ル コ ス ト 970,932千円（前年度1,297,864千円）［正職員：0.5人］ 

 

１ 事業の目的、概要 

  エネルギー、食料品価格等の物価高騰の長期化により、光熱費等の負担増が継続していることから、県内の医

療機関、社会福祉施設、保育施設等を運営する事業者に対し応援金を支給する。 

 

２ 主な事業内容 

県内に所在する医療機関、社会福祉施設、保育施設等を運営する事業者に対し、施設区分、提供するサービス

種別等に応じた応援金を支給する。 

細事業名 内容 予算額 

(１)医療機関等物価
高騰対策支援事業 

【支給対象者】 病院、診療所、助産所、歯科技工所、薬局を運営する事業者 
【支給額】 ・病院：120～235千円/施設（6.7～21.7千円/病床を加算） 

※救急告示医療機関（精神科救急医療施設含む）120千円/施設を加算 
・有床診療所：85千円/施設（6.7～10.7千円/病床を加算） 
・無床診療所・歯科診療所：70千円/施設 
・助産所・歯科技工所・薬局：25千円/施設 

167,000 

(２)高齢者施設等物
価高騰対策支援事
業  

【支給対象者】 高齢者介護・福祉サービス事業所等を運営する法人 
【支給額】 ・訪問系施設：70～150千円/施設 

・通所系施設：100千円/施設（５千円/定員・人を加算） 
・福祉用具貸与・販売事業所：70千円/施設 
・居宅介護支援事業所：70千円/施設 
・(看護)小規模多機能型居宅介護施設：300千円/施設 
・入所・居住系施設：350千円/施設（16～20千円/定員・人を加算） 

 586,000 

(３)障がい児・者施設
等物価高騰対策支
援事業  

【支給対象者】 障害福祉サービス事業所等を運営する法人 
【支給額】 ・訪問系施設：70～150千円/施設 

・通所系施設（短期入所等）：55千円/施設（５千円/定員・人を加算） 
・通所系施設（生活介護）：140千円/施設（５千円/定員・人を加算） 
・入所系施設（施設入所支援）：350千円/施設（20千円/定員・人を加算） 
・補装具貸与・販売事業所：70千円/施設 
・居住系施設：100千円/施設（７千円/定員・人を加算） 

136,547 

(４)保護施設等物価
高騰対策支援事業 

【支給対象者】 保護施設等を運営する法人 
【支給額】 350千円/施設（20千円/定員・人を加算） 

3,700 

(５)保育施設等物価
高騰対策支援事業 

【支給対象者】 保育施設等を運営する事業者 
【支給額】 ・保育施設等：4.2千円/児童・人 

・児童養護施設等：25～33千円/入所児童等・人(世帯) 
８千円/通所児童・人 

・DV被害者等支援施設：37千円/施設 

73,670 

※支給単価は基本的にこれまでと同じ考え方に基づき設定 
※公立施設は支給対象外 
※医療機関等については、令和８年６月に予定されている診療報酬改定において物価高騰への対応が盛り込ま
れることから、改定までの間について支援を行う。 

 

３ その他 

 ・医療機関、社会福祉施設、保育施設等に対し、物価高騰に係る応援金を支給することにより、安心、安全で質の
高い医療や福祉・保育サービスの提供の維持を図っている。 

・国の臨時交付金を活用し、令和４年９月に応援金制度を創設して以降、継続的に支援を実施している。 
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令和８年度一般会計当初予算説明資料 
 

３款 民生費 

１項 社会福祉費                        孤独・孤立対策課（内線：７８５９） 
１目 社会福祉総務費                              （単位：千円） 

事 業 名      本年度 前年度 比較 財 源 内 訳             
備考 

国庫支出金 起債 その他 一般財源 

鳥取県再犯防止推

進事業 36,435 34,187 2,248 26,913   9,522 
 

トータルコスト 40,450千円（前年度 38,131千円）〔正職員：0.5人〕 

 

１ 事業の目的、概要 

（１）犯罪をした人が適切な福祉的支援等を受けることにより、再び社会を構成する一員となるようにする

ことで、再び犯罪をすることを防止し、県民が安全で安心して暮らせる地域づくりを行う。 

（２）第２期鳥取県再犯防止推進計画における成果指標：令和９年度末までに刑法犯検挙者中の再犯者数を

基準値から20％減らす。（基準値443人（平成29～令和３年の平均値）→354人（令和４～８年の平均値）） 

 

２ 主な事業内容 

細事業名 内容 予算額 

鳥取県再犯防止推

進会議 

国の関係機関、更生保護等に取り組む民間団体等と第２期鳥取県再犯防

止推進計画（令和５～９年度）の進捗管理や各団体の取組等にかかる情報

の共有等を行う。 

市町村等を対象とした研修会及び市町村等関係者・県との連携会議を実

施する。 

204 

地域生活定着支援

センター運営事業 

罪を犯した障がい者または高齢者に対し、福祉サービスや生活環境の調整

を行う。 

34,794 

保護司よりそい支

援事業 

保護観察終了者等（家族等も含む）からの相談に対応した元担当保護司に

対して経費（3,440円/１回）を支援するとともに、各保護司会が設置する「

更生保護サポートセンター」（鳥取、倉吉、米子保護区のみ）に相談支援体

制を整備する。 

地域連携のための会議等に参加した保護司に対して経費（1,460円/１回）

を支援する。 

1,437 

 

３ その他（改善点等） 
 令和５年度から６年度まで関係者（保護観察所、保護司会、地域生活定着支援センター）と地域生活定着

支援センターの支援対象とならない人への相談支援体制構築に向けた検討会を行い、その結果を踏まえ、令

和７年度から罪を犯した人の立ち直りを身近で支えてきた保護司を中心とした相談支援事業を開始した。 
今後も引き続き、幅広い相談窓口であることのわかりやすい発信や機会を捉えた広報を行い、罪を犯した

人の立ち直りを支援することで、再犯防止を推進していく。 
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３款 民生費 

１項 社会福祉費                       孤独・孤立対策課（内線：７１５８） 
１目 社会福祉総務費                              （単位：千円） 

事 業 名      本年度 前年度 比較 財 源 内 訳             
備考 

国庫支出金 起債 その他 一般財源 

官民連携による孤

独・孤立対策支援事

業 
31,892 26,329 5,563 21,218   10,674 

 

トータルコスト 36,709千円（前年度 31,061千円）〔正職員：0.6人〕 

 

１ 事業の目的、概要 

「鳥取県孤独・孤立を防ぐ温もりのある支え愛社会づくり推進条例」に基づき、孤独・孤立に悩む方の相談

窓口の設置等により支援の充実を図る。 

 

２ 主な事業内容 

細事業名 内容 予算額 

孤独・孤立を防ぐ温

もりのある支え愛社

会づくり審議会事業 

条例に基づく施策の実施状況を検証するため、「孤独・孤立を防ぐ温もり

のある支え愛社会づくり審議会」を開催する。 

（委員の構成：学識経験者、当事者団体、現場で支援を行う者） 

810 

孤独・孤立に関する

相談窓口設置事業  

孤独・孤立に関する様々な相談の総合的な窓口「生活困りごと相談窓口」

を設置し相談内容に応じた支援機関を案内する。相談者からの要望に応じ

て支援機関への同行を行うとともに、相談後の状況についてフォローアッ

プを実施する。 

＜窓口の概要＞  

・電話相談：年中無休  

・対面相談：東部・中部・西部の県立ハローワーク内に窓口を設置 

・LINE相談：24時間365日受付（令和７年10月～開始） 

23,668 

官民連携プラット

フォーム会議 

・「とっとり孤独・孤立対策官民連携プラットフォーム」会議の開催（年３

回程度） 

・加入団体および加入希望者を対象とした連携促進ワークショップの開催

（年２回） 

2,814 

 

「孤独・孤立対策官

民 連 携 プ ラ ッ ト

フォーム」広報・交流

経費補助 

プラットフォーム構成団体が行う孤独・孤立対策に関する広報活動・交

流活動（チラシ作成、講演会、フォーラム等）に必要な経費を支援する。 

・補助率：2/3 

・補助上限額：200千円 

600 

ピアサポート補助金 ピアサポートの推進を通じ、孤立を解消することを目的としてピアサ

ポートに取り組む県内団体等の活動を支援する。 

事業実施主体 補助率 補助上限額 

新規団体 9/10 
500千円 

新規団体以外の団体 1/2 
 

4,000 
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３款 民生費 

１項 社会福祉費                        孤独・孤立対策課（内線：７８５９） 
１目 社会福祉総務費                              （単位：千円） 

事 業 名      本年度 前年度 比較 財 源 内 訳             
備考 

国庫支出金 起債 その他 一般財源 

孤独・孤立対策市町

村等支援強化事業 
 

62,635 

 

66,179 

 

△3,544 

 

3,038 
 

(基金繰入金) 

3,000 
 

56,597 

 

トータルコスト 65,847千円（前年度 69,334千円）〔正職員：0.4人〕 

 

１ 事業の目的、概要 

複雑化・複合化した課題に対しては従来の属性別の支援体制では狭間のニーズ等への対応が困難であるこ

とから、創意工夫をもって属性を問わない包括的な支援体制を構築する市町村を支援するとともに、「とっと

り孤独・孤立サポーター」等の人材育成を行う。 

 

２ 主な事業内容 

細事業名 内容 予算額 

孤独・孤立に係る人

材育成 

＜孤独・孤立サポーター養成研修＞ 

地域の中で孤独・孤立という課題に関わろうとする県民を主な対象とし

て、孤独・孤立状態にありながら行政や支援機関が把握していない人を見

つけ出し、可能な限り対象者と支援機関の間に立ちつつ支援につなぎ、ま

た、地域における関わりづくりや見守りを行うなど、できる範囲で伴走支

援を継続する人材を育成する。 

＜専門研修＞ 

様々な困難を抱えた当事者、家族、地域の理解を深め、関係者・機関と

連携しながら支援を行う力量を高める研修を実施する。 

＜孤独・孤立サポーター交流会＞ 

孤独・孤立サポーターのフォローアップや活動実践者、市町村や支援機

関等職員の交流会を実施する。 

3,000 

鳥取県版孤独・孤立

解消支援事業 

ひきこもり、ヤングケアラー、老老介護、ひとり親家庭等に対するセー

フティネットやつながりの構築等、市町村の行う孤独・孤立対策に資する

事業（世帯訪問調査も含む）を支援する。 

補助金名（補助制度） 補助率 補助上限額 

孤独・孤立解消

支援事業補助金 

孤独・孤立対策支援 1/2 2,000千円 

孤独・孤立サポーター

と連携した孤独・孤立

対策支援 

1/2 150千円 

世帯訪問調査等支援事業補助金 10/10 1,000千円/市 

600千円/町村 
 

5,750 

包括的な支援体制整

備支援 

県社会福祉協議会職員等の派遣や研修会の実施等により、市町村による

包括的な支援体制の整備、充実を図る。 

4,055 

鳥取県重層的支援体

制整備事業交付金 

重層的支援体制整備事業交付金のうち、多機関協働事業等の事業費の

1/4を負担する。 

令和８年度交付申請予定市町村数：11市町 

49,000 

孤独・孤立対策に向

けたコミュニティの

力を引き出す事業 

孤独・孤立対策の観点で、地域におけるささえあいの仕組みや見守り活

動の好事例等を共有研究することにより、地域コミュニティの機能強化、

充実を図る。 

（情報交換会、事例集作成・横展開、アドバイザー等派遣） 

830 
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３款 民生費 

１項 社会福祉費                       孤独・孤立対策課（内線：７８５９） 
１目 社会福祉総務費                              （単位：千円） 

事 業 名      本年度 前年度 比較 財 源 内 訳             
備考 

国庫支出金 起債 その他 一般財源 

民生委員費 84,802 87,254 △2,452 750   84,052 
 

トータルコスト 90,422千円（前年度 92,775千円）〔正職員：0.7人〕 

 

１ 事業の目的、概要 

民生委員・児童委員制度の一層の理解の促進や、民生委員・児童委員の資質向上、活動しやすい環境の整備

を図るため、民生委員・児童委員の活動費（主任児童委員分を除く。）や研修、民生児童委員協議会の活動及

び各市町村による民生委員推薦会の開催等を支援する。 

 

２ 主な事業内容 

細事業名 内容 予算額 

民生委員活動費 民生委員・児童委員（主任児童委員を除く）及び単位（地区）民児協

会長に対して活動費を支給する。 

64,816 

民生児童委員協議会

等補助金等 

鳥取県民生児童委員協議会や地域民生児童委員協議会及び単位（地

区）民生児童委員協議会の活動に対しての補助や市町村が開催する民生

委員推薦会の開催に係る経費の一部負担、辞職する民生委員への記念品

贈呈を行う。 

19,176 

地区民児協会長等研

修事業委託料 

地区民児協会長及び中堅（３期以上）の民生委員・児童委員に対する

研修を実施する。 

542 

担い手確保対策事業

補助金 

民生委員の担い手確保に向けた創意工夫による取組を実施する市町村

を支援する。 

・補助率：3/4（内訳：国1/2、県1/4、市町村1/4） 

・補助上限額：国が別途定める 

268 
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３款 民生費 

１項 社会福祉費                       孤独・孤立対策課（内線：７１５８） 
１目 社会福祉総務費                              （単位：千円） 

事 業 名      本年度 前年度 比較 財 源 内 訳             
備考 

国庫支出金 起債 その他 一般財源 

ヤングケアラー支

援推進事業 20,802 15,086 5,716 12,221   8,581  

トータルコスト 24,014千円（前年度 18,241千円）〔正職員：0.4人〕 

 

１ 事業の目的、概要 

  ヤングケアラー等がいつでも相談できる体制の構築と孤立化防止に向けた対策の強化を図るため、ヤング

ケアラーの悩みや相談へ対応するための相談窓口等を設置するとともに、支援者のスキルアップを目的とし

た研修会等を開催する。 

 

２ 主な事業内容 

細事業名 内容 予算額 

支援の充実・孤立化防止 

 LINE相談窓口の設置 ヤングケアラーやその保護者、周りの関係者等がより気軽に相談

できるようLINEによる相談窓口を設置する（24時間365日受付）。 

7,660 

電話相談の24時間化 児童相談所・いじめ110番によるヤングケアラーに関する電話相

談を受け付ける体制を整備する（24時間365日受付）。 

539 

オンラインサロンの

開催、SNS 上の集いの

場の開設補助 

ヤングケアラー同士が悩みや経験を共有し合ったり、ピアサポー

ターの助言を受けることのできるオンラインサロンやSNS上の集い

の場を開設運営する事業者に対して、運営費の補助を行う。 

・補助率：10/10 

3,993 

【新規】ヤングケア

ラーコーディネー

ターの配置 

ヤングケアラーコーディネーターを１名配置し、市町村や教育機

関等関係機関からのヤングケアラーの支援に関する相談支援に対

応する。県教育委員会（生徒支援・教育相談センター）と連携し、

学校や教育現場と市町村等支援機関のつなぎ、支援体制構築・強化

を図る。 

5,566 

支援者のスキルアップ 

 フォーラム兼支援者

研修会 

県民全体が幅広くヤングケアラーに対する理解を深めるための

フォーラムと教育関係者、行政関係者、子どもに関わる専門職等が

ヤングケアラーを発見し支援につなげるための研修会を開催する。 

847 

支援機関の研修助成 各支援機関等がそれぞれの分野における課題や対応に関する研

修に要する費用を補助する。 

・補助率：10/10 

・１件あたりの上限額：80千円 

560 

理解促進・啓発 

 ヤングケアラー啓発

事業 

リーフレットやSNS等の広報媒体によりヤングケアラーの相談窓

口等を教育委員会と連携して子ども等に周知する。 

955 

ヤングケアラー出前

授業 

ヤングケアラー元当事者による出前授業を行い、学校関係者に対

してヤングケアラーの概念や相談窓口等の理解促進を図る。 

605 

関係機関の連携 

 ヤングケアラー支援

会議 

学識経験者等に助言を求めながら県におけるヤングケアラー対

策を検討する。 

77 
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令和８年度一般会計当初予算説明資料 
 

３款 民生費 

１項 社会福祉費                       孤独・孤立対策課（内線：７１５８） 
１目 社会福祉総務費                              （単位：千円） 

事 業 名      本年度 前年度 比較 財 源 内 訳             
備考 

国庫支出金 起債 その他 一般財源 

ひきこもり支援推

進事業 

債務負担行為 
6,624 

64,539 

 

 

50,444 

債務負担行為 
6,624 

14,095 

債務負担行為 

4,016 

36,089 
  

債務負担行為 
2,608 

28,450 

 

トータルコスト 79,794千円（前年度 65,429千円）〔正職員：1.9人〕 

 

１ 事業の目的、概要 

  ひきこもり問題の解決に向けた取組を推進するための体制を整備し、ひきこもり状態にある本人や家族等

を支援することにより、ひきこもりの状態にある本人の自立を促進し、本人及び家族等の福祉の増進を図る。 

 

２ 主な事業内容 

細事業名 内容 予算額 

とっとりひきこもり
生活支援センターの
運営 

ひきこもり者に対する生活・就労支援を中心とした相談事業や社会参
加促進事業（職場体験）等を実施する。 
・委託先：NPO法人鳥取青少年ピアサポート 

相談事業 ・コーディネーターの配置（11名) 
（東部６名・中部２名・西部３名配置し、拠点を整え、
相談支援等の充実を図る） 

・相談支援（電話、メール、SNS（LINE）、訪問） 
・関係機関との連携（連絡会の開催や参加、個別支援に
おける関係機関へのつなぎ） 

・市町村等への後方支援、情報発信 
・ひきこもり支援ネットワーク連絡会の開催 
・職場体験事業等連絡会への参加 

体験事業 ・職場体験事業のコーディネーターを配置 
・協力事業所と提携した職場体験事業 
・職場体験終了後の支援 

啓発事業 ・ひきこもりサポーター養成講座の開催 
・ひきこもり問題を考えるフォーラムの開催 
・その他情報発信 

 

52,857 

家族教室・精神科医
師の専門相談 

中・西部総合事務所で、家族同士の話し合いや学習等を行う家族教室、
精神科医師による随時相談を実施する。 

207 

【新規】ひきこもり
地域支援センター等
設置支援事業 

ひきこもりの相談支援拠点を新たに立ち上げる市町村を支援する。 
・補助率：3/4（内訳：国1/2、県1/4） 
・対象市町村：八頭町（ひきこもりステーション事業） 

11,475 
 

※とっとりひきこもり生活支援センター業務委託費の増額及び、令和８年度から職場体験者に応援金を支給
するため、債務負担行為（6,624千円）を設定する。 

 

３ その他（改善点等） 

職場体験を更に社会参加意欲の増進や動機付け等とするため、職場体験者本人に応援金（１千円/１日）を

支給する。 

・とっとりひきこもり生活支援センター運営状況 

＜職場体験者数＞ 

年 度 Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

体験者数 
（延日数） 

12 
（563） 

16 
（522） 

14 
（398） 

13 
（420） 

23 
（617） 

19 
（761） 

＜相談支援件数＞ 

年 度 Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

相談支援件数 
（延件数） 

221 
（2,655） 

222 
（3,134） 

238 
（3,253） 

255 
（3,959） 

296 
（5,528） 

277 
（5,494） 
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令和８年度一般会計当初予算説明資料 
 

３款 民生費 

１項 社会福祉費                       孤独・孤立対策課（内線：７６８８） 
１目 社会福祉総務費                              （単位：千円） 

事 業 名      本年度 前年度 比較 財 源 内 訳             
備考 

国庫支出金 起債 その他 一般財源 

（新）地域のきずな

推進支援事業 5,287 0 5,287    5,287 
 

トータルコスト 10,104千円（前年度 0千円）〔正職員：0.6人〕 

 

１ 事業の目的、概要 

少子高齢化、核家族化等の社会状況の変化に伴う単身高齢者世帯の増加とともに、身寄りのない方への支援

が必要となっており、市町村において苦慮するケースが発生して課題となっている。今後、増加が見込まれる

身寄りのない方が、これまでどおり住み慣れた地域において安心して生活できるよう、専門家・関係団体の知

見や地域住民の支え合い・つながり等を活用して、市町村による身寄りのない方を支える地域づくり・支援体

制を推進する。 

 

２ 主な事業内容 

細事業名 内容 予算額 

とっとり孤独・孤立対
策官民連携プラット
フォームのワーキン
ググループ 

とっとり孤独・孤立対策官民連携プラットフォームに身寄りのない方へ
の支援に関するワーキンググループを設置し、プラットフォーム団体、
権利擁護・福祉関係団体、行政等の実務者により、身寄りのない方の支
援策を検討する。（年４回） 
（メンバー：法律、権利擁護、福祉・医療団体、市町村、県関係部局） 

1,287 

市町村による身寄り
のない方への支援体
制整備事業 

市町村（圏域）における身寄りのない方等の困りごと・問題の予防や支
援・解決につながるモデル的取組を支援する。 
・市町村事業補助：補助率10/10、補助上限500千円 
・圏域事業補助：補助率10/10、補助上限1,000千円 

4,000 
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令和８年度一般会計当初予算説明資料 
 

３款 民生費 

１項 社会福祉費                       孤独・孤立対策課（内線：７８５９） 
１目 社会福祉総務費                              （単位：千円） 

事 業 名      本年度 前年度 比較 財 源 内 訳             
備考 

国庫支出金 起債 その他 一般財源 

家計負担激変緩和

対策事業 152,000 140,000 12,000 152,000    
 

トータルコスト 152,803千円（前年度 140,789千円）〔正職員：0.1人〕 

 

１ 事業の目的、概要 

  物価高騰が継続していることから、生活困窮者に対し、当面の生活を維持し自立に向けた活動が円滑に行わ

れるよう、緊急的な支援を実施する。 

 

２ 主な事業内容 

  物価高騰による家計への影響が大きい世帯等に対して、市町村が支援を実施する場合、補助金を交付する。 

（１）対象世帯への経済的支援 

・対象者：低所得者や多子世帯、児童扶養手当受給世帯等の物価高騰による家計への影響が大きい世帯

として市町村が支援する世帯 

・補助率：市町村が実施する支援に要する経費の1/2を補助 

・補助基準額：１世帯当たり７千円を上限とする 

・補助対象経費：現金給付のほか、現物給付も対象とする 

（２）（１）の実施に要する事務的経費 

・対象経費：文書発送料・振込手数料 

・補助額：１世帯当たり300円 

 

３ その他 
令和４年度から市町村と協調し生活困窮者等の当面の生活を維持するための緊急的な支援を実施している。 

  （参考）令和７年度当初予算   140,000千円 

      令和７年度６月補正予算 160,000千円 

      令和７年度９月補正予算 160,000千円 

      令和７年度12月補正予算  80,000千円 
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令和８年度一般会計当初予算説明資料 
 

３款 民生費 
１項 社会福祉費                        障がい福祉課（内線：７１９３） 
１目 社会福祉総務費                             （単位：千円） 

事 業 名      本年度 前年度 比較 財 源 内 訳             
備考 

国庫支出金 起債 その他 一般財源 

（新）介護人材
（介護・障がい）
確保促進事業 

12,553 0 12,553 1,600  

（基金繰入金）

450 

 

10,503 

 

トータルコスト 16,568千円（前年度 0千円）〔正職員：0.5人〕 

１ 事業の目的、概要 
介護・障がい福祉分野への人材確保につなげるため、介護職の魅力発信、外国人材を受け入れる団体に対

する補助、人材育成の支援等を行い、福祉人材の参入促進事業を行う。 

２ 主な事業内容 
細事業名 内容 予算額 

介護職の魅力発信事業 
 魅力発信できる介護職

員の育成（基金） 
介護職の魅力（価値）を自らが再発見し、対外的に発信できる人材を育
成するため、介護の魅力発信研修に県内の介護職員を派遣する。 

150 

学校と連携した活動 
（基金） 

生徒が介護の仕事への関心を持つとともに、介護福祉士養成校を通じた
介護職の入職を増加させるため、県内小中高校と連携して、新たに養成
校見学・体験授業を実施することとし、当該経費を支援する。（補助率
10/10） 
また、従来実施している中学校・高校向けメニューに加え、新たに小学
校向けメニューを構築する。  

300 

外国人材受入れ等支援事業（介護分野で実施している事業を障がい分野でも実施） 
 【外国人材受入れ】 

特定技能外国人材の受
入に伴う初期経費支援
事業（単県） 

一定の専門性・技能を有し、即戦力として期待できる特定技能外国人の
受入を促進するため、初期経費（人材紹介料、日本語・介護等研修等教
育費、登録支援機関による義務的支援経費、来日初年度の家賃費用等）
の一部を支援する。（補助率1/2） 
また、特定技能外国人を未受入の施設において、円滑な受入を支援する
ため、既受入施設における視察見学会を実施する。 

1,800 

【外国人材受入れ】 
在外機関と連携して行
うリクルート活動支援
事業（国庫2/3） 

法人が海外で在外機関（学校等）と連携し、来日希望者に対する説明会、
外国人材の情報収集、県内障害福祉サービス事業所等の情報提供、面接
や求人募集等のリクルート活動を行う場合に必要な経費を支援する。
（補助率10/10） 

1,500 

【外国人材受入れ】 
外国人介護人材が介護
現場で働きやすくする
ための環境整備事業 
（国庫2/3） 

外国人材が障害福祉サービス事業所で円滑に就労・定着できるよう、県
内受入施設等に対して、ツール等（携帯翻訳機、オンライン学習ツール
など）の導入費用や、ツール等が有効活用されるための環境整備（導入
研修、関連規程の整備など）に係る経費を支援する。（補助率3/4） 

900 

【外国人材受入れ】 
外国人留学生への奨学
金支給に係る支援事業 
（単県） 

日本語学校を経由して介護福祉士養成施設に留学する外国人留学生に
対し、就労予定先の介護施設等が支援する奨学金に係る費用（学費、居
住費、国家試験対策費、入学・就職準備金）を支援する。（補助率1/3） 

3,680 

【外国人材受入れ】 
外国人受入介護事業者
等に対する学習強化・
生活支援事業（単県） 

受入施設等において、外国人材への介護福祉士資格取得支援や生活支援
等を行う場合経費の一部を支援する。（補助率2/3） 

600 

各種研修参加に係る代
替要員の確保対策 
(単県） 

介護職員の資質向上とキャリアパスの構築を図るため、多忙な介護現場
で働く職員が多様な研修に参加することが可能となるよう、研修受講中
の代替要員確保のための経費に対し支援する。（補助率10/10） 

473 

介護人材キャリアアッ
プ研修支援事業(単県） 

障がい者支援に係る研修の受講経費を支援し、受講者の負担軽減を図
る。（補助率1/2） 

750 

人材確保体制構築支援
事業（経験年数が短い
ホームヘルパー等への
同行支援）(単県） 

事業所における経験年数の長いホームヘルパーの技術を着実に継承す
るため、当該ホームヘルパーが一定期間経験年数の短いホームヘルパー
や訪問業務に従事した経験のない介護職員等に同行する際に生じるか
かり増し経費を支援する。 

2,400 

３ その他 
  介護・障がい福祉分野における人材不足が深刻化していることを踏まえ、高齢者介護分野と障がい福祉分
野が連携し、人材確保に向けた支援策に取り組むことで、より効果的な施策を推進していく。 
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令和８年度一般会計当初予算説明資料 
 

３款 民生費 
１項 社会福祉費                        障がい福祉課（内線：７８６６） 
12目 障がい者自立支援事業費                           （単位：千円） 

事 業 名      本年度 前年度 比較 財 源 内 訳             
備考 

国庫支出金 起債 その他 一般財源 

（新）障がい福祉分

野におけるカスタ

マーハラスメント

対策事業 

1,075 0 1,075    1,075 

 

ト ー タ ル コス ト 1,878千円（前年度 0千円）〔正職員：0.1人〕 

 

１ 事業の目的、概要 

全国的に障がい福祉分野におけるスタッフ（訪問サービス含む）へのカスタマーハラスメントが大きな課
題となる中、今後ますます需要が高まる介護スタッフの確保・定着の観点も踏まえ、利用者やその家族等か
らのハラスメントに対して、職員の安全確保の一環として必要な取組を実施する事業者を支援する。 

 

２ 主な事業内容 

細事業名 内容 予算額 

介護職員等長
期定着支援事
業補助金 

利用者等からのハラスメントに対して、障がい福祉分野で働く職員の
安全確保の一環として必要な取組を実施する事業者を支援することによ
り、安心して働き続けられる労働環境を築くことを目的とする。 

（１）介護職員等安全確保対策推進事業 
 ＜補助対象者＞ 

県内で障害者総合支援法上の指定を受けた障害福祉サービス事業
所・施設等を運営する法人 

 ＜補助対象経費＞ 
   安全確保に必要な機器等の整備費用（通話録音装置、防犯装置等） 
 ＜補助率＞ 1/2 
 ＜補助上限額＞ １事業所あたり50千円 

 
（２）複数名訪問介護等支援事業 
 ＜補助対象者＞ 

県内で障害者総合支援法上の指定を受けた居宅介護事業所を運営
する法人 

 ＜補助対象経費＞ 
   複数名による居宅介護を行う場合の経費 

（※利用者からの同意が得られないために、障害福祉サービス等報 
酬上の加算が適用されない場合に限る。） 

 ＜補助率＞ 10/10 
 ＜補助上限額＞ 訪問回数×1,500円 
 

1,075 

障がい福祉分
野におけるカ
スタマーハラ
スメント対策
研修会（仮称）

障害福祉サービス事業所等職員の安全と質の高いサービス提供を目指
すことを目的に、障がい福祉分野におけるハラスメントの定義と適切な
対応方法や障害福祉サービス等の対応体制を整備する上での留意事項等
を学ぶ研修会を開催する。 
 

※長寿社会課が実

施する研修と合同

実施 
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令和８年度一般会計当初予算説明資料 
 

３款 民生費 
１項 社会福祉費                        障がい福祉課（内線：７８８９） 
12目 障がい者自立支援事業費                           （単位：千円） 

事 業 名      本年度 前年度 比較 財 源 内 訳             
備考 

国庫支出金 起債 その他 一般財源 

農福連携推進事業 
20,801 20,208 593 8,144   12,657 

 

ト ー タ ル コス ト 32,042千円（前年度 31,250千円）〔正職員：1.4人〕 

 

１ 事業の目的、概要 

農福連携等を通じた地域の課題解決や活性化等の仕組みをつくり、障がい者が安定的・継続的に関われる

就労機会の創出や工賃向上を目指し、農業者と就労系障害福祉サービス事業所（以下「事業所」という。）

とのマッチング等による農作業等の受託支援、自主農業に取り組む事業所への支援やマルシェの開催等を行

う。 

 

２ 主な事業内容 

細事業名 内 容 予算額 

農福連携マッチ
ング機能 
（国1/2） 

農業者と事業所の受委託を円滑に行うため、鳥取県内東中西部の各圏
域にコーディネーターを１名ずつ配置する。 
＜業務内容＞ 

農業者、事業所双方のニーズ把握、農作業のマッチング、契約支援等 

職員人件
費（福祉保
健課）で予
算措置 

農作業等の受託
環境の整備、自主
農業の生産性向
上等への支援 
（単県） 

 新たに農林水産分野の作業の受託に取り組む事業所を支援するほか、
新たに農業分野に新規参入する事業所の取組や、既に自主農業に取り組
んでいる事業所の生産性向上・事業拡大等に資する取組を支援する。 
＜農業分野等チャレンジ支援事業補助金＞ 

農林水産分野作業受託支援：補助率2/3、上限額   100千円 
ス タ ー ト ア ッ プ 支 援：補助率1/2、上限額   300千円 
自 主 農 業 支 援：補助率1/2、上限額 1,000千円 
専 門 家 派 遣 支 援：補助率1/2、上限額  250千円 

4,705 

農福連携による
地域づくり事業 
（国1/2） 

農福連携を地域に根差した取組に発展させるため、農福連携の意識啓
発や地域とのネットワークづくりを進めるとともに、事業所力向上・販
路拡大を見据えた事業所支援を行い、農福連携マルシェの開催、県内外
マルシェへの出店支援等を行う。 

16,096 

 

３ その他（改善点等） 
平成22年度から、全国に先駆けた取組として、鳥取県内の各圏域に農福連携コーディネーターを配置し、

農作業のマッチングを実施している。平成22年度から令和６年度の15年間で、2,587件の農作業をマッチン
グし、197,000千円を上回る作業料金が事業所に支払われた。 

 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

マッチング（件数） 264 296 231 276 326 

作業料金（千円） 18,886 22,222 22,936 32,493 31,354 
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令和８年度一般会計当初予算説明資料 
 

３款 民生費 
１項 社会福祉費                        障がい福祉課（内線：７８８９） 
12目 障がい者自立支援事業費                           （単位：千円） 

事 業 名      本年度 前年度 比較 財 源 内 訳             
備考 

国庫支出金 起債 その他 一般財源 

障がい者のはたら
き・自立のための工
賃向上事業 

51,189 47,151 4,038 22,344   28,845 
 

ト ー タ ル コス ト 56,809千円（前年度 52,672千円）〔正職員：0.7人〕 

 
１ 事業の目的、概要 

障害者就労継続支援事業所（以下「事業所」という。）に対して、各事業所の特徴に応じた支援を実施し、
工賃向上計画（第４期計画）の目標達成を目指す。 

 
２ 主な事業内容 

細事業名 内容 予算額 

１．総合相談窓口機
能の充実 

事業所からの相談にワンストップで対応する総合相談窓口機能を整え、
必要に応じて専門機関と連携して対応する。 

44,689 

２．共同受注窓口機
能の強化 

民需、官公需等の事業所への斡旋・調整等をワンストップで行う共同受
注窓口を設置し、受発注のマッチングを行う。また、企業・団体等との
ネットワークの構築、官公需等促進のための企画実施等により、共同受
注窓口の機能を強化し、民需、官公需等の増進を図る。 

３．事業所の実情・
課題等に合わせた
支援の実施 

事業所訪問等によるヒアリング・課題分析に基づき、各事業所の目標設
定や中長期事業計画作成の支援等、事業所の課題に応じた支援を行う。 

４．専門家派遣によ
る支援 

振興センターによる支援だけでは対応できない相談に対し、専門家を派
遣し、より専門的・効果的な支援を実施する。 

５．就労支援におけ
る「人づくり」プロ
グラムの実施 

事業所職員等の経験年数や職位に合わせた人材育成研修を実施し、福祉
とビジネス双方の視点やスキルを持った就労支援の「人づくり」を行う。 

６．振興センター職
員の支援力向上の
ための人材育成 

物価高騰や最低賃金の引き上げなど、就労継続支援事業所の課題は多様
化・複雑化してきていることから、外部講師の招聘による学習会の開催、
全国の工賃向上好事例等の視察、研修参加等により振興センター職員の
支援力向上を図る。 

【拡充】 
７．新たな工賃向上
プラン実現加速化
事業補助金 
（単県） 

利用者の満足度の向上及び工賃向上のため、利用者負担軽減に係る環境
整備、工賃向上に係る生産性向上、イベント出店等による販売促進、ス
ポーツ・芸術活動や季節ごとのイベントの開催など福利厚生の充実、職
員人材育成等に取り組む事業所を支援 
補助率1/2、上限200千円 
補助率2/3、上限300千円 ※専門家派遣による支援を受けた場合 

6,500 

※細事業１～６は、特定非営利活動法人鳥取県障がい者就労事業振興センターにコーディネーターを配置し
実施する。（国1/2、県1/2） 

 
３ その他 
・令和６年３月に第４期目となる工賃向上計画（令和６～11年度）を策定し、工賃支払総額を計画策定当初
の平成19年度比で４倍以上とすること、事業所利用者の満足度が限りなく100％に近づくよう利用環境の充
実を目指すことなどを内容とする「魅力ある就労Ｂ型実現目標」を設定した。 

・令和６年度の平均工賃は27,915円（前年度比570円増加）、工賃支払総額は約７億７千万円（前年度比約
2,300万円増加）といずれも過去最高となり、高い工賃水準を実現している。 

 
【特定非営利活動法人鳥取県障がい者就労事業振興センターの概要】 

設立趣旨 鳥取県内の就労継続支援事業所等における障がい者の仕事を活性化させるための調整・支
援を行う「鳥取県障がい者就労事業振興センター」を設置し、地域における障がい者の就労
の場の確保及び就労活動を通じた自立の促進を図る。〔設立時期：平成16年７月１日〕 

職 員 数 12名（総合相談・事業コーディネート、ワークコーポとっとり運営、農福連携等） 

事 務 局 （西部事務所）米子市糀町一丁目160（鳥取県西部総合事務所糀町庁舎１号館２階） 
（東部事務所）鳥取市商栄町403-１（ワークコーポとっとり内） 
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令和８年度一般会計当初予算説明資料 
 

３款 民生費 
１項 社会福祉費                        障がい福祉課（内線：７８６６） 
12目 障がい者自立支援事業費                           （単位：千円） 

事 業 名      本年度 前年度 比較 財 源 内 訳             
備考 

国庫支出金 起債 その他 一般財源 

親なき後を見据え
た地域生活サポー
ト事業 

72,620 68,968 3,652 2,568   70,052 
 

ト ー タ ル コス ト 73,423千円（前年度 69,757千円）〔正職員：0.1人〕 
 
１ 事業の目的、概要 
  親なき後を見据え、障がい者が地域で安心して暮らしていけるよう、住まいの場など地域資源の確保や、
市町村の運営する地域生活支援拠点の機能充実等の統合的な取組を実施し、支援体制の充実を図る。 

 
２ 主な事業内容 

細事業名 内容 予算額 
親なき後の安心サ
ポート体制構築事
業（国1/2） 

保護者が元気なうちに、障がいのある我が子の支援を段階的に関係機
関等へ託していく引継書である「安心サポートファイル」を、更に多く
の方に活用してもらえるよう更なる普及活動や周知を行う。  
また、同冊子の着実な全県普及と促進を図るため、普及員の設置及び

新規普及員の養成を行うとともに、普及員と関係機関等との連絡調整を
進めるコーディネーターを継続して配置する。 
［委託先］一般社団法人鳥取県手をつなぐ育成会 

4,897 

鳥取県障がい児・者
地域生活体験事業 

自立に向けた生活技術の習得や自立意欲を引き出すため、一戸建て住
宅等を利用した生活体験の場（生活体験ホーム）を提供する社会福祉法
人等に対して、その運営経費を補助する市町村を支援する。 

2,400 

【拡充】グループ 
ホーム施設整備事
業 

 更なるグループホームの整備促進を図るため、地域において特に必要
とされるグループホームの整備に対して支援を行う。 
【事業主体】社会福祉法人、NPO法人、営利法人等 
【対象事業】強度行動障がい者、重度障がい者の定員数を増加させる整

備や防災、減災に資する整備等、グループホームの創設（新築）、改
築・大規模修繕等（国庫補助協議不採択案件に限る） 

【補助対象経費】施設整備に必要な工事費及び設計監理費 
【補助率】補助対象経費の1/2（ただし国補助単価にあわせて別途補助上

限額を設定） 
※重度障がい者及び強度行動障がい者の受入れを行う場合に加え、地 

域ニーズを満たすための整備に対し補助金を加算する。 

49,583 

【新規】グループ 
ホーム施設整備強
化事業 

 東部圏域のグループホームが他圏域と比較して不足していることか
ら、鳥取市（中核市）が行うグループホームの整備に対して支援する。 
【対象事業】社会福祉施設等施設整備費補助事業で、鳥取市が国に協議

し、不採択となった案件で、鳥取市が支援する事業 
【補助率】鳥取市が補助する額の20/100 

10,000 

市町村連絡会の運
営 

地域生活支援拠点の運営に係る市町村連絡会を開催し、各市町村の取
組状況、手法、課題を共有することで、ノウハウの横展開を図り、全県
的な拠点の機能充実を図る。 

240 

【新規】地域生活拠
点機能強化支援事
業 

 地域生活支援拠点の機能を充実させる市町村の取組に対し、必要な経
費を補助する（補助率1/2）。 
【補助対象経費】障がい者の緊急時に対応するための受入れ先の調整や

地域移行の促進等の役割を担う地域生活支援拠点コーディネーター
の専門的な人材育成等に係る経費等 

5,000 

【新規】障がい者が
健診・がん検診を受
けやすい環境づく
り啓発事業 

 障がい者が健診等を受けやすい環境づくりを進めるため、市町村や健
診機関などに対して、障がい者の特性に応じた対応や課題等に精通した
有識者を講師として、啓発セミナーを開催する。 

500 

 
３ その他（改善点等） 

・安心サポートファイルの見直しを契機に、多くの方に活用してもらえるよう普及活動を強化する。 
・親なき後等の緊急時に備えた受入れ先の調整や連携体制の構築を担う地域生活支援拠点の機能強化、拠点
コーディネーターの育成や相談体制の強化のため、市町村に対する補助制度を創設する。 

・多様なニーズに応えるグループホーム等の障がい福祉事業所の整備を進めるため、同種サービス事業所が
存在しない市町村における整備や医療的ケアが必要な方が利用できる施設の整備等、複数の地域ニーズを
満たす施設整備に対し補助金を加算する制度を創設する。 
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令和８年度一般会計当初予算説明資料 
 

３款 民生費 
１項 社会福祉費                        障がい福祉課（内線：７２０１） 
12目 障がい者自立支援事業費                           （単位：千円） 

事 業 名      本年度 前年度 比較 財 源 内 訳             
備考 

国庫支出金 起債 その他 一般財源 

障がい者情報アク

セスモデル県推進

事業 
23,191 23,596 △405 3,455   19,736 

 

ト ー タ ル コス ト 26,403千円（前年度 26,751千円）〔正職員：0.4人〕 

 

１ 事業の目的、概要 

  障がい者の情報アクセシビリティ・コミュニケーション推進のための全国的なモデルとなるよう、障がい

者の情報保障に資する施策を推進する。 

 

２ 主な事業内容 

細事業名 内容 予算額 
障がい者ICTサポー
ト総合推進事業（国
1/2） 

鳥取県障がい者ICT相談窓口を設置し、ICT機器の利用機会の拡大や
活用能力の向上、情報アクセスの円滑化を支援する。また、音声に
よる特殊な操作が必要な視覚障がい者に対し、ICT機器の適切な操
作を説明できるよう支援者のスキルアップを図る。 

6,010 

視覚障がい者向け遠
隔サポート事業（単
県） 

スマホ・タブレットのカメラ機能により映し出された映像をもと
に、遠隔地にいるオペレーターが、利用者（視覚障がい者）の必要
とする視覚情報を音声で伝えるシステムにより、視覚障がい者の情
報アクセシビリティ向上を図る。 

6,000 

視覚障がい者情報ア
クセス向上事業（単
県） 

情報アクセスを向上する補助機能を備えたICT機器、拡大読書器な
どの購入を支援する。 

800 
 

同行援護従事者確保
推進事業（単県） 

視覚障がい者の情報アクセシビリティを支援する同行援護従事者
の確保と育成を図る。 

5,051 

マルチメディアデイ
ジー図書普及啓発等
のための設備整備及
び人材育成（国1/2） 

マルチメディアデイジー図書を閲覧するためのタブレット等を整
備し、研修・貸し出し等を行い、マルチメディアデイジー普及啓発
に努めるとともに、制作ボランティアを養成する。 

900 

コード化点字ブロッ
クによるアクセス向
上モデル事業（単県） 

コード化点字ブロック使用に係る保守料（設置場所：鳥取駅周辺） 
※コード化点字ブロック：既存点字ブロック上にコードを配置し、専用ア
プリで読み込むと組み込まれた情報を取得できる。 

200 

電話リレーサービス
等加入促進事業（単
県） 

日本財団電話リレーサービスが運営する電話リレーサービス及び
ヨメテルについて、県内のサービス利用者の利用料を支援する。ま
た、電話リレーサービスを利用するための機器を所有していない人
を対象に、導入経費を補助する。 

1,350 

ICTを活用した公共
施設等情報アクセス
向上事業（単県） 

レルクリア、遠隔手話サービスやUDトーク機能を備えたタブレッ
ト端末を設置した施設での利用促進やイベント等への貸し出し等
を行い、聞こえない・聞こえにくい人の情報アクセス向上を図る。 
また、端末を活用し、ソフトバンク（株）が全日本ろうあ連盟等と
連携して行うAIによる手話言語認識技術の発展のための実証実験
に参加する。 

2,880 
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令和８年度一般会計当初予算説明資料 
 

３款 民生費 
１項 社会福祉費                        障がい福祉課（内線：７６７５） 
12目 障がい者自立支援事業費                           （単位：千円） 

事 業 名      本年度 前年度 比較 財 源 内 訳             
備考 

国庫支出金 起債 その他 一般財源 

「あいサポート運
動2.0」事業 30,937 29,183 1,754 2,523   28,414 

 

ト ー タ ル コス ト 37,360千円（前年度 35,493千円）〔正職員：0.8人〕 

 

１ 事業の目的、概要 

平成21年度に本県でスタートしたあいサポート運動は、障害者差別解消法で規定する障がい者への合理的

配慮の提供に深く関係するものであり、15周年の節目を経て「あいサポート運動2.0」として運動の全県・全

国への浸透を更に加速させていく。令和６年４月から民間事業者にも「合理的配慮の提供」が義務化されて

いることも踏まえ、あいサポート運動を普及させていく中で合理的配慮の地域実装を進め、真の共生社会の

実現を図っていく。 

 

２ 主な事業内容 

細事業名 内容 予算額 
（１）合理的配慮の
地域実装を図るため
のあいサポート運動
の全県展開事業 
 

地域全体で法への理解やあいサポート運動への参画が進むよう、事業
者や若年層に対する普及啓発活動等を強化する。 
・地元団体を巻き込んだ地域全体でのあいサポート運動の普及活動 
・あいサポート企業拡大推進員等による普及啓発強化 
・業界団体による合理的配慮の提供の実践を浸透させるための独自取組
への支援 

・あいサポート企業の取組事例（好事例）発信強化 
・個別業種に特化した合理的配慮の提供の実践例等を学ぶ専門的研修会
の開催 

・民間事業者が実施する社会的障壁の除去に必要となる経費の助成 
・県内大学等と連携したあいサポート運動普及啓発 
・若年期からあいサポート運動を学ぶ機会の充実（学校でのあいサポー
ト運動の学習の全県的導入の推進、教職員向け研修会の開催） 

15,709 

（２）真の共生社会
の実現を図るための
あいサポート運動の
全国PR強化事業 

県外におけるあいサポート運動の機運を高め、日本全国で合理的配慮
の実践を進めていくため、あいサポート大使等と協働した全国PR活動を
行う。 

620 

（３）その他 
 

各種研修会や啓発等を通して、県民の障がい理解の促進を図る。 
・「あいサポート運動」研修等事業（あいサポーター研修、あいサポー
トメッセンジャー研修等） 

・あいサポート運動テーマソングを活用した広報 
・あいサポート運動の更なる推進事業（障害者週間の啓発、障がい者理
解促進公開講座等） 

・「鳥取県障がい者差別解消支援地域協議会」の開催 等 

14,608 

 

３ その他（改善点等） 
令和６年度の改正障害者差別解消法施行及びあいサポート運動15周年を経て、地域や企業等にあいサポー

ト運動を更に広めるため、公民館等地域での研修や県内大学等と連携し学生に対する研修を実施するほか、

あいサポート企業・団体が取り組んでいる社会的障壁を除去するための取組（好事例）の発信等により県内

企業へ取組の横展開を図るなど、あいサポート運動の地域実装をより一層進めていくとともに、福祉関係全

国団体等の協力を得ながら、全国の自治体にもあいサポート運動の連携を働きかけ、あいサポートの輪を全

国に広げていく。 

［令和７年12月末現在の状況］ 

   ◯あいサポーター数：734,004人（うち県内96,346人、県外（連携協定自治体合計）637,658人） 

  ◯あいサポート企業・団体数：3,307企業・団体（うち県内902企業・団体、県外2,405企業・団体） 
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令和８年度一般会計当初予算説明資料 
 

３款 民生費 
１項 社会福祉費                        障がい福祉課（内線：７６８２） 
12目 障がい者自立支援事業費                           （単位：千円） 

事 業 名      本年度 前年度 比較 財 源 内 訳             
備考 

国庫支出金 起債 その他 一般財源 

とっとり手話フェ

ス２０２６（全国高

校生手話パフォー

マンス甲子園等）開

催事業 

50,234 46,254 3,980   

（寄附金）
10,000 

 
40,234 

 

ト ー タ ル コス ト 62,029千円（前年度 57,555千円）〔正職員：1.0人、会計年度任用職員：1.0人〕 

 

１ 事業の目的、概要 

全国で初めて手話言語条例を制定した”手話の聖地”鳥取県で、「言葉の壁を越えて憧れる手話の大会」で

ある全国高校生手話パフォーマンス甲子園をはじめとした、総合的な手話言語啓発イベント「とっとり手話

フェス」を開催することで、次の時代の主役である高校生の手話言語に携わる道への関心を高めるとともに、

これまで手話とかかわりのなかった層や若年層にも広くアプローチし、手話言語の魅力・素晴らしさを体感

できる機会を設けることによりろう者と聞こえる人が互いに理解し共生する社会の構築や未来の手話に携わ

る人材確保を図る。 

 

 

２ 主な事業内容 

（１）開催日：令和７年９月 

（２）会 場：とりぎん文化会館 

（３）内 容： 

細事業名 内容 予算額 

第13回全国高校生手話パフォ

ーマンス甲子園 

全国の高校生によるチームが手話言語を使った歌

唱･ダンス･演劇･漫才などのパフォーマンスを披露

する。また、本大会の前日には、出場チーム、来賓

等参加の交流会を開催する。（次年度広報費を含む） 

17,296 

奉迎対策費 関係機関との協議や奉迎に要する経費（御視察経費 

等） 

24,706 

とっとり手話フェス２０２６ これまで手話言語に触れる機会のなかった方も含

め、より多くの方に手話言語を身近に感じてもらい、

その理解・普及推進を図るため、手話パフォーマン

スのステージや体験型のイベントなど、複数の手話

言語エンターテイメントイベントを実施する。 

7,508 

第62回献血運動推進大会にお

ける手話施策のPR 

若年層の献血推進に加え、鳥取県らしさあふれる大

会とするため、県内外の参加者へ鳥取県の福祉施策

を全面にPRする。（本県の手話施策等に関する展示、

手話のワークショップ、ミニ手話教室等の実施） 

724 
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令和８年度一般会計当初予算説明資料 
 

３款 民生費 
１項 社会福祉費                        障がい福祉課（内線：７２０１） 
12目 障がい者自立支援事業費                           （単位：千円） 

事 業 名      本年度 前年度 比較 財 源 内 訳             
備考 

国庫支出金 起債 その他 一般財源 

視覚障がい者情報

支援事業 93,657 84,091 9,566 32,905   60,752 
 

ト ー タ ル コス ト 95,263千円（前年度 85,668千円）〔正職員：0.2人〕 

 

１ 事業の目的、概要 

  情報の取得・利用、コミュニケーションに困難を抱える視覚障がい者等が、障がいの特性に応じたコミュ

ニケーション手段やその他情報を取得する手段により、円滑に情報を取得し利用できるよう各種事業を実施

する。 

２ 主な事業内容   
細事業名 内容 予算額 

【新規】視覚障害
者生活訓練等指導
者（歩行訓練士）
育成経費助成事業
（単県） 

東部・中部圏域に拠点を有する事業者が視覚障害者生活訓練等指導者（歩
行訓練士）を養成する場合、その必要経費を支援することで、東部・中部
圏域における歩行訓練士の確保を図る。 

3,239 

点字図書館運営費
補助金 
（国1/2、県1/2） 

社会福祉法人鳥取県ライトハウスが設置する点字図書館に対して運営費を
助成する。 

55,212 

視覚障がい者支援
センター運営事業
（単県） 

視覚障がい者に対する総合的な相談支援の拠点として各圏域に設置する「鳥
取県視覚障がい者支援センター」を継続して運営する。 

24,097 

その他、視覚障が
い者相談支援等事
業 

視覚障がい者の日常生活の自立と社会参加の促進を図るため、広報物等の点
字版・音声版の作成・提供及び中途視覚障がい者に対する生活訓練の機会の
提供、読書バリアフリーに向けた環境整備等を実施する。 
・点字・声の広報発行事業（国1/2、県1/2）        2,847千円 
・中途視覚障がい者生活訓練事業（国1/2、県1/2）         1,282千円 
・端末機器・ICT機器の使用等に係る研修会（国1/2、県1/2） 242千円 
・点訳・音訳ボランティア向けスキルアップ研修（国1/2、県1/2） 

125千円 
・点字指導員資格認定講習会及び音訳指導員認定講習会への派遣（単県）

208千円 

4,704 

地域生活支援事業 視覚障がい者の自立と社会参加の促進を図るため、歩行訓練、コミュニケー
ション訓練、日常生活訓練等を実施する。 
・視覚障がい者生活訓練事業（国1/2、県1/2）             1,464千円 
・点字による即時情報ネットワーク事業（国1/2、県1/2）   1,973千円 
・視覚障がい者向けICT機器活用支援事業（国1/2、県1/2）   300千円 
・補助犬育成事業（予防接種助成）（国1/2、県1/2）           69千円 

3,806 

補助犬育成事業 
（国1/2、県1/2） 

補助犬（盲導犬・介助犬・聴導犬）を育成し補助犬を必要とする身体障がい
者へ貸与する。 

1,998 

情報アクセス・コ
ミュニケーション
研究会の開催 
（国1/2、県1/2） 

情報アクセス・コミュニケーションに困難を抱える視覚・聴覚・盲ろう・音
声機能障がい者の意見を県政に反映させるため、情報アクセス・コミュニ 
ケーション研究会を開催する。 

102 

点字資料等作成費
補助事業（単県） 

障がい者団体がイベント等を開催する際の点字資料作成に要する経費を補
助する。 

300 

視覚障がい者移動
支援従事者資質向
上研修 
（国1/2、県1/2） 

視覚障がい者移動支援事業に従事している者の資質向上のため、日本盲人会
連合会が実施する研修に受講者を派遣する。 

199 
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令和８年度一般会計当初予算説明資料 
 

３款 民生費 
１項 社会福祉費                        障がい福祉課（内線：７６５５） 
12目 障がい者自立支援事業費                           （単位：千円） 

事 業 名      本年度 前年度 比較 財 源 内 訳             
備考 

国庫支出金 起債 その他 一般財源 

鳥取県社会福祉施

設等施設整備事業 111,677 125,727 △14,050 68,846   42,831 
 

ト ー タ ル コス ト 114,889千円（前年度 128,882千円）〔正職員：0.4人〕 

 

１ 事業の目的、概要 

障害福祉サービス事業所等、県内障がい福祉関係の社会資本の整備を促進するため、施設整備を行う事業

者に対して助成を行う。 

 

２ 主な事業内容 

細事業名 内容 予算額 

鳥取県社会福

祉施設等施設

整備費補助金 

利用者の環境改善、ハード面における県内の障がい福祉の向上、増進が図られ

るよう、社会福祉法人等による円滑な施設整備等を促進する。 

【事業主体】社会福祉法人、NPO法人、営利法人等 

【対象事業】障害福祉サービス事業所等の創設（新築）、改築・大規模修繕 

【補助対象経費】施設整備に必要な工事費及び設計監理費 

【補助率】3/4（財源：国1/2、県1/4、事業主体1/4） 

※国が別途定める基準額を上限とする。 

103,269 

鳥取県重度障

がい児者及び

強度行動障が

い児者利用施

設基盤整備事

業補助金 

重症心身障がい児者が、より地域で生活しやすくするため、日中活動の場にお

ける支援の充実、住まいの場（ショートステイ含む）の充実を図る。 

【事業主体】社会福祉法人、NPO法人、営利法人等 

【対象事業】重症心身障がい児者等を受け入れるために、生活介護事業所、グ

ループホーム、放課後等デイサービス事業所等を創設（新築）す

る事業等で、鳥取県社会福祉施設等施設整備費補助金において、

補助対象経費が国庫補助基準額を上回っている事業。 

【補助額】以下のうち、いずれか低い額 

１ 鳥取県社会福祉施設等施設整備費補助金における補助対象経

費から国庫補助基準額を除いた額に1/2を乗じた額 

２ 国庫補助基準額に1/4を乗じた額（福祉保健部長が特に必要と

認める場合は、国庫補助基準額に1/2を乗じた額） 

8,408 

 

３ その他（改善点等） 
＜近年の実績（社会福祉施設等施設整備費補助金のみ）＞ 
令和７年度 グループホームの創設１件 
令和６年度 グループホームの創設１件、多機能型施設の創設１件 
令和５年度 グループホームの創設１件 
令和４年度補正 多機能型施設の大規模修繕（非常用自家発電装置更新）１件 
令和４年度 グループホームの創設１件 
令和３年度補正 多機能型施設の大規模修繕１件 
令和３年度 グループホームの創設１件、自立訓練（生活訓練）事業所の大規模修繕１件 
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令和８年度一般会計当初予算説明資料 
 

３款 民生費 
１項 社会福祉費                        障がい福祉課（内線：７１９３） 
12目 障がい者自立支援事業費                           （単位：千円） 

事 業 名      本年度 前年度 比較 財 源 内 訳             
備考 

国庫支出金 起債 その他 一般財源 

重度障がい児者支

援事業 68,475 60,046 8,429    68,475 
 

ト ー タ ル コス ト 70,884千円（前年度62,412千円）〔正職員：0.3人〕 

 
１ 事業の目的、概要 

重度障がい児者等がより地域で生活しやすくするため、通所による日中活動の場における支援や在宅支援
の充実を図る障害福祉サービス事業所等運営法人に対して人件費等に対する助成を行うほか、入院・入所以
外では生活が難しいとされてきた医療的ケアを要する重度障がい者の地域における生活拠点づくりを促進す
る。 

 
２ 主な事業内容 

細事業名 内  容 予算額 

重度障がい児者日
中支援事業 
 

生活介護事業所、短期入所事業所、放課後等デイ事業所において、
重度障がい児者の日中支援を行う社会福祉法人等に対し、事業所運営
に要する経費の助成を行う。 
・実施主体：市町村  ・補助率：1/2 
・基準単価：生活介護利用者 一人当たり2,900円/日 

短期入所利用者 一人当たり6,700円/日 
放課後等デイ利用者 一人当たり1,900円/日 

36,394 
 

「鳥取県型（要医ケ
ア障がい者支援特
化型）生活介護事業
所」運営支援事業 

生活介護事業所において、超重度障がい者に対しサービスを提供す
る際に看護職員を配置し医療的ケアを行う社会福祉法人等に対し、事
業所運営に要する経費の助成を行う。 
・実施主体：市町村  ・補助率：1/2 
・基準単価：利用者一人当たり7,200円～13,900円/日 

13,118 

在宅重度障がい児
者等支援体制強化
事業 

訪問系サービスにおける、手厚いケアが必要な重度者への支援の提
供に対して、独自の加算制度を設ける。また、遠隔地の利用者宅への
移動や通院移動時（運転時）についても、事業者の負担を軽減するた
めの独自の加算制度を設ける。 
・実施主体：市町村  ・補助率：1/2 
【重度加算】基本報酬に一定率を乗じた額 
【遠隔地加算】サービス提供１回あたり最大で２千円 
【通院加算】通院等介助等のサービスを提供した場合に１回あたり 

最大で２千円 

3,590 

【拡充】医療的ケア
を要する重度障が
い者の地域生活推
進事業 

基準上必要な人員に加え常時看護職員を利用者 10 人あたり１名以
上(※)配置し、医療的なケアを必要とする重度障がい者に手厚い支援
を提供するグループホームに対し、運営費を補助する。 
・実施主体：市町村  ・補助率：1/2 
・補助額：  
（利用者10人以下の場合）26,300千円/年（県負担額13,150千円） 
（利用者11人以上の場合）30,345千円/年（県負担額15,173千円） 

(※)…夜間及び深夜に限り、利用者20人当たり看護職員１名とする。
また、利用者が11人以上の場合に、看護職員１名に限り人員配置
基準に定める従業員を兼ねることができる。 

15,173 

たん吸引研修等受
講奨励金交付事業 

たん吸引等の資格を得るための研修を受講する際に、サービス提供
をしていれば本来得られたであろう報酬額の 1/2 程度の奨励金を交付
し、資格取得者を増やす。 
補助額：受講者１人につき、研修課程に応じて10千円～23千円 

200 

 

３ その他（改善点等） 

  医療的なケアを必要とする重度障がい者に手厚い支援を提供するグループホームが持続可能に障がい福祉
サービスを提供できるよう、補助事業の拡充を行う。 
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令和８年度一般会計当初予算説明資料 
 

３款 民生費 
１項 社会福祉費                        障がい福祉課（内線：７６７８） 
12目 障がい者自立支援事業費                           （単位：千円） 

事 業 名      本年度 前年度 比較 財 源 内 訳             
備考 

国庫支出金 起債 その他 一般財源 

鳥取県障がい者アー

ト推進事業 
 

113,703 

 

116,894 

 

△3,191 

 

25,935 
 
（寄附金） 

5,000 

 

82,768 

 

ト ー タ ル コ ス ト 129,761千円（前年度 132,668千円）〔正職員：2.0人〕 

 
１ 事業の目的、概要 

平成26年度に開催した「第14回全国障がい者芸術・文化祭とっとり大会」や、平成28年に発足した「障が
い者の芸術文化活動推進知事連盟」と全国手をつなぐ育成会連合会等の全国団体との連携による「東京2020
オリンピック・パラリンピック」及び「2025大阪・関西万博」を契機とした全国発信の取組などの成果を引
き継ぎ、障がい者の社会参加と県民の障がい理解を更に広げていくため、「鳥取県障がい者による文化芸術活
動推進計画」に基づき、障がい者の文化芸術活動の推進を図る。 

 
２ 主な事業内容                                    

細事業名 内容 予算額 

「あいサポート・アートセン
ター」の運営（国1/2） 

障がい者が文化芸術を鑑賞及び創造・発表する機会の創出をは
じめ、情報発信、相談支援等の各事業を実施する障がい者文化
芸術活動拠点「あいサポート・アートセンター」を運営する。 
［委託先］あいサポート・アートセンター運営事業共同事業体 

33,476 

「鳥取県障がい者芸術・文化
活動推進委員会」の開催 
（単県） 

関係団体や市町村等と連携して、障がい者の芸術・文化活動の
振興方策等について検討する。 

880 

障がい者アート活動支援事業
補助金（単県） 

障がい者や障がい者が所属する団体等が県内で行う舞台発表、
展示会等の芸術・文化活動に対して支援を行う。 

17,350 

「あいサポート・アートとっ
とり祭」の開催（国1/2） 

障がい者が取り組む舞台芸術活動（音楽、演劇、ダンス等）の
発表と鑑賞の機会として毎年開催している「あいサポート・ 
アートとっとり祭」（鳥取県障がい者舞台芸術祭）を全国団体
と連携して開催し、県内外へ広く発信する。 

23,180 

「あいサポート・アートとっ
とり展」の開催（単県） 

障がい者が制作した芸術・文化作品（美術・文芸・マンガ）の
発表と鑑賞の機会として、「あいサポート・アートとっとり展」
（鳥取県障がい者芸術・文化作品展）を開催する。 

16,691 

障がいのある人とない人が共
につくる芸術の推進（単県） 

全国大会を契機に発足した障がいのある人とない人が共につ
くる劇団「じゆう劇場」の活動を支援する。 
［実施主体］鳥の劇場運営委員会（鳥取市鹿野町） 

19,000 

「フクシ×アート WEEKs」実
行委員会への支援（単県） 

鳥取市中心市街地で行われる障がい者アートイベントを開催
する実行委員会に対し支援する。（定額補助） 

1,000 

障がい児（者）にむけた舞台
芸術体験プログラム（単県） 

知的・発達障がい児（者）等が、舞台芸術公演を鑑賞しながら
鑑賞ルール等を学ぶプログラムの開催と併せて、文化施設職員
等が鑑賞支援のノウハウを学ぶ研修の場を提供する。 

1,776 

知事連盟に係る連絡調整費 
（単県） 

知事連盟加盟都道府県との連絡調整を行う。 350 

 
３ その他 

障がい者の芸術・文化活動の推進にあたり、「鳥取県障がい者による文化芸術活動推進計画」に数値目標を
定めている。 

＜主な数値目標と達成状況＞ 
アート活動取組団体数…令和11年度目標 70団体 ←令和６年度：50団体 
あいサポート・アートとっとり祭出演団体数…令和11年度目標 35団体 ←令和７年度：27団体 

あいサポート・アートとっとり展出展数…令和11年度目標 520点 ←令和７年度:466点 
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令和８年度一般会計当初予算説明資料 
 

３款 民生費 
１項 社会福祉費                        障がい福祉課（内線：７６７８） 
12目 障がい者自立支援事業費                           （単位：千円）       

事 業 名      本年度 前年度 比較 財 源 内 訳             
備考 

国庫支出金 起債 その他 一般財源 

鳥取県立バリアフ

リー美術館運営事

業 
12,660 12,655 5    12,660 

 

ト ー タ ル コス ト 14,266千円（前年度 14,232千円）〔正職員：0.2人〕 

 

１ 事業の目的、概要 

  障がいがある人の優れたアート作品を鑑賞することができるオンライン美術館「鳥取県立バリアフリー美

術館」を運営し、障がいがある人の社会参加の促進と情報アクセシビリティの向上を図る。 

 

＜鳥取県立バリアフリー美術館について＞ 

 ○デジタルデータ化した障がいがある人の優れたアート作品（絵画、書道、立体造形等）を、誰でも検索・

閲覧ができるデジタルアーカイブとして公開している。（令和７年４月１日時点：約350作品） 

〇バーチャル展示室（常設展示室／５室、企画展示室／５室）では、年間を通して作品展示を行っており、

障がい等の理由で作品展に出向くことが困難な人も気軽に作品鑑賞を楽しむことができる。 

 ・常設展示室：福祉施設や個人を訪問調査して発掘した優れたアート作品の展示 

  ・企画展示室：「あいサポート・アートとっとり展」入賞作品等の展示 

 〇バリアフリー機能として、作品解説の音声読み上げや手話翻訳、背景の色調補正機能等を実装している。 

 

２ 主な事業内容 
細事業名 内容 予算額 

デジタルアーカイ

ブ作品の調査、選

定等 

・福祉施設への訪問等により作品の調査を行い、ワーキンググループで

デジタルアーカイブ作品の選定等を行う。 

・選定作品を高精度のデジタルアーカイブとして保管、公開する。 

（サーバーの利用料及び管理料については、令和５年度から令和９年度

までの債務負担行為を設定済み。） 

5,239 

デジタルアーカイ

ブ作品の活用 

・バーチャル展示室で常設展示の作品入れ替え（年１回）及び企画展の

開催（年３回程度）を行う。 

・デジタルアーカイブ作品を活用したワークショップやオンライン鑑賞

会などを開催する。 

7,421 

 

３ その他（改善点等） 
○目標値：閲覧者数年10,000人以上／実績：令和６年度13,544人（令和５年度6,701人） 

○令和５年度に、デジタルアーカイブ作品（障がいがある人の絵）を活用してグッズや商品等のデザインを

制作し、社会や収益につなげる公民連携推進事業「山陰ご当地フォントプロジェクト」がスタートするな

ど、障がいがある人のアート作品の活用拡大にもつながっている。 

 ＜これまでのデザイン活用例＞ 

 ・大阪・関西万博「関西パビリオン」鳥取県ゾーンスタッフ衣装（スカーフ） 

 ・「ファミマプリント」（全国のファミリーマート店内で購入できるシール紙） 

 ・鳥取県庁２階壁面装飾、日南町巡回バスのラッピング など 
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３款 民生費 

１項 社会福祉費                         長寿社会課（内線：７６８９） 
１目 社会福祉総務費                             （単位：千円） 

事 業 名      本年度 前年度 比較 財 源 内 訳             
備考 

国庫支出金 起債 その他 一般財源 

「 介 護 で 働き た

い！」を増やす参入

促進事業 
40,038 39,947 91   

（基金繰入金） 
40,038  

 

ト ー タ ル コ ス ト 47,264千円（前年度47,045千円）〔正職員：0.9人〕 

 

１ 事業の目的、概要 

  今後も要介護認定者数の増加が見込まれる中、介護従事者を確保するため、就職支援・未経験者向けの研

修を実施するとともに、事業者団体や職能団体、介護福祉士養成機関等による介護従事者確保の活動を支援

する。（介護職員目標数：令和17年度 11,291人  現状（令和６年度）：10,721人） 

 

２ 主な事業内容 

細事業名 内 容 予算額 

介護人材確保のためのマッ

チング機能強化事業 

新規就労、再就職を支援するため、介護分野専任の就職支援コ

ーディネーター２名を配置し、求職者、求人事業所等とのきめ

細やかなマッチングを行う。（委託先）鳥取県社会福祉協議会 

12,535 

介護未経験者等の参入促進

事業 

介護分野への参入促進や、介護に関する理解促進を働きかける

機会として、介護に関する基本的な知識を学ぶ「介護の入門的

研修」を開催する。 

4,845  
 

介護助手導入支援事業 介護の補助的業務を担う介護助手の活用を進めるため、介護事

業所向けの研修や就労希望者確保のための広報啓発を実施す

る。 

2,406 

介護人材確保対策協議会 介護人材の確保対策を検討するため、事業者団体、職能団体、

養成機関、行政等による協議会を開催する。 

 252 

鳥取県地域医療介護総合確

保基金（介護従事者確保）補

助金 

鳥取県地域医療介護総合確保基金（介護分野）を活用し、介護

従事者の確保、地域包括ケアを支える専門職や地域の担い手等

の養成を行うため、介護事業者団体等の取組を支援する。 

・補助率：10/10 

・上限額：介護の仕事の普及啓発、研修会等開催 1,000千円 等 

20,000 

 

３ その他（改善点等） 
介護分野専任の就職支援コーディネーターによる就職支援において、未経験者や短時間労働希望者、就職

困難な事情を抱える方も増えているため、ミスマッチ離職を防ぐために事前研修や職場見学を実施するなど、

コーディネーターによるきめ細やかな対応を行っている。 
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３款 民生費 

１項 社会福祉費                         長寿社会課（内線：７１７６） 
１目 社会福祉総務費                             （単位：千円） 

事 業 名      本年度 前年度 比較 財 源 内 訳             
備考 

国庫支出金 起債 その他 一般財源 

介護分野で働く外

国人材受入支援事

業 

 

 

47,518 

 

 

78,390 

 

 

△30,872 

 

 

5,666 

 

 

（基金繰入金）

31,518 

 

 

10,334 

 

ト ー タ ル コ ス ト 53,138千円（前年度 82,334千円）〔正職員：0.7人〕 

 

１ 事業の目的、概要 

介護現場において重要性が一層高まっている外国人介護人材の参入促進及び定着を図るため、介護事業所

における外国人介護人材の就労支援及び受入環境整備を行う。 

（目標：令和８年度の外国人材就労者数 230人） 

（参考：鳥取労働局「外国人雇用状況」届出状況（令和７年10月末現在） 317人） 

 

２ 主な事業内容 

細事業名 内 容 予算額 

在外機関と連携して行うリ

クルート活動支援事業 

（国庫2/3） 

介護事業法人が実施する採用説明会、情報収集、面接、求人募集等

のリクルート活動を支援する。（補助率：10/10、上限：500千円） 

5,500 

特定技能外国人の受入マッ

チング支援事業（基金） 

中小規模法人等の外国人材受入・定着を支援するため、既受入施設

の見学会や受入ノウハウが学べるセミナーを開催するとともに、特

定技能外国人材とのマッチングを行う。 

4,241 

特定技能外国人材の受入初

期経費支援事業（単県） 

特定技能外国人材の受入に係る費用負担を軽減するため、雇用に係

る初期経費の一部を支援する。（補助率：1/2、上限：150千円/人） 

7,500 

外国人留学生への奨学金支

給支援事業（基金） 

日本語学校を経由して介護福祉士養成施設に留学する外国人留学

生に対し、就労予定先の介護施設等が給付等する奨学金に係る費用

（学費、居住費等）を支援する。（補助率：1/3） 

10,936 

介護現場で働きやすくする

ための環境整備事業 

（国庫2/3） 

外国人受入施設における環境整備（携帯翻訳機、多言語対応介護記

録ソフト等の導入、ツール活用研修等）を支援する。 

（補助率3/4、上限300千円） 

3,000 

外国人受入介護事業者等に

対する学習強化・生活支援

事業（基金） 

外国人受入施設における学習・生活支援の取組（コミュニケーショ

ン促進、介護福祉士の資格取得、メンタルヘルス対策等）を支援す

る。（補助率：2/3、上限：200千円 等） 

【拡充】補助対象経費に住環境整備を追加 

5,000 

外国人材に対する介護研修

事業（基金） 

特定技能・技能実習の外国人材が円滑に就労し、さらに介護福祉士

資格取得を見据えた日本語・介護技術を習得するため、研修を実施

する。 

【拡充】介護の日本語研修・介護福祉士国家試験対策講座 

8,341 

介護福祉士養成施設の留学

生指導充実支援事業（基金） 

介護福祉士養成施設における留学生指導に係る教員の質の向上、国

家試験対策、課外授業（日本語学習等）の取組を支援する。 

3,000 

※外国人宿舎整備支援については、令和８年度の実施予定法人なし。 

 

３ その他（改善点等） 

引き続き受入支援を行うとともに、住環境整備支援や介護福祉士の資格取得に向けた研修等の県内定着対

策を強化する。 
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３款 民生費 

１項 社会福祉費                         長寿社会課（内線：７１７７） 
４目 高齢者福祉費                              （単位：千円） 

事 業 名      本年度 前年度 比較 財 源 内 訳             
備考 

国庫支出金 起債 その他 一般財源 

認知症サポートプ

ロジェクト事業 
 

 

 

100,877 

 

 

 

94,712 

 

 

 

6,165 

 

 

 

36,847 

 

（手数料）

4 

（基金繰入金）

11,862 

 

 

 

52,164 

 

ト ー タ ル コ ス ト 120,147千円（前年度113,641千円）〔正職員：2.4人〕 

 

１ 事業の目的、概要 

認知症基本法を踏まえ、認知症の人を含めた国民一人一人がその個性と能力を十分に発揮し、相互に人格
と個性を尊重しつつ支え合いながら共生する活力ある共生社会の実現を目指し、認知症当事者の意見等を基
に総合的な取組を推進していく。 

 

２ 主な事業内容 

細事業名 内 容 予算額 

認知症本人の社会

参加支援 

（国10/10） 

認知症当事者の社会参加を推進し、その視点を施策や県民への啓発へ

反映させるため、「認知症本人ミーティング」や研修等を開催する。 

182 

認知症本人と家族

の一体的支援 

（国1/2） 

認知症本人と介護家族等（介護者）を地域で支えるため、コールセン

ターの運営、相談対応や認知症当事者とその家族によるピアサポートを

実施する。 

（委託先）認知症の人と家族の会鳥取県支部 

9,819 

認知症になっても

安心して暮らせる

共生社会の推進 

（国10/10） 

認知症サポーター等の養成や新聞広告等により県民への理解を促進

し、認知症行方不明防止として、GPS等のICT活用への補助や市町村及び

関係機関との連携会議を開催する。 

また、自分のペースでゆっくり買い物が楽しめるよう、店内表示や店

員の付き添いを行うスローショッピングの県内での普及に取り組む。 

9,165 

若年性認知症支援

事業 

（国1/2） 

若年性認知症の人への相談支援として若年性認知症サポートセンター

の運営、関係機関とのネットワーク構築、企業や地域等への啓発研修等

を実施する。 

（委託先）認知症の人と家族の会鳥取県支部 

8,130 

認知症医療体制の

充実 

（国10/10、国1/2、

基金） 

認知症専門医療の中核となる認知症疾患医療センターの運営を委託

するとともに、地域の認知症医療への対応や、早期発見、地域包括支援

センター等との連携を進めるため医療関係者への研修等を開催し、認知

症医療に係る人材を育成する。 

また、アルツハイマー病新薬（レカネマブ、ドナネマブ）の使用に係

る検査や投与に関する費用を補助する。 

37,466 

認知症高齢者介護

人材の育成 

（国10/10、基金、

単県） 

認知症介護職員等を対象とした各種研修会の開催、認知症地域支援推

進員の人材育成や、認知症重度化予防に関する知識・技術を確実に習得

させるための研修会を開催する。 

17,496 

デジタルを活用し

た認知症予防啓発 

（国10/10、単県） 

オンライン認知症予防教室の実施やSNSを活用した認知症に関する啓

発・情報発信により、多くの高齢者がライフスタイルに合わせて、早期

からリスクを軽減させるための予防が可能となるような環境を構築し

ていく。 

18,619 
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３款 民生費 

１項 社会福祉費                         長寿社会課（内線：７１７９） 
４目 高齢者福祉費                              （単位：千円） 

事 業 名      本年度 前年度 比較 財 源 内 訳             
備考 

国庫支出金 起債 その他 一般財源 

いきいきシニア人

生充実応援事業 85,560 76,367 9,193 18,048   67,512 
 

ト ー タ ル コ ス ト 94,392千円（前年度 85,043千円）〔正職員：1.1人〕 

 

１ 事業の目的、概要 

要介護者や独居等の高齢者世帯が増加する中、要介護者の支援や地域の助け合い等において、元気な高齢

者には地域の担い手としての活躍が期待されていることから、元気な高齢者の生きがいづくり・健康づくり

を支援し、その活動の促進を図る。 

 

２ 主な事業内容 

細事業名 内 容 予算額 

いきいき高齢者クラ

ブ活動支援補助金

（国1/3、県1/3、 

 市町村1/3 ほか） 

地域を支える高齢者の生きがいづくり・健康づくりを支援し、さら

なる地域活動の発展及び団体の育成強化を図るため、市町村及び県

老人クラブ連合会に補助する。  

 

 

１単位老人クラブに 

対する補助 

60歳以上の高齢者で概ね30人以上で組織される老人クラブが行う

「地域を豊かにする活動」（友愛訪問等）や「生活を豊かにする楽し

い活動」（健康づくり等）に対して補助する。 

14,241 

２市町村老人クラブ 

連合会に対する補 

助 

市町村老人クラブ連合会の活動促進に資する取組、地域の支え愛活

動につながる事業、若手高齢者を対象としたリーダー研修等の取組

に対して補助する。 

13,872 

３県老人クラブ連合

会に対する補助 

県老人クラブ連合会の職員人件費、圏域で実施される若手高齢者を

対象としたリーダー研修等の取組に対して補助する。 

7,984 

とっとりいきいきシ

ニアバンク「生涯現

役」運営事業（単県） 

資格、特技、技能等を持つ高齢者の活動促進を図るため、高齢者の

人材バンク「とっとりいきいきシニアバンク」を運営し、活動の場

づくりを行う。 

15,094 

明るい長寿社会づく

り推進事業（単県） 

元気な高齢者のスポーツや文化活動等の促進を図るため、高齢者美

術作品展の開催や、全国健康福祉祭（ねんりんピック）等への派遣、

健康教室等でのeスポーツ体験会を行う。 

34,369 
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３款 民生費 

１項 社会福祉費                         長寿社会課（内線：７１７８） 
４目 高齢者福祉費                              （単位：千円） 

事 業 名      本年度 前年度 比較 財 源 内 訳             
備考 

国庫支出金 起債 その他 一般財源 

鳥取県地域医療介

護総合確保基金事

業（介護分）（施設

整備） 

 

1,182,874 

 

1,751,456 

 

△568,582 

 

500 
 
（基金繰入金） 

1,182,374 
 

 

ト ー タ ル コ ス ト 1,184,480千円（前年度 1,753,033千円）〔正職員：0.2人〕 

 

１ 事業の目的、概要 

医療介護総合確保推進法に基づき、各都道府県に設置した地域医療介護総合確保基金を活用し、介護施設 

等の整備を進める。 

 

２ 主な事業内容 

（１）地域医療介護総合確保基金事業（介護分）（施設整備）  

細事業名 内 容 予算額 

地域密着型サービ
ス等整備助成事業 
(補助率10/10) 

可能な限り住み慣れた地域で安心して暮らせるよう地域密着型サービス施
設・事業所等の整備を行う事業者に対し、市町村を通じて支援を行う。 
（対象施設）認知症高齢者グループホーム 等 

305,160 

介護施設等の創設を条件に、広域型施設の大規模修繕・耐震化事業に係る経
費について支援を行う。（対象施設）介護老人保健施設 等 

361,200 

介護施設等の施設
開設準備経費等支
援事業 
(補助率10/10) 

介護施設等の円滑な開設、訪問看護ステーションの大規模化またはサテライ
ト型事業所の設置のため、施設の開設準備等に要する経費について支援を行
う。 
（対象施設）認知症高齢者グループホーム 等 

248,044 

介護施設等の大規模修繕の際にあわせて行う介護ロボット・ICTの導入に必要
な経費について支援を行う。（対象施設）特別養護老人ホーム 等 

253,760 

既存の特別養護老
人ホーム等のユニ
ット化改修事業
(補助率10/10) 

介護施設等における看取り及び家族等の宿泊のための個室の確保を目的とし
て行う施設の改修費、ベッド等の設備の経費について支援を行う。 
（対象施設）介護老人保健施設 等 

4,330 

介護施設等におけ
る感染拡大防止対
策支援事業 
(補助率10/10) 

介護施設等における感染拡大防止のためのゾーニング環境等の整備に係る経
費について補助する。 
（対象施設）介護老人保健施設 等 

9,880 

 
（２）小規模多機能型居宅介護普及啓発事業 500千円（補助率 国10/10） 

小規模多機能型居宅介護事業所の普及のため、保険者向け講演会等を開催する。 

 

３ その他 
＜近年の整備実績＞ 

令和６年度 23件（認知症高齢者グループホーム等整備７件、その他改修等16件） 

令和５年度 23件（認知症高齢者グループホーム等整備４件、その他改修等19件） 

令和４年度 19件（認知症高齢者グループホーム等整備６件、その他改修等13件） 

令和３年度 20件（認知症高齢者グループホーム等整備８件、その他改修等12件） 

令和２年度 15件（認知症高齢者グループホーム等整備５件、その他改修等10件） 
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３款 民生費 

１項 社会福祉費                         長寿社会課（内線：７１７８） 
４目 高齢者福祉費                              （単位：千円） 

事 業 名      本年度 前年度 比較 財 源 内 訳             
備考 

国庫支出金 起債 その他 一般財源 

（新）老人福祉施設

等長寿命化対策支

援事業 

 

 

200,000 

 

 

0 

 

 

200,000 

 

 

 

 

<60,000> 

200,000 

 
 
 

 

 

 

 

県費負担 

60,000 

トータルコスト 202,409千円（前年度0千円）〔正職員：0.3人〕 

 

１ 事業の目的、概要 

広域型介護施設を適正に運営・維持するため、県内（鳥取市内に所在する施設を除く）に所在する広域型

介護施設の長寿命化対策等に資する大規模修繕に要する費用の一部を補助する。 

 

２ 主な事業内容 

   老朽化した広域型介護施設の長寿命化対策等に資する大規模修繕に要する費用の一部を補助する。 

   （１）対象施設 

       建築後30年以上が経過した定員30人以上の特別養護老人ホーム、養護老人ホーム、軽費老人ホーム

（ケアハウスのみ）、介護老人保健施設、介護医療院 

      ※鳥取市内に所在する施設を除く 

   （２）補助対象事業 

      一定年数を経過して使用に堪えなくなった施設又は設備（例：外壁、屋上防水工事、給排水設備、

冷暖房設備、消防用設備等）の改修・修繕工事等 

   （３）補助率：1/2 

   （４）補助上限：20,000千円／施設 

（５）補助基準額（下限）：10,000千円以上 

   （６）財源：起債（施設整備事業債（一般財源化分）） 

 

３ その他（改善点等） 
   ・広域型介護施設に対する施設整備補助に関しては、平成18年度に税源移譲されて以降、各都道府県での

制度整備を行うこととされたが、本県では一部分の整備に留まっている。 
・県内では昭和後半から平成初期に建設された広域型施設は多く、老朽化が進んでいる。 
・今後の高齢者の増加を見越し、現在のニーズに合わせた大規模修繕や、今後も施設を適切に運営・維持

していくための長寿命化に資する大規模修繕への支援が必要である。 
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４款 衛生費 

 １項 公衆衛生費                           健康政策課（内線：７２０２） 
  ８目 健康県づくり推進費                             （単位：千円） 

事 業 名      本年度 前年度 比較 財 源 内 訳             
備考 

国庫支出金 起債 その他 一般財源 

鳥取方式フレイル
予防対策推進事業 
～働く世代をター

ゲットにした取組
の推進～ 

8,635 8,635 0    8.635  

トータルコスト 22,036千円（前年度18,099千円）[正職員：1.2人 会計年度任用職員：1.0人] 

 

１ 事業の目的、概要 

２０４０年問題（＊）を見据え、社会保障制度を始めとする持続可能な社会を確保し、誰もがより長く元気に

活躍できるよう、働く世代（特に 40～50 歳代の無関心層）をターゲットとして、高齢期に入る前の早い段階か

ら実効的なフレイル予防の取組を推進することを目的とする。 

（＊）団塊ジュニア世代が65歳以上となり、労働力人口の大幅な減少に起因する社会課題の総称。 

＜基本目標＞ 

健康寿命を令和11年までに１年半以上、令和22年までに３年以上延伸させる。 

 

２ 主な事業内容 

細事業名 内容 予算額 

ミドルエイジのため

の取組の推進 

（１）健康わくわく事業（委託）  

・「働く世代」をターゲットに企業・保険者等と連携したフレイル予防の啓

発を実施（「大人の体力測定」「トークセッション」等のイベントを開催） 

・温泉の日常利用を促進するため、温泉旅館組合等と連携し温泉（足湯含

む）めぐりで温浴リラックス効果を得ながらスタンプラリー等を実施 

1,000 

（２）職域におけるフレイル予防推進事業（補助） 

・職能団体が実施する県内事業所での出前教室等の活動支援 

 （補助率10/10、補助上限額：500千円又は1,000千円、８団体程度） 

4,000 

推進体制と普及啓発 （１）推進体制 

・鳥取県フレイル予防対策専門委員会の開催 

メンバー：学識団体、職能団体、市町村、保険者、県 

＊健康寿命延伸に関する調査・分析事業で得られた結果等により、具体

的な推進方針等の検討及び評価を行う。 

（２）普及啓発（委託） 

・働く世代のフレイル予防につながる健康づくりの課題や取組方針をマン 

ガ化し普及する。 

1,135 

市町村によるフレイ

ル予防の取組支援 

市町村が実施するフレイル予防の取組支援 

・世代間交流等を取り入れたフレイル予防事業に対する支援 

 （補助率1/2、補助上限額：500千円、５市町村程度） 

2,500 

 

３ その他（改善点等） 

本県の健康寿命は、前回調査（令和元年）と比べ、男性が1.3年以上延伸し全国順位も上昇する等、効果が認め

られる一方で、女性は横ばいであり、フレイルの前段階からの予防が重要である。 
さらなる健康寿命延伸のため、働く世代へのフレイル予防として大人の体力測定等のイベント及びマンガを活

用した啓発を行う。  
＜健康寿命＞  

 男性 女性 

A.直近値（Ｒ４） 72.89年（17位） 74.97年（39位） 

B.基準値（Ｒ１） 71.58年（45位） 74.74年（41位） 

A-B（差） 1.31年 延伸↑ 0.23年 延伸↑ 
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４款 衛生費 

 １項 公衆衛生費                          健康政策課（内線：７１９４） 

  ９目 生活習慣病予防対策費                           （単位：千円） 

事 業 名      本年度 前年度 比較 財 源 内 訳             
備考 

国庫支出金 起債 その他 一般財源 

がん対策推進事業 76,232 73,859 2,373 27,793   48,439  

ト ー タ ル コ ス ト 135,981千円（前年度 131,553千円）〔正職員：5.8人、会計年度任用職員：3.5人〕 

 

１ 事業の目的、概要 

鳥取県におけるがんの75歳未満年齢調整死亡率は、増減を繰り返しながらも長期的には減少傾向で推移し

ており、さらに効果的にがん死亡率を低減させるため、総合的ながん対策（医療提供体制の整備、がん予防

対策等）を推進する。 

 

２ 主な事業内容 

細事業名 内容 予算額 

がん対策推進県民会

議等（国1/2） 

医療関係者、民間事業者、がん患者団体等の代表者と、幅広い視点から本県

のがん対策について協議する。 

1,123 

出張がん予防教室等

（国1/2ほか） 

がんに関する正しい知識の普及啓発のため、学校及び企業等に対し、がん予

防の授業を行う講師の派遣等を行う。 

3,557 

がん検診、精密検査

の受診率向上対策 

（国1/2ほか） 

・市町村が胃がん対策として行うピロリ菌検査、大腸がん検診キット等に係

る費用等を助成する。【補助率1/2（単県）】 

・市町村が行う休日がん検診の割増費用を助成する。【補助率2/3（国1/2、県

1/2）】 

8,262 

がん診療連携拠点病

院の機能強化等 

（国1/2ほか） 

・がん診療連携拠点病院が実施する相談支援、普及啓発等の取組や院内がん

登録の実施に対する支援を行う。【補助率10/10（国1/2、県1/2）】 

・放射線治療提供体制の質の向上を図るため、鳥大附属病院の放射線技師を

がん診療連携拠点病院へ派遣する。 

38,882 

放射線治療提供体制

強化事業・医療従事

者等育成事業（国

1/2ほか） 

・放射線治療体制及び放射線治療専門医の育成体制を強化するため、鳥大附属

病院の放射線治療専門医１名分の経費を補助する。【補助率1/2（単県）】 

・県内のがん医療提供体制の質の向上を図るため、がん専門医療従事者、放

射線治療専門医の新規資格取得等に係る経費を補助する。【補助率2/3（国

1/2、県1/2）】 

9,448 

ライフステージに応

じたがん対策事業等

（国1/2ほか） 

・がんの親を持つ子どもに対する相談支援体制の充実を図るため、医療従事

者対象の研修会を開催する。 

・がん治療等に伴って生じる不妊に備え、患者の卵子や精子を凍結保存する

妊よう性温存療法等に係る費用を助成する。【補助率10/10（国1/2、県1/2）】 

1,834 

医療費等支援事業 

 

・高額な医療費が発生するがんの先進医療を受けた場合の金融機関からの借

り入れ利子を助成する。【補助率10/10（単県）】 

・【拡充】がん患者や新たに脱毛症患者に対するウィッグや補正下着等の購入費

用を助成する。【補助率1/2（単県）】 

8,661 

患者等支援事業 

（国1/2ほか） 

・がん患者等ががんに関する悩みや不安を語り合う場である「がんカフェ」の

運営経費やがん検診受診促進のための啓発活動等に係る経費を支援する。 

【補助率1/2（単県）】 

・ピアサポート活動の活性化を図り、がん患者や家族等の生活の質の向上を

支援するため、がんピアサポーターを養成する。 

1,259 

がん罹患率等の高い

要因分析等 

本県のがん罹患、死亡率が高い要因について、がん検診・がん登録、特定健診

等のデータ等により分析する。 

3,206 
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令和８年度一般会計当初予算説明資料 

 

４款 衛生費 

４項 医薬費                           医療政策課（内線：７２２８） 
２目 医務費                                 （単位：千円） 

事 業 名      本年度 前年度 比較 財 源 内 訳             
備考 

国庫支出金 起債 その他 一般財源 

災害派遣医療チー

ム体制整備事業 17,834 26,455 △8,621 8,306   9,528 
 

ト ー タ ル コ ス ト 21,046千円（前年度29,610千円）〔正職員：0.4人〕 

 

１ 事業の目的、概要 

  大規模災害や局地災害における急性期の医療活動を行うDMAT隊員の養成及び技能の維持を図るため、DMAT

隊員による訓練、研修への参加を推進する。また、災害時の医療に加え、感染症発生・まん延時の医療提供

体制を確保するため、DMAT隊員を対象とした感染症対応研修の実施や、所要の資機材整備等への支援を行う。 

 

２ 主な事業内容 

細事業名 内容 予算額 

DMAT隊員養成
研修等補助金 

DMAT隊員の養成及び技能維持のため、厚生労働省主催研修等の受講に係る
経費（旅費等）を補助する。 
・補 助 対 象：DMAT指定医療機関４病院 
・補 助 率：2/3 
・補助対象経費：厚労省主催の研修等の受講に係る経費 

1,600 

防災訓練等参
加支援事業補
助金 

大規模地震を想定して行われる政府総合訓練にDMAT隊員が参加する旅費等
の経費を補助する。 
・補 助 対 象：DMAT指定医療機関４病院 
・補 助 率：10/10 
・補助対象経費：政府総合訓練への参加経費  

6,385 

感染症クラス
ター対応研修 

DMAT隊員を対象に、感染症発生・まん延時の対応に向けた知識や技術習得
を図るための研修会を開催する。 

845 

災害・感染症医
療業務従事者
派遣設備整備
事業補助金 

災害発生直後や新興感染症まん延時における被災地等の医療機能の低下に
対応するため、災害・感染症医療業務従事者の派遣に必要な設備整備費を
補助する。 
・補 助 対 象：DMAT指定医療機関４病院 
・補 助 率：2/3（国1/3、県1/3） 
・補助対象経費：派遣に必要な資機材の整備費 
（派遣用資機材、災害時通信用装備等の整備費） 

2,594 

鳥取県航空搬
送拠点臨時医
療施設医療機
器整備費補助
金 

大規模災害時に航空搬送拠点臨時医療施設（SCU）に搬送された傷病者の広
域搬送体制を確保するため、SCU設置・運営時に使用する医療機器の整備に
要する経費を補助する。 
・補 助 対 象：DMAT指定医療機関４病院 
・補 助 率：1/2 
・補助対象経費：SCU設置時に使用する医療機器の整備に要する経費 

（搬送用モニター等） 

936 

【臨】災害派遣
医療チーム
（DMAT）訓練実
施事業 

中国ブロック内で大規模地震が発生した場合に、迅速・効果的な広域災害
医療体制が確保できるよう、中国ブロック５県の災害派遣医療チーム及び
関係機関が合同訓練を実施する。 

5,474 
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令和８年度一般会計当初予算説明資料 

 

４款 衛生費 

４項 医薬費                           医療政策課（内線：７１８２） 
２目 医務費                                 （単位：千円） 

事 業 名      本年度 前年度 比較 財 源 内 訳             
備考 

国庫支出金 起債 その他 一般財源 

（新）「新たな地域

医療構想」策定に向

けた未来医療検討

事業 

 

51,908 

 

0 

 

51,908 
  

（基金繰入金） 

51,908 
 

 

ト ー タ ル コ ス ト 61,543千円（前年度0千円）〔正職員：1.2人〕 

 

１ 事業の目的、概要 

  令和８年度から策定を開始する「新たな地域医療構想」において、将来に向けた地域医療のあり方の検討

を行い、限られた医療資源を有効に活用し、持続可能な地域医療提供体制の構築を図る。 

 

２ 主な事業内容  

細事業名 内容 予算額 

地域医療構想
策定に向けた
「未来医療あ
り方検討会」
開催事業 

2040年頃の地域医療提供体制の構築を見据えて、救急医療、在宅医療等
の分野ごとに、あるべき方向性やあり方のたたき台を作成するための検
討会を新設する。 
＜メンバー（想定）＞ 
・県内病院、診療所の代表 
・医療関係団体（医師会・歯科医師会・看護協会等） 
・介護関係団体 
・消防機関 
・医療・介護を受ける者 
・アドバイザー（オブザーバ） 等 

1,308 

新たな地域医
療構想策定に
向けた地域医
療分析等事業 

「新たな地域医療構想」の策定、「保健医療計画」の中間見直し（R8年
度が見直し年度）、「重点医師偏在対策支援区域」の設定等に必要な医療
データの作成・分析等を委託する。 
○医療データの作成・分析事業 
＜データのイメージ＞ 

将来の医療・介護の需要推計、需要推計を踏まえた医師・看護師
等の必要量、必要な医療機能、医師数（年齢構成、診療科別）の
推計値、圏域別の医療データ 等 

＜データの活用例＞ 
・新たな地域医療構想、保健医療計画の見直し、重点医師偏在対
策支援区域の設定 

・各圏域調整会議での議論 
○個別課題検討促進事業 

現行の地域医療構想（2025年に向けた）において既に検討が始まって
いる地域について、経営コンサルから対応案を提案いただくなど、具
体的な検討を進めていく。 

50,600 

 
 ＜新たな地域医療構想の策定スケジュール＞ 
  R7年度 国においてガイドライン策定 

R8年度 未来医療あり方検討会を設立し、救急、在宅、入院医療等の方向性を協議 
R9年度 新たな地域医療構想案作成（県版・圏域版）、パブリックコメント、関係機関等への意見照会を 

経て新たな地域医療構想の策定 
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令和８年度一般会計当初予算説明資料 

 

４款 衛生費 

４項 医薬費                           医療政策課（内線：７１８２） 
２目 医務費                                 （単位：千円） 

事 業 名      本年度 前年度 比較 財 源 内 訳             
備考 

国庫支出金 起債 その他 一般財源 

中山間地域医療確
保推進事業 

 
53,970 

 
36,755 

 
17,215 

 
1,704 

 
（基金繰入金） 
49,898 

 
2,368 

 

ト ー タ ル コ ス ト 61,999千円（前年度37,544千円）〔正職員：1.0人〕 

 

１ 事業の目的、概要 

  人口減少、高齢化が益々進む中、中山間地域等の地域医療確保に向け、地域に必要な医師の確保・定着促
進を進めるとともに、地域のニーズ・課題にあわせて強く求められている「総合診療医の育成」、「医療DX・
オンライン診療」、「訪問看護」等の取組を促進することにより、将来にわたり必要となる医療提供体制の確
保を図る。 

 

２ 主な事業内容 

（１）医師確保推進に向けた取組 

細事業名 内容 予算額 

【新規】地域の医師
育成、確保強化事業 

卒業後県職員として中山間地域の病院に派遣する鳥大特別養
成枠（県版自治医）及び自治医科大学の医学生について、卒業後
地域医療に携わる意識強化等のため、入学前・在学中の県内地域
医療体験研修を実施する。 

2,300 

【拡充】総合診療医
育成・確保事業 

中山間地域におけるニーズが高い総合診療医について、自治医
や地域枠医師が多く勤務している県東部に専門員を配置し、育成
体制を強化する。 
また、県内の若手医師有志が実施している総合診療専門医育

成・確保の取組を支援する。 

1,000 

【制度新設】中山間
地域における民間診
療所の新規開設・事
業承継支援事業 

全国に先駆け基金事業として行ってきた民間診療所の開設・承
継支援について、国が補助事業として全国的に取り組むこととし
たことを受け、当該補助事業を創設する。 

- 

（２）オンライン診療・医療DXの促進 

細事業名 内容 予算額 

【拡充】中山間地域
におけるオンライン
診療推進事業 

中山間地域の医療機関等が実施するオンライン診療の取組を
支援する。 
・患者のそばで診療補助等を行う看護師、リハビリテーション
専門職員、事務職員等の派遣費用 

・オンライン診療に必要な情報通信機器の整備費 
・オンライン診療の際に使用する車両（看護師、事務職員等乗
車）の整備費 

・へき地医療拠点病院、へき地診療所による集会所、郵便局を
活用したオンライン診療を継続実施するための経費 等 

7,294 

【拡充】医療DX促進
事業 

・診療所の医療DXに係る取組を支援する。 
・医療機関を対象とした医療DXに関するセミナーを実施する。 

11,006 

（３）訪問看護・在宅医療の促進 
細事業名 内容 予算額 

【拡充】訪問看護機
能強化にかかる体制
整備 

中山間地域での診療報酬の対象とならない訪問看護の提供、ペ
イシェントハラスメントによるやむを得ない複数名の訪問看護
の提供、訪問看護支援センターの体制強化に対する支援を行う。 

27,370 

【新規】訪問看護に
おける熱中症対策支
援事業 

訪問看護における熱中症対策に必要な暑さ対策のための備品 
等（冷却ベスト・ネッククーラー・保冷剤用冷凍庫）の経費を支 
援する。 

4,500 

【新規】在宅医療普
及啓発事業 

在宅医療の普及に向けた「人生会議（ACP）」等の周知促進を行
う。 

500 
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令和８年度一般会計当初予算説明資料 

 

４款 衛生費 

４項 医薬費                           医療政策課（内線：７１７２） 
２目 医務費                                 （単位：千円） 

事 業 名      本年度 前年度 比較 財 源 内 訳             
備考 

国庫支出金 起債 その他 一般財源 

ドクターヘリ運航 

事業 
 

425,389 

 

169,995 

 

255,394 

 

199,417 
 

(雑入) 

79,220 

 

146,752 

 

ト ー タ ル コ ス ト 431,812千円（前年度176,305千円）〔正職員：0.8人〕 

 

１ 事業の目的、概要 

早期医療介入・搬送時間短縮による救命率の向上等を図るため、鳥取県ドクターヘリ、３府県ドクターヘ

リ、島根県ドクターヘリの運航経費等を負担する。 

 
２ 主な事業内容                        

細事業名 内容 予算額 

鳥取県ドクター
ヘリ運航事業 

鳥取県ドクターヘリの運航経費等について、利用実績に応じて支出する。 
・基地病院：鳥取大学医学部附属病院 
・運航範囲：鳥取県全域及び兵庫県、島根県、岡山県及び広島県の一部 
・H30.３.26から運航を開始 

403,417 

３府県ドクター
ヘリ運航事業 

３府県ドクターヘリの運航経費等について、利用実績に応じて支出する。 
・基地病院：公立豊岡病院組合立豊岡病院 
・運航範囲：鳥取県全域及び兵庫県・京都府の一部 
・H22.４.17から３府県共同運航事業を開始し、H23.４.１に関西広域連合

へ事業移管 

16,240 

島根県ドクター
ヘリ運航事業 

島根県ドクターヘリの運航経費等について、利用実績に応じて支出する。 
・基地病院：島根県立中央病院 
・運航範囲：鳥取県中・西部及び島根県全域及び広島県の一部 
・中国地方５県ドクターヘリ広域連携基本協定に基づき、H25.５.27から
鳥取県への乗り入れを開始 

2,770 

ヘリコプター運
行支援・維持管
理費 

鳥取県ドクターヘリ格納庫の維持管理費及び消防防災ヘリコプターに医
療チームが搭乗する「医師搭乗型消防防災ヘリコプター」の運用に必要な
傷害保険料である。 

2,962 
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令和８年度一般会計当初予算説明資料 

 

４款 衛生費 

４項 医薬費                           医療政策課（内線：７１８２） 
２目 医務費                                 （単位：千円） 

事 業 名      本年度 前年度 比較 財 源 内 訳             
備考 

国庫支出金 起債 その他 一般財源 

鳥取県地域医療介

護総合確保基金事

業（医療分） 

 

 

 

 

 

739,185 

 

 

 

 

 

721,991 

 

 

 

 

 

17,194 

  

（財産収入） 

18,138 

（基金繰入金） 

706,047 

(雑入) 

15,000 

 

 

ト ー タ ル コ ス ト 763,272千円（前年度745,652千円）〔正職員：3.0人〕 

 

１ 事業の目的、概要 

  地域医療介護総合確保基金を活用して、鳥取県地域医療構想に掲げる「必要な医療を適切な場所で提供で

きる体制の整備」と「希望すれば在宅で療養できる地域づくり」のための取組を進める。 

 

２ 主な事業内容 

細事業名 内容 予算額 

居宅等の医療提供
に関する事業 

○在宅医療推進に向けた連携拠点の取組支援 
○在宅医療推進のための訪問看護師の育成支援 など 

162,308 

医療従事者の確保
に関する事業 

○「地域医療学講座」への寄附、「地域医療支援センター」の運営 
○中山間地域の医療人材確保対策 
○看護師の定着・資質向上に向けた研修への支援 
○「医療勤務環境改善支援センター」の運営 など 

331,006 

医師の働き方改革
に関する事業 

○病院が行う医師の時間外労働縮減に向けた取組への支援 など 226,233 

預金利息、返還金の基金への積立て 19,638 

 

【主な事業】 

①地域の医療維持支援事業：10,000千円 

中山間地域の市町（病院）が連携して行う病院勤務医確保の取組を支援する。 

②中山間地域の病院看護師確保事業：5,132千円 

中山間地域の病院の看護体制を維持するため、中核病院が行う同地域の病院への看護師派遣の取組を支

援する（代替看護師の確保支援）。 

③歯科医療従事者確保対策事業：1,200千円 

県歯科医師会と連携し、歯科医療人材（歯科衛生士、歯科技工士）の安定的な確保に向けた啓発・魅力

発信及び検討を進める。また、歯科技工士の確保に向けて、県内就職を目指す学生に対する支援金の給

付等を行う。 

 

３ その他 
  平成26年度の基金創設以来、「病床の機能分化・連携」「在宅医療・介護サービスの充実」「医療従事者等の

確保・養成」を推進するための事業に取り組み、回復リハ病床・地域包括ケア病床の充実や在宅医療連携拠

点の整備、訪問看護師の養成・確保等に取り組んでいる。 
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令和８年度一般会計当初予算説明資料 

 

４款 衛生費 

４項 医薬費                           医療政策課（内線：７１９５） 
２目 医務費                                 （単位：千円） 

事 業 名      本年度 前年度 比較 財 源 内 訳             
備考 

国庫支出金 起債 その他 一般財源 

へき地医療対策費 
154,283 132,683 21,600 1,328   152,955 

 

ト ー タ ル コ ス ト 216,106千円（前年度193,413千円）〔正職員：7.7人〕 
 
１ 事業の目的、概要 

  へき地の公立病院等で勤務する総合医を育成する学校法人自治医科大学の運営費用を負担するとともに、

へき地拠点病院・へき地保健指導所の運営経費を補助することで、へき地医療の充実を図る。 
 
２ 主な事業内容                                              

細事業名 内容 予算額 
自治医科大学負

担金 

へき地医療の充実を図るため、自治医科大学に負担金を交付し、将来本

県のへき地医療に貢献する医師を養成する。 

152,800 

へき地医療拠点

病院運営事業 

へき地医療支援機構の指導・調整により、へき地診療所等への医師派遣

等を行うへき地医療拠点病院に必要な経費を補助する。 

 ・実施主体：日野病院 

 ・補 助 率：10/10（国1/2、県1/2） 

310 

へき地保健指導

所運営事業 

へき地保健指導所（倉吉市関金町）の運営費を補助する。  

・実施主体：倉吉市 

 ・補 助 率：1/2（国10/10） 

1,173 

 
３ その他 

令和７年度の指定勤務期間内の自治医科大学卒の医師は23人であり、鳥取大学医学部特別養成枠卒の医師 

（県版自治医）とともに、県職員としてへき地医療等に貢献している。 
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令和８年度一般会計当初予算説明資料 

 

４款 衛生費 

４項 医薬費                         医療・保険課（内線：７９７７） 
４目 薬務費                                （単位：千円） 

事 業 名      本年度 前年度 比較 財 源 内 訳             
備考 

国庫支出金 起債 その他 一般財源 

（新）「第62回献血

運動推進全国大会」

開催費  
65,000 

 

0 65,000    65,000 

 

ト ー タ ル コ ス ト 117,189千円（前年度0千円）〔正職員：6.5人〕 

 

１ 事業の目的、概要 

  「献血運動推進全国大会」は、献血について国民一人一人、特に若年層に理解と協力を求め、献血運

動の一層の推進を図ることを目的として、毎年「愛の血液助け合い運動」の期間中（７月１日～31日）

に開催されており、令和８年度に、本県において第62回献血運動推進全国大会を開催する。 

 

２ 主な事業内容 

細事業名 内容 予算額 

実行委員会運営事業 大会の企画・運営を行う実行委員会等の開催費用を

負担する。 

（実行委員会負担金） 

733 

大会運営業務委託費（※） 式典運営及び会場設営の業務の委託費を負担する。 

（実行委員会負担金） 

30,000 

大会準備及び開催関係費 プレリハーサル及び本大会に係る会場等の使用料等

を負担する。 

（実行委員会負担金） 

10,720 

その他 各種連絡・調整等事務に係る経費 

（県直接執行分） 

23,547 

※令和７年度12月補正予算において債務負担行為を設定している。 

 

（参考）第62回献血運動推進全国大会（鳥取県大会）について 

 〇開催日：令和８年７月10日 

 〇会 場：米子コンベンションセンター 

〇主 催：厚生労働省、日本赤十字社、鳥取県 

〇参加者見込：約1,500名（都道府県、日本赤十字社及び県内市町村関係者、献血功労者等） 

 〇内 容： 

・式典（献血功労者及び団体の表彰、体験発表等）及びアトラクション 

・会場内での企画展示 

  大会関係の献血運動推進標語・ポスター入賞作品等ほか、献血推進活動、鳥取県のPR（食・

観光）、本県の医療・福祉に関する紹介等の展示を予定。 

  あいサポート・アートとっとり特別展を同時開催。 
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令和８年度一般会計当初予算説明資料 

 

４款 衛生費 

４項 医薬費              倉吉総合看護専門学校（電話：０８５８－２２－１０４１） 
７目 倉吉総合看護専門学校費                         （単位：千円） 

事 業 名      本年度 前年度 比較 財 源 内 訳             
備考 

国庫支出金 起債 その他 一般財源 

＜地方機関計上予算＞ 
（新）倉吉総合看護専

門学校若葉寮改修事業 

 

9,876 

 

0 

 

369,078 
 

<166,000> 

332,000 
 

 

37,078 

県費負担 

203,078 

ト ー タ ル コ ス ト 10,679千円（前年度 0千円）〔正職員：0.1人〕 

                   
１ 事業の目的、概要 

  県有施設中長期保全計画に基づき、倉吉総合看護専門学校若葉寮（女子寮）の部屋改修、風呂場改修等の

工事を行う。 
 

２ 主な事業内容 

    寮の部屋改修、風呂場改修等工事を行うための実施設計を委託する。 

  【スケジュール】 

   ○実施設計：令和８年度 

   ○工事施工：令和９年度予定 

 

 

 
 
 
 
 
 

（注）起債欄の上段< >書きは交付税措置を除いた額である。 
備考欄の県費負担は、起債欄の< >書きの金額と一般財源の金額を加算したものである。 
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令和８年度一般会計当初予算説明資料
３款　民生費
　２項　児童福祉費  子育 て 王国課 （ 内線 ： ７１４８ ）
　　１目　児童福祉総務費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 本年度 前年度 比　較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 （新）共育
て・みんなで
子育て応援事
業

11,158 0 11,158  3,329 7,829

 トータルコスト 29,625千円（前年度　0千円）［正職員：2.3人］

 １　事業の目的、概要

　核家族化の進行やコロナ禍による、地域と子育て世帯が関わる機会の喪失に伴う親の孤独化・育児の孤立化等
を防ぐため、企業や地域団体による多様な形の子育て支援サービスや子どもの交流・体験活動、親同士が繋がる
機会を提供するとともに、子育てを応援する社会づくりを推進する。

 ２　主な事業内容

細事業名 内容 予算額
（１）子育てにやさしい地域づ
くり補助金
※タスクフォース提案関連事業

（１）子育てイベント開催応援事業
子ども向けイベント、子育て家庭の交流会、親子向けのワーク
ショップ等の開催に対する補助
【対象】民間事業者
【補助率】1/2※（上限額：年間100千円/事業者）
※とっとり子育てプレミアムパートナー登録団体が実施主体の場合
は補助率を3/4とする。
（２）イベント託児事業者応援事業
イベント時に託児サービスを実施する民間事業者の運営費・立ち上
げ経費への補助
【対象】民間事業者
【補助率】10/10（上限額：年間100千円/事業者）

2,000

（２）とっとり子育て応援パス
ポート対象者拡大事業

子育て応援パスポートについて、祖父母など子どもと別世帯の家族
も利用できるよう、システム改修を行う。

4,158

（３）育児中の父親交流会事業 育児中の父親同士が繋がり孤独感を和らげるため、産後の環境変化
への戸惑いや慣れない育児の悩みを共有する交流会を実施する。

1,000

（４）企業の子育て支援環境整
備に係る奨励金

（１）企業のファミリーサポート休暇等取得促進奨励金
育児や介護のための休暇等の制度を整備し、従業員に休暇等を取得
させた事業者に奨励金を支給する。
【支給対象休暇】育児休暇、子の看護等休暇、介護休暇、不妊治療
休暇、養育両立支援休暇（新）
（２）シン・子育て王国とっとり男性育児休業取得応援奨励金
【対象】「とっとり子育てプレミアムパートナー」登録事業者
①男性従業員が１ヶ月以上の育児休業を取得する際に、期間中の代
替人員を確保する場合
【支給額】120千円/月（上限額1,440千円/事業者）
②男性従業員が15日以上の育児休業を取得する際に、業務支援する
同僚に対し業務応援手当を支給する場合
【支給額】40千円/15日（上限額240千円/事業者）

2,500

（５）地域で共育て機運醸成
SNSターゲティング広告事業

育児中の保護者が慣れない子育てへの不安・悩み・世間との隔絶・
孤立感を抱えることのないよう、子育て王国とっとりサイト・アプ
リへの誘導や、地域とリアルに繋がるきっかけとなるショート動
画、バナー広告を展開し、共育てのより一層の推進や子育てに温か
い社会づくり・機運醸成を図る。
【対象者】県内の各SNSユーザー（10代～40代）等
【内容】YouTube、インスタグラム、Ｘ等での啓発広告配信

　　　1,500

合計 11,158
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令和８年度一般会計当初予算説明資料
３款　民生費
　２項　児童福祉費  子育 て 王国課 （ 内線 ： ７１４８ ）
　　１目　児童福祉総務費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 本年度 前年度 比　較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 シン・子育て
王国とっとり
推進事業

14,020 16,704 △2,684  5,751 8,269

 トータルコスト 22,049千円（前年度　24,591千円）［正職員：1人］

 １　事業の目的、概要

　「シン・子育て王国とっとり」の実現に向けて県民全体の機運の醸成を図るため、各種施策を実施する。

 ２　主な事業内容

細事業名 内容 予算額
（１）子育て王国とっとり情
報発信事業

「子育て王国とっとり」関連施策の広報及び「子育て王国とっとりサイ
ト」の管理運営を行う。

4,280

（２）子ども専用ウェブサイ
ト事業

子ども専用ウェブサイト「キッズポートットリ」の運用・保守管理を行
う。

1,439

（３）とっとり子育て応援パ
スポート事業

協賛店に提示すると割引等のサービスを受けることができる子育て応援
パスポートを県、市町村が子育て家庭の申請に基づき発行する。
※アプリ化に伴うシステムの保守管理経費を含む。

5,081

（４）子育て支援冊子作成事
業

祖父母世代向けの子育て支援冊子「孫育てのススメ」や、妊娠中から出
産後の方に役立つ情報を掲載したリーフレットを更新・発行する。

654

（５）子育て王国とっとり会
議

子育て支援に関する施策の総合的かつ計画的な推進に必要な事項及び当
該施策の実施状況の調査審議や、子ども・子育て支援法に規定する事項
の調査審議を行う。

1,254

（６）子育て応援駐車場整備
促進事業

民間施設における子育て応援駐車場の設置促進を図るため、駐車場の表
示・看板等の整備費用を支援する。

1,000

（７）とっとり子育てプレミ
アムパートナーの活動

子育て環境整備などの取組を行う県内の企業を「とっとり子育てプレミ
アムパートナー」に認定し、登録証を交付する。

116

（８）子どもミーティング開
催

シン・子育て王国とっとり計画の基本方針に掲げる「子どもの意見表明
と多様な社会的活動への参加の機会づくり」を具体化する取組として、
「子どもミーティング」を実施する。

196

合計 14,020

 ３　その他（改善点等）

　「子育て支援制度や子育てに役立つ情報が、必要な方に必要なタイミングで届いていない」との声を踏まえて
令和６年度に設置された子育て王国とっとり会議子育て支援情報発信方法部会での議論を踏まえ、令和８年度よ
り、新たにインターネット広告やSNSを用いた子育て支援情報のプッシュ型の配信を行う。
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令和８年度一般会計当初予算説明資料
３款　民生費
　２項　児童福祉費  子育 て 王国課 （ 内線 ： ７５７３ ）
　　１目　児童福祉総務費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 本年度 前年度 比　較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 とっとり婚活
応援・カップ
ル倍増プロ
ジェクト事業

74,304 70,893 3,411  49,955 24,349

 トータルコスト 85,545千円（前年度　81,935千円）［正職員：1.4人］

 １　事業の目的、概要

　未婚化・晩婚化が少子化の一因と言われる中、結婚を望む方が自らの望む形で成婚へとつなげられるよう、未
婚者同士の１対１のマッチング事業を実施する「えんトリー（とっとり出会いサポートセンター）」（以下「え
んトリー」という。）の運営や、結婚支援サービス事業者と連携した出会い・結婚支援事業の実施など、種々の
施策を展開し、出会いの場を提供していく。

 ２　主な事業内容

　　　　 　 　 　 　 　 　  　 　 　 　 　 　 　  　 　 　　　 　 　  　 　　　 
細事業名 内容 予算額

（１）とっとり出会い
サポート事業

・えんトリーによるマッチング事業（お見合い）を実施する。
・企業・団体のグループ同士をマッチングする「事業所間婚活コーディ
ネーター」及び市町村との連携強化や民間事業者への働きかけを行う
「結婚支援コンシェルジュ」をえんトリーに配置する。
・婚活力スキルアップセミナーの実施経費をえんトリー運営受託者に助
成する。　
【補助対象】えんトリー運営受託者
【補助率】10/10
・マッチングシステム改修を行い、必要書類のオンライン提出機能の追
加や、自宅でも相手の詳細情報が閲覧できるよう機能強化を行う。

47,692

（２）婚活イベント情
報メール配信システム
運営事業

山陰両県の婚活イベント情報のメール配信を行う。 132

（３）婚活イベント開
催事業補助金

団体・企業が実施する婚活イベントに対して補助する。
【補助率】
　・非営利団体の場合：10/10
　・営利団体の場合：1/2
【補助限度額】1,000千円

7,000

（４）仲人への成果報
酬補助（市町村への補
助）

仲人へ成婚数に応じた成果報酬を支給する市町村に対して補助する。
【補助率】1/2　
【補助上限額】50千円／組

500

（５）えんトリー会費
の無償化

えんトリーの会費（入会登録料・更新料）を性別・年齢問わず全て無償
とする。

5,000

（６）オミカレ連携事
業

株式会社オミカレと連携し、若い世代をターゲットとした自然な出会い
イベントを季節ごとに年３回程度開催するとともにマッチングアプリ等
の多様な婚活サービスに係る啓発セミナーを開催する。

12,980

（７）縁ナビ倍増事業 縁ナビの新規掘り起こしのため、誰でも気軽に参加できる現役縁ナビを
交えた座談会（縁ナビ活動事例を紹介等）を行うほか、縁ナビ主催の
マッチングイベントを開催する。

1,000

合計 74,304

 ３　その他（改善点等）

　えんトリーは令和７年に10周年を迎え、令和７年４月から会費を無償化した結果、会員数が大幅に増加した。
【登録者数】893名（前年同月比140名増）　【成婚数】338組　※令和７年12月末時点
　また、同じく10周年を記念したデジタル成婚集を作成し、えんトリーHPにて公開中。
　令和７年度にえんトリーマッチングシステムの改修（マイナポータル連携による独身証明書の取得）を行って
おり、令和８年度の改修とあわせて自宅でのオンライン登録が可能となり、ユーザーの利便性が向上する。
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令和８年度一般会計当初予算説明資料
３款　民生費
　２項　児童福祉費  子育 て 王国課 （ 内線 ： ７１５０ ）
　　１目　児童福祉総務費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 本年度 前年度 比　較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 （新）乳児等
のための支援
給付費負担金

3,192 0 3,192 3,192

 トータルコスト 6,404千円（前年度　0千円）［正職員：0.4人］

 １　事業の目的、概要

　令和８年４月から全市町村で実施される乳児等通園支援事業（こども誰でも通園制度）に要する費用について
県がその一部を負担する。

 ２　主な事業内容

　保育所、認定こども園等に在籍していない生後６カ月から３歳未満のこどもを対象に、月10時間までの利用可
能枠の中で、保護者の就労状況を問わず、時間単位で保育所等を利用できる制度（こども誰でも通園制度）の実
施に要する費用（公定価格）の一部を負担する。

【実施主体】
　市町村

【負担割合】
　国 3/4、県 1/8、市町村 1/8（国負担分は、国から市町村へ直接交付）
　※利用料については、１時間当たり300円程度を標準として各事業所が定める。
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令和８年度一般会計当初予算説明資料
３款　民生費
　２項　児童福祉費  子育 て 王国課 （ 内線 ： ７１５０ ）
　　１目　児童福祉総務費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 本年度 前年度 比　較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 保育サービス
多様化促進事
業

355,631 319,845 35,786  16,720 338,911

 トータルコスト 358,040千円（前年度　322,211千円）［正職員：0.3人］

 １　事業の目的、概要

　保護者の勤務形態の多様化、核家族化の進行、特別な支援を必要とする児童の増加などに伴う様々な保育需要
に柔軟に対応することにより、安心して子どもを生み育てやすい環境を整備するとともに、児童の福祉の向上を
図る。

 ２　主な事業内容

　
細事業名 内容 予算額

（１）障がい児保育
事業

各市町村が特別な支援が必要と認めた保育認定を受けている子どもに対し
て、保育士等を配置する経費
【負担割合】県1/2、市町村1/2

184,555

（２）医療的ケア児
保育事業

各市町村が医療的ケア児のために看護職員等やその補助者を配置するため
の経費等
【負担割合】3/4（負担割合：国1/2、県1/4、市町村1/4）

20,000

（３）乳児保育事業 特定教育・保育施設等（私立のみ）において、年度中途の乳児の入所に対
応するため、年度当初から６ヶ月分の保育士を配置する経費
【負担割合】県1/2、市町村1/2

42,019

（４）産休等代替職
員費補助金

出産または傷病の長期間にわたって休暇を取得した職員の代替職員の賃金
【負担割合】定額

5,879

（５）保育環境改善
等事業

保育所等における設備の購入や改修等を行い、保育環境の改善を図るため
の経費
【負担割合】2/3（負担割合：国1/3、県1/3、市町村1/3）

6,775

（６）低年齢児受入
施設保育士等特別配
置事業

１歳児担当保育士等の加配を行うための経費
【負担割合】県1/2、市町村1/2

96,403

合計 355,631
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令和８年度一般会計当初予算説明資料
３款　民生費
　２項　児童福祉費  子育 て 王国課 （ 内線 ： ７５７０ ）
　　１目　児童福祉総務費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 本年度 前年度 比　較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

<基金繰入金>
 保育料無償化
等子育て支援
事業

265,002 251,858 13,144 32,616 232,386

 トータルコスト 266,608千円（前年度　253,435千円）［正職員：0.2人］

 １　事業の目的、概要

　子どもを生み育てやすい環境を整備するため、保育料の無償化等により保護者負担の軽減を行う市町村に対し
助成を行う。

 ２　主な事業内容

細事業名 内容 予算額
（１）保育料無償化等子育て
支援事業補助金

【補助対象経費】
幼稚園、認定こども園、保育所、地域型保育事業所を利用してい
る第３子以降（所得制限・年齢制限なし）及び年収360万円未満
世帯の第２子（第１子と同時在園の場合のみ）にかかる国基準保
育料を無償化するために必要な経費

【実施主体】市町村
【補助率】1/2

216,543

（２）中山間地域市町村保育
料無償化等モデル事業補助金

【補助対象経費】
中山間地域に居住し、その地域の保育所、幼稚園、認定こども
園、地域型保育事業所を利用している子どもの保育料等を無償
化・軽減するために必要な経費

【実施主体】市町村
【補助率】1/2

48,459

合計 265,002
※市町村は（１）、（２）の事業のどちらかを選択して実施
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令和８年度一般会計当初予算説明資料
３款　民生費
　２項　児童福祉費  子育 て 王国課 （ 内線 ： ７５７０ ）
　　１目　児童福祉総務費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 本年度 前年度 比　較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 （新）地域限
定保育士試験
実施事業

4,201 0 4,201  1,910 2,291

 トータルコスト 9,018千円（前年度　0千円）［正職員：0.6人］

 １　事業の目的、概要

 県内で勤務する保育士を確保するため、児童福祉法改正によって一般制度化された地域限定保育士試験を本県に
おいて実施する。
　＜地域限定保育士制度の概要＞
　・平成27年度から国家戦略特別区域で実施されていた、受験地の都道府県又は政令指定都市においてのみ保育

士と同様に業務を行うことができる「地域限定保育士制度」について規定した改正児童福祉法が令和７年
10月に施行された。

　・地域限定保育士試験では、筆記試験合格者が実技試験に代えて保育実技講習会を受講することにより、地域
限定保育士資格を取得できる。

　・地域限定保育士登録は、登録後３年を経過し、１年以上の勤務経験（1,440時間以上）を積むことで、４年目
以降全国で働くことができる通常の保育士登録が可能となる。

 ２　主な事業内容

細事業名 内容 予算額
（１）保育実技講習会運営 地域限定保育士制度により、保育士試験（後期）において筆記試験を全

科目合格した者に対し保育実技講習会を開講する。 
3,820

（２）受験手数料助成 県内における地域限定保育士を確保するため、地域限定保育士試験を受
験した者（受験後県内の保育施設等で就労している者に限る。）に対し
受験手数料を全額補助する。
【補助対象】個人
【補助額】12,700円（受験手数料単価）

381

合計 　4,201
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令和８年度一般会計当初予算説明資料
３款　民生費
　２項　児童福祉費  子育 て 王国課 （ 内線 ： ７１５０ ）
　　１目　児童福祉総務費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 本年度 前年度 比　較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

債務負担行為

1,000
債務負担行為

4,369
債務負担行為

△3,369
債務負担行為

500

債務負担行為

500
<手数料>

 「シン・子育
て王国とっと
り」保育人材
確保強化事業 71,742 91,520 △19,778  40,653 1,170 29,919
 トータルコスト 80,574千円（前年度　100,196千円）［正職員：1.1人］

 １　事業の目的、概要

　保育施設等への就職支援を行う「保育士・保育所支援センター」を設置・運営し、将来的な保育人材の確保を
図るとともに、保育支援者の配置費用等を市町村と協調し補助することで、保育現場の負担軽減を図る。

 ２　主な事業内容

細事業名 内容 予算額
（１）保育士・保育
所支援センター設
置・運営事業

保育士・保育所支援センターを設置・運営し、学生の潜在保育士等の就職支援を
行うとともに、中高生等に対し保育の仕事内容や魅力を発信する。
【委託先】（福）鳥取県社会福祉協議会
【主な事業内容】
　・保育士等の就職支援、就職・復職支援動画の作成
　・新人保育士向け合同研修会の開催
　・エルダー・メンター認証制度
　・保育のおしごと体験事業、保育の出前説明会
　・【拡充】県外保育士養成施設に在学中の学生の実習等への旅費支援　など

26,795

（２）保育士養成施
設に対する就職促進
支援事業

保育士養成施設が在学生や中高生に対して行うキャリア教育や就職支援等の取組
を支援する。
【対象経費】
・中高生に対する保育体験講座、新卒者の懇談会の開催　など
【補助率】10/10（負担割合：国1/2、県1/2）

1,120

（３）保育体制強化
事業（保育支援者の
配置）

保育に係る周辺業務を行う保育支援者の配置に要する経費の一部を助成する。
【対象経費】保育の周辺業務（清掃やあとかたづけ）を行う保育支援者の配置や
園外活動時の見守り等を行う取組の実施に必要な経費
【実施主体】市町村　【補助率】3/4（負担割合：国1/2、県1/4、市1/4）

34,011

（４）保育補助者雇
上強化事業

業務負担軽減のために配置する保育補助者の雇い上げに要する経費の一部を助成
する。
【実施主体】市町村　【補助率】5/6（負担割合：国2/3、県1/6、市1/6）

5,424

（５）県外学生等保
育施設就職奨励金制
度

県外学生等に対して就職奨励金を支給するのに要した経費の一部を助成する。
【実施主体】市町村　【補助率】1/2

250

（６）保育教諭確保
等のための資格等取
得支援事業

保育士等の資格取得に必要な受講料や代替職員雇上費の一部を助成する。
【対象経費】養成施設の受講経費、代替保育従事者雇上費
【実施主体】県内保育施設等　【補助率】1/2

2,231

（７）保育士登録事
業

国家資格である保育士資格を全国で一元化して登録・管理する。また、マイナン
バー連携や登録手数料のキャッシュレス決済への対応を行う。
【委託先】（福）日本保育協会

1,911

合計 71,742

 ※債務負担行為
事項 期間 限度額

認可外保育施設等保育士資格取得支援事業 令和９年度 1,000

 ３　その他（改善点等）

　県外学生が保育実習等行う際の旅費支援の助成回数を拡充する。
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令和８年度一般会計当初予算説明資料
３款　民生費
　２項　児童福祉費  子育 て 王国課 （ 内線 ： ７８６８ ）
　　１目　児童福祉総務費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 本年度 前年度 比　較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 こども性暴力
防止法（日本
版DBS制度）対
策事業

3,954 1,542 2,412  1,103 2,851

 トータルコスト 9,574千円（前年度　3,119千円）［正職員：0.7人］

 １　事業の目的、概要

　こども性暴力防止法が令和８年12月25日に施行されることに伴い、関係行政職員及び民間事業者に対し、今後
必要な対応等について解説するセミナーを開催するとともに、保育士等及び保護者を対象とした研修を実施す
る。また、届出保育施設におけるこどもの性被害等防止対策経費を補助する。

 ２　主な事業内容

　　　　　　細事業名　　　　　　 　　　　　　　　　　　　内容  予算額
（１）法施行に向けた対策セミナー
の開催

こども性暴力防止法の施行に先立ち、関係行政職員及び民間事
業者（学校、児童福祉施設、学習塾、スポーツクラブ等）を対
象として、有識者等（こども家庭庁職員、弁護士など）が、国
が策定したガイドラインに沿って、相談体制の整備や従業員研
修の実施、性犯罪事実確認手続きなど、必要な対応について解
説するセミナーを実施する。

   1,872

（２）性被害・不適切保育等防止対
策事業

施設内へのカメラの設置、こどもが着替える際にプライバシー
を保護するための間仕切りの導入に必要な経費を補助する。
【補助対象者】届出保育施設
【補　助　率】国1/2、県1/4、事業者1/4
【補助上限額】１施設あたり75千円

     375

（３）保育所等におけるこどもの性
暴力・性被害防止研修の開催

こどもを性被害から守るため、県内保育士等や保護者を対象に
こどもの人権擁護の視点に立った性教育に関する研修を実施す
る。
・保育士等：幼児期のこどもを対象とした性教育や人権教育　
　　　　　の基本を学ぶ研修
・保護者：幼児期のこどもへ自分も相手も大事にする気持ち
　　　　　や言動を身につける子育ての手法を学ぶ研修

   1,707

合計    3,954
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令和８年度一般会計当初予算説明資料
４款　衛生費
　１項　公衆衛生費  家庭支援課 （ 内線 ： ７５７２ ）
　　５目　母子衛生費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 本年度 前年度 比　較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

債務負担行為

2,312
債務負担行為

2,312
債務負担行為

1,540

債務負担行為

772

 プレコンセプ
ションケア健
診事業 20,050 16,913 3,137  4,138 15,912

 トータルコスト 51,363千円（前年度　41,363千円）［正職員：3.9人］

 １　事業の目的、概要

　若年世代の健康意識の向上を図るとともに、ライフプランを考える機会を提供するため、「若者と次世代の健
康づくり」に繋がるプレコンセプションケアを推進する。
　※プレコンセプションケア：男女ともに、性や妊娠に関する正しい知識を身につけ、若いうちから健康管理を

行うこと。

 ２　主な事業内容

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
細事業名 内容 予算額

①プレコンセプションケア健診事業補助金
市町村と協調して、プレコンセプションケア健診（貧血検査、性感染症、妊孕
性等に関する健診）を実施する。
【実施主体】市町村
【補助率】県1/2、市町村1/2
【補助内容】
○健診事業　男性：13,000円／回　女性：30,000円／回　
　（補助対象）　
　・18～39歳の男女（配偶者の有無を問わない）のうち、健診実施市町村が定

める者が受診したプレコンセプションケア健診費（県が指定する医療機関
で、指定する検査項目を受診した場合に限る）

○健診助成実施に係る事務費

13,841

②【新】デジタル保健室事業
将来のライフプランを考えるうえでの不安・悩みや、プレコンセプションケア
健診受診後により深く結果の内容を理解したいなど、いつでも、どこでも、気
軽に専門家にSNS等オンラインで相談できる体制を整備する。
※タスクフォース提案関連事業

　　2,200

③【新】プレコンセプションケア健診研究事業
プレコンセプションケア健診の必要性や若い頃からの健康づくりの重要性につ
いて意識啓発に繋げることを見据えて、健診結果等を分析し、健診受診者の状
況を明らかにするための研究に取り組む。
※債務負担行為を設定し長期間のデータ収集を行うことで、より有用な経年分
析を行う

　　　578

（１）プレコンセプ
ションケア健診推進
事業

④プレコンセプションケア健診の在り方検討会の運営
プレコンセプションケア健診の実施方法等について、国や市町村、医療従事者
等の専門家により包括的な検討を行う。また、プレコンセプションケア健診事
業の経過確認や効果検証を行う。

431

（２）普及啓発等 若い世代が、ライフプランを見据え、自らのカラダや健康について、主体的に
考える力を育むことを目的として、SNSを活用した広報や、オンラインセミナー
等によりプレコンセプションケアの普及啓発を実施する。

3,000

合計 20,050

※債務負担行為
事項 期間 限度額

プレコンセプションケア健診研究事業 令和９年度から令和12年度まで 2,312
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令和８年度一般会計当初予算説明資料
３款　民生費
　２項　児童福祉費  家庭支援課 （ 電話 ：0857-26-7149 ）
　　１目　児童福祉総務費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 本年度 前年度 比　較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 児童養護施設
等体制強化補
助事業

214,641 192,799 21,842  88,886 125,755

 トータルコスト 232,305千円（前年度　210,150千円）［正職員：2.2人］

 １　事業の目的、概要

　児童養護施設等における体制強化を図るため、国の配置基準を超えて職員を配置する際の人件費や、研修及び実
習に係る経費を助成する。

 ２　主な事業内容

細事業名 内容 予算額
（１）児童養護施設
等処遇向上対策事業

国の職員配置基準を超えて職員を配置している施設に対し、被虐待児童等が10名を
超えるごとに人件費１名分を補助。
【実施主体】児童養護施設、児童心理治療施設　【補助率】10/10（単県）

31,008

（２）乳児院等医療
機関連携強化事業ほ
か

①医療機関との連携強化を図る医療機関等連絡調整員を配置する経費を補助。
②児童の入院に係る措置費を上回る額（日額上限２万円）を補助。
【実施主体】乳児院、児童養護施設等
【補助率】①10/10（国1/2、県1/2）②10/10（単県）

14,758

（３）障がい児等受
入体制等強化事業ほ
か

①障がい児等受入調整員を配置するための経費を補助。
②児童養護施設等に入所する児童の習い事及び学習塾の費用を補助。
【実施主体】乳児院、児童養護施設等　
【補助率】①10/10（国1/2、県1/2）②10/10（単県）

5,714

（４）自立援助ホー
ム体制機能強化事業
ほか

①国の職員配置定数を超えて直接処遇職員を雇用するための経費を補助。
②夜間業務等の負担軽減のため職員を雇用する経費を補助。
【実施主体】自立援助ホーム、ファミリーホーム、母子生活支援施設　
【補助率】①10/10（単県）②10/10（国1/2、県1/2）

37,567

（５）児童養護施設
等の職員人材確保事
業ほか

①実習生の指導に当たる職員の代替職員の人件費、又は実習を受けた学生を就職前
に一定期間非常勤職員として採用する際に係る経費を補助。
②児童への支援の充実を図るため、施設職員が研修に参加する経費を補助。
【実施主体】児童養護施設等　【補助率】10/10（国1/2、県1/2）

5,420

（６）児童養護施設
等の環境改善事業ほ
か

①児童の安全確保を目的とする内部改修・備品購入、ファミリーホームや里親支援
センター等の開設に要する経費を補助。
②施設の業務負担軽減のためのICT化を図る機器等の整備に係る経費を補助。
【実施主体】ファミリーホーム、里親支援センター、里親等
【補助率】①10/10（国1/2、県1/2）等　②3/4（国1/2、県1/4、事業者1/4）

14,453

（７）児童家庭支援
センター運営事業

児童家庭支援センター運営費（職員人件費、報償費、需用費等）を補助。
【実施主体】社会福祉法人　【補助率】10/10（国1/2、県1/2）

90,484

（８）施設入所児童
交流事業ほか

①県内の児童養護施設に入所している児童の健全な心身の発達と主体性・協調性確
立のために実施する交流事業に要する経費を補助。
②県内の児童養護施設等の入所児童の作品を展示する「児童福祉展」への補助。
【実施主体】鳥取県児童養護施設協議会、児童福祉団体あすなろ会　
【補助率】10/10（単県）

845

（９）児童養護施設
等入所児童自立支援
事業

児童養護施設等に入所している児童の自立支援のため、自動車運転免許の取得に要
する費用の一部を補助。
【実施主体】児童養護施設等　【補助率】10/10（単県）

4,200

（10）児童養護施設
退所者等自立支援資
金貸付事業

家賃相当額や生活費及び就職に必要な各種資格を取得するために必要な費用の貸付
を行うための経費を補助。
【実施主体】鳥取県社会福祉協議会　【補助率】10/10（国9/10、県1/10）

8,692

（11）【新】職場の
安心・安全環境整備
事業

防犯カメラや緊急通報装置等、施設の防犯上必要な機器や、通話録音装置等のカス
タマーハラスメント対策に必要な機器等の購入費用を補助。
【実施主体】児童福祉施設等 【補助率】10/10（単県）

1,500

合計 214,641
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令和８年度一般会計当初予算説明資料
３款　民生費
　２項　児童福祉費  家庭支援課 （ 電話 ：0857-26-7149 ）
　　１目　児童福祉総務費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 本年度 前年度 比　較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

<基金繰入金>
 こどもの権利
擁護を図る県
版アドボカ
シー推進事業

13,777 6,232 7,545 6,486 7,291

 トータルコスト 20,200千円（前年度　12,542千円）［正職員：0.8人］

 １　事業の目的、概要

　こどもの権利擁護推進のため、児童相談所一時保護施設や児童養護施設、里親等で生活しているこどもの声を
聴き届けるサポートとして、意見表明等支援事業（アドボキット派遣など）を実施する。
　また、児童養護施設等で生活しているこどもや退所した若者が、自身のアドボカシーの成熟を図るため、こど
もの権利学習や意見表明の実践を行うための活動等に要する経費を助成する。
※アドボキット：こどもの意見表明・意見形成を支援する者。

 ２　主な事業内容

細事業名 内容 予算額
（１）【拡充】こど
もの意見表明コー
ディネート事業

こどもとアドボキットとのコーディネート・派遣調整を担い、こどもからアドボ
キットへの直接アクセスを保障する拠点をおき、こどもの意見表明を支援すると
ともに、アドボキットの制度理解を深め、派遣先を拡大する周知啓発やアドボ
キットの養成・スキルアップ研修を行う。
※アドボキットの第三者性及び独立性を維持するため民間委託する。
（委託先は公募で決定）

12,256

（２）こどもアドボ
カシーに係る弁護士
による専門的アドボ
キット派遣事業

アドボキットが人権侵害の事実もしくはそのおそれがある事例を把握した場合
に、弁護士による専門的アドボキットを派遣することにより、こどもの権利救済
に向けた支援を行う。

　　　
419

（３）鳥取県子ども
の権利学習支援事業
補助金

児童養護施設等に入所しているこどもや退所した方が、こどもの権利や意見表明
の方法を学び、自分達の意見・提案を施設や行政等に届ける等の活動に要する費
用を補助する。
【実施主体】県児童養護施設協議会（当事者グループ「Hope＆Home」事務局）
【補助率】県10/10

　　　
600

（４）県版アドボカ
シーの運営検討会

学識経験者、児童福祉施設代表者、弁護士、社会的養護経験者等による会議を開
催し、県版アドボカシー制度の体制や在り方などを検討する。

　　　81

（５）こどもの権利
ノート改訂

社会的養護のこどもや経験者からの意見等を反映し、こどもの権利ノートを改訂
して施設入所児童へ配布する。

    421

合計 　13,777
※県版アドボカシー：制度創設にあたって、大人だけでなく社会的養護のもとで生活しているこども（経験者を

含む）の意見を可能な限り反映させたアドボカシー。（本県には、社会的養護の当事者グ
ループ「Hope＆Home」及び「レインボーズ」があり、「県版アドボカシーの運営検討会」
にも御参加いただいている。）
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令和８年度一般会計当初予算説明資料
４款　衛生費
　１項　公衆衛生費  家庭支援課 （ 内線 ： ７５７２ ）
　　５目　母子衛生費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 本年度 前年度 比　較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 乳児医療費等
支援事業

9,807 7,092 2,715  1,495 8,312

 トータルコスト 16,933千円（前年度　13,979千円）［正職員：0.7人、会計年度任用職員：0.4人］

 １　事業の目的、概要

　医療を必要とする未熟児に対して市町村が行う未熟児養育医療費支給に係る経費及び妊娠高血圧症候群等にり
患している妊産婦が必要な医療を受けるための経費の一部を支給する。
　また、心理的な負担が大きい低出生体重児及びその家族に対する理解促進のための啓発を行う。併せて、入院
中のこどもの家族の付き添い時の環境改善を図る。

 ２　主な事業内容

細事業名 内容 予算額
（１）未熟児養育医療費 ①指定医療機関に入院した未熟児に対し、市町村が行う医療費給付の一部

を負担する。
　【実施主体】市町村
　【負担割合】国1/2、県1/4、市町村1/4
②未熟児養育医療に係る診療報酬審査支払手数料
　【委託先】鳥取県国民健康保険団体連合会
　　　　　　社会保険診療報酬支払基金本部

5,246

（２）妊娠高血圧症候群等
療養援護費

妊娠高血圧症候群等にり患している妊産婦が必要な医療を受けるために入
院した場合、その療養に要する経費の一部を支給する。

30

（３）低出生体重児の相互
支援促進に向けた啓発事業

世界早産児デー（11月17日）に併せて啓発、交流イベントを実施する。 1,540

（４）【新】入院中のこど
もの家族の付添い等に関す
る環境改善事業

入院中のこどもの家族の付添い等に係る環境を改善し、こどもや家族が安
心して入院することができる環境を推進するため、医療機関に対し必要な
経費を助成する。
【実施主体】環境改善を実施する医療機関
【補助対象・基準額】
　・環境改善に係る修繕
　　上限額：１医療機関あたり 7,500千円
　・環境改善に係る物品等の購入
　　上限額：小児患者に係る１床あたり 20千円 
【補助率】10/10（負担割合　国1/2、県1/2））

2,991

合計 9,807
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令和８年度一般会計当初予算説明資料
４款　衛生費
　１項　公衆衛生費  家庭支援課 （ 内線 ： ７５７２ ）
　　５目　母子衛生費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 本年度 前年度 比　較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 健やかな妊
娠・出産のた
めの応援事業

22,293 32,432 △10,139  7,553 14,740

 トータルコスト 39,957千円（前年度　46,629千円）［正職員：2.2人］

 １　事業の目的、概要

　思春期以降の心身に関する悩みや妊娠・出産に関する不安に対し、正しい知識の普及啓発活動や相談窓口の設
置を行い、切れ目ない妊娠・出産・子育て支援を強化する。また、居住地に関わらず安心・安全に出産できるよ
う遠方の分娩施設への交通費等を支援する。

 ２　主な事業内容

細事業名 内容 予算額
（１）性と健康の相談セン
ター事業

思春期、妊娠、出産等の各ライフステージに応じた健康教室の開催や、健
康相談・支援等を実施する。
また、医療機関での基礎疾患のある妊産婦等への妊娠と薬に関する相談支
援への外来加算を行う。（加算上限：7,700円／件）

475

（２）助産師への電話・
LINE相談事業

悩みや負担を抱える母親や思春期の若者等の相談対応を行い、正しい知識
の啓発や助言を行う。【委託先】一般社団法人鳥取県助産師会

3,681

（３）とっとり妊娠SOS相談
体制整備事業

予期しない妊娠について、悩みや不安を抱える若者等からの相談に応じ、
適切な医療や支援につなげる。【委託先】産後ケアやわらかい風

3,641

（４）【拡充】遠方の分娩
施設等への交通費等支援事
業

居住地に関わらず安全・安心に妊娠・出産できるように、遠方の施設に移
動する必要がある方に対する交通費等の支援を行う。
【補助対象】※（３）～（６）を新規に対象に追加
（１）妊婦健診、（２）出産、（３）産婦健診、（４）産後ケア、（５）
乳幼児健診、（６）不妊治療
【実施主体】市町村
【補助率】3/4（国1/2、県1/4、市区町村1/4）

1,006

（５）思春期ピアカウンセ
ラー活動支援事業

思春期の健康問題のひとつである性に関する問題（性感染症・人工妊娠中
絶）について、正しい知識を普及啓発し、若者を支援する思春期ピアカウ
ンセラーを養成し、中学校や高校に出向き、同世代の仲間（ピア）とし
て、若者に寄り添い、健康教育や相談を行う。
【委託先】国立大学法人鳥取大学

1,358

（６）描こう！ライフプラ
ン出前講座事業

助産師が中学・高校や地域等に出向き、プレコンセプションケアを踏まえ
たライフプランの作成支援や、手作り教材で性や妊娠・出産に関する知識
の普及、将来親になるための備え、自分自身の健康やパートナーとの関係
を考える機会を提供する。
【委託先】一般社団法人鳥取県助産師会
（１）未来のパパママ育み出前教室（100回／年）
　　※中学・高校生を対象
（２）今から始める！いつかはパパママ出前教室（20回／年）
　　※大学、短大、専門学校生等20～30歳代を対象　

5,992

（７）新米パパに贈る子育
て教室

円滑な子育てにつなげるため、出産を控える父親に対し、沐浴・妊婦体
験・赤ちゃん人形だっこなどを体験し、併せて、母親の抱える不安や父親
に求められる意識等の気づきの機会を提供する。
【委託先】一般社団法人鳥取県助産師会

1,122

（８）妊婦のための支援給
付事業費補助金

国制度による妊婦のための支援給付を実施する市町村へ補助金を交付す
る。
【負担割合】国1/2、県1/4、市区町村1/4

4,905

（９）「子育て安心マッ
プ」の作成、その他事務費

相談窓口を掲載した「子育て安心マップ」の配布等を行う。 113

合計 22,293
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令和８年度一般会計当初予算説明資料
４款　衛生費
　１項　公衆衛生費  家庭支援課 （ 内線 ： ７５７２ ）
　　５目　母子衛生費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 本年度 前年度 比　較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 願いに寄り添
う妊娠・出産
応援事業

99,986 92,838 7,148  2,339 97,647

 トータルコスト 119,483千円（前年度　111,791千円）［正職員：2.1人、会計年度任用職員：0.7人］

 １　事業の目的、概要

　子どもを持ちたいという願いに寄り添うため、年齢制限を撤廃（治療開始年齢に応じた回数制限の撤廃等）
し、不妊検査及び不妊治療に対する県独自の助成を行い経済的負担の軽減を図る。
　また、妊娠のためにも、心と体の健康のためにも早期に治療を始めることが望ましいことから、プレコンセプ
ションケアの重要性についても周知を図る。

 ２　主な事業内容

細事業名 内容 予算額
（１）願いに寄り添う妊
娠・出産応援ネットワー
ク会議

妊娠・出産を望む方への包括的な支援体制の構築に向け、プレコンセプ
ションケアの推進や相談支援体制の整備等必要な支援等を協議する。（年
２回開催）

1,068

（２）不妊検査費助成金
交付事業

不妊症の診断を行うために、医師が必要と認めた検査を夫婦が共に受けた
場合について、検査費用のうち、保険適用外となる費用を支援する。
　【助成額】
　　検査費用のうち保険適用外となる費用の10/10（上限26,000円）。　 
　（夫婦１組につき１回限り）
　【対象者】
　　・申請日時点で夫婦のいずれか一方が県内に住所を有している者。

6,656

① 保険外併用で実施された先進医療への補助
　【助成上限額】５万円/回
　【助成回数】保険適用条件に準ずる

22,000

② 全額自費診療で実施される治療への補助
　【助成上限額】採卵を伴う治療 30万円/回、採卵を伴わない治療 
　　　　　　　　11万円/回
　【助成回数】６回/子まで（拡充）

50,510

③ 保険適用外治療で実施されるPGT-A検査の補助
県内の医療機関でPGT-A検査を実施する場合に、②の助成に上乗せして15万
円／回を助成する。

4,500

（３）【拡充】特定不妊
治療費助成金交付事業

※年齢制限を撤廃（治療
開始年齢に応じた回数
制限の撤廃等）

④ 自己負担上限額定額補助
不妊治療に係る自己負担額をさらに軽減するため、②及び③の助成を受け
た後の自己負担額が高額療養費制度を活用した場合の自己負担額を上回る
場合、上回る額の1/2を助成する。

9,090

（４）不育症検査費助成
事業

不育症の診断に必要な保険適用外の検査費用を助成する。
(国の助成対象検査が追加。)
　【助成上限額】60,000円/回 

900

（５）着床前検査（PGT-
M検査）助成金交付事業

重篤な遺伝性疾患をもつ子どもが生まれる可能性のある夫婦が、医師が
必要と認めた着床前検査（PGT-M検査）を行う場合に助成を行う。
　【助成上限額】1,050千円/回

2,100

（６）不妊専門相談セン
ター運営事業

不妊専門相談センターを開設し、医師・助産師による不妊・不育に関する
専門的相談・指導やピア・サポート活動、不妊・不育に関する勉強会・相
談会等を実施する。
　【委託先】東部：鳥取県立中央病院
　　　　　　西部：医療法人社団ミオ・ファティリティ・クリニック

2,713

（７）その他事務費 啓発資料作成費、広告費等 449
合計 99,986
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令和８年度一般会計当初予算説明資料
４款　衛生費
　１項　公衆衛生費  家庭支援課 （ 内線 ： ７５７２ ）
　　５目　母子衛生費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 本年度 前年度 比　較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 産後ケアトー
タルサポート
事業

37,964 37,949 15  3,940 34,024

 トータルコスト 41,176千円（前年度　41,104千円）［正職員：0.4人］

 １　事業の目的、概要

　支援が必要な方がためらわず産後ケアを受けるための環境を整備するため、市町村と連携して産後ケアの充実
に取り組む。

 ２　主な事業内容

細事業名 内容 予算額
（１）産後ケア推進
事業

子ども・子育て支援法の改正により産後ケア事業が地域子ども・子育て支援事
業に位置付けられ、新たに県負担が導入されたことに伴い、市町村が実施する
産後ケアに係る経費の一部を助成する。
【実施主体】市町村
【負担割合】国1/2、県1/4、市町村1/4

17,161

（２）産後ケア施
設・設備整備事業

産後ケア（ショートステイ型及びデイサービス型）を行う施設を増やすため、
必要な増改築又は改修に要する工事費、設備購入費及び賃借料等を助成する。
【対象】市町村又は事業所
【補助上限額】
　ショートステイ型：１か所あたり5,000千円
　デイサービス型：１か所あたり1,000千円
【補助率】
（１）市町村の補助がある場合：県1/2、市町村1/4、事業者1/4
（２）市町村の補助がない場合：県1/2、事業者1/2

10,000

（３）産後ケアカ
フェ事業

産後ケアの新たな受け皿として、心身のケアと妊産婦が気軽に集まって交流す
ることのできる産後ケアカフェを開催する。
【委託先】一般社団法人鳥取県助産師会

7,744

（４）産後ケアコー
ディネーター事業

産後ケア事業の新規開拓支援、市町村・産後ケア事業者との定期的な意見交換
会等による広域的な調整及び産後ケア利用者からの相談支援等を行うため、産
後ケアコーディネーターを配置する。
【委託先】一般社団法人鳥取県助産師会

2,923

（５）産後ケアエキ
スパート認定等事業

産後ケアに従事する助産師等の知識の向上を図るための研修を実施するととも
に、研修の受講者を「産後ケアエキスパート」として認定する。

136

合計 37,964

 ３　その他

　令和２年度から産後ケア利用料無償化に取り組んで以降、産後ケア利用者は大幅に増加している。引き続き、
県内における産後ケアの広域調整に取り組む。

【鳥取県産後ケア利用者数の状況】
令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

ショートステイ型 60人 345人 403人 527人 872人 1,117人
デイサービス型 48人 138人 223人 426人 1,061人 1,965人
アウトリーチ型 ０人 ３人 12人 17人 45人 135人
　　　　計 108人 486人 638人 970人 1,978人 3,217人
　※人数は各年度ごとの利用延人数
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令和８年度一般会計当初予算説明資料
３款　民生費
　１項　社会福祉費  家庭支援課 （ 内線 ： ７５７２ ）
　　８目　特別医療費助成事業費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 本年度 前年度 比　較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 「シン・子育
て王国とっと
り」こどもの
医療費完全無
償化事業

1,308,729 1,177,830 130,899 1,308,729

 トータルコスト 1,309,532千円（前年度　1,178,619千円）［正職員：0.1人］

 １　事業の目的、概要

　子育て世帯の経済的負担を一層軽減するため、市町村と協働して子どもの医療費完全無償化を実施する。
（市町村が助成した額の２分の１を補助）
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令和８年度一般会計当初予算説明資料
３款　民生費
　２項　児童福祉費  家庭支援課 （ 電話 ：0857-26-7149 ）
　　１目　児童福祉総務費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 本年度 前年度 比　較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 子どもの自死
予防対策事業

1,900 1,400 500  1,600 300

 トータルコスト 3,506千円（前年度　1,400千円）［正職員：0.2人］

 １　事業の目的、概要

　全国では、小中高生の自死者数が過去最多となる中、本県においても希死念慮に対応し、自死を防ぐ対策が必
要となっていることから、子どもの支援に携わる関係機関向けに子どもの自死予防に係る研修会を開催する等、
子どもの自死予防対策を推進する。

 ２　主な事業内容

細事業名 内容 予算額
（１）子どもの自死予
防に関する支援者研修
会

児童相談所、市町村、児童養護施設、教育機関、医療機関等の子どもの
支援に携わる関係機関向けに、子どもの自死予防に関する研修会を開催
する。
【研修内容】
　自死に至る背景や自死企図への対応、自死の危険性の早期発見、多職
種連携による支援等
【開催回数】年５回程度

600

（２）こども・若者の
自死危機対応チーム事
業

学校や市町村、児童養護施設、医療機関等の地域の支援者等では対応が
困難な事案に対して、多職種の専門家で構成する「こども・若者の自死
危機対応チーム」による助言等、機動的な支援を行う。
【こども・若者の自死危機対応チームの概要】
精神科医、臨床心理士、精神保健福祉士、弁護士等で構成された支援
チーム。各圏域に協力医療機関を確保し、相談内容に応じて専門家を選
定し、支援に当たる。
（活動内容）
・チーム会議：支援方針、助言内容の検討など
・支援の実施：支援方針に基づく地域の支援者への指導・助言、現地調

査など

1,300

合計 1,900
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令和８年度一般会計当初予算説明資料
３款　民生費
　１項　社会福祉費  家庭支援課 （ 内線 ： ７８６９ ）
　　１目　社会福祉総務費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 本年度 前年度 比　較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 子ども食堂運
営費高騰対策
支援事業

15,100 10,100 5,000  15,100

 トータルコスト 15,903千円（前年度　10,889千円）［正職員：0.1人］

 １　事業の目的、概要

　光熱費や食材費の物価高騰の影響を受けている子どもの居場所（子ども食堂等）に対して継続的な運営を支援
する。

 ２　主な事業内容

　子ども食堂等を運営している事業者（市町村が実施主体となっているものは除く。）に１箇所あたり151千円を
支給し、運営を支援する。
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令和８年度一般会計当初予算説明資料
３款　民生費
　２項　児童福祉費  家庭支援課 （ 内線 ： ７０７６ ）
　　１目　児童福祉総務費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 本年度 前年度 比　較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 （新）子ども
たちの安心安
全なネット・
SNS利用環境整
備・支援事業

6,085 0 6,085  1,250 4,835

 トータルコスト 7,691千円（前年度　0千円）［正職員：0.2人］

 １　事業の目的、概要

　子どもたちがインターネット・SNSを介して被害に遭うことを防止するため、子ども自身及びその保護者が情報
リテラシーを高める機会を提供する。また、被害に遭ってしまった場合の相談体制を整備することにより、子ど
もたちが安心安全にインターネット・SNSを利用できる環境の一層の整備を図る。

 ２　主な事業内容

細事業名 内容 予算額
（１）青少年のSNS・ネット

トラブル相談窓口運営
青少年がSNSやデジタル技術を使った被害やトラブルに巻き込まれそうに
なったときに相談できる専門の窓口を運営し、被害の未然防止を図る。

2,585

（２）メディアリテラシーを
学べる体験型教育プログ
ラムによる出前講座

県内の中高生やその保護者を対象に、謎解きゲームを活用して誤情報を
見分けるためのスキルを学ぶ出前講座を実施する。

2,000

（３）インターネット・
SNSへの悪質な投稿等の
被害に遭った子どもの支
援

インターネット・SNSへの悪質な投稿により被害に遭った子ども及びその
保護者が、投稿の削除等を求めて訴訟提起等をする場合に必要な弁護士
費用等を助成する。

1,000

（４）SNSへのターゲティン
グ広告実施

SNS上でトラブルに遭遇している青少年を相談窓口につなげるため、青少
年の閲覧が多いSNSに、支援内容や相談窓口を表示する広告を掲載する。

500

合計 6,085
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令和８年度一般会計当初予算説明資料
３款　民生費
　２項　児童福祉費  子 ども 発達支援課 （ 内線 ： ７８６５ ）
　　１目　児童福祉総務費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 本年度 前年度 比　較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 医療的ケアが
必要な子ども
等の総合支援
事業

69,058 68,128 930  4,452 64,606

 トータルコスト 73,875千円（前年度　72,860千円）［正職員：0.6人］

 １　事業の目的、概要

　「医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法律」に基づき、「医療的ケア児支援センター」を設置し
て各種相談に応じるとともに、医療的ケア児者の在宅支援に係る人材の育成・確保等を総合的に行うことによ
り、医療的ケア児等とその家族が、地域で安心して生活できる環境を整える。

 ２　主な事業内容

細事業名 内容 予算額
（１）医療的ケア児等
支援センター設置事業

医療的ケア児や重症心身障がい児者の支援に関する専門性の高い相談に総合的
に対応できる窓口（医療的ケア児等支援センター）を各圏域に設置し、相談業
務、関係機関との連携調整、人材育成を行い、医療的ケア児やその家族等の適
切な支援に繋げる。

窓口 設置場所 所要額

総合窓口
社会医療法人同愛会博愛こども発達・在宅
支援クリニック

19,510千円

東部相談窓口 公益社団法人鳥取県看護協会 13,542千円
中部相談窓口 中部療育園 ―

33,052

（２）医療的ケア児等
の在宅支援を担う看護
職員等養成研修事業

医療的ケア児等の支援について専門的知識を有する拠点施設の看護師等が、県
内で医療的ケア児等の在宅支援に関わる事業所職員等を対象に、医療的ケアの
技能・NICUからの在宅移行及び在宅支援に関する研修を実施する。

1,764

（３）医療的ケア児に
係る訪問看護師育成支
援事業

医療的ケア児の支援に対応する訪問看護ステーションの拡大を図るために、経
験豊かな事業者（受入れ側）の訪問支援に、経験の少ない事業者（参加側）職
員が同行して実地研修を行うときの人件費相当額を両者に補助する。

660

（４）NICUからの地域
移行支援事業

新生児集中治療室及び集中治療室での治療が終了した子どもが、早期に退院し
て安心安全に地域で生活できることを目的として、自宅への移行に際し、訪問
看護及び訪問リハビリテーションが関わる仕組みを構築する。※入院中ケース
検討会への訪問看護師参加等に際し、定額を支援。

600

（５）医療的ケアを必
要とする小児慢性特定
疾病児童等の一時預か
り事業

医療的ケアを必要とする小児慢性特定疾病児童等の居場所の確保及び家族のレ
スパイトを目的として、拠点施設の空床を利用し、当該児童を一時的に預か
り、必要な療養上の管理、日常生活上の世話その他必要な支援を行う。

282

（６）医療型ショート
ステイ支援事業

県内の医療機関等が実施する短期入所サービスの充実を図るため、診療報酬と
の差額やヘルパー付添い経費等を短期入所事業所に補助する。また、総合療育
センターの短期入所利用集中への対応を目的として、総合療育センターの短期
入所利用者が松江医療センターの短期入所サービスを利用する際の交通費を助
成する。

21,000

（７）医療的ケア児等
送迎支援事業

医療的ケア児等の家族にとって大きな経済的負担となっている受診時等の移動
経費について助成する。また、移動のため使用する大型の福祉タクシー車両等
が十分でないため、事業者に購入費用等を補助する。
医療的ケア児等の送迎支援事業 450千円
医療的ケア児等送迎用車両導入事業 11,250千円

11,700

合計 69,058

 ３　その他（改善点等）

　医療的ケア児等送迎支援事業について、令和８年度から、月２回の利用回数制限を撤廃するとともに、自宅以
外の場所から通院する場合も利用対象とするなど対象経費を拡充する。
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令和８年度一般会計当初予算説明資料
３款　民生費
　２項　児童福祉費  子 ども 発達支援課 （ 内線 ： ７８６５ ）
　　１目　児童福祉総務費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 本年度 前年度 比　較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 （新）医療的
ケア児等訪問
型レスパイト
支援事業

2,640 0 2,640  1,056 1,584

 トータルコスト 3,443千円（前年度　0千円）［正職員：0.1人］

 １　事業の目的、概要

　医療的ケアが必要な障がい児者及び重症心身障がい児者（以下「医療的ケア児等」という。）の自宅に訪問看
護ステーションの看護師を派遣し、医療的ケアを伴う介助や見守りを提供することで、短期入所（ショートステ
イ）の利用に限らないレスパイト（休息）の選択肢を提供し、保護者の多様なニーズに対応する。

 ２　主な事業内容

　医療的ケア児等が、訪問看護ステーションの医療的ケアや見守りサービスを利用する場合、医療保険制度が適
用される時間（２時間）を超える時間に係る利用料を助成する。

【実施主体】
　市町村

【補助対象経費】
　医療的ケア児等が訪問看護を利用する際に必要となる費用。

　＜利用上限＞
　　1人あたり６時間/回、36時間/年を上限とする。
  
　＜例:８時間利用する場合＞
　・最初の２時間→医療保険制度を適用
　・その後の６時間→本補助制度を適用
　⇒合わせて８時間訪問看護サービスの利用が可能となる。

【補助率】
　国1/3、県1/3、市町村1/3　※保護者負担は求めない。

【補助単価】
　11,000円/時間
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３款　民生費
　２項　児童福祉費  子 ども 発達支援課 （ 内線 ： ７８６５ ）
　　１目　児童福祉総務費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 本年度 前年度 比　較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 （新）発達相
談・発達教室
等におけるア
セスメント強
化事業

3,602 0 3,602  1,800 1,802

 トータルコスト 5,208千円（前年度　0千円）［正職員：0.2人］

 １　事業の目的、概要

 乳幼児健診等で発達が気になると指摘された子どもの発達支援を充実させるため、早期に専門職によるアセスメ
ントを受けることができる環境を整える。

 ２　主な事業内容

　市町村が開催する発達相談や発達教室等に専門職を配置する経費に対し補助する。

【実施主体】
　市町村（鳥取市を除く） 

【補助対象経費】
　専門職（医師、臨床心理士、言語聴覚士、理学療法士等）を配置するために必要となる費用。

【補助率】
　1/2
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４款 衛生費 

２項 環境衛生費                     脱炭素社会推進課（内線：７８９５） 

４目 環境保全費                              （単位：千円） 

事 業 名 本年度 前年度 比較 
財  源  内  訳 

備考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

日本海沖メタンハイド
レート調査促進事業 

10,496 7,496 3,000 1,500   8,996 
 

 

トータルコスト 14,511 千円（前年度 11,440 千円）［正職員：0.5 人］ 

 

１ 事業の目的、概要 

  メタンハイドレートが存在するとされる鳥取県沖等の海洋環境調査の実施、研究開発支援や研究
会の開催により機運の醸成を図る。 

 

２ 主な事業内容                     
細事業名 内 容 予算額 

(新)メタンハイドレート
重点調査 

鳥取県沖・隠岐海嶺において塊状メタンハイドレートが採
取されたことを踏まえ、海底環境調査等の追加調査を実施 

3,000 

メタンハイドレート基礎
調査 

・県の水産試験場の第一鳥取丸を活用し、メタンハイドレ
ートが存在するとされる鳥取県沖等において、水質やメタ
ン濃度等の海洋環境調査を実施 
・メタンハイドレートに知見のある学識関係者とのワーク
ショップ、県民への報告会等実施 

1,466 

鳥取大学への奨学寄附 
（調査研究・普及啓発） 

メタンハイドレート関連の学生向け講義・調査研究・普及
啓発を実施 

5,930 

その他 海洋エネルギー資源開発日本海連合負担金 100 
合 計 10,496 
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４款 衛生費 

２項 環境衛生費                    脱炭素社会推進課（内線：７８９５） 

４目 環境保全費                             （単位：千円） 

事 業 名 本年度 前年度 比較 
財  源  内  訳 

備考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

鳥取スタイルPPA 

導入推進事業 
201,879 220,626 △18,747 195,750  

(基金繰入金) 

6,000 
129 

 

 

トータルコスト 206,696 千円（前年度 225,358 千円）［正職員：0.6 人］ 

 

１ 事業の目的、概要 

  電力消費者の初期費用が不要となる自家消費型の屋根貸し太陽光発電（PPA）を促進するため、県

内の地域新電力、発電事業者、金融機関等と連携して『鳥取スタイル PPA』を推進する。 
※PPA（Power Purchase Agreement（電力販売契約）)：施設所有者（電力消費者）が提供する敷地や屋根などの
スペースに電力消費者以外の第三者（発電事業者）が太陽光発電設備等を設置し、発電された電力をその施設
の電力消費者へ有償提供する仕組み。 

※鳥取スタイル PPA：県内の発電事業者と地域新電力会社等が再生可能エネルギーの確保とエネルギーの地産地
消を推進するために連携して実施する PPA 事業。 

 

２ 主な事業内容 

細事業名 内 容 予算額 

鳥取スタイル PPA に

よる県有施設への設
置促進事業 

採算性が低い県有施設への太陽光発電設備設置を促進するた

め、PPA 事業者に対し、その設置費用の一部を支援する。 
［補助対象者］PPA 事業者 
［補 助 率］1/2 

［補 助 上 限］導入１kWあたり 125 千円 

128,750 

住宅向け PPA 支援事
業 

住宅向けの事業に取り組む PPA 事業者に対し、設備導入費用の
一部を支援する。 

［補助対象者］PPA 事業者 
［補 助 率］定額 
［補 助 額］導入１kWあたり 70 千円 

［補 助 上 限］420 千円（最大６kW/件） 

42,000 

企業向け PPA 支援事

業 

民間企業（中小規模）向けの事業に取り組む PPA 事業者に対

し、設備導入費用の一部を支援する。 
［補助対象者］PPA 事業者 
［補 助 率］定額 

［補 助 額］導入１kWあたり 50 千円 
［補 助 上 限］5,000 千円（最大 100kW/件） 

25,000 

鳥取スタイル PPA ワ

ンストップ窓口設置
事業 

鳥取スタイル PPA に関する県民や事業者からの問合せへの対応

や普及啓発を行う窓口を設置する。 
＜委託先＞ 

家庭・企業向け：鳥取県地球温暖化防止活動推進センター 

工務店向け：（一社）鳥取県木造住宅推進協議会 

6,000 

審査会運営 事業者を選定するための審査会を開催する。 129 

合 計 201,879 

 

３ その他（改善点等） 
・県有施設については、公募開始時期を早め、PPA 事業者が参入・検討しやすくする。 
・住宅向け・企業向けについては、PPA 事業者に対する個別の周知のほか、省エネ診断や金融機関を

通じた利用者の掘り起こしなどにより、利用を促進する。 
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４款 衛生費 

 ２項 環境衛生費                       脱炭素社会推進課（内線：７８７４） 
４目 環境保全費                                （単位：千円） 

事 業 名      本年度 前年度 比較 財 源 内 訳             
備考 

国庫支出金 起債 その他 一般財源 

県有施設脱炭素化事

業（LED改修） 475,557 451,537 24,020  
<214,000> 

428,000 
 47,557 

県費負担 

261,557 

トータルコスト 487,352千円（前年度 462,838千円）[正職員:1.0人、会計年度任用職員：1.0人] 

 

１ 事業の目的、概要 

  2050年の脱炭素社会の実現に向けて、県有施設（知事部局主要施設）を将来的にZEB（※）化することを

目指し、既存施設にLED照明を導入する。 

 
  ※ZEB（Net Zero Energy Building/ゼブ）：快適な室内環境を保ちながら、高断熱化・日射遮蔽、高効率設備により、でき

る限りの省エネルギーに努め、太陽光発電等によりエネルギーを創ることで、年間で消費する建築物のエネルギー量が大
幅に削減されている建築物。 

 

２ 主な事業内容 

  知事部局主要施設の誘導灯・執務室・共用部にLED照明を導入する。 

  （令和８年度計画：衛生環境研究所、とっとり出合いの森、総合療育センターほか10施設） 

  

（注）起債欄の〈 〉書きは交付税措置額を除いた額である。 
   県費負担額は、起債欄の〈 〉書きの金額に一般財源の金額を加算した額である。 
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４款 衛生費 

 ２項 環境衛生費                       脱炭素社会推進課（内線：７８９５） 
４目 環境保全費                                （単位：千円） 

事 業 名      本年度 前年度 比較 財 源 内 訳             
備考 

国庫支出金 起債 その他 一般財源 

企業の脱炭素経営促進

事業 
 債 

 

22,100 

債務負担行為 
6,000 

23,100 

債務負担行為 
△6,000 

△1,000 
10,500   11,600 

 

トータルコスト 27,720千円（前年度 28,621千円）[正職員:0.7人] 

 

１ 事業の目的、概要 

県内の温室効果ガス排出量の４割以上を占める企業部門の脱炭素化に向けて、金融機関や支援団体と連

携し、県内企業の脱炭素経営を促進する。 

 

２ 主な事業内容 

細事業名 内 容 予算額 
県内産 J クレジ
ットの創出支援 

脱炭素投資をきっかけとした富の地域内循環システムを構築することを目
指し、県内企業・個人による小規模な温室効果ガス排出削減量を集約し、
Ｊクレジットとして市場に流通させる取組を支援する。 
【対象とする削減量】省エネ、再エネ設備導入による削減量 
【対象経費】①Jクレジット審査機関にクレジット化を申請するための登

録・検証審査費用 
②県内のＣＯ２削減量を集約するための広報、削減量のモニ
タリングに係る経費等 

【補助率（上限額）】①1/2（上限額：500千円/企業・年） 
          ②1/3（上限額：500千円/企業・年） 
※Ｊクレジット制度について 
省エネ・再エネ設備の導入や森林管理等による温室効果ガスの排出削減・吸収量をクレ
ジットとして審査機関が認証する制度として、経済産業省・環境省・農林水産省が運営。 

3,000 

脱炭素人材の育
成 

企業の脱炭素化に向けた取組に対して専門的なアドバイスができる自
社内の人材の育成に取り組む企業を支援する。 
【対象経費】環境省認定「脱炭素アドバイザー」資格取得費用（受験料、
講習・教材） 
【補助率（上限額）】資格の難易度（３種類）に応じて補助を行う。 
（上限額：300千円/企業） 
① ベーシック（初級）     1/2（上限額：10千円） 
② アドバンスト（中級）    1/2（上限額：30千円） 
③ シニアアドバイザー（上級） 1/3（上限額：50千円） 

※環境省認定「脱炭素アドバイザー」資格について 
 企業の脱炭素化に関する民間資格を環境省が認定する制度。金融機関、経営コンサ
ルタント、会計士、税理士、自治体、中小企業支援団体、事業法人の脱炭素担当者な
どの資格取得を想定。 

1,100 

企業の省エネ・
再エネ推進 

県内企業における省エネ・再エネ設備、EV・充電設備等の導入を支援する。 
【対象経費、補助率（上限額）】 
・省エネ設備更新 1/5（上限額：1,000千円） 
・太陽光発電設備 1/5（上限額：2,000千円） 
・EV商用車、充電設備 定額（EV：100千円/台等、上限額500千円） 

17,000 

情報発信・啓発 セミナーや企業交流会等の開催、省エネ診断の普及促進キャンペーンなど
により、取組の促進と脱炭素経営の先進事例・好事例の横展開を図る。 

1,000 

合 計 22,100 

 

３ その他（改善点等） 
・金融機関、支援団体及び省エネ診断員等との連携並びに先行事例・好事例の横展開に向けた情報発信・

啓発の取組を強化した。 

 

180



令和８年度一般会計当初予算説明資料 
 

４款 衛生費 

２項 環境衛生費                      脱炭素社会推進課（内線：７８７５） 

４目 環境保全費                              （単位：千円）  

事 業 名 本年度 前年度 比較 
財  源  内  訳 

備考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

みんなが主役！カーボン
ニュートラル促進事業  

11,080 12,078 △998 4,100  
(基金繰入金) 

6,900 80 
 

 

トータルコスト 21,518 千円（前年度 23,120 千円）［正職員：1.3 人］ 

 
１ 事業の目的、概要 
  温室効果ガス削減目標（2030 年に 2013 年比▲60%）の達成に向け、脱炭素社会の実現を目指して

活動する若者世代の取組を更に拡大・加速させ、身近な環境活動を行う団体等の取組を企業ととも
に応援する。また、県民のライフスタイル転換に向けて、身近な環境配慮活動にエコ・アクション・
ポイント等を付与し、県民が脱炭素の取組を発展させる契機とする。 

 
２ 主な事業内容                             

 
 

細事業名 内 容 予算額 

（仮称）鳥取
県 版 ユ ー ス
COP 開催事業 

鳥取県版COPで得た県内外のユース同士の繋がりを発展させるものとし
て「（仮称）鳥取県版ユースCOP」を開催する。 
［内容］ 
・基調講演・事例発表、ユースによる決意表明、合宿研修のグループワ

ーク等 

6,080 

（新）CO2CO2
（こつこつ）
減らそうエ
コ・アクショ
ン推進事業 

「エコ・アクション（環境配慮活動）」の取組を促すため、県民の行動
に応じたポイント付与を行うことで、各家庭の省エネ実践を進める。 

推進にあたっては、エコ・アクション・ポイントを活用した利用促進
キャンペーンも併せて実施する。 
※「エコ・アクション・ポイント」とは、消費者が行った環境配慮型の活動や製

品購入等に対して付与される全国的なポイントプログラムをいう。消費者は、

同ポイントアプリにエコ・アクションを登録し、貯めたポイントを様々な商品

や寄付などと交換できる。同ポイントアプリは環境省が所管。 

4,100 

自動車販売店
等と連携した
CO2 排出量削
減加速化事業 

運輸部門の温室効果ガスの削減を促進するため、自動車販売店等と連携
し、脱炭素に関する知識を持った販売員を育成（県地球温暖化防止活動
推進員として登録）するとともに、販売店等が行う脱炭素の啓発活動を
支援する。 
(1) 「脱炭素コミュニケーター」育成補助（400 千円) 

[補助率]1/2 [補助上限]400 千円 
[補助対象経費]講師謝金・旅費、会場費等 

(2) 自動車の CO2 排出量削減普及啓発補助(500 千円) 
[補助率]1/2 [補助上限]100 千円/件 
[補助対象経費]広報費、消耗品費等 

900 

合 計 11,080 
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４款 衛生費 

２項 環境衛生費                        自然共生課（内線：７２００） 

４目 環境保全費                              （単位：千円） 

事 業 名 本年度 前年度 比較 
財  源  内  訳 

備考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

国立公園満喫プロジ

ェクト等推進事業 

 

 

228,992 

 

 

244,023 

 

 

△15,031 

 

 

105,650 

 

<74,000> 

95,000 

（寄附金）404 

（雑入）2,079 

2,483 

 

 

25,859 

 

県費負担 

99,859 

トータルコスト 286,801 千円（前年度 300,809 千円）［正職員：7.2 人］ 

１ 事業の目的、概要 

  国の進める、国立公園を世界基準である「ナショナルパーク」としてブランド化を図る「国立公

園満喫プロジェクト」の一環として、大山隠岐国立公園内施設を国内外の誘客につながる魅力ある

ものとするための整備を行う。また、大山登山者から大山入山協力金を募る受益者負担制度を活用

し、持続可能な大山の山岳環境の保全と利用に繋げる。 

２ 主な事業内容 

 

３ その他（改善点等） 

・大山隠岐国立公園における国内外からの観光客の誘客促進に向け、登山道の改修、大山滝吊橋
の架替えなど大山地域全体を活かす総合的な整備を進める。 

・令和４年度から本格導入した入山協力金について、さらなる協力率向上に向けて、募金箱設置

場所の拡充等の取組を進めていく。 

・令和８年２月に大山隠岐国立公園指定 90 周年を迎えるため、秋に記念フェスティバルを開催

するとともに岡山県、島根県と連携したイベントを実施し、大山隠岐国立公園の魅力を発信す

る。 

細事業名 内 容 予算額 

国立公園満喫プロジ

ェクト等推進事業 

・大山夏山登山道改修（木道、丸太階段）（100,000 千円） 

・大山夏山登山道標識改修（頂上木道付近）（3,000 千円） 
・大山滝吊橋架替工事（琴浦町野井倉）（108,300 千円） 

211,300 

大山入山協力金運営

事業 

大山登山者から大山入山協力金を募る受益者負担制度を運営す

る「大山山岳環境保全協議会」に対しての負担金交付 

2,306 

大山キャリーアッ

プ・ダウン事業 

大山夏山登山道の修繕に必要な資材の運搬（キャリーアッ

プ）、頂上避難小屋トイレ浄化槽に堆積した汚泥の運搬（キャ

リーダウン）をボランティアにより実施 

1,886 

【新規】大山隠岐 

国立公園 90th 

Anniversary 事業 

○指定 90 周年記念フェスティバルの開催（10,000 千円） 

・大山の魅力を発信するステージイベント 

・出演者と行くトレッキングツアー 

・サスティナブルイベント（登山道修繕、山頂木道下のクリー

ンアップ等） 

・国立公園の取組紹介、登山グッズ販売等のブース出展・ワー

クショップ 

・大山の恵みを食す飲食ブース出店 

○岡山県、島根県と連携したイベントを実施（3,500 千円） 

・スタンプラリー 

・フォトコンテスト 

・大山隠岐国立公園内の主要スポットを巡るクイズラリー 

・ノベルティ、グッズ製作等 

13,500 

合 計 228,992 

（注）起債欄の〈 〉書きは交付税措置額を除いた額である。 
   県費負担額は、起債欄の〈 〉書きの金額に一般財源の金額を加算した額である。 
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７款 商工費 

３項 観光費                          自然共生課（内線：７７０２） 

１目 観光費                                 （単位：千円） 

事 業 名 本年度 前年度 比較 
財  源  内  訳 

備考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

山陰海岸ユネスコ世界ジ

オパーク活動推進事業  
56,179 62,254 △6,075    56,179 

 

 

トータルコスト 118,465 千円（前年度 122,125 千円）［正職員：5.6 人、会計年度任用職員：4.6 人］ 

                
１ 事業の目的、概要 

  ユネスコ世界ジオパークの完全再認定を契機に、県内のジオパーク活動の活性化を図るため、トレイ

ルや自然体験活動等のジオツーリズムの推進、認知度向上に向けた情報発信、調査研究や自然講座等に

よる普及啓発、次世代を担うジオパーク人材の育成、民間事業者・市町が行うジオパーク活動への支援

等を実施し、山陰海岸ジオパークの魅力向上、山陰海岸の自然を守り育てるジオパーク活動を展開して

いく。 

 

２ 主な事業内容                                 

細事業名 内容 予算額 

ツーリズム・普及

啓発の推進 

〇（新）ジオパークを活用した地域経済好循環モデル事業 

地域の観光地形成の司令塔となる DMO と連携し、ジオパークで稼ぐ

ためのモデル事例を創出する（Ｒ８テーマ：「ガイドで稼ぐ」） 

〇ジオパークの魅力及び認知度向上のための情報発信 

・ジオパークトレイルの魅力を発信するアウトドア情報誌への掲載 

・新聞、雑誌、ラジオ等による情報発信 

・県内外の集客施設やイベントへのブース出展 

10,576 

民間活力の振興 〇民間事業者及び市町が実施する産業振興、ツーリズム振興、普及・啓

発の推進等、ジオパーク活動の取組支援 

・山陰海岸ジオパーク魅力活用総合補助金 

・山陰海岸ジオウォーク補助金 

22,386 

調査研究・教育活

動の充実 

○（新）ジオパーク次世代育成事業 

  県内の中・高・大学生を対象に、ジオパークの理念や基礎知識を学

ぶジオ講座や国内外のジオパーク大会への派遣など、次世代を担うジ

オパーク人材を育成する。 

〇大学等の教育研究機関との調査研究 

〇自然講座、生き物観察会等の教育普及講座の開催 

6,311 

魅力ある中核拠

点施設としての

整備 

〇自然館のデジタルサイネージの運用 429 

その他 〇山陰海岸ジオパーク推進協議会負担金 

〇自然歩道の眺望景観回復に要する経費 

〇標準事務費 

16,477 

合 計 56,179 

 

３ その他（改善点等） 

前回再審査（Ｒ６）でのユネスコからのレコメンデーション（推奨事項及び提案事項）を踏まえ、

山陰海岸ジオパークを一層活用し、産業やツーリズム振興等の経済活動及びジオパークを通じたグロ

ーバルな視点を持つ人材育成に繋げる事業を新たに実施する。 
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令和８年度一般会計当初予算説明資料 

 

４款 衛生費 

２項 環境衛生費                         自然共生課（電話：0857-22-0582） 

４目 環境保全費                                 （単位：千円） 

事 業 名      本年度 前年度 比較 財 源 内 訳             
備考 

国庫支出金 起債 その他 一般財源 

日本一の鳥取砂丘を

守り育てる事業 
債務負担行為 

14,334 

39,888 

 

 

33,040 

債務負担行為 

14,334 

6,848 
   

債務負担行為 

14,334 

39,888 

 

トータルコスト 71,636千円（前年度 63,341千円）[正職員:2.5人、会計年度任用職員：3.1人] 
 

１ 事業の目的、概要 

  「日本一の鳥取砂丘を守り育てる条例」に基づき、条例の趣旨の普及啓発、巡視指導、砂丘の魅力を伝

える活動により、鳥取砂丘の保全と再生、適正な利活用の推進を図るほか、砂丘内の熱中症対策を強化し

観光客が安全に過ごすことができる環境を整える。また、民間と行政で構成する鳥取砂丘未来会議が行う

鳥取砂丘の景観保全再生事業に要する経費を負担する。 
 

２ 主な事業内容 

細事業名 内 容 予算額 

鳥取砂丘景観保全再

生事業負担金 

「砂の動く生きている砂丘」の保全・再生を目指し、鳥取砂丘未来

会議が行う事業に要する経費について、県・鳥取市が各 1/2 ずつ負

担する。 

【拡充】機械除草範囲の拡大、海岸清掃ボランティア制度の創設 

30,487 

鳥取砂丘ドローン巡

視委託 

鳥取砂丘地内での熱中症対策のため、ドローン巡視に係る業務を委

託する。 

【拡充】巡視日数を10日増 

[債務負担行為］14,334千円（令和９～10年度） 

7,170 

【新規】鳥取砂丘未

来会議WG研修経費 

鳥取砂丘グランドデザインを実現するための関係者向け研修に要す

る経費について県・鳥取市が各1/2ずつ負担する。 

431 

事務費 事務所賃借料等 1,800 

合 計 39,888 

 

３ その他（改善点等） 

 ・ボランティア除草や機械除草の取組により、植物分布の割合は平成３年が約40％だったものが、現在は

20％台まで縮小している。令和８年度は機械除草面積を約１ha拡大するなどさらに取組を強化する。 

・令和７年度のドローン巡視業務委託は、砂丘東側エリアの巡視導入により、体調不良者（５件）、落書

き（５件）、遊泳（18件）、危険飛行（１件）を発見し、指導等につながった。令和８年度は巡視日数

を10日間拡充し巡視体制のさらなる強化を図る。 

・鳥取砂丘グランドデザイン改訂案に係るパブリックコメントの結果、海岸漂着ゴミに関する意見が多く

寄せられたことを受け、新たにアクティビティ団体等と連携した海岸清掃ボランティア制度を創設し、

官民一体となった砂丘の保全活動を推進する。 
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４款 衛生費 

 ２項 環境衛生費                          自然共生課（内線：７９７８） 
４目 環境保全費                                  （単位：千円） 

事 業 名      本年度 前年度 比較 財 源 内 訳             
備考 

国庫支出金 起 債 その他 一般財源 

（新）ネイチャーポ

ジティブ推進事業 

債務負担行為 

7,500 

26,510 

 

0 

0 

債務負担行為 

7,500 

26,510 
  

(寄附金)6,500 

(基金繰入金)2,183 

8,683 

債務負担行為 

7,500 

17,827 
 

トータルコスト 38,831千円（前年度0千円）[正職員:1.3人、会計年度任用職員：0.5人] 
 

１ 事業の目的、概要 

とっとりネイチャーポジティブ※宣言に基づき、地域と企業、団体、大学、自治体等が連携してネイチャ
ーポジティブ経済の実現に取り組むとともに、自然体験活動を通じたネイチャーポジティブの普及啓発を
行い、自然共生サイトの認定促進に取り組む。 
※ネイチャーポジティブ（Nature Positive）とは、生物多様性の負（損失）の流れを止めて正（回復）に反転させることを指す。 

※ネイチャーポジティブ経済とは、経済活動を通じて生物多様性の損失を止め、自然を回復軌道に乗せることを目指す経済のあり方。 

２ 主な事業内容 

 

３ その他（改善点等） 
・令和７年11月に「とっとりネイチャーポジティブ宣言」を表明するとともに官民連携の枠組みとして「と
っとりネイチャーポジティブ推進プラットフォーム」を設立したところで、今後はこのプラットフォーム
を活用しながら官民連携によりネイチャーポジティブの実現に向けた取組を行う。 

 

細事業名 内 容 予算額 
【新規】ネイチャ
ーポジティブ経済
の実現に向けた推
進体制づくり 

 生物多様性保全の推進を通じて、地域課題の解決や新たな地域の魅力や
価値を創造するため、地域と企業、団体、大学、自治体等が連携して取り
組む枠組みをつくり、ネイチャーポジティブ経済を推進。 
 
・参画企業等の意見交換や情報提供の場である官民連携プラットフォーム
の運営（764千円） 
・活動支援を行おうとする全国の企業への働きかけ（8,436千円） 
・県内の保全活動地域の現地視察・ワークショップの開催（2,367千円） 
・活動支援を希望する企業と保全活動を行う地域団体とのマッチング 
（150千円） 
 

11,717 

【新規】自然体験
活動を通じた普及
啓発 

大阪・関西万博シグネチャーパビリオン「いのちめぐる冒険」と締結し
たネイチャーポジティブ実現に向けた相互協力等に関する連携協定の理
念を継承し、鳥取県をフィールドとした自然体験活動を通じたネイチャー
ポジティブの普及啓発に取り組む。 
 
・県民参加によるいきもの探しイベントの開催（3,680千円） 
・自然観察会等を行う団体への支援（1,000千円） 
 

4,680 

【継続】自然共生
サイトの認定促進 

 生物多様性国家戦略における主要目標の一つである「2030年までに国
土の30％を保全する目標（30by30）」を達成するため、民間企業等との
連携を進め、自然共生サイトの認定を促進する。 
 
 ・自然共生サイト認定の促進支援等（6,500千円） 

［債務負担行為］7,500千円（Ｒ９年度） 
 ・自然共生サイト候補地と関係団体のコーディネート（1,430千円） 
 ・自然共生サイトの認知度向上（2,183千円） 
 

10,113 

合 計 26,510 
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４款 衛生費 

 ２項 環境衛生費                       循環型社会推進課（内線：７６８１） 
４目 環境保全費                                （単位：千円） 

事 業 名      本年度 前年度 比較 財 源 内 訳             
備考 

国庫支出金 起債 その他 一般財源 

管理型最終処分場 

設置促進事業 1,365,621 

債務負担行為 

4,929,809 

1,075,557 

債務負担行為 

△4,929,809 

290,064 
 

<746,000> 

746,000 
 619,621 

県費負担 

1,365,621 

トータルコスト 1,373,650千円（前年度 1,083,444千円）[正職員:1.0人] 

 

１ 事業の目的、概要 

    （公財）鳥取県環境管理事業センター（以下「センター」）に対し、廃棄物処理法の設置許可を受けた淀江処

分場の建設工事（Ⅰ期）、地域振興、センター運営等に必要な経費を支援する。 

 

２ 主な事業内容 

細事業名 内容 予算額 

処分場建設・関

連経費 

処分場建設工事（Ⅰ期） 

・センターが行う処分場の土木工事、水処理施設工事、施工監理等 

・【新規】センターが行う用地買取（30,770／貸付金） 

・R8年度予算額内訳：［補助金］643,069（補助率：2/3）、［貸付金］352,305 

995,374 

産業廃棄物処

理施設周辺整

備事業交付金 

・産業廃棄物処理施設設置促進条例に基づく「産業廃棄物処理施設周辺整備事

業交付金」を地域住民の意見を反映した周辺整備事業の実施者に交付 

314,489 

センター管理

運営費等経費 

運営費補助金・人件費貸付金 

・センター管理運営費等の補助及び県派遣職員手当の貸付 

・R8年度予算額内訳：［補助金］42,622（補助率：10/10）、［貸付金］13,136 

55,758 

 

３ その他（改善点等） 

    ・センターは、処分場建設に係る準備を進めており、今後、処分場建設工事に本格的に着手する。 
    ・県は、センターの事業の円滑な運営、管理型最終処分場の設置に向けて必要な支援等を行う。 

（注）起債欄の〈 〉書きは交付税措置額を除いた額である。 
   県費負担額は、起債欄の〈 〉書きの金額に一般財源の金額を加算した額である。 
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４款 衛生費 

２項 環境衛生費                     循環型社会推進課（内線：７５６２） 

４目 環境保全費                              （単位：千円） 

事 業 名 本年度 前年度 比較 
財  源  内  訳 

備考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

災害廃棄物処理円滑化推

進事業 
4,450 5,500 △1,050    4,450 

 

 

トータルコスト 5,253 千円（前年度 7,077 千円）［正職員：0.1 人］ 

 

１ 事業の目的、概要 

  地震や台風などによる大規模災害が頻発する中で、国、県、市町村、関係団体が連携を深め災害

廃棄物処理に係る対応能力の向上を図るとともに、災害廃棄物処理計画の実行性をより高めるた

め、各機関を対象とした災害廃棄物処理図上訓練を実施する。 
  

※災害廃棄物処理計画：災害廃棄物を適正かつ円滑・迅速に処理するために、平時に県・市町村が策定する計画。 

・主な内容：発生量推計、災害時の対応（仮置場運用、処理方針等）、平時の備え など 

 

２ 主な事業内容 

【新規】災害廃棄物処理に係る知見を有するコンサルタントに委託し、実際の災害状況を模した図

上訓練を実施する。 

 

３ その他（改善点等） 

・県は災害廃棄物処理に係る連携協定を関係団体と締結し、定期的に連絡訓練を行ってきた。 

また、令和６年度までに全市町村が策定した市町村の災害廃棄物処理計画及び県の災害廃棄物処

理計画（令和７年度改定）に基づき災害廃棄物処理の対応能力向上に取り組んでいく。 

 

 

187



令和８年度一般会計当初予算説明資料 

４款 衛生費 

 ２項 環境衛生費                       循環型社会推進課（内線：７１９８） 
４目 環境保全費                                （単位：千円） 

事 業 名      本年度 前年度 比較 財 源 内 訳             
備考 

国庫支出金 起債 その他 一般財源 

ごみゼロ社会実現化県民

プロジェクト事業 

債務負担行為 

174  

10,159 

債務負担行為 

0  

12,741 

債務負担行為 

174  

△2,582 
  

(基金繰入金) 

8,188 

債務負担行為 

174  

1,971 

 

トータルコスト 21,400千円（前年度 22,994千円）［正職員：1.4人］ 
 

１ 事業の目的、概要 

  ごみゼロ社会の実現に向けたごみ排出量の一層の削減を図るため、引き続き食品ロス削減に重点的に取

り組み、県民のごみゼロ意識の醸成を図るとともに、循環型社会を目指した取組を推進する。 
一人一日あたりのごみ排出量 目標：895g/日・人（令和12年度） [令和５年度実績：963g/日・人] 
一人一日あたりの食品ロス量 目標：80g/日・人（令和10年度） [令和３年度実績：94g/日・人] 

 

２ 主な事業内容 

細事業名 内 容 予算額 
【新規】需要予測によ

る食品ロス削減推進事

業 

・食品小売店や飲食店を対象に、AI 需要予測システムの導入による食品

ロス削減の効果検証を行うモデル事業を実施 

[債務負担行為］174千円（令和9年度） 

365 

【新規】リチウムイオ

ン電池の火災防止等に

係る普及啓発事業 

・リチウムイオン電池の危険性や適切な廃棄方法等について、市町村と

連携した周知・啓発の実施 

489 

事業系ごみの削減・リ

サイクル率向上事業 

・事業系一般廃棄物の多量排出者等に対し専門家を派遣し、排出量削減

やリサイクル率向上に向けた指導助言等を実施 

800 

フードドライブ事業 ・市町村・市町村社協が実施するフードドライブの取組に係る普及啓発 
・フードドライブを実施する団体の支援 

［対象］事業者 ［補助率］1/2 ［補助上限］100 千円 

2,036 

食品ロス削減等普及 

啓発事業 

・食品ロス削減やプラスチックごみ削減・リサイクル推進に対する意識

啓発を目的としたポスターコンクールの実施 
・宴会等での食べ残しを減らす「30・10 食べきり運動」や外食時に余っ

た料理の持ち帰りの普及など、食品ロス削減に係る意識啓発 

4,389 

鳥取県食品ロス削減 
推進協議会の運営 

食料支援活動団体、食品流通事業者、商工団体、消費者団体及び行政

等で構成する協議会において、食品ロスの削減等に向けた方策を検討 
482 

ごみゼロ関係補助金・

交付金 
・Let's４Ｒ実践活動推進補助金 

ごみ減量・リサイクルの実践活動を支援 
［実施主体］実践活動団体［補助率］1/2［補助上限］500千円 

・４Ｒ推進交付金 
地域の実情に応じたごみ減量・リサイクルの取組を支援 

［実施主体］市町村等 ［ 補助率 ］ソフト事業1/2、ハード事業1/3 

［補助上限］ソフト事業5,000千円、ハード事業20,000千円 

1,598 

合 計 10,159 

 

３ その他（改善点等） 

・ごみ排出量の削減に向け、可燃ごみの中で割合の大きい「食品ロス」の削減を促進するため、外食や買

い物等の各場面に応じた取組を県民運動として推進している。 
・鳥取県廃棄物処理計画に基づき、ごみ排出量削減、リサイクル率向上に向けて、事業系ごみも含めた施

策や、県民の意識を高め行動に繋げるための具体的な施策に取り組んでいく。 
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令和８年度一般会計当初予算説明資料 

４款 衛生費 

 ２項 環境衛生費                         水環境保全課（内線：７８７０） 
４目 環境保全費                                （単位：千円） 

事 業 名      本年度 前年度 比較 財 源 内 訳             
備考 

国庫支出金 起債 その他 一般財源 

“ラムサール条約

登録湿地”中海水質

浄化対策推進事業 
19,048 25,721 △6,673   

（基金繰入金） 

1,408 

（雑入）600 

2,008 

17,040 

 

トータルコスト 36,712千円（前年度 43,072千円）[正職員:2.2人] 

 

１ 事業の目的、概要 

県民の貴重な資源である中海の豊かな自然環境を次世代へ引き継ぐため、「調査研究」「保全再生」「交
流学習」及び「ワイズユース（賢明な利用）」の各種施策を島根県等と連携し実施する。 
【水質目標値】※COD：化学的酸素要求量               〔mg/L〕 

水質項目 目標値(R10) 実績(R6) 達成・未達成 

ＣＯＤ（75％値） 4.4 5.2 未達成 
全窒素（年平均値） 0.46 0.49 未達成 
全りん（年平均値） 0.046 0.059 未達成 

 

２ 主な事業内容 

区分 内       容 予算額 

調
査
研
究 

・中海の水質分析や評価、モニタリング手法の検討、水質改善に繋がる底質・窪
地対策の調査・研究等を行う。 
・米子湾の水質浄化に向けて、新たな技術導入の検討を行う。 

16,270 

保
全
再
生 

・鳥取・島根両県の県議会議員及び関係自治体等で構成する協議会を開催する。 
・県民モニターを選考し、五感（見る・聞く・触れる・嗅ぐ・味わう）による湖
沼環境の評価を行う。 

470 

交
流
学
習 

・中海等で活動するこどもたちと他のラムサール条約登録湿地で活動するこども
たちとの交流を通じ、次世代の人材育成や人的ネットワークの構築を図る。 
・次世代を担うこどもたちへの環境教育の実施、様々な世代に環境学習の機会を
提供し、専門人材の育成を図る。 

1,708 

賢
明
な

利
用 

・ワイズユースに着目した体験型の中海利活用イベント、中海・宍道湖一斉清掃
を開催する。 

600 

 

３ その他（改善点等） 

・水質は長期的には改善傾向にあるが、米子湾中央部などで一部目標未達成のため、第８期(令和６年度

～令和10年度)の湖沼水質保全計画に基づき、引き続き流入負荷量の分析や底質及び窪地の現地調査・

研究を継続し、今後の水質改善対策に活かしていく。 

また、豊かな中海を目指すための新たな指標の設定に向けた調査・研究も継続して実施する。 
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４款 衛生費 

 １項 公衆衛生費                      くらしの安心推進課（内線：７８７７） 
３目 予防費                                  （単位：千円） 

事 業 名      本年度 前年度 比較 財 源 内 訳             
備考 

国庫支出金 起債 その他 一般財源 

人と動物の共生社

会推進事業 

債務負担行為 

41,436 
108,845 

債務負担行為 

0 
69,408 

債務負担行為 

41,436 
39,437 18,298 

 

<1,000> 

2,000 

(手数料)673 

(寄附金)200 

(雑入)3 

876 

債務負担行為 

41,436 
87,671 

 

県費負担 

88,671 

 

トータルコスト 162,639千円（前年度 122,251千円）[正職員:6.7人] 

 

１ 事業の目的、概要 

人と動物が共生する社会の実現に向け、動物の愛護及び管理に関する法律、鳥取県動物の愛護及び管理に関する

条例及び狂犬病予防法に基づき、動物取扱事業者や飼い主等への指導、適正飼養の啓発、収容動物の譲渡促進及び

猫の繁殖制限対策等を実施する。 
２ 主な事業内容 

 

３ その他（改善点等） 

 急な入院等に伴う高齢者からのペットの引取り依頼が、近年増加傾向である。また譲渡困難な高齢犬やケアが必

要な動物については、収容期間が長期化する傾向がある。飼い主やその家族が責任を持って終生飼養し、万が一の

場合のペットの処遇を、事前に考えておくよう啓発するほか、収容動物の譲渡推進に力を入れる必要がある。 

細事業名 内 容 予算額 
動物愛護センタ

ー運営事業 
〇「鳥取県動物愛護センター」の運営（人と動物の未来センター“アミティエ”） 
・(公財)動物臨床医学研究所に県が収容した犬猫の飼養管理、譲渡活動及び動物愛

護の普及啓発等を委託するほか施設整備費用を補助 

24,299 

動物収容施設運

営事業 

〇倉吉保健所犬管理所の休日管理・施設管理委託、照明のLED化等 
〇西部犬猫センターの運営管理等 
・近年増加傾向である高齢者からの引取り依頼や、高齢犬やケアが必要な動物の長

期管理に対応するため、施設の増改築を実施するほか委託内容を見直し。 

65,140 

動物愛護管理推

進事業 

〇飼い主のいない猫の繁殖制限対策 

①不妊去勢手術費用の助成 ※市町村への間接補助 

[補助率]1/2 [補助上限額]5千円/頭 

②TNR活動技術支援及び活動経費の助成 

  ・生活環境が悪化している地域を対象にTNRを行うほか、ボランティア団体等

が行うTNR活動の経費（餌代等）を助成 

  ※TNR 活動：所有者のいない猫を捕獲し、不妊去勢手術を行い、元の場所に戻

す活動 

③地域猫活動モデル実施地域への助成（手術費・管理費）※市町村間接補助 

  ※地域猫活動：地域に住みついた飼い主のいない猫を不妊去勢手術したうえ 

で、餌やり等のルールを決め、適切に飼養管理する活動 

④不妊去勢手術連携病院の整備 

・飼い主のいない猫に特化した不妊去勢手術を行う環境を整備する動物病院

（連携病院）を支援 

〇飼い猫の繁殖制限対策 

   [補助額]メス4千円/頭、オス2千円/頭 

※（公社）鳥取県獣医師会への支援 

〇動物福祉推進事業補助金 

 ・民間団体等が行う動物愛護や適正飼養の普及啓発等の活動を支援 

〇犬猫譲渡促進サイト「鳥取わんにゃん家族」の運営、動物愛護管理普及啓発に係

る講習会の開催等 

19,406 

合 計 108,845 

（注）起債欄の〈 〉書きは交付税措置額を除いた額である。 
   県費負担額は、起債欄の〈 〉書きの金額に一般財源の金額を加算した額である。 
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４款 衛生費 

 ２項 環境衛生費                       くらしの安心推進課（内線：７１８５） 
３目 環境衛生連絡調整費                             （単位：千円） 

事 業 名      本年度 前年度 比較 財 源 内 訳             
備考 

国庫支出金 起債 その他 一般財源 

（新）公衆浴場原油

価格高騰対策事業 402 0 402 402    
 

トータルコスト 2,008千円（前年度 0円）[正職員:0.2人] 

 

１ 事業の目的、概要 

ガソリン税・軽油引取税暫定税率廃止による燃料価格の定額引下げ措置（補助金）廃止に伴い、重油・灯油価

格が上昇した場合の激変緩和措置として、一般公衆浴場（※）に対し、効率化等（省エネ対策による光熱水費の

削減等）に要する期間（半年間）の燃料費を助成することにより、事業施設の適正な管理・運営を図る。 

※一般公衆浴場：物価統制令の適用を受ける公衆浴場 

 

２ 主な事業内容 

内 容 予算額 

 一般公衆浴場に対して燃料価格の高騰対策として燃料費を助成する市に補助する。 

［対 象 施 設］４施設（２市） 

※重油・灯油をボイラーに使用している一般公衆浴場のみ 

［補助対象額］ 重油・灯油使用量（４～９月の６ヶ月分）×５円／L 

［補 助 率］1/2(市間接補助) 

402 

 

（新）クリーニング

業燃料費高騰対策

事業 
6,060 0 6,060 6,060    

 

トータルコスト 6,863千円（前年度 0円）[正職員:0.1人] 

 

１ 事業の目的、概要 

ガソリン税・軽油引取税暫定税率廃止による燃料価格の定額引下げ措置（補助金）廃止に伴い、重油・灯油価

格が上昇した場合の激変緩和措置として、クリーニング所に対し、効率化等（省エネ対策による光熱水費の削減

等）に要する期間（半年間）の燃料費を助成することにより、事業施設の適正な管理・運営と消費者価格の安定

を図る。 

 

２ 主な事業内容 

内 容 予算額 

 県内のクリーニング事業者に対する燃料費（重油、灯油）の高騰分について、支援

を行う。 

［補助対象者］  

県内クリーニング事業者（取次所を除く、103事業所） 

［補助対象額] 

燃料（重油、灯油）の使用量（４～９月の６ヶ月分）×５円／L 

［補 助 率］10/10 

6,060 
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４款 衛生費 

 ２項 環境衛生費                       くらしの安心推進課（内線：７１８５） 
３目 環境衛生連絡調整費                             （単位：千円） 

事 業 名      本年度 前年度 比較 財 源 内 訳             
備考 

国庫支出金 起債 その他 一般財源 

（新）公衆浴場原油

価格高騰対策事業 402 0 402 402    
 

トータルコスト 2,008千円（前年度 0円）[正職員:0.2人] 

 

１ 事業の目的、概要 

ガソリン税・軽油引取税暫定税率廃止による燃料価格の定額引下げ措置（補助金）廃止に伴い、重油・灯油価

格が上昇した場合の激変緩和措置として、一般公衆浴場（※）に対し、効率化等（省エネ対策による光熱水費の

削減等）に要する期間（半年間）の燃料費を助成することにより、事業施設の適正な管理・運営を図る。 

※一般公衆浴場：物価統制令の適用を受ける公衆浴場 

 

２ 主な事業内容 

内 容 予算額 

 一般公衆浴場に対して燃料価格の高騰対策として燃料費を助成する市に補助する。 

［対 象 施 設］４施設（２市） 

※重油・灯油をボイラーに使用している一般公衆浴場のみ 

［補助対象額］ 重油・灯油使用量（４～９月の６ヶ月分）×５円／L 

［補 助 率］1/2(市間接補助) 

402 

 

（新）クリーニング

業燃料費高騰対策

事業 
6,060 0 6,060 6,060    

 

トータルコスト 6,863千円（前年度 0円）[正職員:0.1人] 

 

１ 事業の目的、概要 

ガソリン税・軽油引取税暫定税率廃止による燃料価格の定額引下げ措置（補助金）廃止に伴い、重油・灯油価

格が上昇した場合の激変緩和措置として、クリーニング所に対し、効率化等（省エネ対策による光熱水費の削減

等）に要する期間（半年間）の燃料費を助成することにより、事業施設の適正な管理・運営と消費者価格の安定

を図る。 

 

２ 主な事業内容 

内 容 予算額 

 県内のクリーニング事業者に対する燃料費（重油、灯油）の高騰分について、支援

を行う。 

［補助対象者］  

県内クリーニング事業者（取次所を除く、103事業所） 

［補助対象額] 

燃料（重油、灯油）の使用量（４～９月の６ヶ月分）×５円／L 

［補 助 率］10/10 

6,060 
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３款 民生費 

 １項 社会福祉費                      くらしの安心推進課（内線：７１８３） 
１目 社会福祉総務費                              （単位：千円） 

事 業 名      本年度 前年度 比較 財 源 内 訳             
備考 

国庫支出金 起債 その他 一般財源 

犯罪のないまちづ

くり推進事業 7,244 9,462 △2,218    7,244 
 

トータルコスト 20,090千円（前年度19,715千円）[正職員:1.6人] 

 

１ 事業の目的、概要 

県民の防犯意識を高め、安心して暮らすことのできる地域社会の実現を図るため、ながら見守り等の自主防犯活

動の活性化、鍵かけ、万引き防止等の広報啓発活動、優良防犯施設認定、闇バイト等による犯罪被害防止等の活

動を推進する。 

 

２ 主な事業内容 

 

３ その他（改善点等） 

・「ながら見守り」活動の推進に向けて、街頭広報の実施や啓発グッズの配布により、県民の自主防犯意識を高め、

安心して暮らすことのできる地域社会の実現を図っていく。 
・闇バイトに端を発する特殊詐欺、SNS型投資詐欺・ロマンス詐欺等が全国で発生していることを踏まえ、県民の

犯罪被害防止及び犯罪加担防止のための対策を行う。 
 

細事業名等 内 容 予算額 
防犯意識の啓発 〇街頭広報、ながら見守り活動啓発イベント等の実施 

〇地域防犯研修会の開催 

〇地域安全フォーラム開催補助金 

［実施主体］（公社）鳥取県防犯連合会 ［補助率］10/10 

1,866 

防犯活動の支援 〇青色防犯パトロールの活動促進 
〇優良防犯施設の認定 
〇犯罪のないまちづくり活動支援補助金 
［実施主体］（公財）鳥取県暴力追放センター ［補助率］1/3ほか 

903 

闇バイト等による犯
罪加担から県民を守
る事業 

〇中学校・高校での謎解き・追体験ゲーム（レイの失踪）を活用した
出前授業の実施 

〇闇バイト加担防止マンガ、マンガ動画の作成 

4,200 

その他 〇鳥取県犯罪のないまちづくり協議会の開催 275 
合 計 7,244 
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３款 民生費 

 １項 社会福祉費                      くらしの安心推進課（内線：７５９３） 
１目 社会福祉総務費                              （単位：千円） 

事 業 名      本年度 前年度 比較 財 源 内 訳             
備考 

国庫支出金 起債 その他 一般財源 

犯罪被害者寄り添

い支援事業 120,960 59,653 61,307 25,321  

（寄附金）27,500 

(基金繰入金)10,000 

(雑入)583 

38,083 

57,556 

 

トータルコスト 144,302千円（前年度 81,726千円）[正職員:1.5人、会計年度任用職員：3.0人] 

 

１ 事業の目的、概要 

行政が主体となり、民間支援団体等と連携し、犯罪被害者に被害直後から寄り添って中長期にわたりワンスト

ップで支援を提供するとともに、犯罪被害者が再び平穏な生活を営むことができるよう、被害からの早期回復・

負担軽減のための支援を行う。 

２ 主な事業内容 

細事業名 内  容 予算額 

【新規】 

犯罪被害者の

ための経済的

支援制度 

県・市町村が連携して国制度を補完する県独自の経済的支援制度を創設 

（１）緊急支援金等(10,000千円) 

区分 支援対象者 支援額 

 

緊

急 

支

援

金 

死亡・重傷病 

支援金 

死亡した被害者の遺族、重傷病を負

った被害者 

死亡 100万円 

重傷病 

30万円又は50万円 

転居・防犯 

対策支援金 

自宅などで被害にあい転居・防犯対

策を余儀なくされた被害者 

上限20万円 

生活維持 

支援金 

被害により一時的に生活維持が困

難となった者 

30万円 

遺児等支援金 死亡・重度の障がいを負った被害者

の家族である子ども 

年齢に応じて 

10万円／年まで 

再提訴等支援金 死亡・重傷病に係る損害賠償の債務

名義取得後、時効更新のために再提

訴をした者等 

上限33万円 

（２）基金 

 緊急支援金等の財源に充てるため、県と市町村が協調して基金を造成 

積立額 50,000千円 

拠出内訳 県：22,500千円、市町村22,500千円、寄付5,000千円 

60,000 

犯罪被害者総

合サポートセ

ンター運営費 

○被害直後に必要となる支援等を直接提供（5,212千円） 

  緊急避難場所の提供、遺体修復、医療・生活支援等 

○広報啓発（4,200千円） 

○総合相談窓口の設置、支援調整会議等の開催等（2,187千円） 

11,599 

総合相談窓口

業務の委託 

○犯罪被害者や家族等からの相談対応、付き添い等の直接支援を民間支援団体に

委託 

41,711 

民間支援団体

への補助金 

○民間支援団体が実施する広報啓発、支援員研修等に要する経費を助成 

 ［補助率］10/10 

7,650 

計 120,960 

３ その他（改善点等） 

 ○令和６年４月、知事部局に犯罪被害者支援の専門組織である「犯罪被害者総合サポートセンター」を設置し、

県、県警察、民間支援団体が連携した支援を実施している。 
 ○令和８年４月、被害者等の意見を踏まえ、国の支援制度の足らざるところを補完的に支援するため、県・市町

村が連携した県独自の経済的支援制度を創設する。 
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２款 総務費 

 ２項 企画費                        くらしの安心推進課（内線：７９８９） 
３目 交通対策費                                （単位：千円） 

事 業 名      本年度 前年度 比較 財 源 内 訳             
備考 

国庫支出金 起債 その他 一般財源 

（新）高齢者安全運

転サポート事業 5,500 0 5,500    5,500 
 

トータルコスト 9,515千円（前年度 0千円）[正職員:0.5人] 

 

１ 事業の目的、概要 

 本県における交通死亡事故のうち65歳以上の高齢運転者が原因者である割合は大幅な増加傾向にあるた

め、高齢運転者に対する交通事故防止対策を強化する。 

 ※近年20～30％台で推移してきていたが、令和５年に５割に急増し、令和５年～令和７年平均も47％とな

っている。 

 

２ 主な事業内容 

細事業名 内 容 予算額 

高齢者交通安全講

習事業 

○自動車学校での高齢者交通安全講習 

 県内の自動車学校において、高齢者に対して安全運転の意識づけ及び一

時停止や徐行しても車両や歩行者を見落とすなど高齢者に多い交通事故

の要因（安全不確認）の自覚を促す等の講習会を開催する。 

［対象者］県内に居住する満65歳以上の者 

［内容］座学と実車講習（２時間程度） 

1,500 

安全運転装置普及

促進補助事業 

○高齢者安全運転装置普及促進補助金 

 既に使用している自家用車に安全運転装置を購入・設置する高齢者を支

援する。 

［補助対象者］ 

・県内に居住する満65歳以上の者で上記高齢者交通安全講習の受講者 

［補助対象経費］ 

 次の機器の購入・設置に要する経費 

 ・安全運転支援機能（車線逸脱警告及び前方車接近警告機能）付きのド

ライブレコーダー 

 ・ペダルの踏み間違いによる誤発進を防ぐペダル踏み間違い時加速抑制

装置 

［補助額］上限20千円（定額補助） 

2,000 

交通安全 TVCM 作成

放映事業 

○TVスポットCMの作成放映委託 

高齢者向けに交通安全を呼びかけるTVスポットCMを作成放映する。 

2,000 

合 計 5,500 
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３款 民生費 

 １項 社会福祉費                     消費生活センター（電話：0859-34-2705） 
７目 消費者支援対策費                             （単位：千円） 

事 業 名      本年度 前年度 比較 財 源 内 訳             
備考 

国庫支出金 起債 その他 一般財源 

消費生活相談員担

い手養成事業 2,648 187 2,461 510   2,138 
 

トータルコスト 4,254千円（前年度 976千円）[正職員:0.2人] 

 

１ 事業の目的、概要 

  県内の消費生活相談体制を持続可能なものとするため、消費生活相談員への就業希望者を発掘し、資格取得の

ための支援や職場体験の機会を提供することで担い手を養成する。 

 

２ 主な事業内容 

  
 

細事業名 内 容 予算額 

(新)相談員仕事説明

会の開催 

消費生活相談員の仕事のやりがい、必要な資格、資格取得に向けた支援

内容についての説明会を開催し、相談員への就業希望者を発掘する。 
（被養成者として６名までを選抜） 

84 

(新)資格取得に向け

た伴走支援 

被養成者には、消費者庁が実施する資格試験対策講座（オンライン）等

の受講環境を整備するとともに、消費生活相談員による実務研修として

職場体験の機会を提供する。 
○試験対策講座受講のための環境整備（会場・タブレット借上）(410千円) 
○職場体験実務研修の開催(350千円) 

760 

資格取得の経費支援 被養成者に対し、資格取得に要する経費支援を行うほか、被養成者以外

に対しても新たな資格取得者には、受験にかかる経費の支援を行う。 
○(新)被養成者 

試験対策講座の受講料、受験手数料、交通費等を支援（1,617千円） 
○被養成者以外の資格取得者 

鳥取県消費生活相談員資格者確保補助金(187千円) 
［補助対象者］消費生活相談員資格試験の合格者 
［補助率］1/2 ［補助対象経費］受験手数料、交通費 

1,804 

合 計 2,648 
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８款 土木費 

 ５項 都市計画費                         まちづくり課（内線：７３６９） 
３目 公園費                                  （単位：千円） 

事 業 名      本年度 前年度 比較 財 源 内 訳             
備考 

国庫支出金 起債 その他 一般財源 

（公共事業） 

都市公園整備事業 
 

239,713 

 

351,000 

 

△111,287 

 

119,856 

<83,500> 

107,000 
 

 

12,857 

県負担額 

96,357 

トータルコスト 246,136千円（前年度 357,310千円）[正職員:0.8人] 

 

１ 事業の目的、概要 

県立都市公園利用者の安全・安心の確保、満足度の向上を図るため、公園施設の長寿命化、バリアフリ

ー化、機能向上等の整備・改修を実施する。 

 

２ 主な事業内容 

 
 

細事業名 内 容 予算額 

布勢総合運動公園 ・シャワー室等改修[陸上競技場] 

・監視カメラ修繕設計[県民体育館他]等 

35,767 

 

東郷湖羽合臨海公園 ・トイレバリアフリー化及び老朽化改修[浅津地区、はわい長瀬地

区、藤津地区、南谷地区] 

・公園再整備[南谷地区] 

・外灯修繕[浅津地区]等 

203,946 

 

合 計 239,713 

（注）起債欄の〈 〉書きは交付税措置額を除いた額である。 
   県費負担額は、起債欄の〈 〉書きの金額に一般財源の金額を加算した額である。 
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８款 土木費 

５項 都市計画費                       まちづくり課（内線：７４０３） 

３目 公園費                                （単位：千円） 

事 業 名 本年度 前年度 比較 
財  源  内  訳 

備考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

都市公園管理費 
債務負担行為 

111,646 
674,702 

債務負担行為 

506,366 
642,473 

債務負担行為 

△394,720 
32,229 

 
 

82,640 
 

（使用料）5,087 

（雑入）22,356 

   27,443 

債務負担行為 

111,646 
564,619 

 

 

トータルコスト 696,381 千円（前年度 672,444 千円）［正職員：2.7 人］ 

 

１ 事業の目的、概要 
  県立都市公園の充実した管理運営を図るため、指定管理者による管理、備品の購入等を行う。 
 

２ 主な事業内容 

 ※債務負担行為［日本海エリア］66,572 千円（令和９年度～26 年度） 
        ［日本海エリア以外］45,074 千円（令和９～10 年度） 

【参考】指定管理料の見直しの考え方 
  ・人件費：各年度の民間給与実態調査を基に積算した人件費が、予算設定時（再算定を行った場

合は再算定時）と比較して施設ごとに±３％以上の増減があった場合、再算定を行う。 

  ・物件費等：予算設定時（再算定を行った場合は再算定時）と比較して、鳥取市物価指数に±３％
以上の増減があった場合、再算定を行う。 

  ・光熱費：物価指数を考慮して算定した額を毎年度別枠で措置する。 

 
３ その他（改善点等） 

日本海エリアでは、パークビジョン（令和５年７月策定）に基づき、令和７年 11 月から公園管理

の手法に Park‐PFI を導入し、公園の利便性向上や魅力度アップを図っている。 
また、同エリアにおける松くい虫の防除について、松林を守りつつ、より一層地域の振興等との両

立を図ることのできる防除方法である樹幹注入を令和８年度から実施する。 

細事業名 内 容 予算額 

布勢総合運動公園 指定管理料（341,866 千円） 

（うち見直しによる算定額 69,580 千円） 

368,066 

備品等購入費、リース料等（26,200 千円） 

東
郷
湖
羽
合
臨
海
公
園 

東郷池北エリア 
（藤津、浅津、南谷）

指定管理料（132,174 千円） 
（うち見直しによる算定額 13,472 千円、南谷地区再整備
に係る管理料の増額 1,576 千円） 

133,989 

備品等購入費（1,815 千円） 

東郷池南エリア 

（引地、長和田） 

指定管理料（132,930 千円） 

（うち見直しによる算定額 11,438 千円） 

133,271 

備品等購入費（341 千円） 

日本海エリア 
（はわい長瀬、宇野）

指定管理料（28,928 千円） 
（うち見直しによる算定額 212 千円、松くい虫防除対策
（樹幹注入）に係る管理料の増額 4,663 千円） 

31,136 

備品等購入費（113 千円） 

直営管理費（松くい虫防除）（2,095 千円） 

臨海公園東郷池南エリア
活性化検討に係る経費 

検討会開催経費（45 千円） 
業務委託料（課題抽出、検討支援等）（3,850 千円） 

3,895 

運営評価委員会開催経費 指定管理施設運営評価委員会開催経費 191 

完成セレモニー開催経費 臨海公園南谷地区、宇野地区のリニューアルに係る完成
セレモニー開催経費 

1,000 

その他 （一社）日本公園緑地協会等会費、標準事務費等 3,154 

合 計 674,702 
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８款 土木費 

６項 住宅費                            住宅政策課（内線：７４０８） 

２目 住宅建設費                                （単位：千円） 

事 業 名 本年度 前年度 比較 
財  源  内  訳 

備考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

被災者住宅再建
支援基金積立事
業 

382,099 76,502 305,597  <59,200> 
296,000 

(寄附金) 

50,000 
(財産収入) 

15,937 

65,937 

20,162 県費負担 

79,362 

トータルコスト 382,902千円（前年度77,291千円）［正職員：0.1人］ 

１ 事業の目的、概要 

  自然災害により、居住する住宅が著しい被害を受けた世帯に対して、相互扶助の観点から都道府県と国

が造成した「被災者生活再建支援基金」（国制度）について、追加拠出を行う。 
また、鳥取県被災者再建等支援条例に基づく「被災者住宅再建支援基金」（県制度）により、国制度を

補完し、すべての被災住宅を支援することで地域の力強い復興を促進し、もって地域の維持と再生を図る。 
２ 主な事業内容 

細事業名 内 容 予算額 

基金出捐金 

（国制度） 

都道府県と国が造成する「被災者生活再建支援基金」に追加拠出を行う。 

※前回拠出は令和元年度 

296,162 

基金積立 

（県制度） 

 

県と市町村が協調して造成する「被災者住宅再建等支援基金」に積み立てる。 

［内訳］県の拠出額：20,000千円 市町村の拠出額：50,000千円 

運用利息：15,937千円 

85,937 

合 計 382,099 

３ その他（改善点等） 
被災者生活再建支援基金（国制度）については、令和６年能登半島地震等への支払いが継続しており、令

和７年度末には残高が226億円となる見込である。仮に熊本地震クラスの災害が発生した場合には、基金の
枯渇が見込まれるため、全国で400億円追加し、600億円まで基金を積み立てることが全国知事会で決議さ
れた。 

（注）起債欄の〈 〉書きは交付税措置額を除いた額である。 
   県費負担額は、起債欄の〈 〉書きの金額に一般財源の金額を加算した額である。 
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８款 土木費 

１項 土木管理費                          住宅政策課（内線：７６９７） 

４目 建築指導費                                （単位：千円） 

事 業 名      本年度 前年度 比較 財 源 内 訳             
備考 

国庫支出金 起債 その他 一般財源 

ぼうさい・とっとり住宅

耐震事業  

債務負担行為 

72,593 

169,087 

債務負担行為 

83,208 

154,101 

債務負担行為 

△10,615 

14,986 

 

158,401 
  

債務負担行為 

72,593 

10,686 

 

トータルコスト 181,934千円（前年度166,721千円）[正職員:1.6人] 

１ 事業の目的、概要                 
  大規模地震に備え、住宅・建築物の耐震化を促進し、県民の生命・財産を守り減災に繋げるため、県民 
が安心して耐震対策に取り組むことができる環境の総合的な整備を図る。 
※住宅耐震対策率の目標値：令和12年度92％（令和７年度87％） 

２ 主な事業内容 

細事業名 内容 予算額 

（拡充） 
震災に強いまち

づくり促進事業 
(市町村間接補助) 

住宅・建築物の耐震診断・補強設計・耐震改修等に対して補助 
※補助率10/10への引上げは令和８年度からの３年間限定措置 

＜主な拡充内容＞ 

・市町村が耐震対策※を促進する重点区域を設定し、住宅に対して耐震

対策に係る支援制度の補助率を嵩上げ支援する場合に、県は嵩上げ
部分についても市町村補助額（国費を除く）の1/2を補助する制度を
新設。 

・ただし、市町村が嵩上げ支援しない場合は、従前の支援内容。 
 ※耐震対策：耐震改修、居室単位改修、耐震シェルター、耐震ベッド 

支援制度 補助率 補助上限額 

耐震診断 2/3 → 10/10 132千円 →   204千円 

補強設計 1/2 → 10/10 160千円 →   320千円 

耐震改修 

4/5 → 10/10 

1,400千円 → 1,750千円 

居室単位改修 1,000千円 → 1,250千円 

耐震シェルター 800千円 → 1,000千円 

耐震ベッド 500千円 →   625千円 
 

155,658 
 

［債務負担］
72,593 

（令和９年度）

耐震ケースマネ

ジメント事業 

戸別訪問等による住宅所有者の課題把握、専門家の派遣等により、耐

震改修に向けたフォローアップを実施 

1,460  
 

耐震化支援環境

整備事業 

・低コスト工法講習会等の開催及び技術者育成等を実施する団体を支援 
・耐震壁の工法認定に係る審査会の開催、耐震ベッドの実物展示等 

3,670 

応急危険度判定

士育成事業等 

・応急危険度判定士の技術向上を目的とした実地訓練の開催 
・平時の連絡体制の強化や招集訓練の実施を委託 

2,299 

（拡充） 
感震ブレーカー

設置事業補助金
(市町村間接補助) 

・県内の建物に感震ブレーカーを設置する者に対し補助。 
  ※補助率10/10への引上げは令和８年度からの３年間限定措置 
・県は市町村補助額(補助率は市町村により異なる)の1/2を補助 

・ただし、市町村が嵩上げ支援しない場合は、従前の支援内容。 
電気工事の有無 補助率 補助上限額 

工事なしの場合 
2/3→10/10 

14千円 → 20千円 
工事ありの場合 40千円 → 60千円 

 

6,000 

合計 169,087 

３ その他（改善点等） 

・鳥取県耐震改修促進計画で定める指標を見直し、従来から取り組んでいる耐震化と命を守る耐震対策の
減災化を組み合わせた「耐震対策率」を新たに設定。住宅の耐震対策率を、令和12年度までに92％、令
和17年度には耐震性が不十分な住宅を概ね解消という目標を掲げることとした。 

・資金面を中心とする様々な課題で耐震化に踏み出せない高齢者等が安心して取り組みやすいよう、耐震
対策に係る支援制度の拡充などを行い、より一層の住宅耐震対策の促進に繋げる。 
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令和８年度一般会計当初予算説明資料 

８款 土木費 
６項 住宅費                          住宅政策課（内線：７３９８） 
２目 住宅建設費                               （単位：千円） 

事 業 名 本年度 前年度 比較 
財  源  内  訳 

備考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

とっとり住まいる支

援事業 

債務負担行為 

111,271 

274,167 

債務負担行為 

111,271 

250,055 

債務負担行為 

0 

24,112 24,112 

 (受託収入) 

250 

債務負担行為 

111,271 

249,805 

 

トータルコスト 286,211 千円（前年度 261,886 千円）［正職員：1.5 人］ 

 

１ 事業の目的、概要 

  県産材を活用した住宅の新築や改修に対して助成することにより、県民の住まいづくりを支援す
るとともに県産材の需要拡大、地場産業の振興を図る。 

 

２ 主な事業内容 

細事業名 内 容 予算額 
（拡充）
とっとり
住まいる
支援事業 

住宅の新築 県内事業者の施工により、県産材を活用した木造一戸建

住宅を新築する場合に支援する。（最大100万円/戸） 

必須要件 県産材 10  以上を使用（定額 15 万円） 
（拡充）

加算要件 
県産材を 10  を超えて使用する場合、1  あ

たり 1.5 万円を補助（上限 15 万円） 

その他 
加算要件 

JAS 製材、ヤング係数確認構造材、内外装材、 
地域建築技能活用、子育て世帯、三世代同居

世帯 等 
（拡充）補助事業実施前から三世代同居であ

った世帯も補助対象に追加 
 

269,917 
[債務負担] 

111,271 

(令和 9 年度) 

住宅の改修 県内事業者の施工により、県産材を活用して住宅の改修

等を行う場合に支援する。（最大 50 万円/戸） 

鳥取県木造住宅生産事

業者間連携支援事業 

(工務店等への支援) 

建設、設計、木材供給事業者等が２社以上連携して住宅

見学会、動画作成等を行う際、県の住宅施策の広報を併

せて行う場合に、広報内容に応じて経費の一部を支援す

る。 

［補助率］1/2、［補助上限］20 万円 

4,000 

その他 住宅金融支援機構審査受託等事務費 250 

合 計 274,167 
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８款 土木費 

 ６項 住宅費                            住宅政策課（内線：７３９８） 
２目 住宅建設費                                （単位：千円） 

事 業 名      本年度 前年度 比較 財 源 内 訳             
備考 

国庫支出金 起債 その他 一般財源 

とっとり健康省エネ

住宅普及促進事業 

債務負担行為 

115,500 

115,864 

債務負担行為 

115,500 

130,584 

債務負担行為 

0 

△14,720 

 債務負担行為 

76,500 

64,073 

 

 

(基金繰入金) 

9,000 

債務負担行為 

39,000 

42,791 

 

トータルコスト 125,499千円（前年度 138,471千円）[正職員:1.2人] 

 

１ 事業の目的、概要 

  国の省エネ基準を上回る県独自の健康省エネ住宅性能基準を満たす高性能省エネ住宅（とっとり健康省

エネ住宅「NE-ST」(ネスト)）の普及を図り、県民の健康の維持・増進、住宅の省エネ化及びCO2排出量の

削減を目指す。※新築木造戸建住宅に対する健康省エネ住宅の目標割合：73％（2026年）、100％（2030年） 

２ 主な事業内容 

  とっとり健康省エネ住宅の普及を図るため、新築又は既存住宅の改修において基準を満たす住宅を認定
し、認定住宅に対し助成するほか、消費者向けの広報、技術者の養成を行う。 

細事業名 内 容 予算額 
補
助
事
業 

住宅の新築 ・NE-ST基準を満たす県産材を活用した新築木造戸建住宅に助成する。 
［補助額］NE-STかつZEH（太陽光発電設備加算）:最大100万円/戸 

NE-STのみ:最大50万円/戸 
ただし、NE-STレベルの断熱性能の住宅を対象とする国制度※を併用
する場合は、最大25万円/戸 
※[国制度]補助額：110万円 

要 件：断熱等級6以上及び太陽光発電等の設置 

104,580 
 

［債務負担］ 
115,500  

(令和9年度) 

住宅の改修 ・県の省エネ改修基準等を満たす断熱改修を行う既存戸建住宅に助成する。 
［補助上限］Re NE-ST:150万円/戸、ゾーン改修:100万円/戸 

国省エネ基準改修:50万円/戸 （補助率1/3） 
・Re NE-ST改修に新たに取り組んだ工務店に助成する。 
［補助額］１事業者あたり20万円 （定額） 

賃貸住宅の
新築・改修 

・基準を満たす賃貸住宅を新築･改修する事業者に性能に応じて助成する。 
［補助上限］NE-STかつZEH:最大90万円/戸 NE-ST:最大50万円/戸（定額） 

（新）体感
施設の新
築・改修 

・基準を満たすモデルハウス等を新築･改修する事業者に助成する。 
［補助上限］最大200万円 （補助率1/3） 

普及啓発 ・建築・不動産団体で構成する鳥取県住宅ストック性能向上コンソーシアムが
行うNE-ST、Re NE-ST及びとっとり住宅評価システムの普及啓発等の活動を支
援する。 ［補助率］10/10 

9,000 

工務店の研修等 ・健康省エネ住宅の設計、施工ができる技術者の養成等を行う。 2,284 

合 計 115,864 

３ その他（改善点等） 

 ・数値では伝わりにくいNE-STの快適性を理解してもらうためには実際に体感できる機会を増やすことが有

効であるため、工務店等が整備するNE-ST性能のモデルハウス等への支援を行う。 

・国の令和７年度補正予算「みらいエコ2026事業」ではNE-STレベルの断熱性能の住宅に対し110万円の
補助制度が創設されたため、県制度を見直し県費負担を軽減した。 

 ＜比較表＞ 
要件 県制度 国制度 最大補助額 

NE-STかつZEH（GX志向型※） 最大 25万円 110万円 135万円 

NE-STかつZEH 最大100万円 - 100万円 

NE-ST 最大 50万円 -  50万円 

   ※GX志向型：NE-STレベルの断熱性能を有し、太陽光発電設備を設置した住宅 
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令和８年度一般会計当初予算説明資料 

 

８款 土木費 

 ６項 住宅費                            住宅政策課（内線：７３９８） 
２目 住宅建設費                                （単位：千円） 

事 業 名      本年度 前年度 比較 財 源 内 訳             
備考 

国庫支出金 起債 その他 一般財源 

非住宅NE-ST等普及

促進モデル事業 

債務負担行為 

19,500 

19,729 

債務負担行為 

54,300 

40,729 

債務負担行為 

△34,800 

△21,000 

   

債務負担行為 

19,500 

19,729 

 

トータルコスト 20,532千円（前年度 41,518千円）[正職員:0.1人] 

 

１ 事業の目的、概要 

  冷暖房消費が特に多い又は温度管理の必要性が高い保育施設や福祉施設等において、ZEBを超えるとっと

り健康省エネ住宅性能基準（NE-ST）に相当する高い断熱性能を確保することにより、非住宅の省エネ化及

びCO2排出量の削減を目指す。 

 

２ 主な事業内容 

  NE-STの基準を満たす非住宅の新築に要する経費の一部を助成するとともに、ZEB等の設計ができる技術
者の養成を行う。 

細事業名 内 容 予算額 
非住宅NE-ST普及
促進モデル事業 

県独自の断熱性能基準「NE-ST」を満たす建築物（非住宅）を新築する施主

に対し、設計費及び工事費の助成を行う。 

【対象用途】保育施設・学校・病院・福祉施設 ※面積要件無し 

区分 補助率 補助額 補助対象経費 

設計費補助 1/3 上限 50万円   省エネ計算等の費用 

工事費補助 1/3 上限 600万円  窓や断熱等の工事費 

 ※令和７年度から２年間のモデル事業（令和８年度は３件を見込む。） 

19,500 
 

［債務負担］
19,500 

(令和９年度) 

技術者養成事業  非住宅建築物においてNE-STやZEBの設計ができる技術者を養成する設計実

務者向け講習会を開催する。 

229 

合 計 19,729 
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令和８年度一般会計当初予算説明資料 

 

６款 農林水産業費 

１項 農業費                            鳥獣対策課（内線：７８７２） 
  ６目 農作物対策費                                （単位：千円） 

事 業 名      本年度 前年度 比 較 財 源 内 訳             
備考 

国庫支出金 起債 その他 一般財源 

鳥獣捕獲者確保環境

整備事業 23,076 23,689 △613 8,688   14,388 
 

トータルコスト 56,798千円（前年度 56,814千円）［正職員：4.2人］ 

 

１ 事業の目的、概要 

 中山間地域の深刻な有害鳥獣被害を減少させるため、特にイノシシ・シカ等の捕獲者増を目的とし、狩猟免許

取得や技能向上に対する支援や銃猟者の射撃練習等に係る負担を軽減するための支援を行う。 

 

２ 主な事業内容 

細事業名 内容 予算額 

狩猟者養成、新

規狩猟者の参入

促進 

・イノシシ・ニホンジカ等の有害鳥獣捕獲を担う狩猟者の養成 

（狩猟免許取得者のための事前講習会、ベテラン猟師による実猟・実技指導の実施） 

・新たに狩猟免許を取得し狩猟者登録をした者に経費の一部を支援 

［助成額］定額 ※支援は１回/人限り 

6,966 

ハンター養成

スクール 

有害鳥獣捕獲の即戦力となる狩猟者の育成 

区分 対象者及び内容 

基礎課程 有害鳥獣捕獲に従事しようとする初心者を対象に、狩猟技

術、解体等について基礎から指導し担い手確保を図る。 

ステップアップ

課程 

捕獲実績が伸び悩んでいる中堅のわな捕獲者を対象に、活

動地での現地指導を実施することで技術向上を図る。 

高度捕獲技術者

育成課程 

捕獲難易度が高い奥山での捕獲や若手への指導方法等さら

なる技術力向上と指導者養成を図る。 
 

13,378 

銃猟者への支援 

 

有害鳥獣捕獲従事者等による射撃練習等に支援を行う市町村等への支援 

区分 補助対象 実施主体 補助率等 

射撃練習奨励支

援 

射撃練習に要する

経費 

猟銃を使用する有

害鳥獣捕獲従事者 

1/3 

<市町村1/3> 

散弾銃技能講習

受講支援 

散弾銃技能講習の

受講奨励金交付の

経費 

市町村 1/2[補助上限 

３千円/人] 

ガバメントハン

ター育成支援 

猟銃所持許可証取

得に要する経費 

鳥獣被害対策に携

わる市町村職員 

1/3 

<市町村1/3> 

大口径ライフル

銃技能講習支援 

県外射撃場への旅

費 

技能講習修了者 ５千円(定額) 

 

1,392 

事務費 ・鳥獣保護区案内看板等の設置 

・狩猟免許更新講習会の開催 

1,340 

 

３ その他（改善点等） 

・有害鳥獣捕獲等の即戦力となる狩猟者の確保・育成のため、ハンター養成スクールを開催しているが、受講

者アンケート等を踏まえ、より現場から求められる実践的な内容に見直した（ステップアップ課程としてわ

なの現地指導を追加等）。 
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令和８年度一般会計当初予算説明資料 

 

２款 総務費                               

 １項 総務管理費                          会計指導課（内線：７４２２） 

    ６目 会計管理費                                           （単位：千円）                              

事 業 名      本年度 前年度 比 較 
財 源 内 訳             

備考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

会計管理事務費 

債務負担行為 

26,303 

209,804 

債務負担行為 

52,136 

183,803 

債務負担行為 

△25,833 

26,001 

 

 

<7,500> 

15,000 

 

債務負担行為 

26,303 

194,804 

 

県費負担 

202,304 

トータルコスト 313,933千円（前年度 285,805千円）［正職員：12.5人、会計年度任用職員：1.0人］ 

 
１ 事業の目的、概要 

現金・有価証券及び物品の出納保管、会計指導、決算の調製、国費事務、物品等の亡失損傷に係
る職員の賠償責任に関する事務、財務会計システムの運営管理等を行う。 

 
２ 主な事業内容  
細事業名 内容 予算額 
会計管理
事務費 

・県税、使用料・手数料等の公金の収納事務の委託料。 
・公金の収納を迅速かつ正確に集計するための収納データの作成業務委託
料。 

・指定金融機関及び指定代理金融機関が行う債権者口座への振込に係る手
数料（公金振込手数料） 等 

・（新）基金等の運用について外部の専門家からアドバイスを受けるため
の経費 

96,101 
 

財務会計
システム
運営事業 

・会計事務処理を円滑・適正に行うための財務会計システムの管理運営等
に係る経費。 

・（臨時）税外公金へのエルタックス収納の導入に伴うシステム改修経
費。 

113,703  
 

 

３ その他（改善点等） 

・支出事務にかかる手数料負担を削減するため、財務システム等を改修し支払の集約化を行い、公

金支出手数料を削減した。（△約14,500千円/年） 

・会計事務研修、随時の会計相談対応、会計実地検査等を実施し、会計事務の適正化を図った。 

 

 ※債務負担行為 

内容 期間 限度額 

手数料収納に係るPOSレジスター等賃貸借 

全体事業費：30,747千円 

令和９年度から令和13年度まで 26,303 

 

 （注）起債欄の< >書きは交付税措置を除いた額である。 

    県費負担額は、起債欄の< >書きの金額と一般財源の金額を加算した額である。 
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令和８年度一般会計当初予算説明資料
10款　教育費
　１項　教育総務費  高等学校課 （ 内線 ： ７９２９ ）
　　４目　教育連絡調整費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 本年度 前年度 比　較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 公立高等学校
就学支援事業

1,139,754 939,235 200,519  856,251 283,503

 トータルコスト 1,148,665千円（前年度　947,617千円）［正職員：0.5人、会計年度任用職員：1.3人］

 １　事業の目的、概要

　家庭の状況にかかわらず、全ての意志ある高校生等が安心して勉学に打ち込める環境をつくるために国が創設
した「高等学校等就学支援金」等を県立高校に在籍する生徒へ支給することで、家庭の教育費負担の軽減を図
る。（学校設置者である県が代理受領するとともに県の授業料債権に充当する。）

 ２　主な事業内容

区分 内容 予算額
高等学校等就学支援金 県立高校に在籍する生徒に対し、授業料相当額を支援す

る。
対象生徒数（見込）：10,047人

1,133,628

学び直しへの支援（高等学校等修学
支援事業費補助金）

高等学校等を中途退学した者が再び高等学校等で学び直
す場合に、法律上の就学支援金支給期間である３６月
（定時制・通信制は４８月）経過後も、卒業までの間
（最長１２月。ただし定時制・通信制は２４月）、継続
して授業料の支援を行う。

378

就学支援金認定業務に係る事務費 〇県立高等学校における就学支援金事務の一部外部委託
〇個人番号入力・確認業務の一部外部委託　等

5,748

合計 1,139,754

 ３　その他（改善点等）

　令和７年度からは、いわゆる高校授業料無償化に先立つ先行措置により、高等学校等就学支援金から所得制限
が事実上撤廃され、令和８年度からは国の高校授業料無償化に伴い、国庫補助割合が全額国費負担から国３／
４、県１／４に変更となった。（事務費を除く。）

<使用料・手数
料>入学選抜諸費

6,098 6,633 △535 5,400 698
 トータルコスト 401,928千円（前年度　395,462千円）［正職員：49.3人］

 １　事業の目的、概要

　問題作成、入試事務について、毎年見直しを行うとともに、入試実施のための所要の経費を措置することによ
り令和８年度鳥取県立高等学校入学者選抜を適正かつ円滑に実施する。

 ２　主な事業内容

○入試本検査及び追検査の作成・印刷
○入試実施事務
　・実施要項、入学志願書等関係書類の作成・印刷
　・令和９年度版高校ガイド（高校入試パンフレット）の作成
○県立高校入試改善専門委員会の開催
○全国入試改善協議会等への派遣
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